



凡例



本書における用語等の意義は、次のとおりである。


1（1）　刑法犯………特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷（改正前の刑法208条の2の危険運転致死傷をいう。以下同じ。）、業務上（重）過失致死傷及び自動車運転過失致死傷（改正前の刑法211条2項の自動車運転過失致死傷をいう。以下同じ。）を除いた「刑法」に規定する罪並びに「爆発物取締罰則」、「決闘罪ニ関スル件」、「暴力行為等処罰ニ関スル法律」、「盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律」、「航空機の強取等の処罰に関する法律」、「火炎びんの使用等の処罰に関する法律」、「航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律」、「人質による強要行為等の処罰に関する法律」、「流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法」、「サリン等による人身被害の防止に関する法律」、「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」及び「公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。


（2）　特別法犯………上記（1）の「刑法犯」以外の罪をいう。ただし、特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷、業務上（重）過失致死傷、自動車運転過失致死傷及び「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」に規定する罪並びに「道路交通法」、「道路運送法」、「道路運送車両法」、「道路法」、「自動車損害賠償保障法」、「高速自動車国道法」、「駐車場法」、「自動車の保管場所の確保等に関する法律」、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」、「タクシー業務適正化特別措置法」、「貨物利用運送事業法」、「貨物自動車運送事業法」、「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」及び「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」に規定する罪を除く。


（3）　包括罪種………刑法犯を「凶悪犯」、「粗暴犯」、「窃盗犯」、「知能犯」、「風俗犯」、「その他の刑法犯」の6種に分類したものをいう。

ア　凶悪犯………殺人、強盗、放火、強姦（かん）

イ　粗暴犯………暴行、傷害、脅迫、恐喝、凶器準備集合

ウ　窃盗犯………窃盗


エ　知能犯………詐欺、横領（占有離脱物横領を除く。）、偽造、汚職、背任、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」に規定する罪

オ　風俗犯………賭博、わいせつ


カ　その他の刑法犯………公務執行妨害、住居侵入、逮捕監禁、器物損壊等上記に掲げるもの以外の刑法犯

2（1）　非行少年………犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。


ア　犯罪少年………犯罪行為をした14歳以上20歳未満の者（少年法第3条第1項第1号）

（ア）　刑法犯少年………犯罪少年のうち刑法犯で警察に検挙された者

（イ）　特別法犯少年………犯罪少年のうち特別法犯で警察に検挙された者


イ　触法少年………刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の者（少年法第3条第1項第2号）


ウ　ぐ犯少年………刑罰法令に該当しないぐ犯事由があって、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある20歳未満の者（少年法第3条第1項第3号）


（2）　不良行為少年………非行少年には該当しないが、飲酒、喫煙、家出等を行って警察に補導された20歳未満の者をいう。


3　　　交通事故………道路交通法第2条第1項第1号に規定する道路において、車両等及び列車の交通によって起こされた事故で、人の死亡又は負傷を伴うもの（人身事故）をいう。

4（1）　認知件数………警察において発生を認知した事件の数をいう。


（2）　検挙件数………刑法犯において警察で検挙した事件の数をいい、特に断りのない限り、解決事件の件数を含む。


（3）　検挙率………認知件数に対する検挙件数の割合を次のとおり計算して百分比で表したものをいう。

（　検挙件数（当該年以前の認知事件の検挙を含む。）　/　当該年の認知件数　）　×　100


　　　なお、検挙件数には、当該年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える　　　場合がある。

（4）　未遂罪及び予備罪は、それぞれの既遂の罪に含めている。


（5）　昭和47年以前の各種数値については、特に断りのない限り、47年5月14日以前の沖縄県該当分の数を含んでいない。


（6）　統計、図表その他の計数資料は、特に断りのない限り、警察庁の調査等に基づくものである。

（7）　図表の増減欄における「△」印は、減少を示す。


（8）　統計図表中の構成比等は、四捨五入してあるため総計が必ずしも100.0にならない場合がある。


（9）　平成元年の各種数値については、特に断りのない限り、昭和64年1月1日から1月7日までの数を含む。


（10）　被疑者等の国籍等においては、「中国」は中国の国籍を有する者等を、「台湾」は中国の国籍を有する者のうち、台湾に本籍又は生活の本拠を有し在タイ王国日本大使館による査証シールが貼付されている台湾当局が発給した旅券を所持する者等を、「香港等」は中国の国籍を有する者のうち、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区が発給した旅券又は中国、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区以外の政府（シンガポール、マレーシア等）が発給した身分証明書等を所持する者等をいう。

※　本白書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

※　警察庁ウェブサイト（http://www.npa.go.jp/hakusyo/h28/data.html）に、本白書に掲載している統計以外の各種統計を掲載しています。











第1部　特集・トピックス

特集　国際テロ対策

特集に当たって

本年の警察白書の特集テーマは、「国際テロ対策」です。


平成13年9月11日に発生した米国における同時多発テロ事件は、約3,000人の犠牲者を出し、その国籍も我が国を含め約80か国に上るなど、イスラム過激派のテロの脅威を多くの国々に認識させることになりました。そして、28年はこの同時多発テロ事件の発生から15年目の年となります。


この間、警察では、16年に警察庁に外事情報部を新設し、それまで外事課に置かれていた国際テロリズム対策室を課に発展的に改組するなど、国際テロ対策を強化し、

○テロの脅威に係る情報収集・分析等の強化

○重要施設等の警戒警備の徹底

○官民一体の「日本型テロ対策」の推進

等の様々な取組を行ってきました。


他方で、27年1月及び2月に、シリアにおいて邦人2人が犠牲となる邦人殺害テロ事件が発生したことに加え、同年11月に発生したフランス・パリにおける同時多発テロ事件では多数の犠牲者が出るなど、世界各地でテロが発生している状況にあり、我が国に対するテロの脅威は現実のものとなっています。


我が国では、31年にはラグビーワールドカップ大会が、32年には2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されます。中でも、夏季オリンピック・パラリンピック競技大会が我が国で開催されるのは、昭和39年以来2度目、56年ぶりのことです。


オリンピック・パラリンピック競技大会は、世界中から多数の要人、選手団、観客等が集まるなど、国際的な注目度の極めて高い行事であり、これらの機会を狙った国際テロへの対策に万全を期す必要があります。


国民の安全を確保し、国際社会のテロ対策の一翼を担うという観点からも、警察としてテロの未然防止及び万一テロが発生した場合の対応に万全の体制を整備することは、重要な責務です。警察では、情報収集・分析の強化によりテロの未然防止対策を講ずるとともに、テロ対処部隊の充実強化により事態対処能力の向上を推進しています。

この特集では、まず第1節で国際テロ情勢の推移とサイバー空間における脅威を概観し、第2節で警察が取り組んでいる国際テロ対策や諸外国の国際テロ対策を紹介します。そして、第3節で今後の警察の国際テロ対策を展望するとともに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えたテロ対策について記述します。


テロの発生を未然に防止するためには、警察による取組だけでは十分ではなく、国民の理解と協力を得て、官民が一体となってテロ対策を推進することが不可欠です。この特集が、国民の皆様の警察の取組に対する理解を深めるとともに、今後の国際テロ対策について考えていただく一助となれば幸いです。











第1節　国際テロ情勢

1　国際テロ情勢の推移

（1）イスラム過激派

①　AQ（注）の台頭


平成13年9月に発生した米国における同時多発テロ事件で世界に衝撃を与えたイスラム過激派AQは、ソ連のアフガニスタン侵攻に対して戦ったアラブ人を集めて、オサマ・ビンラディンによって結成された。


AQの目標は、彼らが非イスラム的とみなす政権を転覆させ、イスラム諸国から西洋人や非イスラム教徒を追放することを通じて世界中に汎（はん）イスラム主義のカリフ統治国を樹立することにあるとされる。


とりわけ、その反米思想については、サウジアラビアへの米軍駐留に対する反発が契機となっており、オサマ・ビンラディンは、10年、「米国がイスラムの地から出ていくまでは、米国人とその同盟者に関しては、市民であろうと軍人であろうと、いかなるところでもこれを殺害せよ。これは聖戦（ジハード）である」との宗教令（ファトワ）を発するなど、その反米姿勢を明確にした。


AQは、アフガニスタンにおいて多数の外国人戦闘員を受け入れてテロ訓練等を実施し、AQの下でテロ訓練を受けた者が後に世界各地でAQ関連組織の幹部となるなど、イスラム過激派のネットワークの拡大に影響を与えた。

AQ関連組織は、中東、北アフリカ、東南アジア等世界各地に存在している。

注：Al-Qaeda（アル・カーイダ）の略

　
[image: オサマ・ビンラディン（AFP=時事）]

オサマ・ビンラディン（AFP=時事）

②　米国における同時多発テロ事件等


13年9月11日に発生した米国における同時多発テロ事件は、テロリストが、旅客機4機を同時にハイジャックし、乗員・乗客と共にニューヨークの世界貿易センタービル等に激突させるという前例のない手口により、約3,000人の犠牲者を出し、世界に衝撃を与えた。


ニューヨークでは、同日午前8時46分（日本時間午後9時46分）頃、マンハッタン島南端にある超高層ビルである世界貿易センタービルの北棟にアメリカン航空11便（ボストン発ロサンゼルス行き）が激突、さらに午前9時3分（日本時間午後10時3分）頃、南棟にユナイテッド航空175便（ボストン発ロサンゼルス行き）が激突した。航空機は、ビルに激突後爆発炎上し、世界貿易センタービルは両棟とも倒壊した。


ワシントンでは、同日午前9時37分（日本時間午後10時37分）頃、アメリカン航空77便（ワシントン発ロサンゼルス行き）が国防総省ビルに激突し、同ビルが炎上した。また、ペンシルベニア州では、同日午前10時3分（日本時間午後11時3分）頃、ユナイテッド航空93便（ニューアーク発サンフランシスコ行き）が墜落した。


携帯電話で地上と連絡を取っていた同機の乗客らは、世界貿易センタービルに対するテロの発生を知り、ハイジャック犯に抵抗したものとみられており、同機は、乗客とハイジャック犯が操縦かんを奪い合ったことを示す異常な動きを何度も見せながら飛行を続けた後、同州ピッツバーグ近郊に墜落した。


米国は、同月、この事件にAQの指導者であるオサマ・ビンラディンが関与していることを公表し、同年10月には、同人を庇護下に置いているとして、当時アフガニスタンを実効支配していたタリバーン政権に対して軍事行動を開始した。


また、この事件を契機に、イスラム諸国を含む多くの国々が、AQを始めとするイスラム過激派によるテロの脅威を改めて認識し、各種のテロ対策が進められることとなった。その結果、AQ最高幹部の1人であり、同時多発テロ事件の計画立案者であるとされるハリド・シェイク・モハメドを始め、多くのAQメンバーの身柄が拘束され、世界に広がったテロリストのネットワークの一端が明らかにされるなど、各国のテロ対策は一定の効果を上げた。


一方、米国における同時多発テロ事件の発生以降も、14年10月に発生したインドネシア・バリ島における爆弾テロ事件、16年3月に発生したスペイン・マドリードにおける同時多発列車爆破テロ事件、17年7月に発生した英国・ロンドンにおける同時多発テロ事件等、AQと関係を有するとされるイスラム過激派等によるテロ事件が、世界各地において多数発生した。

　
[image: 米国における同時多発テロ事件（Chao Soi Cheong/AP/アフロ）]

米国における同時多発テロ事件（Chao Soi Cheong/AP/アフロ）

③　オサマ・ビンラディンの死亡


23年5月、米国の作戦によりオサマ・ビンラディンが死亡した。その後AQの新たな指導者となったアイマン・アル・ザワヒリは、欧米諸国等に対するジハードの継続を表明した。その後も、紛争が続く中東・北アフリカ地域を中心に、複数のAQ関連組織が活発に活動している。

（2）イスラム過激派以外の国際テロ組織


一方、このようなイスラム過激主義に基づくテロ組織のほかに、過激な政治思想に基づくテロ組織も存在する。例えば、左翼テロ組織として、「コロンビア革命軍」、ペルーの「センデロ・ルミノソ」等を挙げることができる。

　
[image: オサマ・ビンラディンが潜伏していた建物（時事）]

オサマ・ビンラディンが潜伏していた建物（時事）











2　世界の国際テロ情勢

（1）ISIL（注）の台頭と世界各地への影響

①　ISILの台頭


ISILは、AQ関連組織であったが、AQとの方針の違いから平成26年にAQ中枢と決別した後、同年6月にイラク北部の都市モスルを制圧するなど、次々とその支配地域を広げ、イラクの首都バグダッドにも迫る勢いを見せた。さらに、ISIL指導者のアブ・バクル・バグダディがイスラム教の預言者ムハンマドの代理人（後継者）を意味するカリフを自称するとともに、イラクとシリアにまたがる地域に「イスラム国」の樹立を宣言した。


ISILは、「イスラム国」樹立を宣言した後、同組織のオンライン機関誌「ダービク」等の各種メディアを通じて、イラク及びシリアにまたがる広大な地域を支配していると主張するとともに、アブ・バクル・バグダディに忠誠を誓うこと及びISILが支配する地域に移住（ヒジュラ）することは全てのイスラム教徒にとっての義務であると主張した。

注：Islamic State of Iraq and the
Levantの頭字語

　
[image: ISILの戦闘員（AFP=時事）]

ISILの戦闘員（AFP=時事）


また、ISILは、イラク及びシリアにまたがる地域において、イスラムの教えを独自に解釈し、これに基づき、ISILに反対の立場をとる勢力や異なる宗派・宗教の人々を処刑したり、奴隷にしたりするなどの残虐な行為を繰り返している。


このようなISILの台頭を受けて、米国の呼び掛けにより、26年9月、欧米諸国等から成る「対ISIL有志連合」が結成された。また、同年8月から欧米や中東諸国がイラク、シリアのISILの拠点に対する空爆等を継続して行っている。さらに、27年11月にISILによるテロを非難する国際連合安全保障理事会決議が採択されるなど、国際社会による取組も強化されている。

　
[image: ISILによるテロを非難する決議を採択する国際連合安全保障理事会（AA/時事通信フォト）]

ISILによるテロを非難する決議を採択する国際連合安全保障理事会（AA/時事通信フォト）

②　世界各地への影響


ISILの台頭を受けて、北・西アフリカ、東南アジア等世界各地の多数のイスラム過激派組織が、ISILに対する忠誠や支持を表明した。こうした組織の中には、かつてはAQへの支持を表明していた組織も含まれており、その後ISILが、自らの「州」だと主張している組織もある。28年2月現在、ISILの「州」とされた組織は、サウジアラビア、イエメン、エジプトのシナイ半島、リビア、アルジェリア、アフガニスタン及びパキスタン、ナイジェリア、ロシアのコーカサス地方に存在し、治安機関、シーア派住民、同派施設等を標的としたテロを行っている。


また、ISILは、インターネットを通じて、世界のイスラム教徒に向けて「対ISIL有志連合」に参加する欧米諸国等の市民を殺害するよう呼び掛けており、これに呼応して実行された可能性のあるテロ事件も発生している。

　
図表特-1　世界各地のISIL・AQの関連組織

[image: 図表特-1　世界各地のISIL・AQの関連組織]

③　ISILとAQの対立


ISILとAQは、それぞれを非難するプロパガンダを展開している。ISILは、機関誌等において、イスラム教のシーア派等を攻撃しないAQを、真のイスラムの教えを実践していないなどと糾弾している。一方で、AQの指導者であるアイマン・アル・ザワヒリは、ISILがシーア派を含む同じイスラム教の他の宗派を攻撃及び弾圧していることを非難し、アブ・バクル・バグダディをカリフと認めないとして、ISILに対する否定的な見方を示している。ただし、アイマン・アル・ザワヒリは、ISILがAQに敵対することで、AQが唱導してきた米国及びその同盟国に対する戦いが妨げられていると指摘した上で、ISILとの敵対をやめるよう呼び掛け、共通の敵である米国及びその同盟国と戦うためならば、ISILと協力できるとも述べており、ISILとの対立を解消しようとする意図もうかがわれる。

　
[image: アブ・バクル・バグダディ（AA/時事通信フォト）]

アブ・バクル・バグダディ（AA/時事通信フォト）

（2）外国人戦闘員の問題


テロ行為を準備・計画・実行することやそのための訓練を受けることなどを目的として、居住国又は国籍国以外の国や地域に渡航するいわゆる外国人戦闘員の増加は、各国にとって重大な懸念となっている。世界100か国以上から2万5千人以上の外国人戦闘員がISILやAQ関連組織等に参加しているとされており、その多くがイラク及びシリアに渡航しているものとみられる。外国人戦闘員については、渡航先の国において紛争を激化・長期化させる要因となることや、出身国等においてテロを引き起こす危険性が懸念されている。


実際に、平成26年5月、ベルギーのブリュッセルにおいてユダヤ博物館を襲撃し4人を殺害した犯人や、27年11月、フランス・パリにおいて発生した同時多発テロ事件の実行犯の一部は、シリアに渡航してISIL等に参加していた外国人戦闘員であったとされている。


また、紛争地域にいる外国人戦闘員が、インターネット等を通じ、母国のイスラム教徒に向けて母語を使用して紛争地域への移住や国内でのテロの実行を呼び掛ける例もみられる。

（3）平成27年以降に発生した主なテロ事件等


平成27年中には、図表特－2のとおり、世界各地でテロ事件等が相次いで発生している。また、28年に入ってからも、いずれも3月に発生したトルコ・アンカラにおける爆弾テロ事件、ベルギー・ブリュッセルにおける連続テロ事件、パキスタン・ラホールにおける爆弾テロ事件等、テロ事件が相次いで発生している。

　
図表特-2　平成27年に発生した主な国際テロ事件等

[image: 図表特-2　平成27年に発生した主な国際テロ事件等]

　
[image: イエメン・サヌアのモスクにおける連続爆弾テロ事件（ロイター/アフロ）]

イエメン・サヌアのモスクにおける連続爆弾テロ事件（ロイター/アフロ）

　
[image: エジプトにおけるロシア旅客機墜落事件（TASS/アフロ）]

エジプトにおけるロシア旅客機墜落事件（TASS/アフロ）


コラム　ホームグローン・テロリスト


ISILやAQ関連組織を始めとするテロ組織や過激主義者らは、インターネット上の各種メディアやSNSを利用したプロパガンダを通じて、過激思想を広め、構成員を勧誘するなどしている。また、ISILやAQ関連組織は、世界各地のイスラム教徒に、自国で独自にテロを行うよう呼び掛けている。


欧米等の非イスラム諸国で生まれ又は育ちながら、こうしたテロ組織等による扇動等に影響を受けて過激化し、自らが居住する国やイスラム過激派が標的とする諸国の権益を狙ってテロを敢行する、いわゆるホームグローン・テロリスト（国内育ちのテロリスト）の危険性が各国で指摘されている。


平成27年12月に発生した米国・カリフォルニア州における銃乱射事件も、テロ組織等の扇動の影響を受けて過激化した者が自国内において引き起こしたテロ事件であるとみられている。

　
[image: 米国・カリフォルニア州における銃乱射事件で避難する人々（AFP=時事）]

米国・カリフォルニア州における銃乱射事件で避難する人々（AFP=時事）




コラム　フランス・パリにおける同時多発テロ事件及びベルギー・ブリュッセルにおける連続テロ事件


平成27年11月13日（現地時間）、フランス・パリにおいて、劇場やレストラン等複数の場所を狙った同時多発テロ事件が発生した。この事件全体で、130人（実行犯を除く。）が死亡、351人が負傷した。


同事件に対しては、「ISILフランス」を名のる者が、インターネット上にアラビア語、フランス語等で犯行声明を配信した。この事件は、ISILによって組織的に行われたとされ、複数の実行犯がシリアにおいてISILに参加していたとされている。


また、28年3月22日、ベルギー・ブリュッセルの空港及び地下鉄において爆発物を使用した連続テロ事件が発生した。この事件では、32人（実行犯を除く。）が死亡、邦人2人を含む約340人が負傷した。

同事件に対しては、「ISILベルギー」を名のる者が犯行声明を発出した。

　
[image: フランス・パリにおける同時多発テロ事件（ロイター/アフロ）]

フランス・パリにおける同時多発テロ事件（ロイター/アフロ）

　
[image: ベルギー・ブリュッセルにおける連続テロ事件（AP/アフロ）]

ベルギー・ブリュッセルにおける連続テロ事件（AP/アフロ）













3　我が国に関連した主なテロ事件等

（1）日本赤軍・「よど号」グループ

①　日本赤軍

ア　沿革


日本赤軍は、その前身の極左暴力集団である共産主義者同盟赤軍派（赤軍派）の「国際根拠地建設」構想（注1）に基づき、昭和46年、レバノンに向け出国した重信房子（注2）らによって組織された。


赤軍派の幹部であった重信房子は、当時、盛んにテロ事件を起こしていたテロ組織であるパレスチナ解放人民戦線（PFLP）と接触し、その支援を受けて、赤軍派の国際根拠地として、赤軍派アラブ支部を設立した。


注1：革命を達成するために、社会主義国に根拠地を作り、そこに赤軍派の活動家を送り込んで軍事訓練を受けさせ、再び日本に上陸して、武装蜂起を決行するという構想


注2：平成12年11月に潜伏先の大阪府内で逮捕され、22年8月、懲役20年の刑が確定した。

　
[image: 国際手配中の日本赤軍]

国際手配中の日本赤軍


その後、赤軍派アラブ支部は、日本国内の赤軍派と決別し、独立の組織として、日本国内に対してアラブ赤軍を、国外に対して日本赤軍をそれぞれ名乗り、テルアビブ・ロッド空港における銃乱射事件（昭和47年5月）を皮切りに、ドバイ事件（48年7月）、ハーグ事件（49年9月）、クアラルンプール事件（50年8月）といった在外公館占拠やハイジャックによるテロ事件を引き起こした。クアラルンプール事件及びダッカ事件（52年9月）では、人質と交換に、我が国で服役、勾留中の日本赤軍や赤軍派の関係者を始めとする合計11人を釈放させるなど、武装闘争を繰り広げた。この間、49年には、名称を日本赤軍と統一した。ダッカ事件以降、日本赤軍は表面的には武装闘争を差し控えていたが、60年代に入って再び活動を活発化させ、「反帝国主義国際旅団」等の名の下に、ジャカルタ事件（61年5月）、ローマ事件（62年6月）、ナポリ事件（63年4月）等のテロ事件を相次いで引き起こした。その後、62年11月、国内に潜入していたメンバー1人の逮捕を皮切りに、世界各国で複数のメンバーが発見、逮捕され、日本赤軍が中東地域以外の地域に新たな拠点を構築することを目指し、活動を展開していたことが判明した。

イ　近年の動向


平成9年2月、メンバー5人がレバノンにおいて一斉検挙され、日本赤軍はレバノンという最重要拠点を失った。その後、メンバーの1人である岡本公三はレバノンに政治亡命を認められたが、他の4人については、12年3月に国外退去となり、帰国した際に警察が身柄を確保した。


さらに、警察は、12年11月、国内に潜伏していた日本赤軍最高幹部である重信房子を逮捕し、27年2月には、ジャカルタ事件の被疑者である日本赤軍メンバーの城﨑勉を逮捕した。


13年4月、重信房子が日本赤軍の「解散」を宣言し、後に組織も「解散」を表明した。しかし、未だに、過去に引き起こした数々のテロ事件を称賛していること、現在も7人の構成員が逃亡中であることなどから、「解散」はテロ組織としての本質の隠蔽を狙った形だけのものに過ぎず、テロ組織としての危険性がなくなったとみることはできない。


警察では、国内外の関係機関と連携を強化し、逃亡中の構成員の検挙及び組織の活動実態の解明に向けた取組を推進している。

　
[image: 逮捕された城﨑勉（Rex Features/アフロ）]

逮捕された城﨑勉（Rex Features/アフロ）

②　「よど号」グループ

ア　「よど号」ハイジャック事件


昭和45年3月31日、故田宮高麿ら9人が、東京発福岡行き日本航空351便、通称「よど号」をハイジャックし、北朝鮮に入境した。現在、ハイジャックに関与した被疑者5人及びその妻3人が北朝鮮にとどまっているとみられており（注）、このうち3人に対し、日本人を拉致した容疑で逮捕状が発せられている。


注：ハイジャックに関与した被疑者1人及びその妻1人は死亡したとされているが、真偽は確認できていない。

　
[image: 国際手配中の「よど号」グループ]

国際手配中の「よど号」グループ

　
[image: 「よど号」ハイジャック事件（時事）]

「よど号」ハイジャック事件（時事）

イ　「よど号」グループの動向


63年に欧州で北朝鮮工作員と接触したとして旅券返納命令を受けていた日本人女性6人が「よど号」事件の犯人の妻（1人は元妻）であることが、平成4年になって判明した。このうち、日本に潜伏中に逮捕された元妻を除く5人が返納命令に違反したため、警察は、同人らについて旅券法違反容疑で逮捕状を取得するとともに、ICPO（注）を通じて国際手配を行った。これまでに、4人が帰国し、旅券法違反等で逮捕され、いずれも有罪が確定している。


依然として北朝鮮に滞在している「よど号」グループは、北朝鮮当局との密接な関係を基盤に、グループ全員の帰国を目指して、機関誌、インターネット等を通じ、盛んに自己の主張を訴えているが、現時点、帰国について具体的な動きはみられない。

注：International Criminal Police
Organization（国際刑事警察機構）の略

ウ　日本人拉致容疑事案への関与


14年、かつて「よど号」グループと行動を共にしていた「よど号」事件の犯人の元妻の供述により、「よど号」グループが、朝鮮労働党の指導の下、金日成主義に基づいた日本における革命を目指して、日本人の拉致に深く関与していたことが明らかになった。


警察は、「よど号」事件の犯人である魚本（旧姓：安部）公博については、有本恵子さんに対する結婚目的誘拐容疑で、「よど号」事件の犯人の妻である森順子及び若林（旧姓：黒田）佐喜子については、石岡亨さん及び松木薰さん両名に対する結婚目的誘拐容疑で、それぞれ逮捕状を取得し、国際手配を行っている。


「よど号」グループは、マスコミ報道や声明文等を通じて拉致容疑事案への関与を否定し続けており、日本政府に対しては、拉致容疑事案の被疑者としての引渡し要求を撤回するとともに、帰国をめぐる話し合いに応じるよう要求している。また、25年4月、同グループの魚本公博、森順子及び若林佐喜子は、結婚目的誘拐容疑の逮捕状の請求は違法であるとして、国家賠償請求を提訴したが、27年2月、最高裁において原告の敗訴が確定した。

（2）　北朝鮮

①　北朝鮮による拉致容疑事案

ア　拉致容疑事案等の捜査・調査状況


警察では、平成27年12月31日現在、日本人が被害者である拉致容疑事案12件（被害者17人）及び朝鮮籍の姉弟が日本国内から拉致された事案1件（被害者2人）の合計13件（被害者19人）を北朝鮮による拉致容疑事案と判断している。このうち、北朝鮮工作員等拉致に関与したとして8件に係る11人について逮捕状の発付を得て国際手配を行っている。


また、これらの事案以外にも、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案（注）について、関係機関と緊密な連携を図りつつ、全国警察において徹底した捜査や調査を進めている。


注：警察が把握している北朝鮮による拉致の可能性を排除できない者は、27年12月31日現在、876人である。

イ　日朝協議


26年5月にスウェーデン・ストックホルムで開催された日朝政府間協議において、北朝鮮が拉致被害者及び行方不明者を含む全ての日本人に関する包括的かつ全面的な調査を行うことで合意（以下「ストックホルム合意」という。）し、同年7月、北朝鮮が特別調査委員会を立ち上げ、調査を開始したことから、日本政府は、同月、日本が独自に講じている対北朝鮮措置の一部を解除した。


しかし、北朝鮮は、27年7月、「包括的調査を誠実に行ってきているが、今しばらく時間がかかる」旨を日本政府に連絡し、その後拉致問題に何ら進展がない中、28年1月に核実験を行ったほか、2月には弾道ミサイルの発射を強行した。こうした状況を踏まえ、日本政府は、同月、26年7月に一部解除した対北朝鮮措置の復活を含む独自の対北朝鮮措置の実施を決定したが、これに対して北朝鮮は、ストックホルム合意に基づく調査の全面的中止及び特別調査委員会の解体を表明した。


日本政府は北朝鮮に対し、ストックホルム合意を破棄する考えはないことを伝え、引き続き全ての拉致被害者の一日も早い帰国を強く求めているところであるが、現在までのところ、拉致被害者等の帰国は実現していない。

ウ　拉致の目的


北朝鮮の故金正日（キムジヨンイル）国防委員長は、14年9月に行われた日朝首脳会談において、日本人拉致の目的について、「一つ目は、特殊機関で日本語の学習ができるようにするため、二つ目は、他人の身分を利用して南（韓国）に入るためである」と説明した。また、「よど号」事件犯人の元妻は、故金日成（キムイルソン）主席から「革命のためには、日本で指導的役割を果たす党を創建せよ。党の創建には、革命の中核となる日本人を発掘、獲得、育成しなければならない」との教示を受けた故田宮高麿から、日本人獲得を指示された旨を証言している。


これらを含め、諸情報を分析すると、拉致の主要な目的は、北朝鮮工作員が日本人のごとく振る舞うことができるようにするための教育を行わせることや、北朝鮮工作員が日本に潜入して、拉致した者になりすまして活動できるようにすることなどであるとみられる。

エ　拉致容疑事案等に関する取組


警察では、拉致容疑事案等に対する的確な捜査等を推進しているところであり、これらの事案等の真相を解明するために警察庁に設置されている特別指導班が、都道府県警察を巡回・招致して、捜査・調査の担当官への具体的な指導や同事案の現場の実地調査、都道府県警察間の協力体制の構築等を行っている。また、将来、北朝鮮から拉致被害者に関連する資料が出てきた場合に、本人確認に役立ち得るなどの観点から、家族の意向等を勘案しつつ、積極的にDNA型鑑定資料の採取を実施しているほか、広く国民から情報提供を求めるため、家族の同意を得られたものについては、事案の概要等を各都道府県警察のウェブサイトに掲載している。


警察では、今後とも、拉致容疑事案等の全容解明に向けて、関係機関と緊密に連携を図り、関連情報の収集、捜査・調査に取り組むこととしている。

　
図表特-3　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）

[image: 図表特-3　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）]

　
図表特-4　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）

[image: 図表特-4　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）]

　
図表特-5　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）

[image: 図表特-5　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）]

②　北朝鮮による主なテロ事件


北朝鮮は、朝鮮戦争以降、南北軍事境界線を挟んで韓国と軍事的に対峙（じ）しており、これまで、韓国に対するテロ活動の一環として、工作員等によるテロ事件を世界各地で引き起こしている。中でも、昭和62年に発生した大韓航空機爆破事件は、日本人を装った工作員により敢行された。

（3）日本国内における国際テロ事件等

①　日本国内において発生した国際テロ事件


我が国において発生した国際テロ事件としては、新東京国際空港（注）におけるカナダ太平洋航空機積載貨物爆破事件がある。昭和60年6月23日、新東京国際空港の手荷物仕分場において預けられていた手荷物が爆発し、作業員の邦人2人が死亡したほか、4人が負傷した。63年、この事件の被疑者として、シーク教徒過激派の男1人が英国において逮捕され、平成3年、カナダにおいて有罪判決を受けた。

注：現在の成田国際空港

　
[image: カナダ太平洋航空機積載貨物爆破事件（時事）]

カナダ太平洋航空機積載貨物爆破事件（時事）

②　日本国内で発生した国際テロリストの関与が疑われる事件

ア　千代田区内同時爆弾事件


昭和63年3月21日、東京都千代田区内のビル前において時限式の爆発物が爆発し、同ビル1階に所在するサウジアラビア航空事務所の看板、窓ガラス等が破損した。また、この爆発と同時刻頃、同区内に所在するイスラエル大使館付近の駐車場においても、時限式の爆発物が爆発した。同事件発生の前後には、シンガポール、ドイツ等において、サウジアラビア権益等を狙ったとみられる爆破事件が多数発生していた。

イ　「悪魔の詩」邦訳者殺害事件


平成3年7月12日、茨城県つくば市内の筑波大学構内において、小説「悪魔の詩」（サルマン・ラシュディ著）の邦訳者であり、同大学の助教授であった男性が、刃物で切り付けられるなどして殺害された。「悪魔の詩」をめぐっては、イスラム教を冒とくする内容であるとの批判があり、イタリア語版の翻訳者が襲撃されるなどしていた。


コラム　「ボジンカ計画」の発覚とフィリピン航空機内爆破テロ事件


平成7年2月、5年2月に発生したニューヨーク世界貿易センタービル爆破事件の主犯格とみられるＡＱ幹部のラムジ・アハメド・ユセフがパキスタンで逮捕され、同人らが、東京を経由する便を含む米国旅客機12機を同時に爆破する計画である「ボジンカ計画」を企てていたことが明らかになった。計画者の一人であるハリド・シェイク・モハメドは、13年9月に発生した米国における同時多発テロ事件で中心的な役割を果たしたとされる。


さらに、6年12月11日にマニラ発セブ経由成田行きのフィリピン航空機内において、座席下に設置された爆発物が沖縄県大東島沖上空の公海上で爆発し、乗客の邦人1人が死亡した爆破テロ事件も、同計画のテストとして同人らによって敢行されていたことが判明した。

　
[image: ハリド・シェイク・モハメド（AFP=時事）]

ハリド・シェイク・モハメド（AFP=時事）



（4）日本人が海外で被害に遭った主なテロ事件等

①　日本に関連する主な国際テロ事件の年表（平成24年以前）

　
[image: 日本に関連する主な国際テロ事件の年表（平成24年以前）]

注：2頁参照

②　近年、海外において邦人が被害に遭った主なテロ事件等（25年以降）

ア　在アルジェリア邦人に対するテロ事件


25年1月16日、アルジェリア東部のイナメナスにおいてガスプラント等が襲撃され、邦人を含む同プラントの職員多数が人質として拘束された。同月19日までにアルジェリア軍による制圧作戦により事件は収束したが、邦人10人を含む40人が死亡した。


本件犯行について、警察は、イスラム武装組織「覆面部隊」の指導者である被疑者モフタール・ベルモフタールについて、人質による強要行為等の処罰に関する法律違反（加重人質強要、人質目的監禁、人質殺害）容疑等で逮捕状を取得し、ICPOを通じて国際手配を行っている。

　
[image: 在アルジェリア邦人に対するテロ事件（Photoshot/時事通信フォト）]

在アルジェリア邦人に対するテロ事件（Photoshot/時事通信フォト）

　
[image: モフタール・ベルモフタール（AFP=時事）]

モフタール・ベルモフタール（AFP=時事）


コラム　国際テロ事件における被害者支援


国外において邦人がテロ事件の被害に遭った場合、警察では、外務省と連携し、邦人の被害に関する情報の収集に努めるとともに、関係機関・団体と連携し、帰国する犯罪被害者やその家族、犯罪被害者の遺族等に対し、帰国時の空港等における出迎え支援や帰国後の国内での支援に関する情報提供等の活動を行うこととしている。




コラム　TRT-2（注1）


警察では、邦人や我が国の権益に関係する重大テロが国外で発生した場合には、情報収集や現地治安機関に対する捜査支援等を任務とするTRT-2を派遣することとしている。シリアにおける邦人殺害テロ事件、チュニジアにおけるテロ事件等の発生に際しても、TRT-2として、外事特殊事案対策官（注2）等を現地等に派遣し、関係国の治安情報機関との情報交換等を行った。

注1：Terrorism Response Team - Tactical Wing
for Overseas（国際テロリズム緊急展開班）の略

注2：平成25年1月に発生した在アルジェリア邦人に対するテロ事件を受け、国外における邦人や我が国の権益に関係するテロ事件等の重大突発事案に対処するために設置された。

　
図表特-6　TRT-2の概要

[image: 図表特-6　TRT-2の概要]



イ　シリアにおける邦人殺害テロ事件


27年1月20日、26年中にシリアにおいて行方不明となっていた邦人2人とみられる人物の動画がISILによりインターネット上に配信され、この動画の中でISILの構成員とみられる男が拘束された2邦人の身代金として2億ドルの支払いを要求した。ISILは、その後要求内容を変遷させたが、27年1月24日に拘束された邦人のうち1人が殺害されたとみられる画像を、同年2月1日にもう1人が殺害されたとみられる動画をそれぞれインターネット上に公開した。


ISILは、2月1日に配信した動画の中で、日本政府を名指しして、今後も邦人をテロの標的とすることを示唆したほか、その後、同組織のオンライン機関誌「ダービク」において、同様に邦人への攻撃を示唆した。

ウ　チュニジアにおけるテロ事件


27年3月18日、チュニジアの首都チュニスに所在するバルドー国立博物館において、武装グループが観光客を人質に立てこもる事件が発生した。発生から約3時間後に治安部隊の鎮圧により人質が解放されたが、邦人3人を含む22人が死亡したほか、邦人3人を含む42人が負傷した。この事件について、チュニジア政府がAQ関連組織の犯行であるとの見方を示す一方、ISILは、本件犯行がISILによるものであるという犯行声明を発出したほか、同組織のオンライン機関誌「ダービク」において、日本を含む「対ISIL有志連合」に参加している多くの国の国民を殺害し、苦しみを与えたことは成功であったと述べている。

　
[image: チュニジアにおけるテロ事件で襲撃された博物館（EPA=時事）]

チュニジアにおけるテロ事件で襲撃された博物館（EPA=時事）

エ　バングラデシュにおける邦人殺害事件


27年10月3日、バングラデシュのロングプールにおいて、人力車に乗車していた邦人1人が銃撃を受けて死亡した。この事件については、「ISILバングラデシュ」を名のる者が、インターネット上で犯行声明を発出した。


なお、バングラデシュでは、同年9月にも、首都ダッカでイタリア人男性がオートバイに乗った者らによって射殺される事件が発生しており、その際にも「ISILバングラデシュ」を名のる者が声明を発出していた。

　
[image: バングラデシュにおける邦人殺害事件の現場（Photoshot/時事通信フォト）]

バングラデシュにおける邦人殺害事件の現場（Photoshot/時事通信フォト）











4　我が国に対する国際テロの脅威


平成25年1月に発生した在アルジェリア邦人に対するテロ事件、27年1月及び2月に発生したシリアにおける邦人殺害テロ事件、同年3月に発生したチュニジアにおけるテロ事件を始め、現実に我が国の権益や邦人がテロの標的となる事案等が発生していることから、今後も邦人がテロや誘拐の被害に遭うことが懸念される。

（1）国際テロ組織による我が国への言及


前述のとおり、シリアにおける邦人殺害テロ事件において、27年2月1日にISILによって配信された動画には、日本政府を名指しして、今後も邦人をテロの標的とすることを示唆するメッセージが含まれていた。その後も、図表特－7のとおり、ISILは、オンライン機関誌「ダービク」において、我が国や邦人をテロの標的として繰り返し名指ししている。


AQについても、24年5月に米国が公開したオサマ・ビンラディン殺害時の押収資料によれば、「韓国のような非イスラム国の米国権益に対する攻撃に力を注ぐべき」と同人が指摘していたことが、明らかになった。また、米国で拘束中のAQ幹部のハリド・シェイク・モハメドの供述によれば、我が国に所在する米国大使館を破壊する計画等に関与したことなども明らかになっている。こうした資料や供述は、米軍基地等の米国権益が多数存在する我が国に対するイスラム過激派組織によるテロの脅威の一端を明らかにしたものといえる。

　
図表特-7　ダービクにおける日本への言及

[image: 図表特-7　ダービクにおける日本への言及]

（2）日本国内におけるテロ組織への共鳴


欧米諸国においては、シリアに渡航してISILに参加していた外国人戦闘員とみられる者が帰国後にテロを敢行した事件や、テロ組織とは直接の関わりはないとみられる者がISILやAQ関連組織等によるインターネット上のプロパガンダに影響されて過激化し、自国内においてテロを引き起こす、いわゆるホームグローン・テロリスト（注）による事件が数多く発生している。


我が国においても、ISIL関係者と連絡を取っていると称する者や、インターネット上でISILへの支持を表明する者が存在しており、日本国内においてもISILやAQ関連組織等の過激思想に影響を受けた者によるテロが発生する可能性は否定できない。

注：7頁参照

（3）テロリストの侵入


殺人、爆弾テロ未遂等の罪でICPOを通じ国際手配されていた者（注）が、過去に不法に我が国への入出国を繰り返していたことが判明しており、過激思想を介して緩やかにつながるイスラム過激派組織のネットワークが我が国にも及んでいることを示している。

これらの事情に鑑みれば、我が国に対するテロの脅威は正に現実のものとなっているといえる。


注：同人は、国際連合安全保障理事会アル・カーイダ制裁委員会から、制裁対象として指定されている。

　
[image: 殺人、爆弾テロ未遂等の罪でICPOを通じ国際手配されていたにもかかわらず、偽造旅券を利用するなどして我が国に入出国を繰り返していた者（EPA=時事）]


殺人、爆弾テロ未遂等の罪でICPOを通じ国際手配されていたにもかかわらず、偽造旅券を利用するなどして我が国に入出国を繰り返していた者（EPA=時事）


コラム　私戦予備陰謀被疑事件


平成26年10月、警視庁は、ISILに戦闘員として加わることを目的として、我が国からシリアへの渡航を企てた私戦予備及び陰謀の容疑で、大学生ら複数の関係者から事情聴取を行うとともに、都内の関係先数か所の捜索差押えを行った。ISILに参加しようとする日本人の存在が確認されたのはこの事件が初めてであり、我が国においても外国人戦闘員問題が現実の脅威であることが明らかとなった。



　
図表特-8　我が国に対する国際テロの脅威

[image: 図表特-8　我が国に対する国際テロの脅威]











5　サイバー空間における脅威

（1）サイバーテロの脅威


インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着する中で、社会機能を麻痺させる電子的攻撃であるサイバーテロ（注）の脅威は、国の治安や安全保障に影響を及ぼすおそれのある問題となっている。また、テロの対象となる施設への侵入等、物理的なテロの実行を容易にする目的でサイバーテロが行われるおそれもある。例えば、攻撃対象の施設の電気設備を使用不能にするために、電力会社の制御システムを機能不全に陥らせて電力供給を停止させることを企図したサイバーテロが行われることが想定される。


注：重要インフラ（情報通信、金融、航空、鉄道、電力、ガス、政府・行政サービス（地方公共団体を含む）、医療、水道、物流、化学、クレジット、石油の各分野における社会基盤）の基幹システム（国民生活又は社会経済活動に不可欠な役務の安定的な供給、公共の安全の確保等に重要な役割を果たすシステム）に対する電子的攻撃又は重要インフラの基幹システムにおける重大な障害で電子的攻撃による可能性が高いもの

①　サイバーテロの情勢


我が国では、社会的混乱が生じるようなサイバーテロは発生していないものの、海外では不正プログラムによって重要インフラ事業者等のシステムに機能不全を引き起こす事案が発生している。


事例


平成25年3月、韓国の複数の放送局及び金融機関において、不正プログラムが同時多発的に作動し、数万台に及ぶコンピュータが機能不全を起こした。その結果、ATMやインターネットバンキングのシステムが停止するなど、社会経済活動に大きな影響が生じた。

　
[image: 機能不全を起こした韓国金融機関のATM（ロイター/アフロ）]

機能不全を起こした韓国金融機関のATM（ロイター/アフロ）




事例


27年12月、ウクライナにおいて大規模な停電が発生した。ウクライナ政府は、これがサイバー攻撃によるものであると明らかにした。同国の電力会社のうち一社が、システムへの不正な侵入を受け、30箇所の変電所との通信を切断されたことにより、8万の顧客が停電の影響を受けたと発表した。



②　国際テロリスト等によるサイバーテロ


27年4月、フランスの国際放送局において、ISILの賛同者とみられる「CyberCaliphate」と称する者によるサイバーテロが発生し、同局の放送が一時的に停止した。加えて、公式ウェブサイトや同局のSNSアカウントが一時的に乗っ取られ、フランスのISILに対する空爆を非難する声明文等が同ウェブサイトや同局のアカウントに掲載される被害が発生するなど、テロリストはインターネットを攻撃手段としても利用している状況にある。

　
[image: 放送不可能となったフランスの国際放送局（AP/アフロ）]

放送不可能となったフランスの国際放送局（AP/アフロ）

（2）国際テロ組織等によるインターネットの利用


ISILやAQ関連組織等のイスラム過激派組織は、インターネットを活用して過激思想を広め、構成員を勧誘するなどしている。また、テロの計画や準備に関する相互連絡、爆発物の製造方法等のテロの実行に資する情報の配信、支持者からの活動資金の調達のように、テロの実行に向けた様々な準備のためにインターネットを利用しているとみられる。さらに、イスラム過激派組織等は、英語、フランス語等、様々な言語を用いて過激思想等を広めている。


例えば、ISILは、英語版オンライン機関誌「ダービク」の配信を始め、英語、フランス語等の複数の言語でインターネットにおけるプロパガンダを展開している。また、インターネットを通じて、世界のイスラム教徒に向けて米国を中心とした「対ISIL有志連合」に参加する欧米諸国等の市民を殺害するよう呼び掛けており、これに呼応した可能性のあるテロ事件も発生している。さらに、ISILは、イラク軍兵士や異教徒、米国人や英国人の人質等を虐殺し、その映像をインターネット上で公開するなどしており、平成27年1月及び2月に発生したシリアにおける邦人殺害テロ事件においても、ISILが邦人を殺害したとみられる動画がインターネット上に掲載された。


また、「アラビア半島のアル・カーイダ」（AQAP）が配信している英語版オンライン機関誌「インスパイア」では、爆弾の製造方法やテロの標的とすべき人物のリスト等が掲載されている。

　
[image: ISILがインターネット上に配信した英語版オンライン機関誌「ダービク」]

ISILがインターネット上に配信した英語版オンライン機関誌「ダービク」

　
[image: AQAPがインターネット上に公開した「インスパイア」]

AQAPがインターネット上に公開した「インスパイア」











第2節　国際テロ対策

1　警察における国際テロ対策


テロはその発生を許せば多くの犠牲を生む。そのため、テロ対策の要諦はその未然防止にある。一方、万が一テロが発生した場合には、被害を最小限に食い止め、犯人を制圧・検挙することが必要である。警察では、未然防止及び事態対処の両側面からテロ対策を推進している。

（1）「警察庁国際テロ対策強化要綱」の策定


政府は、平成25年12月、「「世界一安全な日本」創造戦略」（注1）を策定し、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据え、「世界一安全な国、日本」を実現することを目指して各種犯罪対策を推進してきた。しかし、そうした中、27年1月及び2月にシリアにおける邦人殺害テロ事件が発生するなど、我が国に対するテロの脅威が現実のものとなったことを受け、我が国に対するテロの未然防止等について議論するため、同年2月、国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部（注2）が開催された。同推進本部において、内閣官房長官より、政府一体となって各種テロ対策をより一層徹底・強化することが指示され、関係省庁間での検討が進められた。


政府における動きと連動し、警察庁においても、同月、改めて我が国に対するテロの未然防止及びテロへの対処体制の強化に取り組むための諸対策を検討・推進することを任務とする警察庁国際テロ対策推進本部（注3）を設置した。その後、警察庁では同推進本部を中心に諸対策の検討を行い、同年6月、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催までのおおむね5年程度を目途として推進していくべき施策を、「警察庁国際テロ対策強化要綱」として取りまとめ、決定・公表した。


警察では、同要綱に基づき、情報収集・分析、水際対策、警戒警備、事態対処、官民連携といったテロ対策を推進してきたところ、同年11月に発生したフランス・パリにおける同時多発テロ事件を受け、爆発物の原料となり得る化学物質等への対策、ソフトターゲット対策等、各種テロ対策を強化・加速化している。

注1：213頁参照

注2：国際組織犯罪等及び国際テロに対して、関係行政機関の緊密な連携を確保するとともに、有効かつ適切な対策を推進するために、内閣官房長官を本部長として内閣に設置されている。


注3：警察庁警備局長を本部長として設置されたが、27年6月の警察庁国際テロ対策強化要綱の策定と合わせて、次長を本部長とする体制に発展的に改組した。

　
図表特-9　警察庁国際テロ対策強化要綱の概要

[image: 図表特-9　警察庁国際テロ対策強化要綱の概要]

（2）情報収集・分析の強化

①　情報の収集・分析と捜査の徹底等


テロを未然に防止するためには、幅広い情報を収集して的確に分析することが不可欠である。また、テロは極めて秘匿性の高い行為であり、収集される関連情報のほとんどは断片的なものであることから、情報の蓄積と総合的な分析が求められる。警察では、警察庁警備局外事情報部を中心に各国治安情報機関等との連携を一層緊密化するなど、テロ関連情報の収集・分析を強化するとともに、その総合的な分析結果を、重要施設の警戒警備等の諸対策に活用している。


また、情報の収集・分析の結果、テロの実行に向けた動向を把握した場合等、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき厳正に対処することとしている。

②　国際協力の推進


国際テロ対策を推進するためには、我が国一国のみの努力では限界があり、世界各国との連携・協力が必要不可欠であることから、警察庁では、諸対策に関する国際会議等に積極的に参加している。また、例年、独立行政法人国際協力機構（JICA）と共催している国際テロ対策セミナーにおいて、世界各国から招へいした実務担当者に対し、テロ事件の捜査技術に関するノウハウの提供を行っている。


コラム　国際テロ情報収集ユニットの設置等による国際テロ情報収集・集約体制の強化


官邸を司令塔として、政府が一丸となって情報収集を含む国際テロ対策の強化に関する取組を推進するため、平成27年12月8日、外務省に「国際テロ情報収集ユニット」、国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部の下に「国際テロ情報収集・集約幹事会」、内閣官房に「国際テロ情報集約室」が新設された。あわせて、拠点となる在外公館に国際テロ情勢や現地事情、語学に精通する適任者が配置され、ユニットと一体となった
情報収集を行うこととされた。


警察においても、こうした政府一体の取組の実効が上がるよう、情報提供や警察職員の派遣等を通じてユニット等と緊密に連携しながら、情報収集・分析を強化していくこととしている。




コラム　インターネット・オシントセンター


国際テロ情勢やサイバー攻撃情勢等我が国を取り巻く警備情勢が厳しさを増す中、テロ対策やサイバー攻撃対策等警備諸対策におけるインターネット上の情報収集・分析の重要性がこれまで以上に増しているところ、インターネット上に公開されたテロ等関連情報の収集・分析を強化するために、平成28年4月、警察庁は警備局に「インターネット・オシントセンター」を設置した。

　
図表特-10　インターネット・オシントセンターの仕組

[image: 図表特-10　インターネット・オシントセンターの仕組]



（3）警戒警備

①　重要施設の警戒


首相官邸や原子力関連施設等の重要施設に対する不法事案の発生は、我が国の治安や国民生活に著しい影響を及ぼしかねないことから、警察では、重要施設に対するテロ等の発生を未然に防止するため、首相官邸等の政府関連施設、原子力関連施設、鉄道等の公共交通機関、米国関係施設、駐日外国公館等について、機動隊を配置するなど、警戒警備を強化している。

　
[image: 重要施設の警戒に当たる機動隊員]

重要施設の警戒に当たる機動隊員

②　原子力関連施設におけるテロ対策

ア　テロ関連情報の収集・分析


警察では、原子力関連施設に対するテロを未然に防止するため、各国治安情報機関等との緊密な情報交換、関係省庁との連携による水際対策、不審人物や組織に関する情報の収集・分析等を実施している。

イ　原子力関連施設における警戒警備


原子力関連施設に対する銃器を使用したテロ事案、爆発物使用事案、NBCテロ（注）事案等への対処を行うため、サブマシンガン、ライフル銃、耐爆・耐弾仕様の車両、マジックハンド、生化学防護服等を装備した原発特別警備隊が、24時間体制で原子力関連施設の警戒警備に当たっている。


さらに、平成23年11月、政府は、原子力発電所等に対するテロを現実の脅威として再認識し、その未然防止対策を強化することを決定しており、その中で、警察庁、海上保安庁、防衛省等の関係省庁による継続的な連携強化が示された。これを受けて関係都道府県警察では、海上保安庁との合同訓練を定期的に実施しているほか、一般の警察力だけでは対応することができないと認められる事案が発生した場合を想定し、24年以降、原子力発電所の敷地を利用した自衛隊との共同実動訓練を実施している。


注：N（Nuclear：核）B（Biological：生物）C（Chemical：化学）物質を使用したテロの略称

ウ　警察庁職員による立入検査


原子力事業者との間では、警察庁職員が事業所等に定期的に立入検査を行うとともに、治安当局の立場から自主警戒に関する指導を行うことなどにより、事業者による防護措置が実効あるものとなるよう努めている。

③　ソフトターゲット対策


27年11月に発生したフランス・パリにおける同時多発テロ事件や、28年3月に発生したベルギー・ブリュッセルにおける連続テロ事件では、サッカースタジアムや劇場、地下鉄といった不特定多数の者が集まる施設等が標的となり、いわゆるソフトターゲットに対する警戒の重要性が改めて明らかとなった。警察では、不特定多数の者が集まる施設等について、制服を着用した警察官による巡回の実施や、パトカーの活用等により「見せる警戒」を実施するとともに、施設管理者に対して職員や警備員による巡回強化により自主警備を強化するよう働き掛けるなどして、ソフトターゲットに対するテロへの警戒を強化している。


コラム　靖国神社における火薬類取締法違反等事件の検挙


平成27年11月、靖国神社のトイレ内で爆発音がしたとの110番通報があり、同トイレ内から金属製のパイプ等が発見された。警視庁は、正当な理由がないのに靖国神社内苑に侵入したとして、犯行後に出国していた韓国人の男を、同年12月、同人が再来日した際に建造物侵入罪で逮捕した。さらに、捜査の結果、同人が同トイレ内において、金属製のパイプに詰めた黒色火薬を燃焼させて同トイレの天井を損壊し、出国したことや、同人が再来日した際に黒色火薬を日本国内に持ち込んだことなどが判明したため、警視庁は、火薬類取締法違反や関税法違反で同人を再逮捕した。



（4）小型無人機対策


警察では、小型無人機を使用したテロ等を未然に防止するため、重要施設等の周辺において警戒を実施することにより不審者の発見に努めたり、操縦者が利用するおそれのあるビルの屋上や敷地等の管理者に対して、出入口の施錠の徹底を働き掛けたりするなどの対策を進めている。また、上空に対する警戒を行い、飛行している小型無人機の早期発見に努めるほか、違法に飛行している小型無人機を発見した場合には、資機材を有効に活用するなどして、その危害を排除することとしている。


コラム　警視庁における「無人航空機対処部隊」の編成


警視庁は、平成27年12月、小型無人機を捕獲するためのネットを装着したいわゆる迎撃ドローンを運用する「無人航空機対処部隊」を編成した。重要施設等の警戒警備において、違法に飛行する小型無人機を発見した際には、迎撃ドローンによりこれを捕獲し、周囲の安全が確保できる場所まで運搬することとしている。

　
[image: 小型無人機を捕獲する「迎撃ドローン」]

小型無人機を捕獲する「迎撃ドローン」




コラム　小型無人機等飛行禁止法の制定


平成27年4月、内閣総理大臣官邸の屋上に男が小型無人機を落下させた事案を踏まえ、28年3月、国会議事堂、内閣総理大臣官邸等の国の重要な施設等に対する上空からの危険を未然に防止するため、小型無人機等飛行禁止法（注1）が制定され、同年4月7日から施行された（注2）。


同法は、対象として指定された施設の敷地又は区域及びその周囲おおむね300メートルの地域の上空について、いわゆるドローン等の小型無人機を飛行させることに加え、気球、ハンググライダー、パラグライダー等の機器を用いて人が飛行することを規制の対象とするものである。


警察では、同法を適切に運用し、国の重要な施設等における警戒警備を徹底するとともに、小型無人機等の飛行によるテロ等の発生を未然に防止するための対策に万全を期すこととしている。


注1：国会議事堂、内閣総理大臣官邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律


注2：その敷地等の上空において小型無人機等の飛行が禁止される国の行政機関及び原子力事業所に係る規定、気球等の機器を用いた人の飛行の禁止に係る規定等一部の規定については、28年5月23日に施行された。

　
図表特-11　小型無人機等飛行禁止法の概要

[image: 図表特-11　小型無人機等飛行禁止法の概要]



（5）テロ対処体制の強化

①　特殊部隊（SAT）


特殊部隊は、昭和52年に発生した日本赤軍による「ダッカ事件」を契機として、警視庁及び大阪府警察に設置された。


その後、平成8年に、北海道、千葉、神奈川、愛知及び福岡の5道県警察においても設置され、その呼称が「SAT」（Special
Assault Team）とされ、17年には、沖縄県警察にも設置された。


特殊部隊（SAT）は、全国で約300人の体制で、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、特殊閃光弾等が配備されており、ハイジャック、重要施設占拠事案等の重大テロ事案や銃器等を使用した事案に出動し、被害者や関係者の安全を確保しつつ、被疑者を制圧・検挙することを任務としている。

　
[image: 特殊部隊（SAT）の訓練]

特殊部隊（SAT）の訓練

②　銃器対策部隊


銃器対策部隊は、8年に全国の機動隊に設置された。全国で約1,900人の体制で、サブマシンガン、ライフル銃、防弾衣、防弾帽、防弾楯等が配備されており、銃器等を使用した事案への対処を主たる任務とし、重大事案発生時には、SATが到着するまでの第一次的な対処に当たるとともに、SATの到着後は、その支援に当たることとなる。

　
[image: 銃器対策部隊の訓練]

銃器対策部隊の訓練

③　NBCテロ対応専門部隊


NBCテロ対応専門部隊は、北海道、宮城、警視庁、千葉、神奈川、愛知、大阪、広島及び福岡の9都道府県警察に設置されている。全国で約200人の体制で、NBCテロ対策車、化学防護服、生化学防護服、生物・化学剤検知器等が配備されており、NBCテロが発生した場合に迅速に出動して、関係機関と連携を図りながら、原因物質の検知・除去、被害者の救出救助、避難誘導等に当たることを任務としている。

　
[image: NBCテロ対応専門部隊の訓練]

NBCテロ対応専門部隊の訓練

④　爆発物処理班


爆発物処理班は、全国の機動隊に設置されている。全国で約1,200人の体制で、X線透視装置、マジックハンド、爆発物収納筒、防護服、防爆楯等が配備されており、爆発物使用事案の発生に際し、迅速かつ的確に爆発物の現場処理に当たり、爆発による被害の発生を防止するとともに、証拠を保全することを任務としている。

　
[image: 爆発物処理班の訓練]

爆発物処理班の訓練

⑤　スカイ・マーシャル


航空機のハイジャックを未然に防止し、またハイジャックが発生した際に航空機内での犯人の制圧・検挙を可能とするため、警察では、国土交通省や航空会社等と緊密に連携して、16年12月から警察官が航空機に警乗するスカイ・マーシャルを運用している。

（6）関係機関との連携

①　水際対策の強化


周囲を海に囲まれた我が国においてテロリスト等の入国を防ぐためには、国際空港・港湾において、出入国審査、輸出入貨物の検査等の水際対策を的確に推進することが重要である。政府は、内閣官房に空港・港湾水際危機管理チームを設置して、関係機関が行う水際対策の強化の調整を図っている。また、国際空港・港湾には、空港・港湾危機管理（担当）官が置かれ、関係機関の連携の下、具体的な事案を想定した訓練を実施しているほか、施設警備の改善を図るなどの取組を行っている。また、テロリスト等の入国を阻止するため、入国管理局、税関等の関係機関と連携し、事前旅客情報システム（APIS）（注1）や外国人個人識別情報認証システム（BICS）（注2）、乗客予約記録（PNR）（注3）、等を活用した水際対策を推進しているほか、今後、顔画像照合機能の活用・強化も図っていくこととしている（注4）。

注1：Advance Passenger Information
Systemの略。航空機で来日する旅客及び乗員に関する情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を入国前に照合するシステム


注2：Biometrics Immigration Identification & Clearance
Systemの略。来日する外国人に入国審査の際に提供させた個人識別情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を照合するシステム


注3：Passenger Name Recordの略。航空券を利用して入国する旅客の予約情報

注4：入国管理局では、平成19年から、上陸審査時に外国人から顔画像情報の提供を受けており、今後上陸審査時に当該顔画像情報と警察が保有するテロリスト等の顔画像情報を照合することにより、テロリストの我が国への上陸の阻止を図ることとしている。

　
[image: 港湾におけるテロ対策合同訓練]

港湾におけるテロ対策合同訓練

　
図表特-12　空港・港湾における水際対策・危機管理体制

[image: 図表特-12　空港・港湾における水際対策・危機管理体制]

②　自衛隊等との共同訓練の推進


警察では、平素から防衛省・自衛隊と緊密な情報交換を行うとともに、都道府県警察と陸上自衛隊の師団等との間で武装工作員等による不法行為が発生した場合を想定した共同実動訓練を実施するなどし、重大テロ等が発生した場合に備えた対処体制の強化を図っている。このほか、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に基づく関係機関との共同訓練を通じて、武力攻撃事態等（注1）及び緊急対処事態（注2）における被災情報等の収集、住民の避難要領等について習熟するよう努めている。


注1：武力攻撃事態（武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態）及び武力攻撃予測事態（武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態）


注2：武力攻撃に準ずる手段により多数の人を殺傷する行為が発生した場合又は発生する危険性が明白であると認められるに至った事態で国家として緊急に対処することが必要なもの

　
[image: 自衛隊との共同実動訓練]

自衛隊との共同実動訓練

（7）官民一体の「日本型テロ対策」の推進


テロを未然に防止するためには、警察による取組のみでは十分ではなく、民間事業者、地域住民等と緊密に連携し、官民が一体となってテロ対策を推進することが不可欠である。そのため、警察では、官民連携の枠組みを構築し、研修会、訓練、パトロール等を共同で実施するなどの対策を推進している。

①　爆発物の原料となり得る化学物質の販売事業者等に対する管理者対策の推進


爆発物の原料となり得る化学物質については、薬局、ホームセンター等の店舗における購入やインターネットを利用した購入が可能な状況にあり、近年、我が国においても、市販の化学物質から爆発物を製造する事案が発生している。このため、警察では、過去に国内外の事案で爆発物の原料に使用されたことがある化学物質11品目（注）を指定し、その適正な管理等について、関係団体、学校等に対する周知・指導を関係省庁に要請するとともに、化学物質の販売事業者や化学物質を取り扱う学校等に対して個別訪問を行い、管理強化等を要請している。また、化学物質の販売事業者に対しては、不審な購入者の来店等を想定したロールプレイング型訓練を通じて、販売時における本人確認の徹底や不審な購入者に関する通報の促進を図るなど、関係省庁、民間事業者、学校等と連携し、爆弾テロ等違法行為の未然防止のための各種取組を推進している。


さらに、旅館、インターネットカフェ、賃貸マンション等を営む事業者に対しても、これらをテロリストが利用する可能性があることから、本人確認の徹底を促進するとともに、利用者に不審な点を発見した場合には、警察に速やかに通報するよう協力を求めるなどの対策を推進している。なお、いわゆる「民泊サービス」についても、テロリストを始めとする犯罪者の潜伏場所等として利用されるおそれがあることから、政府において行われている「民泊サービス」の在り方に関する検討に警察庁も参画している。


注：硫酸、塩酸、過酸化水素、硝酸、塩素酸カリウム、塩素酸ナトリウム、尿素、硝酸アンモニウム、アセトン、ヘキサミン及び硝酸カリウムの11品目

　
[image: 警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練]

警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練

②　テロ対策パートナーシップ


警視庁では、関係機関や民間事業者と連携して、テロに対する危機意識の共有や大規模テロ発生時における協働対処体制の整備等を推進するため、「テロ対策東京パートナーシップ推進会議」を発足させている。また、地域の特性に応じた取組を推進するため、警察署単位でも「地域版パートナーシップ」を発足させ、「テロを許さない街づくり」をスローガンに、テロ等を想定した合同訓練や都民の理解と協力を呼び掛けるためのキャンペーン等を実施している。


このようなテロ対策パートナーシップは、北海道警察や三重県警察等においても発足しており、民間事業者、地域住民等と緊密に連携したテロ対策を推進している。

　
[image: テロ対策東京パートナーシップ]

テロ対策東京パートナーシップ


コラム　官民一体のテロ対策に取り組む国民の声


警察と連携してテロ対策に取り組む人達からは、近年における官民一体のテロ対策について、次のような声が聞かれた。


・　爆発物を使用したテロを防止するためには、不審情報を把握した時に警察に速報するなど、警察との連携強化が不可欠である（兵庫県の化学物質販売事業者）。


・　イスラム国によるテロの危険性が日本に及んでいることを考えると、爆発物の原料となる物を取り扱っている店としては、他人事と捉えず、真剣に考えなければならない（愛知県の化学物質販売事業者）。


・　近寄りがたい警察から、フレンドリーな警察に印象が変わった。薬剤師会と警察はこれまで以上に連携して様々な対策に取り組まなければならない（大阪府の薬剤師会会員）。



（8）サイバーテロ対策


警察は、サイバー攻撃による被害を防止するため、重要インフラ事業者等との間で構成するサイバーテロ対策協議会を全ての都道府県に設置している。また、この協議会の枠組み等を通じ、個別訪問によるサイバー攻撃の脅威や情報セキュリティに関する情報提供、民間有識者による講演、参加事業者間の意見交換や情報共有等を行っている。さらに、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練やサイバー攻撃対策に関するセミナーを実施し、サイバー攻撃のデモンストレーションや事案対処シミュレーション等を行うことにより、緊急対処能力の向上に努めている。


このほか、警察では平素から、事業者等に対し、事案発生時における警察への通報を要請するとともに、我が国の事業者等に対するサイバー攻撃の呼び掛け等を警察が認知した場合は、対象とされた事業者等に対して速やかに注意喚起を行い、被害の未然防止を図っている。

　
[image: サイバーテロ対策協議会]

サイバーテロ対策協議会


事例


三重県警察では、平成27年11月、伊勢志摩サミットを見据えたサイバー攻撃対策の一環として、重要インフラ事業者等の職員を対象としたサイバー攻撃対策セミナーを実施した。セミナーにおいては、民間の有識者による講演を実施し、サイバー攻撃に関する最近の情勢及び対策について受講者の理解の醸成を図った。また、サイバー攻撃を受けたことを想定した事案対処に関する演習を、実際にパソコンを使用して実施することにより、受講者の緊急時の対処能力の向上を図った。

　
[image: サイバー攻撃対策セミナー]

サイバー攻撃対策セミナー




事例


千葉県警察では、27年10月、神奈川県警察と連携し、鉄道事業者の基幹システムが標的型メールによるサイバー攻撃を受けたとの想定で、事業者との共同対処訓練を実施した。訓練の実施に当たっては、民間の有識者の助言を受けて作成した想定シナリオを使用したほか、あらかじめ構築した同事業者の基幹システムの模擬ネットワークを使用し、実際にサイバー攻撃が発生した場合と同様の対処を行うなど、より実践的な内容とすることで、事案対処能力の更なる向上を図った。

　
[image: サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練]

サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練













2　テロ資金対策

（1）これまでのテロ資金対策

①　国際社会の取組


テロ対策の要諦はその未然防止にあり、そのためには、テロリストの活動に不可欠な資金を絶つことが極めて重要である。また、テロリストの活動は国境を越えて行われるものであり、仮に十分な対策が執られない国があれば、当該国がテロ資金対策の「抜け穴」として利用されるおそれがあるため、各国が連携してテロ資金対策を講ずることが不可欠である。


このような理念の下、国際連合では、平成11年に、テロ行為に使用されることを意図して資金を提供する行為等の犯罪化等を義務付ける「テロリズムに対する資金供与の防止に関する国際条約」が採択された。また、同年、国際テロリストの資産の凍結等を各国に求める国際連合安全保障理事会決議が採択されて以降、逐次テロ資金対策に係る決議が採択されてきた。さらに、マネー・ローンダリング（注1）及びテロ資金対策に関する国際協力を推進するために設置されている政府間会合であるFATF（注2）は、テロ資金対策等に関する勧告の遵守を各国に求めている。


注1：犯罪によって得た収益を、その出所や真の所有者が分からないようにして、捜査機関による収益の発見や検挙を逃れようとする行為


注2：Financial Action Task Force（金融活動作業部会）の略


コラム　FATFとは


FATFは、平成元年のアルシュ・サミットにおいて、薬物犯罪に関するマネー・ローンダリング対策における国際協力の強化のため、先進主要国を中心として設置された政府間会合である。28年5月末現在、我が国を含む35の国・地域及び2国際機関が参加している。FATFは、テロ資金対策等として、各国が講ずるべき措置を、「FATF勧告」として示すとともに、加盟国における勧告の遵守を徹底するため、順次、各加盟国に審査団を派遣して相互審査を実施している。

　
[image: FATF全体会合]

FATF全体会合



②　我が国におけるテロ資金対策


大規模なテロの敢行やテロ組織の維持・運営には、そのための資金が必要不可欠であることから、テロ行為を未然に防止するためには、テロリストがテロを実行するために資金その他の財産の提供を受け、又は財産を使用することを防ぐための取組が重要である。我が国では、テロ資金提供処罰法（注1）に基づき、テロリストに対するテロ資金の提供等を規制している。また、犯罪収益移転防止法（注2）に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等を特定事業者に対し求めている。さらに、外為法（注3）及び国際テロリスト財産凍結法（注4）に基づき、国際テロリストに係る取引を規制し、その財産の凍結等の措置を講じている。　

注1：公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律

注2：犯罪による収益の移転防止に関する法律

注3：外国為替及び外国貿易法

注4：国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財産の凍結等に関する特別措置法

（2）国際テロリスト財産凍結法

①　国際テロリスト財産凍結法の制定


平成13年10月、FATFでは、米国における同時多発テロ事件を受け、国際テロリストの資産の凍結・没収やテロ資金供与及び関連する資金洗浄の犯罪化を求める「テロ資金供与に関するFATF特別勧告」（注）を策定した。我が国においても、こうした国際社会の取組に対応するため、外為法に基づき国際テロリストに係る対外取引を規制してきたところであるが、国際テロリストに係る国内取引については規制されていなかったため、FATFからも早急に必要な法制上の措置を講ずることが求められていた。


このような状況を踏まえ、26年11月、国際テロリストに係る国内取引を規制するための国際テロリスト財産凍結法が成立し、27年10月に施行された。


注：当初「8の特別勧告」であったが、16年に「9の特別勧告」に改訂された。さらに、24年には、マネー・ローンダリング対策に関する「40の勧告」と一本化され、新「40の勧告」に改訂された。

②　国際テロリスト財産凍結法の概要


国際テロリスト財産凍結法は、国際連合安全保障理事会決議第1267号等が国際テロリストの財産の凍結等の措置を求めていることを踏まえ、我が国において実施すべき措置について必要な事項を定めるものである。

　
図表特-13　国際テロリスト財産凍結法の概要

[image: 図表特-13　国際テロリスト財産凍結法の概要]

ア　規制の対象となる国際テロリスト


国際テロリスト財産凍結法では、国際連合安全保障理事会決議により設置された委員会が作成した名簿に記載されたタリバーン関係者や、ISIL及びAQ関係者等を、財産の凍結等の措置を執るべき国際テロリストとして公告することとしている。28年5月20日現在、同法に基づき、402個人98団体の国際テロリストが公告されている。

イ　公告された国際テロリストの財産の凍結等の措置


公告された国際テロリスト（以下「公告国際テロリスト」という。）は、金銭の贈与、貸付けを受けることなどの一定の行為をする場合には、都道府県公安委員会の許可を受けなければならないほか、都道府県公安委員会は、公告国際テロリストに対し、その者が所持している財産の一部の提出を命じ、これを仮領置することができる。

③　関係機関や民間事業者との連携


テロ資金対策を徹底するためには、警察による取組に加え、民間事業者等と連携した官民一体のテロ資金対策が重要となる。そのため、警察では、国際テロリスト財産凍結法上の措置が適正かつ円滑に行われることを確保するため、民間事業者等に、国際テロリストに係る情報を提供するなど、必要な情報提供を行っている。











3　諸外国の国際テロ・サイバー攻撃対策

（1）諸外国における国際テロ対策


世界各国において、主として平成13年の米国における同時多発テロ事件の発生以降、テロ対策を担う組織の創設・改編やテロ対策に関する法制の整備・改正により、テロ対策が一層強化されている。本項では、米国、英国、フランス及びドイツにおけるテロ対策に関連する組織や法制等の一部を紹介する。

①　米国


米国においては、14年、テロ対策を強化することなどを目的として、米国本土の安全保障に関する省庁を統合し、国土安全保障省（DHS）が新設された。DHSは、米国内におけるテロの未然防止等を責務としており、国境管理、運輸保安等、国土の安全を守るための政策に取り組んでいる。また、15年には、FBI（注1）に「テロリスト・スクリーニング・センター」（TSC）が設置された。TSCは、関係機関の保有するテロリストやテロリストの疑いのある者の情報を統合したデータベースである「テロリスト・スクリーニング・データベース（TSDB）」を運用し、必要に応じて当該情報を国内外の関係機関と共有している。さらに、16年には、米国の情報コミュニティ全体を統括する国家情報長官（DNI）が新設されるとともに、同長官の下に、テロ関連情報を集約して対テロ戦略を調整する「国家テロ対策センター」（NCTC）が新設された。NCTCは、米国におけるテロ対策の筆頭機関として、国際テロ関連情報を集約・分析し、関係機関と共有するとともに、テロ対策戦略の企画及び立案等を行っている。


テロ対策に関する法制についてみると、テロの準備や実行に利用されることを知りながらテロリスト等に対して重要な支援をすること、具体的には、金銭、宿泊場所、訓練、専門的助言、隠れ家、偽造身分証明書、通信機器、武器、人員、輸送手段等を提供することなどが犯罪とされている（合衆国法典第18編第113B章第2339A・B条）。また、連邦職員は、「外国諜報監視裁判所」という特別な裁判所の命令を得て、外国勢力（注2）による国際テロや諜報活動に関する情報の取得を目的とした通信傍受を行うことができるほか（同法第50編第36章第1804条・1805条）、専ら外国勢力間で用いられている通信手段による通信を対象とし、かつ、米国民が当事者である通信の内容を取得する実質的な可能性がないなどの一定の要件を満たした場合には、外国諜報監視裁判所の命令なく、大統領の許可により通信傍受を行うことができる（同章第1802条）。さらに、司法長官は、テロ等の米国の安全保障を脅かす活動に従事していると信じるに足りる合理的な理由のある外国人を最長で6か月間拘束することができる（注3）（同法第8編第12章第1226a条）。

注1：Federal Bureau of
Investigation（米国司法省連邦捜査局）の略

注2：外国政府やその一部のほか、国際テロ組織等を含む（合衆国法典第50編第36章第1801条）。

注3：司法長官は、拘束してから7日間以内に退去強制又は刑事訴追の手続を開始しなければならないが、当該外国人の釈放が米国の安全保障を脅かすと予想される場合には、6か月を限度として拘束期間を延長することができる。

　
[image: NCTCにおいて演説する米国大統領（AP/アフロ）]

NCTCにおいて演説する米国大統領（AP/アフロ）

　
図表特-14　TSCの概要

[image: 図表特-14　TSCの概要]


事例


27年4月、オハイオ州在住の男が、テロの準備や実行に利用されることを知りながらテロリスト等に対する重要な支援を行おうとしたなどとして訴追された。起訴状において、同人は、26年4月に米国からシリアに渡航して武器の取扱い等に関する訓練を受けた後、同年6月に米国に戻り、「アメリカ人を殺したい。特に軍人や警察官を標的としたい。」などと語っていたとされている。

　
[image: テロリスト支援行為の罪で訴追された男（中央）（AP/アフロ）]

テロリスト支援行為の罪で訴追された男（中央）（AP/アフロ）




事例


27年6月、マサチューセッツ州において、通信傍受によりテロを行う危険性の高い者として捜査当局が把握していた男に対し、警察官が尋問しようとしたところ、同人が刃物を振り回すなどしたことから、同人は警察官によって射殺された。捜査当局は、通信傍受によって同人とテロ計画について話し合っていたことを把握していた別の男についても逮捕した。

　
[image: 現場において男が所持していた刃物（EPA=時事）]

現場において男が所持していた刃物（EPA=時事）



②　英国


英国においては、15年6月、国際テロの脅威に対処するため、政府の情報関係機関のテロ情報を集約する「合同テロリズム分析センター」（JTAC）が新設された。JTACはテロ関連情報の収集や分析等を行っている保安庁（Security
Service）の庁舎内に所在しており、国際テロに関する情報を分析・評価し、英国におけるテロの脅威レベルを設定するとともに、テロリストのネットワークや能力等のテロ脅威に関する情報を関係機関に提供している。


テロ対策に関する法制についてみると、テロの実行又は援助の意図をもってその準備をすること、テロの実行若しくは準備又はその援助のために利用されることを知りながら有害物質の製造、取扱い若しくは使用等の技能に関する訓練等を提供し又は当該訓練等を受けること、テロの実行、準備又は扇動に関連する目的と合理的に疑われる状況で正当な理由なく物品を所持すること、正当な理由なくテロの実行や準備に有用な情報を収集することなどが犯罪とされている（2006年テロリズム法第5条及び第6条並びに2000年テロリズム法第57条及び第58条）。また、警察官等は、所管の国務大臣（警察官の場合は内務大臣）の許可に基づき、国家の安全保障や重大な犯罪の防止又は探知等を目的とした通信傍受を行うことができる（2000年調査権限規制法第5条）。さらに、警察官は、テロリストであると合理的に疑われる者を裁判所の令状なく最長で48時間拘束することができる（2000年テロリズム法第41条）。

　
[image: JTACが所在する保安庁庁舎（ロイター/アフロ）]

JTACが所在する保安庁庁舎（ロイター/アフロ）

③　フランス


フランスにおいては、平成20年7月、内務省国家警察総局（DGPN）において国際テロに関する事件捜査と情報収集を担当していた国土監視局（DST）と国内テロに関する情報収集を担当していた総合情報局（RG）の統合により、対内情報中央局（DCRI）が新設された。DCRIは、26年5月、テロの抑止や防諜等を任務とする対内安全総局（DGSI）という内務大臣直轄の組織に格上げされ、テロ組織に係る情報収集や個人の過激化に係る情報分析等を行っている。

　
図表特-15　英国におけるテロ対策のための情報共有の枠組み

[image: 図表特-15　英国におけるテロ対策のための情報共有の枠組み]


テロ対策に関する法制についてみると、テロを行う準備をする目的で結成された集団に参加すること、テロを行うために利用されることを知りながらテロ組織に対して資金等の提供、収集若しくは運用又はそのための助言の付与により財政的な支援をすること、テロを行う意図をもって攻撃対象についての情報収集や武器の取扱い等についての訓練をすることなどが犯罪とされている（刑法典第421-2-1条から第421-2-6条まで）。また、DGSI等は、緊急の場合を除き、国家技術情報活動管理委員会（CNCTR）の意見を事前に聴取した上でなされる首相の許可により、テロの防止等を目的とした通信傍受を行うことができる（国内治安法典第811-3条等）。さらに、警察官は、テロ等の組織的な犯罪を犯そうとしたと疑うに足りる理由がある者を最長で96時間拘束することができる（注）（刑事訴訟法典第62-2条、第63条及び第706-88条）。


注：拘束期間は通常は最長で24時間であるが、1年以上の拘禁刑に処せられ得る犯罪に該当する場合には更に24時間延長可能であり、さらに、テロを含む「組織的な犯罪」に該当する場合には更に2回にわたり24時間ずつ延長可能である。


事例


28年3月、フランス国内においてテロを計画していたフランス国籍の男が、武器の入手、爆発物の製造等のテロの準備行為を行った集団に参加した疑いで逮捕された。逮捕後に行われた捜索では、同人のアジトから、爆発物及びその原料となる化学物質やけん銃のほか、複数の盗難旅券や未使用の携帯電話等が押収された。フランス内務大臣は、この事件について、逮捕は数週間にわたる物理的・技術的な情報収集をした結果、実現したと発表している。

　
[image: 男の逮捕後、パリ近郊において行われた捜索の状況（AP/アフロ）]

男の逮捕後、パリ近郊において行われた捜索の状況（AP/アフロ）



④　ドイツ


ドイツにおいては、16年12月、テロ対策に関する迅速な情報交換や情報の適切な分析及び評価を行うため、政府や州の警察、情報機関等により構成される「共同テロ対策センター」（GTAZ）が新設された。GTAZは、独立した機関ではなく、関係機関が参加する枠組みであり、連邦刑事庁（BKA）が事務局を務めている。GTAZには、脅威評価、オペレーションに関する情報交換等を目的とする様々なワーキング・グループが設置されており、関係機関の職員が緊密に連携して情報交換や分析を行っている。


テロ対策に関する法制についてみると、銃器、爆薬、有害物質等の製造、入手、保管若しくは提供又はその製造や取扱い等に関する技能の教示により国家の安全に重大な危険をもたらす暴力的犯罪の準備を行うこと、テロ組織を支援することなどが犯罪とされている（刑法第89条a及び第129条a）。また、連邦情報庁（BND）や連邦憲法擁護庁（BfV）等は、連邦内務省等の許可により、国際テロ等による危険の防止を目的とした通信傍受を行うことができる（基本法第10条に関する法律第3条及び第5条）。さらに、BKAは、差し迫ったテロの実行又はテロの継続を阻止するために必要な場合には、関係者を拘束することができる（連邦刑事庁法第20条p）。

　
図表特-16　GTAZの概要
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コラム　東南アジア諸国におけるテロリストと疑われる者の予防的拘束措置


東南アジアには、テロリストと疑われる者について、欧米諸国と比較して長い期間拘束する権限が当局に与えられている国がある。例えば、シンガポールでは、警察官は、同国の安全保障や公共の秩序維持上有害な態様で行動するおそれがあると信じる理由がある者を裁判所の令状なく拘束することができるほか（国内治安法第74条）、その者が同国の安全保障や公共の秩序維持上有害な態様で行動することを未然に防止するために必要であると大統領が認める場合には、内務大臣がその者について最長で2年間の拘束又は居住制限等を命ずるものとされている（注1）（同法第8条）。また、マレーシアでは、警察官は、テロへの関連性の調査の実施を正当化する根拠があると信じる理由がある場合には、いかなる者も裁判所の令状なく拘束することができるほか（テロリズム防止法第3条）、法曹資格及び法律分野における一定の経験を有する者を議長として構成されるテロリズム防止委員会が、警察官から提出された捜査報告書や警察官とは別に任命された調査官（Inquiry
officer）（注2）から提出された報告書を踏まえてその者がテロの実行又は支援に関与したことがある又は関与していると認める場合で、必要と認めるときは、その者について最長で2年間の拘束又は最長で5年間の居住制限等を命ずることができる（注3）（同法第13条）。


注1：命令の有効期間については、1回につき2年を超えない範囲内で延長可能であり、延長の回数に制限はない。

注2：調査官は、テロリズム防止法に基づき無令状で拘束された者について、その者がテロの実行又は支援に関与していると信じる合理的な理由があるか否かを調査し、テロリズム防止委員会に書面で報告することを任務としており、内務大臣によって任命される。


注3：命令の有効期間については、拘束命令は1回につき2年を超えない範囲内で、制限命令は1回につき5年を超えない範囲内で、それぞれ延長可能であり、延長の回数に制限はない。




事例


27年6月、シンガポール当局は、シリアでISILへの参加を企図していたシンガポール人の男1人を国内治安法に基づき拘束した。同人は、シンガポールに所在する欧米諸国の施設に対するテロを行う準備をしていたと供述しており、同年7月、同人について同法に基づく2年間の拘束命令が発せられた。



（2）諸外国におけるサイバー攻撃対策


近年では、ISILの賛同者とみられる者がサイバーテロを行うなどテロリストがインターネットを攻撃手段として利用している状況があり、また、物理的なテロの実行を容易にする目的でサイバー攻撃が行われるおそれもある。


こうしたサイバー攻撃の脅威に対処するためには、電気通信事業者等の民間事業者の協力が不可欠であり、世界各国においても、民間事業者の協力を得てサイバー攻撃対策を推進している。本項では、このような観点から、米国、英国、フランス及びドイツにおけるサイバー攻撃対策に関連する制度等の一部を紹介する。

①　捜査機関等と重要インフラ事業者等との連携状況


海外の捜査機関等においても、日本と同様に、重要インフラ事業者等の民間事業者や研究機関との間で情報共有のための枠組みを構築するなどして、官民の連携を推進している。

ア　米国

FBIにおいては、平成26年、本部サイバー部門に重要パートナー連絡ユニット（Key
Partnership Engagement
Unit）を立ち上げ、重要民間事業者の幹部社員との情報共有のための枠組みを構築したほか、民間事業者や研究機関ともネットワークを構築し、サイバー攻撃の脅威に関する情報の共有を行っている。


27年12月には、民間事業者が連邦政府や他の民間事業者等に対して情報提供を行うことを認める規定やその際の免責規定、連邦政府から民間事業者への情報共有に関する具体的な指針等を定めたサイバーセキュリティ情報共有法（CISA）が成立し、現在、国土安全保障省（DHS）を中心に、その実施に向けた準備が進められているところである。


コラム　インフラガード


インフラガードとは、平成8年に設立されたＦＢＩと民間事業者との情報共有のための枠組みの1つである。企業、学術機関、法執行機関等の代表者等によって組織されており、サイバー攻撃や物理的な脅威から国の重要インフラを守るために情報共有を行っている。

インフラガードは全米の80を超える支部（InfraGard Members
Alliance）から構成されており、それぞれの支部は、ＦＢＩの地方支分部局と連携している。



イ　英国


国家サイバーセキュリティ戦略（注1）に基づき、26年3月に「CERT－UK（注2）」が設立された。CERT－UKは、政府機関におけるサイバー事案対処、重要インフラ事業者によるサイバー事案対処への支援、産・学・市民におけるサイバーセキュリティに係る情勢認識の促進、各国のCERT間の連絡窓口等を担っているほか、サイバー攻撃の脅威に関する情報を共有するための枠組みであるCiSP（注3）（サイバーセキュリティ情報共有パートナーシップ）の運営主体としても機能している。CiSPは政府予算により運営されており、加盟者はサイバー攻撃に関連する情報を試験・分析・共有する産学合同チームである「Fusion
Cell」から、サイバー攻撃の脅威に関する情報やサイバーセキュリティのぜい弱性に関する情報の提供を無料で受けることが可能となっている。CiSPへの加盟者数は、28年2月時点で、1,700組織以上、個人では4,400名以上となっている。


注1：サイバー空間における脅威のリスクを低減することなどを目的に、講ずべき措置について規定するものであり、23年に策定された。


注2：Computer Emergency Response Team - United
Kingdomの略。CERTとは、ネットワークに関する不正アクセス、不正プログラム等に関し、情報収集や分析等の対応を行う組織であり、諸外国において設置されている。


注3：Cyber-security Information Sharing Partnershipの略

ウ　ドイツ


連邦刑事庁（BKA）を始めとする警察では、連邦及び州それぞれにおいて、重要インフラ事業者と連携してサイバー攻撃に係る情報交換を行っている。BKAは、国内主要銀行とG4C（The
German Competence Centre against Cyber Crime
e.V.）という組織を立ち上げ、オンラインバンキング関連犯罪等の事案に関する情報交換を行っている。

②　通信事業者における通信履歴等（ログ）の保存


日本では、プロバイダ等の事業者に対し、平素からログの保存を義務付ける制度が存在しない（注1）ため、サイバー攻撃に関する捜査を行う上で犯人の追跡が困難となることもあるなど、大きな課題となっている。国境を超えて行われるサイバー攻撃の捜査を行う上で、サイバー攻撃の実態解明や物理的なテロの未然防止につなげるためには、保存されているログを精査し、犯人を追跡することが必要である。


海外では、法令の規定等によりプロバイダ等の事業者に対してログの保存を義務付けている国もある。フランスでは、郵便・電子通信法典において、一定の条件（注2）の下で、通信履歴の保存を電気通信事業者に義務付ける規定が設けられている。ドイツでは、27年10月に、電気通信法等を改正する法律が成立し、遅くとも29年7月までに通信事業者に対してログの保存が義務付けられることとなる。


注1：総務省による「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」第23条の解説においては、通信履歴のうちインターネット接続サービスにおける接続認証ログ（利用者を認証し、インターネット接続に必要となるIPアドレスを割り当てた記録）の保存について、事業者の業務の遂行上必要な場合、一般に6か月程度の保存は認められ、より長期の保存をする業務上の必要性がある場合には、1年程度保存することも許容されるとされている。また、刑事訴訟法第197条第3項に基づき、通信事業者に対し、最大60日間、通信履歴の電磁的記録の保全要請を行うことは可能である。


注2：刑事上の違反等に係る捜査等において必要であり、かつ、必要とする司法当局等のみに利用させることを目的とすることが条件とされている。

　
図表特-17　ログの保存とサイバー攻撃に関する捜査
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③　電気通信事業者の技術的協力義務


海外では、捜査機関が電気通信事業者の協力を得てテロリスト等によるサイバー攻撃に係る捜査を推進するために、電気通信事業者に対し、サイバー攻撃に関する捜査を行う上で必要な技術的な協力を法律により義務付けている場合がある。


米国においては、電気通信事業者に対し、事業者が提供・保有する暗号の解除を含めた法執行機関による傍受活動への支援を義務付ける法執行機関通信技術協力法（CALEA）が制定されている。


英国では、2000年調査権限規制法（RIPA）において、通信傍受及び通信履歴等の開示に係る電気通信事業者の協力義務が定められている。電気通信事業者には傍受令状を執行するための全ての措置を講ずる義務並びに通信履歴等の取得及び開示要求に対する遵守義務が課せられている。


フランスでは、刑事訴訟法典において、犯罪捜査の過程で入手したデータが暗号化されている場合には、予審判事や検察官は、あらゆる個人・法人に対して、暗号解除のための技術的な操作を命じることができるとされている。











4　伊勢志摩サミット等警備

（1）伊勢志摩サミット等警備の概要


伊勢志摩サミットは、平成28年5月26、27日、三重県志摩市賢島において開催された。また、オバマ・米国大統領は、27日のサミット終了後に、現職米国大統領として初めて被爆地・広島を訪問したほか、サミットの関係閣僚会合として、4月10、11日に広島県広島市で開催された外務大臣会合を皮切りに、5月20、21日に宮城県仙台市で開催された財務大臣・中央銀行総裁会議までのおよそ1か月半に8つの会合が集中的に開催された（注）。


注：残り2つの関係閣僚会合として、28年9月、兵庫県神戸市において保健大臣会合が、長野県軽井沢町において交通大臣会合が、それぞれ開催される予定である。
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第42回伊勢志摩サミット


伊勢志摩サミット及び関係閣僚会合（以下、「伊勢志摩サミット等」という。）をめぐる脅威としては、我が国に対する脅威が現実のものとなっている国際テロの脅威、反グローバリズムを掲げる過激な勢力等のデモ等に伴う違法行為、極左暴力集団や右翼による「テロ、ゲリラ」事件の発生等の国内の脅威、世界的に頻発しているサイバー攻撃の脅威の「3つの脅威」が考えられた。


これら3つの脅威を踏まえ、今回の伊勢志摩サミット等警備では、首脳会議に伴う警備（三重・愛知）及び関係閣僚会合に伴う警備（全国10都市）に加え、東京を始めとする大都市に対する警備の「3正面の警備」を完遂する必要があった。


そのためには、会議場周辺等における「陸上の警戒」、首脳会議開催地の賢島や各国首脳が利用した中部国際空港、外務大臣会合の主会場等周囲が海に囲まれた場所等における海上保安庁等と連携した「海上の警戒」及び米国における同時多発テロ事件のような航空機を使ったテロや、ドローン等小型無人機を使ったテロ等に対する「上空の警戒」の陸・海・空における「3方向の警戒」を徹底する必要があった。


さらには、サミットに引き続いて現職米国大統領による初の被爆地訪問という歴史的行事が行われることとなり、厳重かつ大規模な警備を、伊勢志摩と広島の2か所で実施することとなった。


警察では、国民の理解と協力を得つつ、国内外要人の身辺の安全と行事の円滑な遂行の確保、テロ等違法行為の未然防止を図るために、全国警察の全ての部門が一体となって、テロ等関連情報の収集・分析、関係機関と連携した水際対策、ソフトターゲットにおける警戒、交通総量抑制対策その他警備諸対策を推進した。


こうした中、三重・愛知両県警察においては、全国警察から多数の特別派遣部隊の派遣を受け、伊勢志摩サミット警備を、広島・山口両県警察においては、米国大統領の広島訪問に伴う警備を、それぞれ完遂した。また、それまでに開催された関係閣僚会合についても、各県警察においてそれぞれの警備責任を全うした。さらに、全国警察においては、各地のソフトターゲット等における警戒警備についても徹底し、テロ等違法行為の発生を完全に防遏（あつ）するとともに、一般治安の確保にも万全を期すなど、開催国としての治安責任を全うした。
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伊勢志摩サミット警備状況
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オバマ・米国大統領車列警護（広島）（朝日新聞社/時事通信フォト）

（2）伊勢志摩サミット等における警備諸対策

①　警察の総力を挙げた取組


警察庁では、平成27年6月、警察庁次長を長とする「伊勢志摩サミット等警備対策委員会」を設置したほか、都道府県警察においては、三重、広島、宮城及び愛知の4県警察がサミット対策課を、その他全ての都道府県警察が警備対策委員会等を、それぞれ設置して体制を確立し、全国警察が一体となって総合的な警備諸対策を強力に推進した。


伊勢志摩サミット警備では、全国から三重・愛知両県警察への特別派遣部隊約1万5,000人を含む最大時約2万3,000人が、米国大統領の広島訪問に伴う警備では、広島県警察への特別派遣部隊約1,900人を含む最大時約5,600人が、それぞれ動員されたほか、その他の関係閣僚会合でも、部隊の特別派遣を受けるなどして、所要の警備体制を構築した。


また、全国で機動隊等は、大規模なデモを適切に規制し、テロ等違法行為を未然に防止するため、複数の都道府県警察が合同で大規模な訓練を実施するなどしたほか、各国首脳等を直近で護る警護員については、実戦的訓練を繰り返し実施して、個々の警護員の実力向上を図った。特に、厳しい国際テロ情勢を踏まえ、各都道府県警察の銃器対策部隊等については、対処能力の向上を目的とした実戦を想定した訓練を繰り返し実施することにより、テロ等の突発事案が発生した際に的確に対応できるよう万全を期した。
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テロ対策訓練

②　官民連携、国民の理解と協力の確保


三重県警察では、27年10月、関係機関や民間事業者と連携して、テロ対策を推進するため、「テロ対策三重パートナーシップ推進会議」を設立したほか、28年1月までに県下全18警察署に「地域版テロ対策パートナーシップ」を発足させ、関係機関とのテロを想定した合同訓練等の取組を推進した。


また、伊勢志摩サミット等警備では、全国各地で検問や交通規制等の実施が必要となる中、こうした取組が、市民生活に少なからず影響を及ぼすほか、テロや不審者等に関する情報について、通報等の協力を得るためにも、国民の理解と協力の確保が不可欠であった。そこで、警察では、ポスターやウェブサイト等各種広報媒体を活用した情報発信を実施するとともに、三重県においては、同県が主催する住民懇話会等各種会合に参画したほか、賢島に臨時警備派出所を設置するなど、国民の理解と協力の確保に努めた。
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賢島臨時警備派出所

③　サイバー攻撃対策


警察では、伊勢志摩サミット等関係施設の管理者や重要インフラ事業者等に対する個別訪問やサイバーテロ対策協議会等の開催により、最近のサイバー攻撃の情勢や手口についての情報共有等を推進した。また、伊勢志摩サミット等に影響を及ぼし得るサイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練やサイバー攻撃対策セミナー等を実施するなどして、対処能力の向上に努めた。

④　国際テロ対策


警察では、国際空港・港湾において、関係機関や民間事業者と合同で、伊勢志摩サミット等に向けた各種訓練を実施するなど、水際対策を推進した。また、伊勢志摩サミット等開催を見据え、改めて関係省庁に対し、爆発物の原料となり得る化学物質の販売事業者等に対する管理強化を要請するとともに、販売事業者等に対しても販売時の本人確認の徹底や盗難防止等の保管管理の強化等を要請するなどした。











第3節　今後の展望


警察では、これまで、我が国に関連するテロ事件や海外におけるテロ事件の発生等を受けて、関係機関とも連携しつつ、テロの未然防止及びテロへの対処体制の強化のため、様々な取組を進めてきた。例えば、各国治安情報機関との緊密な関係の構築や質の高い情報の交換を行うため、警察庁警備局に外事情報部を設置するなど、情報の収集・分析機能の強化を図ってきた。また、テロリストの入国を阻止するため、関係機関と連携した水際対策を強化するとともに、近年の厳しい国際テロ情勢を踏まえて、政府関連施設や米国関係施設等の重要施設に対する警戒警備を強化してきた。さらに、万一テロが発生した場合にその対処及び被害拡大の防止に万全を期すため、特殊部隊（SAT）やNBCテロ対応専門部隊の装備資機材の整備や関係機関と連携した訓練等を通じて、その対処能力の強化を図ってきた。


他方で、各国がテロ対策を強化しているにもかかわらず、欧米諸国を始めとする国々でテロ事件が多発するなど、現下の国際テロ情勢は非常に厳しい状況にあり、ホームグローン・テロリストによるテロの発生や、ISILを始めとする国際テロ組織に参加した外国人戦闘員が自国においてテロを引き起こすことが懸念されるなど、様々な国際テロの脅威に、日本を始め国際社会は対峙（じ）しているといえる。


このような情勢の中、我が国において平成32年に2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されることを踏まえると、今後更なるテロ対策の強化が必要となる。

本節では、今後の国際テロ対策について展望するとともに、同大会を見据えたテロ対策に触れる。











1　国際テロ対策の今後の課題と取組

（1）国際協力の推進


国際テロの脅威が国境を越えて広がっていることに加え、国境という概念がないサイバー空間で、インターネットを通じて過激思想の伝播（でんぱ）や過激派組織への勧誘が行われていることなどから、国境を越えて活動するテロリストの情報を一国だけで把握し、対策を講ずることは難しく、テロを一国だけで防ぐことには限界がある。


そこで、国際テロを未然に防止するためには、国際社会が一丸となってテロ対策を進める必要があり、各国治安情報機関との信頼関係の構築及び情報交換の強化、水際対策の徹底等、国際社会と連携したテロ対策を一層推進しなければならない。


警察では、警察庁職員の各国治安情報機関等への出張の機会の拡充や、各国治安情報機関幹部の我が国への招へい等により、各国治安情報機関との間で密接な連絡体制を構築し、テロ関連情報の収集・分析を更に強化している。加えて、テロ対策に関する国際会議等により積極的に参加することなどにより、テロ対策に関する国際協力を更に推進することとしている。

（2）テロ対策を推進するための治安基盤の強化


テロに関する情報は断片的で、その真偽や価値が個々の情報からだけでは容易に判断できないものが多い。そのため、情報収集活動、捜査活動、警戒活動等のあらゆる警察活動を通じて得られた情報を警察庁において集約し、分析するとともに、テロの未然防止に向けてこれを活用する必要がある。


また、海外においてイスラム過激派によるテロ事件が相次いでいる状況を踏まえると、収集したテロ関連情報を的確に分析するためには、イスラム過激派組織等に関して、言語、社会、情勢、テロの手法等に精通した人材が必要である。そこで、テロ対策に関する知識等の実践的な教育や訓練の実施に加え、職員に外国語や外国文化を習得させることなどを通じ、人的基盤の強化を推進することとしている。


さらに、最先端技術を活用した装備資機材の高度化、最新の情勢を踏まえた新たな装備資機材の研究・開発を推進するなど、物的基盤の強化も推進することとしている。

（3）新たなテロ対策の導入の検討


我が国では、米国における同時多発テロ事件以降、国際テロリスト財産凍結法を制定するなど、テロ対策に係る様々な法令の改正等に取り組んできた。他方、諸外国においても、各国の実情に応じてテロ対策に関する組織や制度が整備されているところ、それらの中には我が国にはないものも見受けられる。


近年の厳しい国際テロ情勢を踏まえ、警察においても、諸外国の組織や制度と、我が国の組織や制度を比較しつつ、新たなテロ対策の導入について引き続き検討を進めていくこととしている。











2　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えたテロ対策


オリンピック・パラリンピックは、国際的にも極めて注目度の高い行事であり、過去には、昭和47年のドイツ・ミュンヘンオリンピックにおいてイスラエル選手団襲撃事件が、平成8年の米国・アトランタオリンピックにおいてオリンピック百年記念公園爆弾テロ事件が、それぞれ発生している。


我が国は、開催国としての治安責任を全うするために、万全の警備措置を講じて2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の安全・安心を確保する必要がある。その一方で、オリンピック・パラリンピック競技大会は、スポーツの祭典であり、その警備に当たっては、選手や観客が楽しめるものとすることも重要である。警察としては、同大会の安全・安心の確保に向けて、こうした点にも配慮しつつ、大会組織委員会等の関係機関とも連携して、次のとおり政府における枠組みに参画することなどにより、テロ対策等を着実に推進し、警備に万全を期す必要がある。

（1）政府における枠組み


政府においては、平成27年11月、「2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方針」を閣議決定するなど、セキュリティ対策を含め、政府として講ずるべき施策に取り組んでいる。その一例を示すと、テロ対策を始めとするセキュリティ対策を政府一丸となって推進するため、26年10月、内閣危機管理監を座長とし、警察庁次長等を座長代理とするセキュリティ幹事会を設置するとともに、テロ対策、サイバーセキュリティ等の分野別のワーキングチームを設け、各種対策に取り組んでいる。

（2）警察の取組


警察庁では、平成26年1月、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会準備室を設置し、同大会における警備諸対策について検討を進めている。また、同大会の警備の計画・運営段階において関係機関を主導する「シニア・セキュリティ・コマンダー」の役割を警察庁次長が担うこととされているほか、29年7月を目途に、同大会に関する情報集約、リスク分析等を行うセキュリティ情報センターが警察庁に設置されることとなっており、必要な検討を進めている。


また、警視庁では、26年1月、警視庁オリンピック・パラリンピック競技大会総合対策本部（以下「対策本部」という。）を発足させるとともに、同年8月、同大会を見据え、犯罪を更に減少させ、首都東京の治安に対する信頼感を醸成するため、犯罪対策の中・長期的な展望を示すものとして、「「世界一安全な都市、東京」実現のための警視庁ビジョン」を策定した。27年11月には、対策本部と同大会に協賛する企業が協力して情報交換や広報活動を行うことにより、同大会の「安全・安心」の実現に寄与することを目的とする「MPD-TOKYO2020
Sponsorship Partnership（P3
TOKYO2020）」が設立された。警視庁は、同大会におけるテロ対策やサイバー攻撃対策等の課題について、大会の成功に向けてP3TOKYO2020に参加する公式パートナー企業と協力して取り組むこととしている。











警察活動の最前線




伊勢志摩サミット警備での取組について



三重県警察本部警備部サミット対策課実施第三係

（現　三重県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課

サイバーセキュリティ対策係）

佐藤　大志（さとう　だいじ）　警部補
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ミーポくん




三重県がサミット開催地に決定したのは、開催まで300日足らずしか残されていない平成27年6月のことでした。


準備に残されていた時間は充分とはいえませんでしたが、「安全こそが最善のおもてなし」を合い言葉に、過去に三重県で経験したことのない規模の警備に対し、警察や関係機関・団体等が一丸となって取り組みました。


中でもドローン対策については、手探り状態からのスタートであり、ドローンそのものの研究から始め、先進的な研究を行っている大学教授や、民間事業者などの専門家から情報提供を受けるなどして、ドローンを使用した攻撃の手法やその対策方法の研究を行いました。


これらの研究成果は、全国初となるドローンの飛行を規制する条例に反映されたほか、テロの未然防止を図るための各種の事前対策に活用されました。そして、ドローンの例にとどまらず、各種会合において県民への説明と対話を繰り返し行い、県民の理解と協力を得られたことなどで、無事にサミット警備を完遂することができ、私にとって貴重な経験となりました。


今後はサミット警備で得た県民との信頼関係を新たなスタート地点として、より安全で安心な社会の実現に向けて職務に取り組んでいきたいと思います。

　
[image: 三重県警察本部警備部サミット対策課実施第三係　（現　三重県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課　サイバーセキュリティ対策係）　佐藤　大志（さとう　だいじ）　警部補]






外国人社会とのかけ橋



愛知県警察本部警務部教養課

国際警察センター国際企画係

長島　徹（ながしま　とおる）　警部補

　
[image: コノハけいぶ]

コノハけいぶ




「サイン下さい！」ブラジル人学校で交通安全等についての講話を終えると、一人の児童が私に近寄って来ました。そこには始まる前の私たち警察に対する怪げんそうな表情はなく、いかにもブラジル人らしい人懐こい笑顔がありました。私の拙いポルトガル語でも、伝えたいことが彼らに届いたと感じる瞬間です。


私は外国人集住地域総合対策の一環でメディアへの出演や講演等を行っていますが、外国人社会と警察の橋渡し役として、彼らと直接話をすることは私の仕事の基本となっています。ブラジル人コミュニティからは、「なぜ警察がポルトガル語を？」と驚かれますが、警察官が外国語で情報提供することは、外国人社会と警察の距離を縮める有効な手段だと感じています。また、私はブラジル人団体が運営するインターネットラジオ放送に出演し、毎回、ブラジル人も犯罪や事故の被害者にならないようにポルトガル語でいろいろな対策や注意点を訴え続けています。最近では、リスナーの皆さんから質問や意見が寄せられたり、「警察アリガトね。ポルトガル語うまくなってきたね」とエールをいただいたりと、私たちの活動への理解も実感しています。


日本の外国人社会とその周囲との間には、言葉の壁がありますが、安全安心を望む思いに国籍は関係ありません。外国人の皆さんが警察を身近に感じ、笑顔で暮らせるよう、これからも語学をいかした活動に取り組んでいきたいと思っています。

　
[image: 愛知県警察本部警務部教養課　国際警察センター国際企画係　長島　徹（ながしま　とおる）　警部補]





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











トピックスI　訪日外国人等の急増への対応について

（1）訪日外国人等の現状と課題


観光立国の実現に向けた政府の各種取組等を受け、我が国を訪れる外国人数は、平成25年に史上初めて1,000万人台に達した後、27年には2,000万人に迫るなど、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を控え、急速に増加を続けている。また、政府の日本再興戦略に基づく高度外国人材の活用等により、我が国に滞在する外国人の更なる増加も見込まれる。


また、近年の犯罪情勢をみると、刑法犯の認知件数は全体として減少傾向にある一方、外国人が主たる被害者となるものは平成26年以降わずかではあるが2年連続して増加している。


こうした状況を踏まえると、我が国の言語や制度に不慣れな外国人が何らかのトラブルに巻き込まれるケースや、事件・事故の被害に遭うケースの増加が懸念されることから、警察では、訪日外国人等が我が国の良好な治安を体感できるような環境の整備に努めている。

　
図表I-1　訪日外国人数の推移（平成18～27年）
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図表I-2　刑法犯の認知件数の推移（平成18～27年）

[image: 図表I-2　刑法犯の認知件数の推移（平成18～27年）]

（2）警察における取組

①　外国人とのコミュニケーションの円滑化


警察では、日本語を解さない外国人からの急訴や各種届出等に対応するため、交番等において、簡易な絵を指さして意思を伝達することができる会話支援資料や基本的な外国語会話集等の活用を図っているほか、観光地や繁華街・歓楽街を管轄する警察署、交番等に外国語対応が可能な職員を配置するなど体制の整備に努めている。また、外国語による110番通報にも的確に対応できるよう、110番通報者とこれを受理する通信指令室に通訳人を交えた三者で通話を行う三者通話システムの一層の活用を図っている。　


コラム　翻訳機能付きタブレット端末の活用


岡山県警察では、約30か国語に対応する音声翻訳アプリを搭載したタブレット端末を整備し、平成27年8月から、外国人の来訪が多い鉄道警察隊や駅前交番、空港警備派出所等で活用している。

　
[image: 翻訳機能付きタブレット端末]

翻訳機能付きタブレット端末




コラム　観光地における臨時交番の設置


北海道札幌方面倶知安警察署では、その管内にあるニセコひらふ地区に外国からのスキー客が多く訪れる冬の期間、外国人観光客への対応のため、臨時交番を設置し、英語による対応が可能な警察官を配置するなど体制の整備に努めている。

　
[image: 倶知安警察署ニセコひらふ臨時交番における活動]

倶知安警察署ニセコひらふ臨時交番における活動



②　我が国警察に係る制度、手続等の分かりやすさの確保


警察では、遺失届・拾得物の受理に係るものを始めとする各種届出関係書類への外国語併記に努めているほか、刑事手続、交通反則通告制度、犯罪被害者支援等の我が国警察に関係する制度、手続等について、外国語による説明資料の整備及び活用を図っている。


また、大規模災害の発生時や大規模雑踏警備の現場において外国語での広報活動を実施するなど、外国語による情報提供に努めている。


さらに、街頭で活動するパトカーや警察官の被服、警察署・交番等の警察施設等について、警察のものであることが外国人にも容易に理解できるよう「POLICE」と表記するなど、外国語併記に配意しているほか、警察庁では、道路標識に外国語を併記することを含め、外国人運転者にも分かりやすい道路標識について検討を進めている。


コラム　警備現場における外国語での現場広報活動


警視庁は、平成28年1月2日、皇居での新年一般参賀警備に当たり、混雑が予想された皇居周辺において参賀者の整理誘導を実施した。本警備においては、参賀者に多くの外国人が見込まれたことから、電光掲示板が備え付けられているサインカーを用いた英語での現場広報活動を実施した。

　
[image: 新年一般参賀警備]

新年一般参賀警備



③　基盤整備


警察では、警察大学校国際警察センターにおいて、都道府県警察の通訳需要等に応じて言語別の語学教養を実施するなど部内通訳人（注1）の育成に努めているほか、部外通訳人（注2）の委嘱を拡大するなどして、通訳人の確保に努めている。


また、様々な文化圏から我が国を訪れる外国人との円滑な意思の疎通を図るため、外国の文化、宗教等に関する職場教養を推進している。


このほか、外国人からの要望、相談等に適切に対応するため、平素から関係機関・団体との協力体制の構築や外国人コミュニティとの連携強化等に努めている。

注1：各都道府県警察から通訳人として指定・登録を受けている警察職員

注2：各都道府県警察から委託を受けて通訳に従事する民間の通訳人











トピックスII　女性・子供の安全を守るための警察の取組


警察では、女性・子供が安全で安心な生活を送ることができるよう、関係機関・団体等と連携しつつ、女性・子供を犯罪等から守るための取組を総合的に推進している。

（1）女性の安全を守るための取組

①　恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案への対応


警察では、恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案については、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいことから、加害者の検挙、被害者の保護等、組織による迅速・的確な対応を推進している（注）。このうち、ストーカー事案については、被害防止のための広報啓発、行為の再発防止のための加害者に関する取組等の各種対策を強力に推進している。

注：92頁参照

②　性犯罪等の未然防止のための教育啓発


警察では、学校、企業等と連携した防犯教室等を充実させることにより、女性を対象とする性犯罪等の未然防止を図っている。

　
[image: 護身術指導の様子]

護身術指導の様子


事例


福岡県警察では、23年度から、女子高校生の防犯意識の向上等を図り、性犯罪被害を防止するため、県内の高等学校162校と協定を締結した上で、教員等を通じた防犯教育や護身術の指導のほか、学校との協働による防犯キャンペーン等を実施している。




コラム　ストーカー行為に関する広報啓発の推進


警察では、若年層のストーカー被害を防止するため、高校生、大学生等を対象に、イラスト等を用いてストーカー被害の態様を説明した教材（パンフレット、ＤＶＤ等）を作成し、当該教材を活用した防犯教室等を開催しているほか、ポータルサイトを作成し、ストーカー事案に関する情報を発信している。

　
[image: DVDの教材]

DVDの教材




コラム　ストーカー加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチ


警察では、平成26年度から、ストーカー加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチに係る調査研究を実施してきたところ、その結果を踏まえて、28年度から、警察官が地域精神科医等に加害者への対応方法や治療・カウンセリングの必要性について助言を受け、加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医等との連携を推進している。

　
[image: 連携のイメージ]

連携のイメージ



（2）子供の安全を守るための取組

①　通学路の安全対策及び被害防止教育の推進


警察では、子供が安全に登下校することなどができるよう、信号機や横断歩道の設置等による道路交通環境の整備を推進するとともに、学校、防犯ボランティア等と連携しつつ、通学路等のパトロール、交通安全教室等を実施している。


また、子供に犯罪被害を回避する能力等を身に付けさせるため、小学校等において、危険な事案への対応要領等について子供が考えながら参加・体験できる防犯教室、地域安全マップ作成会等を関係機関・団体と連携して開催している。


事例


平成27年11月、愛知県警察では、保護者や有識者の意見を踏まえて作成したシナリオや通学路等を再現した施設等を用いた体験学習を通じて、通学路等で想定される危険な場面への対処方法等を子供が学ぶことができる「BO-KENあいち～子ども防犯体験学習プログラム～」を開催した。

　
[image: 体験学習の状況]

体験学習の状況




事例


27年10月から11月にかけて、千葉県柏市立十余二小学校では、科学警察研究所、千葉県警察及び柏市教育委員会との連携の下、社会科授業の一環として、同研究所が開発した「聞き書きマップ」（注）を活用して通学路の安全マップを作成した。


注：GPS受信機、デジタルカメラ及びICレコーダーと併用することで、各地域の安全点検を行う際の歩行経路、写真の撮影地点及び録音した音声から「聞き書き」したメモを地図データ上に記録することができるソフトウェア

　
[image: 児童によるフィールドワーク]

児童によるフィールドワーク

　
[image: 「聞き書きマップ」の作成画面]

「聞き書きマップ」の作成画面

　
[image: 通学路の安全マップの作成]

通学路の安全マップの作成



②　児童虐待への対策


警察では、児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長等に重大な影響を与える児童虐待について、児童の安全確認及び安全確保を最優先とした対応を行っている。


コラム　児童からの事情聴取における配慮


被害者等が児童である事案においては、事情聴取に伴う児童の負担の軽減及び児童の供述の信用性担保に配慮する必要がある。警察では、検察、児童相談所等の関係機関との更なる連携強化を図り、情報共有を促進するとともに、代表者による聴取を含めた事情聴取方法についての検討・協議等を推進している。

　
[image: 連携のイメージ]

連携のイメージ













トピックスIII　新たな刑事司法制度に対応した警察捜査の構築に向けて


平成28年5月、刑事訴訟法等の一部を改正する法律が成立し、同年6月公布された。この法律は、刑事手続における証拠の収集方法の適正化及び多様化並びに公判審理の充実を図るため、取調べの録音・録画制度や証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度の創設、通信傍受の合理化・効率化等を内容とするものであり、警察においても、これらの新たな制度に適応した警察捜査の構築に向けた取組を推進している。

（1）取調べの録音・録画制度


取調べの録音・録画制度は、逮捕又は勾留をされている被疑者を裁判員裁判対象事件等について取り調べる場合に、原則として、その全過程を録音・録画することを義務付けるものである。


録音・録画を義務付けられた事件の公判において供述調書等の任意性が争われた際、検察官は、その供述調書等が作成された取調べ等の録音・録画記録を証拠調べ請求しなければならないこととされ、被疑者の供述の任意性等の的確な立証のために活用されることが期待されている。


警察では、これまでも裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行に積極的に取り組んできたところであるが、本制度の導入に向けて、録音・録画の下での取調べに習熟させるなど捜査員の指導・教育等を推進し、更なる取調べ能力の向上を図るとともに、録音・録画装置の仕様等の見直しや整備に努めることとしている。

　
図表III-1　取調べの録音・録画制度

[image: 図表III-1　取調べの録音・録画制度]

（2）証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度


証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度は、一定の財政経済犯罪（注）と薬物銃器犯罪について、弁護人の同意の下、検察官と被疑者・被告人との間で、被疑者・被告人が他人の犯罪事実を明らかにするための供述、証拠物の提供その他の協力を行い、検察官が被疑事件・被告事件について不起訴処分や軽い求刑等をすることを内容とする合意をすることができることとする制度であり、また、合意に向けた協議における必要な行為は、検察官から授権された司法警察員もその授権の範囲内で行うことができることとされている。


警察としては、本制度に関する指導・教育を徹底するなど、必要な準備を進め、検察官とも緊密に連携を図りつつ、本制度が適正かつ効果的に運用されるよう努めることとしている。

注：文書偽造、贈収賄、詐欺、横領、租税に関する法律違反、金融商品取引法違反等

　
図表III-2　証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度

[image: 図表III-2　証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度]

（3）通信傍受の合理化・効率化


警察では、平成12年の通信傍受法（注1）の施行以来、他の捜査手法では犯人の特定が著しく困難であることなどの厳格な要件の下、裁判官による審査を経て発付される令状に基づき、組織的な犯罪の捜査に通信傍受を活用している。


現行法では、通信傍受の対象犯罪は薬物犯罪等の4罪種（注2）に限定されているが、本改正により、一定の組織性（注3）を有する殺傷犯、詐欺等（注4）が新たに対象犯罪に追加された。これにより、一般国民に重大な脅威を与えている暴力団等による組織的な殺傷事件や振り込め詐欺等の犯罪の捜査に通信傍受を活用できることとなる。


また、現行法では、通信傍受を行う際の通信事業者等による立会い及び傍受結果の記録の封印が義務付けられているほか、通信事業者の施設において傍受を行うこととなるため、多数の捜査員を相当期間派遣する必要があるなど、通信事業者、捜査機関双方に大きな負担が生じていたところ、本改正では、通信内容の暗号化等の技術的措置により記録の改ざんを防止することで通信傍受の適正性を担保しつつ、通信事業者による立会い・封印を不要とし、また、警察の施設での通信傍受を可能とする手続を新たに導入するなど、手続の合理化・効率化が図られることとなった。


通信傍受は、他の捜査手法のみでは困難な組織的犯罪の全容解明や真に摘発すべき犯罪組織中枢の検挙に有用な捜査手法となり得ることから、警察では、新たな制度の下でも、引き続き法の定める厳格な要件・手続に従いつつ、通信傍受の有効かつ適正な実施に努めていくこととしている。

注1：犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

注2：薬物犯罪、銃器犯罪、集団密航及び組織的殺人

注3：当該犯罪があらかじめ定められた役割の分担に従って行動する人の結合体により行われたと疑うに足りる状況があること

注4：殺人、傷害、逮捕・監禁、略取・誘拐、人身売買、窃盗、強盗、詐欺、恐喝、爆発物の使用、児童ポルノ等の不特定多数者への提供等

　
図表III-3　改正後の通信傍受運用イメージ

[image: 図表III-3　改正後の通信傍受運用イメージ]

（4）その他の制度


上記のほか、本改正法には証拠の一覧表の交付手続の導入等を内容とする証拠開示制度の拡充、被疑者国選弁護制度の対象事件の拡大等を内容とする弁護人による援助の充実や、ビデオリンク方式による証人尋問の拡充等を内容とする犯罪被害者等及び証人を保護するための措置等の新たな制度が盛り込まれており、全ての制度を一体として整備することにより、時代に即した新たな刑事司法制度が構築されることとなる。

　
図表III-4　主な制度及び公布から施行までの期間一覧

[image: 図表III-4　主な制度及び公布から施行までの期間一覧]











トピックスIV　特殊詐欺の撲滅に向けた警察の取組

（1）特殊詐欺の現状


振り込め詐欺（オレオレ詐欺（注1）、架空請求詐欺（注2）、融資保証金詐欺（注3）及び還付金等詐欺（注4））を始めとする特殊詐欺（注5）の認知件数・被害総額の推移は、図表IV－1のとおりである。平成27年中の特殊詐欺全体の認知件数は前年より増加したが、被害総額は減少した。


交付形態別の認知件数（既遂）については、被害者が現金を指定された預貯金口座に振り込む「振込型」及び自宅等に受け取りにきた犯人に直接手渡す「現金・キャッシュカード手交型」は前年より増加したが、宅配便等で送付する「現金送付型」は減少した。


特殊詐欺の被害者の77.0％を65歳以上の高齢者が占め、特にオレオレ詐欺、還付金等詐欺及び金融商品等取引名目の特殊詐欺においてその割合が高かった。


また、27年中の検挙件数は4,112件、検挙人員は2,506人といずれも前年より増加し、23年以降で最多となった。


注1：親族を装うなどして電話をかけ、会社における横領金の補填金等の様々な名目で現金が至急必要であるかのように信じ込ませ、動転した被害者に指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺


注2：架空の事実を口実に金品を請求する文書を送付して、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注3：融資を受けるための保証金の名目で、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注4：市区町村の職員等を装い、医療費の還付等に必要な手続を装って現金自動預払機（ATM）を操作させて口座間送金により振り込ませる手口による電子計算機使用詐欺


注5：被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝を含む。）の総称であり、振り込め詐欺のほか、金融商品等取引名目、ギャンブル必勝法情報提供名目、異性との交際あっせん名目等の詐欺がある。

　
図表IV-1　特殊詐欺の認知件数・被害総額の推移（平成18～27年）

[image: 図表IV-1　特殊詐欺の認知件数・被害総額の推移（平成18～27年）]

（2）取締りの推進

①　都道府県警察における取締り


特殊詐欺は、犯行グループのリーダーや中核メンバーを中心として、電話を繰り返しかけて被害者をだます「架け子」、被害者の自宅等に現金等を受け取りに行く「受け子」等が役割を分担し、組織的に敢行されている。


警察では、高齢者を標的とした特殊詐欺に重点を置くなど、手口・被害実態を分析し、これを踏まえながら、犯行拠点の摘発やだまされた振り作戦（注）の実施等により、犯行グループの検挙の徹底を図っている。


また、架空・他人名義の預貯金口座や携帯電話等が特殊詐欺に利用されていることから、これらの流通を遮断し、犯行グループの手に渡らないようにするため、預貯金口座の売買等の特殊詐欺を助長する行為の取締りを推進している。


注：特殊詐欺の電話等を受け、特殊詐欺であると見破った場合に、だまされた振りをしつつ、犯人に現金等を手渡しする約束をした上で警察へ通報してもらい、自宅等の約束した場所に現れた犯人を検挙する、国民の積極的かつ自発的な協力に基づく検挙手法

　
図表IV-2　特殊詐欺の検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表IV-2　特殊詐欺の検挙状況の推移（平成18～27年）]

②　組織的に敢行される特殊詐欺への対策


平成27年中の特殊詐欺の検挙人員のうち、暴力団構成員等の数は826人と、特殊詐欺の検挙人員全体の33.0％を占めており、特殊詐欺が暴力団の資金源となっている状況がうかがわれる。警察では、詐欺事件の捜査を担当する知能犯捜査部門と暴力団犯罪等の捜査を担当する組織犯罪対策部門の連携強化等により、「受け子」等から得られた供述等を端緒とする上位者への突き上げ捜査に加え、犯行グループの組織実態等に関する徹底した情報の収集・集約・分析により、犯行グループの中枢の検挙及び犯行拠点の摘発を図るなど、組織犯罪対策の手法を活用した取締りを推進している。


28年4月には、特殊詐欺の犯行グループに関する情報収集等を強化するため、特殊詐欺対策のための地方警察官約160人の増員が行われた。

（3）官民一体となった予防活動の推進

①　広報啓発活動


警察では、様々な機会を通じて、犯行の手口や被害に遭わないための注意点等の情報を積極的に発信しており、特に被害者の多くを占める高齢者に対しては、諸方面から注意喚起がなされるよう広報啓発活動を推進している。

　
[image: 埼玉県警察による街頭キャンペーンの状況]

埼玉県警察による街頭キャンペーンの状況

②　関係機関・団体等との連携


特殊詐欺の被害金の多くが金融機関の窓口やATMを利用して出金又は送金されていることから、金融機関職員等による顧客への声掛けは、被害防止のために極めて重要である。警察では、声掛けをする際に顧客に示すチェックリストの提供、金融機関等の職員と協働で行う訓練等により、声掛けを促進している。また、郵便・宅配事業者やコンビニエンスストアに対しては、被害金が入っていると疑われる荷物の発見・通報を依頼するなどして連携を強化している。こうした官民一体となった予防活動により、平成27年中、1万2,332件、約267.0億円の被害を未然に防止した。


また、賃貸マンションの空き室等が被害金の送付先や犯行の拠点として悪用されている状況を踏まえ、不動産関係団体等に対し、空き室の管理の徹底のほか、建物を特殊詐欺の用に供しない旨の確約書等の使用を呼び掛けるなどの対策も推進している。


さらに、自治体と連携して、電話機の呼出し音が鳴る前に犯人に対し犯罪被害防止のために通話内容が自動で録音される旨の警告アナウンスを流し、犯人からの電話を自動で録音する機器を高齢者宅に普及させることにより、特殊詐欺の被害防止を図っている。


コラム　コールセンターを利用した特殊詐欺被害防止


警察では、民間委託したコールセンターからの電話連絡を通じて、捜査の過程で押収した名簿の登載者を中心に、高齢者への注意喚起を図っており、これにより被害を未然に防いだ事案が多数ある。


例えば、長崎県警察では、高校の卒業生名簿を悪用したと疑われるオレオレ詐欺を認知したことから、当該名簿を入手し、名簿に記載された卒業生の実家に対してコールセンターの職員が注意喚起を行ったところ、同様のオレオレ詐欺と思われる電話を受けていた80歳代の女性のオレオレ詐欺による被害を未然に防止した。













トピックスV　六代目山口組・神戸山口組及び工藤會対策について


警察では、暴力団の壊滅に向け、その組織基盤及び資金獲得活動に対して打撃を与えるための戦略的な取締りを推進している。特に、対立抗争事件や事業者襲撃等事件を敢行し、市民生活に対する大きな脅威となっている暴力団に対して、組織を挙げた強力な取締りを徹底している。

（1）六代目山口組・神戸山口組対策

①　六代目山口組と神戸山口組との対立抗争


平成27年8月末、日本最大の暴力団である六代目山口組傘下の直系組長13人が離脱し、同直系組長であった山健組組長を組長とする神戸山口組を結成した。神戸山口組の結成以降、全国各地で両団体の傘下組織事務所に対する銃器発砲事件、車両突入事件等が多発しており、六代目山口組と神戸山口組とは対立抗争の状態にある。


両団体の対立抗争に起因するとみられる不法行為は、28年5月末までに27回発生したが、中には住宅街における銃器発砲事件等も含まれており、市民生活に対する大きな脅威となっている。

②　警察における対策


警察においては、対立抗争事件の捜査を徹底するなどして、両団体に対する取締りを強化しているほか、市民生活の安全確保に向け、警戒活動の徹底を図っている。


また、そのための体制強化として、警察庁及び関係都道府県警察に両団体に対する集中取締本部を設置したほか、監視カメラ等の装備資機材を整備するなどの対策を進めている。


28年4月には、兵庫県公安委員会が、暴力団対策法（注）の規定に基づき、神戸山口組を指定暴力団として指定した。これにより、神戸山口組の構成員に対し、暴力団対策法に基づく各種行政命令を発出することなどが可能となった。

今後も、両団体に対する取締り及び警戒活動の徹底、暴力団対策法の活用等を通じて、
市民生活の安全確保並びに両団体の弱体化及び壊滅に向けた取組を更に強力に推進する。

注：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

　
[image: 神戸山口組事務所に対する捜索時の状況]

神戸山口組事務所に対する捜索時の状況


事例


六代目山口組傘下組織構成員（26）らは、28年3月、神戸山口組傘下組織事務所にダンプカーを衝突させるなどし、同事務所の外壁等を損壊した。同年4月、同構成員らを建造物損壊罪で逮捕した（兵庫）。

　
[image: 神戸山口組傘下組織事務所に対するダンプカー衝突事件の現場]

神戸山口組傘下組織事務所に対するダンプカー衝突事件の現場




事例


神戸山口組傘下組織構成員（47）らは、28年3月、六代目山口組傘下組織構成員らに対し、集団で殴打するなどの暴行を加え、傷害を負わせた。同月、同神戸山口組傘下組織構成員らを暴力行為等処罰ニ関スル法律違反で逮捕した（警視庁）。



（2）工藤會対策

①　工藤會の概要


工藤會は、福岡県北九州市に主たる事務所を置く指定暴力団で、過去に凶器等を用いた事業者襲撃等事件（注）を多数敢行している団体であり、事業者はもとより、市民生活に対する大きな脅威となっている。

注：139頁参照

②　工藤會対策の推進

警察では、

○　各部門から動員した捜査員等の北九州地区への集中的な投入

○　全国警察からの機動隊及び捜査員の派遣

○　暴力団捜査等を行う警察官の増員

○　監視カメラ等の装備資機材の充実強化


等の対策を行い、集中的な取締りの徹底及び警戒活動の強化を図るとともに、平成24年12月には、福岡県及び山口県の各公安委員会が、工藤會を特定危険指定暴力団等として指定するなど、暴力団対策法の規定も効果的に活用しながら、工藤會対策を推進してきた。


26年9月以降、工藤會総裁、同会長等の幹部を殺人、組織的殺人未遂等で逮捕したほか、同年11月から27年2月にかけて、福岡県公安委員会が工藤會の合計5か所の事務所に対し、特定危険指定暴力団等の事務所使用制限命令を発出した。また、同年7月には「全国社会復帰対策連絡会議」を福岡県において開催し、工藤會を含めた暴力団からの離脱者に対する広域的な社会復帰支援が可能となるよう、情報共有を図るなどした。


今後も、取締りの徹底、暴力団対策法の活用等を通じて、工藤會の壊滅に向けた取組を更に強力に推進する。

　
[image: 工藤會事務所に対する捜索時の状況]

工藤會事務所に対する捜索時の状況


事例


工藤會総裁（68）らは、22年から26年までの間、工藤會の運営費名目の上納金のうち、同総裁の個人所得である合計約8億1,000万円を隠して申告することで、所得税合計約3億2,000万円を免れた。27年6月から7月までに、同総裁ら5人を所得税法違反で逮捕した（福岡）。




事例


工藤會総裁（68）及び同会長（59）らは、24年4月、組織の活動として、殺意をもって、元警察官の男性に対して拳銃を発射し、同男性の身体に命中させ、傷害を負わせた。27年7月、同総裁及び同会長ら18人を組織的犯罪処罰法（注）違反（組織的殺人未遂）等で逮捕した（福岡）。

注：組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律













トピックスVI　平成28年熊本地震への対応について

（1）被害状況及び警察の体制

①　地震の概要及び被害状況


平成28年4月14日午後9時26分、熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード6.5（暫定値）の地震が発生し、熊本県上益城郡益城町で震度7を観測した。また、その2日後の同月16日午前1時25分、熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード7.3（暫定値）の地震が発生し、熊本県上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村で震度7を、同県阿蘇郡南阿蘇村、菊池市、宇土市、菊池郡大津町、上益城郡嘉島町、宇城市、合志市及び熊本市で震度6強を、それぞれ観測した。その後も余震が続き、5月末までに、震度7を観測した2回の地震も含めて震度5弱以上の地震が計18回発生した。


この地震による人的被害は、死者が49人、負傷者が1,659人であり、物的被害は、全壊又は半壊した住家数が7,366戸、一部損壊した住家数が3万374戸等であった（28年5月13日現在）。

　
[image: 阿蘇大橋付近で発生した土砂崩れ]

阿蘇大橋付近で発生した土砂崩れ

　
[image: 被災地における捜索活動]

被災地における捜索活動

②　警察の体制


警察では、熊本県警察において1日当たり最大約2,200人の体制を確立するとともに、41都府県警察から警察災害派遣隊等延べ約2万3,000人及び19都府県警察から警察用航空機（ヘリコプター）延べ150機（28年5月13日現在）を熊本県警察及び大分県警察へ派遣し、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、被災状況についての情報収集、交通対策、応急通信対策、被災地における安全安心を確保するための諸活動等の災害警備活動に当たった。

（2）被災者の救出救助等


全国から派遣された広域緊急援助隊等が、熊本県警察と一体となって被災者の救出救助活動や行方不明者の捜索を実施した。これらの活動により、警察は、約160人の被災者を救出救助した。


事例


28年4月15日午前1時45分頃、九州管区機動隊と福岡県警察の広域緊急援助隊は、「生後8か月の赤ちゃんが生き埋めとなっている」との情報に基づき、熊本県上益城郡益城町内において倒壊した家屋からの救出活動を開始した。現場は、木造2階建て家屋の1階部分が押し潰されており、度重なる余震で更なる倒壊のおそれがある危険な状況であったが、消防と連携した懸命の活動により、1階部分のわずかな隙間に閉じ込められていた乳児を無事救出した。

　
[image: 救出した乳児を運び出す警察官]

救出した乳児を運び出す警察官




事例


28年4月16日午前2時頃、佐賀県警察の広域緊急援助隊は、熊本県上益城郡益城町内において、倒壊した家屋の前で男性から「家族が生き埋めになっている」と救助を求められたことから、直ちに救出活動を開始した。現場は、木造2階建て家屋の1階部分が崩壊している上、2階部分が大きく傾いているなど危険な状況であったが、懸命の活動により、1階部分のわずかな隙間に閉じ込められていた男女2名を無事救出した。

　
[image: 救出活動を行う広域緊急援助隊]

救出活動を行う広域緊急援助隊



（3）交通対策


白バイ部隊等により、崩落し通行できない道路の迂回路の検索を実施するとともに、信号機が滅灯（注1）した交差点等に警察官を配置し、交通整理・交通誘導を実施した。


また、被災した高速道路の複数路線等が通行止めとなり、渋滞が生じたことから、緊急物資の輸送等の円滑化を図るため、迂回路に関する広報や渋滞緩和のための信号操作を実施した。


さらに、平成28年熊本地震による災害が、特定非常災害（注2）として指定されたことに伴い、平成28年4月14日以降に運転免許証の有効期間が満了する被災者については、有効期間を延長するなどの措置を講じた。

注1：信号が表示されない状態をいう。

注2：特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第2条第1項に規定される特定非常災害をいう。

　
[image: 信号機が滅灯した交差点における交通整理]

信号機が滅灯した交差点における交通整理

（4）被災地における安全安心の確保


被災地における空き巣等の犯罪の発生を抑止するとともに、地域の安全安心を確保するため、熊本県警察は、被災地域や避難所周辺の警戒・警ら等の活動を全国から派遣された特別自動車警ら部隊（注）（1日当たり警察官最大116人、パトカー最大36台）と共に行ったほか、被災者に対し、メール、ツイッター等により、被害防止等のための注意喚起を行った。


また、熊本県警察と、全国から派遣された特別生活安全部隊は、避難所を訪問し、被災者に対する防犯指導や相談対応等の活動を行った。


注：地域警察官を隊員とし、被災地等においてパトカーによる警戒・警らや現場広報等の活動を行う部隊


コラム　特別生活安全部隊による避難所の訪問


避難所を訪問した主に女性警察官から成る特別生活安全部隊には、被災者から様々な相談が寄せられ、例えば、「避難して留守となった自宅が不安だ」という旨の相談に対しては住宅地域のパトロールを強化するなど、きめ細やかな対応を講じた。


これらの活動に対し、特に、女性の被災者からは、「女性警察官なので相談しやすい」などの声が寄せられた。

　
[image: 女性警察官による活動状況]

女性警察官による活動状況













警察活動の最前線




「訴求力のある広報」が犯罪被害を防ぐ



高知県警察本部生活安全部

生活安全企画課地域安全対策係

（現　高知県高知東警察署生活安全課生活安全係）

大﨑　由紀（おおさき　ゆき）　巡査部長

　
[image: ポリンくん　ポーリーちゃん]

ポリンくん　ポーリーちゃん




特殊詐欺被害を認知した際、最も心苦しいことは、被害に遭われた方から「そんな手口があるなんて知らなかった」と言われてしまうことです。特殊詐欺の手口を知り、犯人の電話だと「見破れ」ば、被害に遭うことはありません。


そこで、犯罪抑止の企画担当者として、特殊詐欺の手口を多くの方が認知・記憶できる「訴求力のある広報」をしたいとの思いから、県内で有名なお菓子である「ミレービスケット」の製造会社に協力を依頼したところ、私たちが提案した「振り込め詐欺をミやぶレービスケット」という防犯標語を掲載した商品を発売していただくこととなりました。


この警察と企業が一体となって作り上げたビスケットは、若い世代からおじいちゃん・おばあちゃんへのプレゼントとしても広がり、単に購入者への広報だけでなく、おじいちゃん・おばあちゃんへの広報にも役立ちました。特殊詐欺は、家族や地域と疎遠であることの寂しさから電話等で話し相手になってくれた犯人に依存した結果、被害に遭うことも多いのですが、このビスケットがこうした特殊詐欺被害の抑止にもつながりました。


犯罪を防ごうとする我々の努力が、地域の安心と特殊詐欺の絶無に向けた一歩になると信じ、今後も工夫を凝らした「訴求力のある広報」を推進します。

　
[image: 高知県警察本部生活安全部　生活安全企画課地域安全対策係　（現　高知県高知東警察署生活安全課生活安全係）　大﨑　由紀（おおさき　ゆき）　巡査部長]






未来を担う子供のために



千葉県警察本部生活安全部

子ども女性安全対策課前兆捜査係

永嶋　良子（ながしま　りょうこ）　警部補

　
[image: シーポック]

シーポック




私は現在、子ども女性安全対策課において、子供や女性を犯罪から守る安全対策を担当しており、性犯罪等の前兆とみられる事案の収集・分析を行っています。


前所属である生活安全捜査隊において、子供が連れ去られそうになった事件に携わったことがあり、その時の恐怖に震える子供の姿が、今でも忘れられません。幼い子供の口から語られる被害の状況が鮮明になるにつれ、その子供の心の傷の深さを強く感じ、いつの間にか被害者と自分の子供を重ね合わせてしまい、「なぜ、安心して学校へ通えないのか」と涙が頬を伝うのを抑えることができませんでした。


県内においては、子供の連れ去り事件や女性に対する性犯罪等の凶悪事件はもとより、これらの前兆となる声掛け事案等が後を絶ちません。こうした事案に対する安全対策として、私たちは収集分析した結果に基づいて犯罪が発生しにくい環境の整備や地域住民に対する防犯意識の向上への取組等を行っていますが、一朝一夕に成果が上がるものではなく、時に自分自身の力不足に、じくじたる思いを感じることもあります。


しかし、「母親として」、「女性として」、そして何よりも「警察官として」、決して諦めることなく、一歩ずつ前へと進み、未来を担う子供が元気一杯に外で遊び、女性が安全に安心して生活できる千葉県を目指して、奮闘し続けたいと思います。

　
[image: 千葉県警察本部生活安全部　子ども女性安全対策課前兆捜査係　永嶋　良子（ながしま　りょうこ）　警部補]





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第2部　本編

第1章　警察の組織と公安委員会制度

第1項　警察の組織

1　警察の組織

（1）公安委員会制度


公安委員会は、警察行政の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合議制の行政委員会であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道府県公安委員会を置いて都道府県警察を管理している。国家公安委員会委員長には、治安に対する内閣の行政責任の明確化を図るため、国務大臣が充てられている。

（2）国の警察組織


執行事務を一元的に担う都道府県警察に対し、国の機関である警察庁は、警察制度の企画立案のほか、国の公安に係る事案についての警察運営、警察活動の基盤である教育訓練、通信、鑑識等に関する事務、警察行政に関する調整等を行う役割を担っている。警察庁長官は、国家公安委員会の管理の下、これらの警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督している。

　
図表1-1　国の警察組織（平成28年度）

[image: 図表1-1　国の警察組織（平成28年度）]

（3）都道府県の警察組織


平成28年4月1日現在、47の都道府県警察に、警察本部や警察学校等のほか、1,166の警察署が置かれている。

　
図表1-2　都道府県の警察組織

[image: 図表1-2　都道府県の警察組織]











1　公安委員会の活動

（1）国家公安委員会

①　組織


国家公安委員会は、国務大臣たる委員長及び5人の委員によって組織されている。委員は内閣総理大臣が両議院の同意を得て任命する。

　
図表1-3　国家公安委員会の構成（平成28年6月1日現在）

[image: 図表1-3　国家公安委員会の構成（平成28年6月1日現在）]

②　活動


国家公安委員会では、国家公安委員会規則の制定、警察庁長官や地方警務官（注1）の任命、監察の指示、交通安全業務計画や防災業務計画の策定等、警察法やその他の法律に基づきその権限に属させられた事務を行うほか、警察庁が担う警察制度の企画立案や予算、国の公安に関する事案、警察官の教育、警察行政に関する調整等の事務について警察運営の大綱方針を示し、警察庁を管理している。


国家公安委員会は、通常、毎週1回定例会議を開催するものとしている。また、委員相互の意見交換や警察庁からの報告の聴取、都道府県公安委員会委員との意見交換や警察活動の現場の視察を行うことなどにより、治安情勢と警察運営の把握に努めている。このような活動の状況については、ウェブサイト（注2）で紹介している。

注1：都道府県警察の警視正以上の階級にある警察官

注2：http://www.npsc.go.jp/

　
[image: 国家公安委員会の定例会議]

国家公安委員会の定例会議


事例


27年10月、国家公安委員会委員長は、愛知県及び三重県を訪れ、伊勢志摩サミット関連施設等を視察した。

　
[image: 伊勢志摩サミット関連施設を視察する国家公安委員会委員長]

伊勢志摩サミット関連施設を視察する国家公安委員会委員長




事例


28年2月、国家公安委員会委員は静岡県を訪れ、鉄道警察隊において隊長から概況説明を受けるとともに、女性特務隊員と意見交換を行い、隊員を激励した。

　
[image: 鉄道警察隊女性特務隊員と意見交換を行う国家公安委員会委員]

鉄道警察隊女性特務隊員と意見交換を行う国家公安委員会委員




事例


28年2月、国家公安委員会委員は広島県を訪れ、科学捜査研究所において所長からDNA型鑑定の方法及びDNA型鑑定による身元確認状況等について説明を受けた。

　
[image: 科学捜査研究所を視察する国家公安委員会委員]

科学捜査研究所を視察する国家公安委員会委員



（2）都道府県公安委員会

①　組織


都道府県公安委員会及び方面公安委員会は、都、道、府及び指定県では5人、それ以外の県及び北海道の各方面では3人の非常勤の委員によって組織されており、委員は都道府県知事が都道府県議会の同意を得て任命する。ただし、道、府及び指定県の場合は、委員のうち2人の任命は当該道、府及び県が包括する指定市の市長がその市議会の同意を得て推薦した者について行う。

　
図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成27年12月31日現在）

[image: 図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成27年12月31日現在）]

②　活動


都道府県公安委員会は、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古物営業等の各種営業の監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を処理するとともに、管内における事件、事故及び災害の発生状況等を踏まえた警察の取組、組織や人事管理の状況等について、定例会議の場等で、警察本部長等から報告を受け、これを指導することにより、都道府県警察を管理している。


都道府県公安委員会は、おおむね月3回ないし4回の定例会議を開催するほか、警察署協議会への参加、教育委員会等の関係機関との協議、警察活動の現場の視察等により、治安情勢と警察運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトで紹介している。

　
[image: 沖縄県公安委員会のウェブサイト]

沖縄県公安委員会のウェブサイト


事例


平成27年5月、福井県公安委員会委員は、福井県警察嶺南機動隊訓練場において、隊員による爆発物処理等訓練を視察するとともに、特殊車両や各種装備品について説明を受けた。

　
[image: 爆発物処理訓練を視察する福井県公安委員会委員]

爆発物処理訓練を視察する福井県公安委員会委員




事例


27年6月、山梨県公安委員会委員は、交通事故防止に有効とされる反射材の普及・促進を目的に県内で初開催された「反射材フェア2015」（山梨県警察及び山梨県主催）を視察し、最新の反射材や反射服等の機能、効果について実体験した。

　
[image: 反射材の効果を確かめる山梨県公安委員会委員]

反射材の効果を確かめる山梨県公安委員会委員



（3）苦情処理及び監察の指示


警察法には苦情申出制度が設けられており、都道府県警察の職員の職務執行について苦情がある者は、都道府県公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができ、都道府県公安委員会は、原則として処理の結果を文書により申出者に通知している。平成27年中は、全国の都道府県公安委員会において977件の苦情を受理した。


なお、警察本部長や警察署長に対して申出があったものなど、都道府県警察の職員の職務執行についての苦情でこの制度によらない申出についても、処理の結果を申出者に通知するなどの対応を行っている。

　
図表1-5　苦情申出制度の概要

[image: 図表1-5　苦情申出制度の概要]


また、警察法の規定により、国家公安委員会は警察庁に対して、都道府県公安委員会は都道府県警察に対して、監察について必要があると認めるときは、具体的又は個別的な監察の指示をすることができる。

（4）公安委員会相互間の連絡


国家公安委員会と各都道府県公安委員会は、相互に独立した機関であるが、その職務の性質から、常に緊密な連携を保つため、各種の連絡会議を開催している。平成27年中は、国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連絡会議を2回開催し、教育委員会との連携の在り方、公安委員会の活性化方策等について意見交換を行った。


また、27年中は、各管区及び北海道において、管内の府県公安委員会相互、道公安委員会と方面公安委員会相互の連絡会議が合計13回開催され、国家公安委員会委員も出席し、各道府県の治安情勢やそれぞれの取組についての報告や意見交換が行われたほか、都、道、府及び指定県の公安委員会相互の連絡会議が開催された。

　
[image: 全国公安委員会連絡会議]

全国公安委員会連絡会議


事例


27年5月、和歌山県において、近畿管区内各府県の公安委員会委員を対象とする近畿管区内公安委員会連絡会議が開催され、公安委員会の管理機能の充実・強化に向けた取組について議論を行った。

　
[image: 近畿管区内公安委員会連絡会議]

近畿管区内公安委員会連絡会議













公安委員の声




「忠恕（ちゅうじょ）」の心で



東京都公安委員会委員長

渡邊　佳英（わたなべ　よしひで）



委員就任　　平成22年10月20日

委員長就任　平成27年11月13日




平成26年8月、警視庁管内の警察署において、公園で高齢の男性が倒れているとの通報で現場に駆けつけた警察官が、この男性が認知症を患っているということに気付かず、「大丈夫だから」という男性の言動を過信したため十分な措置を講ずることができなかったことから、男性が死亡してしまうという事案が発生した。


高齢化が急速に進行する中、今後、認知症やその疑いのある高齢者への対応を求められる現場がさらに増加していくことが考えられることから、この事案を踏まえ、東京都公安委員会では、警視庁が組織を挙げて高齢者の安全確保を念頭に置いた対策を講ずるべきであると提言した。これを受け、警視庁では、警視総監のリーダーシップの下、迅速な対応がなされ、現在では、全職員を対象とした認知症サポーター養成講座の受講、警察職員のための認知症対応要領ハンドブックの作成、認知症高齢者対策教養ＤＶＤの作成等、様々な施策を講ずることとなった。つい先日も、「2025年には、高齢化の進展に伴って認知症患者数が700万人になる」との報道を耳にし、改めて、公安委員会の提言が功を奏した好事例ではないかと感じた次第である。


警察の取り扱う業務は複雑多岐にわたり、日々多忙を極めているが、そうしたときにこそ、公安委員会が、都民・国民の目線に立った提言を行っていくことが大切であると痛感している。


過日、警察学校で、学生1,500名を前に訓育をする機会があり、若い警察官に、私が座右の銘としている「忠恕（ちゅうじょ）」という言葉を贈った。常に誠を尽くし、相手の立場に立って考え行動するという論語の教えであるが、警察職員一人一人が、都民・国民の思いを推し量り、常に寄り添いながら親身に対応して、首都東京の安全・安心を守られることを切に希望している。

　
[image: 東京都公安委員会委員長　渡邊　佳英　顔写真]






「おまわりさん」という存在



新潟県公安委員会委員

小川　和明（おがわ　かずあき）



委員就任　　平成19年7月1日




新潟県中越沖地震（平成19年7月16日発生）で自宅が倒壊し、避難所で生活をしている方から届いた礼状を御紹介いたします。


その内容は、「今後の生活をどうしたらよいのか、まったく先行きが見えず、暗澹たる気持ちで避難所におりました。たまたま外出した時、街角に立っているおまわりさんと出会ったら、その瞬間、気持ちがパッと明るくなりました。体に元気と勇気が湧き上がってきたのです。私は地震に負けない。私は頑張る。私は必ずできると思えてきたのです。勇気と元気を与えてくれたおまわりさん、ありがとう。」というものでした。


制服を着てその場にいるだけで、人々を励まし・元気づけ・勇気を与える事ができる存在、それが「おまわりさん」なのでしょう。新潟県中越沖地震の何百倍もの被害が出た東日本大震災でも、このような事例は数多くあったと推察いたします。


こうした「おまわりさん」を励ましたいと考え、警察署協議会の代表者会議でお願いをしました。新潟県中越沖地震の礼状の内容を紹介した後、「新潟県の安心と安全のため、日夜努力している警察官を励まして下さい。警察官も人間ですから間違うこともありますが、存在自体が素晴らしいのです。町中で警察官に会ったら感謝を込めて『おはよう・ご苦労さん・ありがとう』と声を掛けて下さい。このお願いを協議会委員の方々にもお伝え下さい。協議会委員のお知り合いにもお願いいたします。」と。新潟県で「おまわりさん」への感謝の声掛けが広がることを願っております。

　
[image: 新潟県公安委員会委員　小川　和明　顔写真]













第2章　生活安全の確保と犯罪捜査活動

第1節　犯罪情勢とその対策


刑法犯の認知件数は平成14年をピークに一貫して減少しており、犯罪情勢には一定の改善がみられる。しかし、児童虐待やストーカー事案、配偶者からの暴力事案等が増加傾向にあることに加え、振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の27年中の被害総額は約482億円となるなど、犯罪情勢は依然として予断を許さない状況である。また、サイバー犯罪が多発し、サイバー攻撃が相次ぐなど、サイバー空間における脅威が深刻化している。











1　刑法犯

（1）刑法犯の認知・検挙状況


刑法犯の認知・検挙状況の推移は、図表2－1のとおりである。刑法犯の認知件数は、平成8年から14年にかけて増加し続け、同年には約285万件に達した。しかし、15年からは減少に転じ、27年中は109万8,969件と、前年より11万3,194件（9.3％）減少し、戦後最少となった。近年の刑法犯の認知件数の減少は、窃盗犯の認知件数の減少が大きな要因となっており、14年から27年にかけての刑法犯の認知件数の減少数の89.5％を同期間の窃盗犯の認知件数の減少数（156万9,928件）が占めている。


刑法犯の検挙件数は、15年から19年にかけて60万件台で推移していたが、それ以降減少を続け、27年中は35万7,484件と、前年より1万3,084件（3.5％）減少し、戦後最少となった。刑法犯の検挙件数の減少についても、窃盗犯の検挙件数が減少したことが大きな要因であり、14年から27年にかけての刑法犯の検挙件数の減少数の75.7％を同期間の窃盗犯の検挙件数の減少数（17万7,871件）が占めている。


刑法犯の検挙人員は、9年以降30万人台で推移していたが、24年から30万人を下回り、27年中は23万9,355人と、前年より1万1,760人（4.7％）減少した。


刑法犯の検挙率は、昭和期にはおおむね60％前後の水準であったが、平成に入ってから急激に低下し、13年には19.8％と戦後最低を記録した。その後、14年から19年にかけて上昇し、それ以降はほぼ横ばいで推移している。27年中は32.5％と、前年より1.9ポイント上昇した。

　
図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況（昭和21～平成27年）

[image: 図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況（昭和21～平成27年）]

（2）刑法犯による身体的被害の状況（注）


刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移は、図表2－2のとおりである。平成15年以降、いずれの数も減少傾向にあり、27年中は、いずれの数も前年より減少した。

注：財産犯の被害状況については、70頁参照

　
図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数（平成18～27年）

[image: 図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数（平成18～27年）]

（3）重要犯罪の認知・検挙状況


重要犯罪（注）の認知・検挙状況の推移は、図表2－3のとおりである。平成27年中の重要犯罪の認知件数は、ピーク時である15年の2万3,971件と比べ1万1,406
件（47.6％）減少した。検挙率は、19年以降60％台で推移していたが、27年に70％を超えた。

注：殺人、強盗、強姦、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買

　
図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況（平成18～27年）

[image: 図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況（平成18～27年）]

①　殺人


殺人の認知・検挙状況の推移は、図表2－4のとおりである。殺人の認知件数は、26年は前年より増加したものの、16年以降減少傾向にあり、27年中は933件と、前年より121件（11.5％）減少し、戦後最少となった。また、検挙率は、重要犯罪の他の罪種に比べ高い水準を維持している。殺人の解決事件（注）を除いた検挙件数を被疑者と被害者の関係別にみると、親族が453件（52.4％）と最も多く、そのうち配偶者（内縁の者を含む。）が147件（32.5％）で最も多かった。


注：刑法犯として認知され、既に統計に計上されている事件であって、これを捜査した結果、刑事責任無能力者の行為であることなどの理由により犯罪が成立しないこと又は訴訟条件・処罰条件を欠くことが確認された事件

　
図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

　
図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成27年）

[image: 図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成27年）]

　
図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成27年）

[image: 図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成27年）]

②　強盗


強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－7のとおりである。27年中の強盗の認知件数は、前年より減少し、ピーク時である15年の7,664件と比べ5,238件（68.3％）減少した。手口別の認知件数では、侵入強盗が790件で、強盗全体の32.6％を占め、このうち43.2％がコンビニ強盗であり、非侵入強盗は1,636件で、強盗全体の67.4％を占め、このうち43.3％が路上強盗であった。検挙率は、27年は前年より8.4ポイント上昇するなど近年上昇傾向にある。

　
図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

　
図表2-8　強盗の手口別認知状況（平成27年）

[image: 図表2-8　強盗の手口別認知状況（平成27年）]

　
図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（平成27年）

[image: 図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（平成27年）]

③　強姦・強制わいせつ


強姦の認知・検挙状況の推移は、図表2－10のとおりである。強姦の認知件数は、16年から23年にかけて連続して減少し、24年、25年は前年より増加したが、26年、27年は、ともに前年より減少した。検挙率は、27年は前年より7.5ポイント上昇し、90％を超えた。


強制わいせつの認知・検挙状況の推移は、図表2－11のとおりである。強制わいせつの認知件数は、16年以降減少傾向にあり、24年、25年は前年より増加したが、26年、27年はともに前年より減少した。検挙率は、27年は前年より3.0ポイント上昇し、60％を超えた。

　
図表2-10　強姦の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-10　強姦の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

　
図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

④　放火


放火の認知・検挙状況の推移は、図表2－12のとおりである。放火の認知件数は17年から24年にかけて減少し、25年、26年は増加に転じたが、27年は前年より減少した。検挙率は、過去10年間では、おおむね70～80％の間で推移している。

　
図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

⑤　略取誘拐・人身売買


略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移は、図表2－13のとおりである。略取誘拐・人身売買の認知件数を被害者の男女別でみると、女性が被害者である割合は、27年は75.0％であった。また、被害者の年齢層別でみると、6～12歳の割合が近年増加傾向にあったが、27年は減少に転じた。検挙率は、18年以降90％前後で推移している。

　
図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]











2　国民の財産を狙う事犯への対策

（1）財産犯の被害額の罪種別状況


財産犯（注）の被害額の推移は、図表2－14のとおりであり、その被害総額は平成14年以降、減少傾向にある。


財産犯の被害額の罪種別状況は、25年までは窃盗の被害額が最も多かったが、26年は詐欺の被害額が最多となった。しかし、27年は図表2－15のとおり、再び窃盗の被害額が最も多くなり、約766億5,900万円（47.5％）となった。

注：強盗、恐喝、窃盗、詐欺、横領及び占有離脱物横領

　
図表2-14　財産犯の被害額の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-14　財産犯の被害額の推移（平成18～27年）]

　
図表2-15　財産犯の被害額の罪種別被害状況（平成27年）

[image: 図表2-15　財産犯の被害額の罪種別被害状況（平成27年）]

（2）侵入窃盗対策


侵入窃盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－16のとおりである。ピーク時である平成14年（33万8,294件）以降減少傾向にあり、同年から27年にかけて、侵入窃盗の認知件数は25万1,921件（74.5％）減少した。


警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体から成る「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」では、16年4月から、侵入までに5分以上の時間を要するなど一定の防犯性能があると評価した建物部品（CP部品）を掲載した「防犯性能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、CP部品の普及に努めており、目録には28年3月末現在で17種類3,291品目が掲載されている。さらに、警察庁のウェブサイトに「住まいる防犯110番」（注）を開設し、侵入犯罪対策の広報を推進している。

注：http://www.npa.go.jp/safetylife/seianki26/index.html

　
[image: CPマークCP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの]


CPマーク

CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの

　
図表2-16　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-16　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]


コラム　平成27年9月関東・東北豪雨の被災地における防犯対策


茨城県警察は、平成27年9月関東・東北豪雨により被災した茨城県常総市において、救出救助活動等を実施するとともに、空き巣等の被害を防止するため、パトカー等による24時間体制の警戒・警ら活動や、住民に対する地域安全情報の提供、避難所の巡回等を実施した。また、警備業者や消防団による自主的な防犯活動も行われた。

　
[image: パトロールの状況]

パトロールの状況



（3）侵入強盗対策


侵入強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－17のとおりである。平成21年にコンビニ強盗の認知件数が前年比で大きく増加したことなどから、同年には侵入強盗の認知件数が増加に転じたものの、ピーク時である15年（2,865件）以降、減少傾向にある。


警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や機会を捉えた防犯訓練等を実施している。

　
図表2-17　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-17　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

（4）自動車盗対策


自動車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－18のとおりである。ピーク時である平成15年（6万4,223件）以降、自動車盗の認知件数は減少傾向にあるが、車両別被害件数をみると、近年、乗用自動車の占める割合が減少傾向にある一方で、貨物自動車（トラック、ライトバン等）の占める割合が上昇傾向にある。


警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省及び民間19団体から成る「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」では、「自動車盗難等防止行動計画」（14年1月策定、25年12月改定）に基づき、イモビライザ（注）等の盗難防止機器の普及促進、自動車の使用者に対する防犯指導、広報啓発等を推進している。


注：エンジンキーに埋め込まれた送信機から発するIDコードと、車両本体の電子制御装置にあらかじめ登録されたIDコードが一致しなければ、エンジンが始動しない電子式盗難防止装置

　
[image: 自動車盗難防止の広報ポスター]

自動車盗難防止の広報ポスター

　
図表2-18　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-18　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

（5）万引き対策


万引きの認知・検挙状況の推移は、図表2－19のとおりである。万引きの認知件数は、平成22年以降減少傾向にあるものの、刑法犯認知件数に占める万引きの認知件数の割合は上昇傾向にあり、27年中は10.7％に達している。また、万引きの検挙人員全体に占める高齢者（注）の割合が上昇傾向にあり、27年中は36.7％であった。


警察では、万引きを許さない社会気運の醸成や規範意識の向上を図るため、関係機関・団体等と連携した広報啓発活動を行うなど、社会を挙げた万引き防止に向けた取組を推進している。

注：65歳以上の者

　
図表2-19　万引きの認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-19　万引きの認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

（6）ひったくり対策


ひったくりの認知・検挙状況の推移は、図表2－20のとおりである。ひったくりの認知件数は、平成14年（5万2,919件）をピークに13年連続で減少しており、27年中は4,142件と、ピーク時の12分の1以下にまで減少した。


警察では、ひったくり事件の発生状況や手口を分析して、ひったくりの被害防止に効果のあるかばんの携行方法や通行方法等について啓発を行っているほか、関係機関・団体等と協力し、自転車用のひったくり防止カバー等の普及を促進するなどしている。

　
図表2-20　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-20　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

（7）通貨偽造犯罪対策

①　発見状況


過去10年間の偽造日本銀行券の発見枚数（注）の推移は図表2－21のとおりであり、平成27年中は、前年より減少した。

注：届出等により警察が押収した枚数

　
図表2-21　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-21　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成18～27年）]

②　特徴的傾向と対策


最近の偽造日本銀行券の中には、精巧に偽造されたものが発見されている。これは、高性能のプリンタ等が一般に普及したためと考えられる。


警察庁では、財務省、日本銀行等と連携して、ポスターやウェブサイトで偽造日本銀行券が行使された事例や偽造通貨を見破る方法を紹介するなどして、国民の注意を喚起している。


事例


会社役員の男（76）らは、25年6月頃、偽造一万円券約100枚を手荷物に入れて中国から日本国内に持ち込み、輸入した。27年1月、同男ら2人を偽造通貨輸入罪で逮捕した（大阪、新潟、兵庫）。



（8）カード犯罪対策


過去10年間のカード犯罪（注）の認知・検挙状況の推移は図表2－22のとおりであり、認知件数、検挙件数及び検挙人員は平成19年以降減少傾向にある。


警察では、早期検挙のため捜査を徹底するほか、口座名義人からキャッシュカード等の盗難・紛失の届出があった場合にカードの利用停止を促すなど、被害の拡大防止に努めている。


注：クレジットカード、キャッシュカード、プリペイドカード及び消費者金融カードを悪用した犯罪

　
図表2-22　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-22　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成18～27年）]

（9）悪質商法事犯対策

①　利殖勧誘事犯


利殖勧誘事犯（注1）の検挙状況の推移は、図表2－23のとおりである。平成27年中は、ファンドに関連した事犯（注2）の検挙が目立った。


利殖勧誘事犯では、被害者が被害に遭ってから気付くまでに時間を要する場合が多いことから、警察では、同事犯の被害拡大防止のため、早期の事件化を図るとともに、犯罪に利用された預貯金口座を凍結するための金融機関への情報提供等を推進しており、27年中の同事犯に関する情報提供件数は489件であった。


注1：出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の違反に係る事犯


注2：出資者から集めた資金を有価証券や事業への投資などで運用し、生じる利益を配分する仕組みを商材とする事犯

　
図表2-23　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-23　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）]

　
図表2-24　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成27年）

[image: 図表2-24　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成27年）]


事例


会社役員の男（59）らは、23年1月から26年1月にかけて、高齢者を中心に「年金の不足分を補える」などとして有価証券を運用するファンドへの出資の勧誘を行い、1都4県の延べ約400人から約15億8,000万円の出資金を集め、無登録で第二種金融商品取引業を営んだ。27年8月、同会社役員ら5人を金融商品取引法違反（無登録営業）で逮捕した（愛知）。



②　特定商取引等事犯


特定商取引等事犯（注）の検挙状況の推移は、図表2－25のとおりである。27年の検挙事件を類型別にみると、訪問販売に関連した事犯の検挙が目立った。


特定商取引等事犯では、被害者が被害に遭っていることに気付いても警察への届出までに時間を要する場合もみられることから、警察では、ウェブサイト等を通じて早期の相談を呼び掛けている。


注：訪問販売、電話勧誘販売等で事実と異なることを告げるなどして商品の販売や役務の提供を行う悪質商法。具体的には、訪問販売等の特定商取引を規制する特定商取引に関する法律違反及び特定商取引に関連する詐欺、恐喝等に係る事犯

　
図表2-25　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-25　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）]

　
図表2-26　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成27年）

[image: 図表2-26　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成27年）]


事例


会社役員の男（34）らは、26年5月から27年1月にかけて、高齢者宅を訪問して、床下修理工事の必要性がないにもかかわらず、「洗面所の排水管から水が漏れている。水を吸い取るマットがある。このマットを敷いたら大丈夫」などと虚偽の内容を告げて、同工事代金名目で、2府県の20人から約2,900万円をだまし取るなどした。同年6月までに、同会社役員ら4人を詐欺罪で逮捕した（兵庫）。

　
[image: 床下に敷かれたマット]

床下に敷かれたマット



（10）ヤミ金融事犯対策


ヤミ金融事犯（注1）の検挙状況の推移は、図表2－27のとおりである。ヤミ金融事犯のうち、無登録・高金利事犯の検挙事件数及び検挙人員は減少傾向にあるが、ヤミ金融関連事犯（注2）は増加傾向にある。


無登録・高金利事犯のうち、携帯電話や預貯金口座を利用して非面接で敢行されるいわゆる090金融事犯については、平成27年中は、検挙事件数の15.7％、検挙人員の34.5％を占めている。また、27年中に検挙した無登録・高金利事犯に占める暴力団が関与した割合は、21.4%であった。


警察では、ヤミ金融事犯の取締りを推進するとともに、ヤミ金融に利用された預貯金口座を凍結するための金融機関への情報提供、レンタル携帯電話等の解約についての事業者への要請等の総合的な対策を行っている。27年中の金融機関への情報提供件数は2万8,445件、レンタル携帯電話事業者への解約要請件数は3,735件であった。


注1：出資法違反（高金利等）及び貸金業法違反並びに貸金業に関連した詐欺、恐喝等に係る事犯

注2：貸金業に関連した犯罪収益移転防止法違反、詐欺、携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律（以下「携帯電話不正利用防止法」という。）違反等に係る事犯

　
図表2-27　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-27　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）]


事例


工藤會傘下組織幹部の男（39）らは、25年4月から27年5月にかけて、電話により顧客を勧誘し、融資を申し込んできた全国の顧客約4,000人に対し、その銀行口座に振込送金する方法により、法定利息の約31倍から約202倍で金銭を貸し付けるとともに、他人名義の口座へ振込送金させる方法により、元利金約5億6,000万円を受領した。同年7月までに、同幹部ら11人を貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（超高金利）で検挙した（福岡）。



（11）知的財産権侵害事犯対策

①　商標権侵害事犯及び著作権侵害事犯


偽ブランド事犯等の商標権侵害事犯（注1）、海賊版事犯等の著作権侵害事犯（注2）においては、インターネットを利用して侵害行為が行われる場合が多いことから、警察では、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めている。


また、不正商品対策協議会（注3）の活動への参加を始め、権利者等と連携した知的財産権の保護及び不正商品の排除に向けた広報啓発活動を推進している。

注1：商標法違反に係る事犯

注2：著作権法違反に係る事犯

注3：昭和61年、不正商品の排除及び知的財産権の保護を目的として、知的財産権侵害に悩む各種業界団体により設立された任意団体。警察庁等の関係機関と連携し、シンポジウムの主催や各種催物への参加を通じて、広報啓発活動、海外における不正商品販売の実態調査、海外の捜査機関や税関等に対する働き掛け等を行っている。

　
図表2-28　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-28　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）]

　

図表2-29　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-29　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成18～27年）]

②　営業秘密侵害事犯


平成27年中は、企業の保有する技術情報等が、同業他社に転職した元社員によって持ち出され、転職先の業務に使用される事犯や、遠隔操作等ソフトを利用して経営戦略情報が持ち出された事犯等、社会の関心を呼ぶ営業秘密侵害事犯（注）がみられた。

注：不正競争防止法第21条第1項に係る事犯


事例


包装機械製造・販売等会社（A社）の元従業員の男（47）らは、不正の利益を得る目的で、同業他社（B社）に転職する直前の25年9月頃から10月頃までの間、6回にわたり、A社のサーバコンピュータにアクセスし、A社の営業秘密である包装機械の設計図面データ6件を自己所有のハードディスクに複製して領得し、B社従業員に開示するなどした。B社従業員らは、同社の業務に関し、26年3月頃から9月頃までの間、当該図面を複写し貼り付けるなどし、新たに包装機械の設計図面を作成して、A社の営業秘密を使用した。27年6月までに、同男ら1法人4人を不正競争防止法違反（営業秘密の領得・開示・使用）で検挙した（神奈川）。




コラム　不正競争防止法改正を受けた警察の取組


営業秘密漏えいに対する抑止力の向上等を図るため、罰金刑の上限の引上げ、営業秘密侵害罪の非親告罪化等を内容とする不正競争防止法の一部を改正する法律が、平成27年7月、第189回国会において成立し、28年1月に施行された。警察では、各都道府県警察で指定された営業秘密保護対策官が、警察署における営業秘密侵害事犯の相談対応について指導を行うことなどにより捜査能力の一層の向上を図っているほか、被害の早期届出の必要性についての企業に対する啓発等を強化している。













3　構造的な不正事案への対策

（1）政治・行政をめぐる不正事案


国又は地方公共団体の幹部職員等による贈収賄事件、入札談合等関与行為防止法（注）違反事件、公契約関係競売等妨害事件、買収等の公職選挙法違反事件等の政治・行政をめぐる不正は依然として後を絶たない。


しかし、このような事案は、直接の被害者がおらず、金品の受渡し等は密室で行われることが多いことから、被害申告や目撃者の証言等が通常は期待できず、端緒情報の把握や犯罪事実の立証は容易ではない。


警察では、このような事案に対し、端緒情報の把握に努めるとともに、不正の実態に応じて様々な刑罰法令を適用するなどして、事案の解明を進めている。第18回統一地方選挙（平成27年4月12日及び同月26日施行）における選挙期日後90日現在（27年7月11日及び同月25日現在）の公職選挙法違反の検挙件数は406件、検挙人員は673人（うち逮捕者は104人）であった。


注：入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律

　

図表2-30　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-30　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数の推移（平成18～27年）]


事例


厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室室長補佐（45）は、23年11月頃、ITコンサルティング等を業とする会社社長から、社会保障分野における情報連携基盤整備事業の企画競争方式による調達に関し、有利な取り計らいをしたことの謝礼等として、現金100万円を収受した。27年10月、同室長補佐を収賄罪で逮捕した（警視庁）。




事例


北海道福島町長（53）は、24年8月頃、同町長選挙に立候補する際、コンピューターソフト製造販売等を業とする会社役員から、同町長に就任した後、同社が各種助成を受けることを容易にする条例案を同町議会に提出するなど有利な取り計らいをするよう依頼を受け、その報酬として、現金100万円を収受した。27年7月、同町長を事前収賄罪で逮捕した（北海道）。




事例


住吉会会長（69）らは、27年3月頃、選挙人十数名に対し、県議会議員選挙の立候補者のための投票及び選挙運動の報酬として、供応接待をした。同年6月、同会長ら3人を公職選挙法違反（買収）で逮捕した（千葉）。



（2）経済をめぐる不正事案


金融機関等の企業の役職員らが組織の内部統制を逸脱したことによる背任、詐欺等の違法事犯のほか、証券市場等における取引に関連した違法事犯が後を絶たない状況にある。また、国の補助金や生活保護費等の不正受給事犯も相次いで発生している。


警察では、これらの金融・不良債権関連事犯、企業の経営等に係る違法事犯、証券取引事犯、財政侵害事犯及びその他国民の経済活動の健全性又は信頼性に重大な影響を及ぼすおそれのある犯罪の取締りを推進している。また、様々な投資名目で消費者等が被害に遭う詐欺事件等においては、被害者が多数・広域に及ぶ場合があることから、関係する都道府県警察が連携を図っている。


これらの不正の背景には、企業や業界を取り巻く利権に絡む構造的な不正や反社会的勢力等の介在も見られることから、その摘発を図ることが課題となっている。


このような事案に対しては、対象となる企業等の財務実態の解明が不可欠であることから、都道府県警察においては、公認会計士や税理士等の専門的な知識を有する者を財務捜査官として採用し、その高度な技能を活用して事案の早期解明を図っている。

　
図表2-31　金融・不良債権関連事犯の検挙事件数の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-31　金融・不良債権関連事犯の検挙事件数の推移（平成18～27年）]


事例


大手都市銀行の元審査役（51）らは、架空の投資話を仕立ててその資金調達名目に現金をだまし取ろうと企て、顧客に対し、「現金を交付すればその現金が投資に充てられて一定期間継続的に配当金が支払われる」「その期間終了時には交付した現金相当額も返還される」などと虚偽の内容の話を持ちかけ、平成23年5月頃から24年6月頃にかけて、投資金として合計2億1,500万円をだまし取った。27年3月、同元審査役ら3人を詐欺罪で逮捕した（警視庁）。




事例


不動産会社の元代表取締役（69）らは、同人らが経営する石油製品販売会社の資産が強制執行を受けるおそれがあることを察知するや、同資産を隠匿し、強制執行を妨害する目的で、25年2月頃から同年11月頃にかけて、同社名義の銀行口座から海外の銀行口座に、貸付金等の名目で合計約41億6,200万円を送金した。27年10月、同元代表取締役ら6人を強制執行妨害目的財産損壊等罪で逮捕した（京都）。




事例


仮想通貨であるビットコインの売買取引仲介サイトを運営していた会社の代表取締役（30）は、自己が使用する物品の購入費用やコンピュータソフトウェア関連事業を譲り受ける対価の支払等に充てる目的で、25年9月頃から12月頃にかけて、顧客から送金されたビットコインの売買のための資金のうち、合計約3億4,100万円を横領した。27年8月、同代表取締役を業務上横領罪で逮捕した（警視庁）。













4　国民の健康を害する事犯への対策

（1）保健衛生事犯対策

保健衛生事犯（注）の検挙状況の推移は、図表2-32のとおりである。


警察では、厚生労働大臣の承認を得ていない医薬品（以下「無承認医薬品」という。）を広告・販売するなどの医薬品医療機器法違反、無資格で医行為を行うなどの医師法違反、診療所の無許可開設等の医療法違反、無資格で美容施術を行う美容師法違反等の国民の健康被害に直結する保健衛生事犯の取締りを行っている。


無承認医薬品の広告・販売事犯については、近年、国外を仕出地とするものが全体の半数前後を占めている上、インターネットを利用して広告・販売を行っているものも多いことから、外国捜査機関等に対し情報を提供し、ウェブサイトの削除を要請するなどしている。


注：薬事関係事犯（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器法」という。）違反、薬剤師法違反等）、医事関係事犯（医師法違反、歯科医師法違反等）及び公衆衛生関係事犯（食品衛生法違反、狂犬病予防法違反等）

　
図表2-32　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-32　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）]


事例


会社役員の女（46）らは、医師の男（50）らと共謀の上、平成24年4月から26年9月にかけて、医師の男（52）らから名義を借りて虚偽の届出を行い、医療法上必要な許可を得ずに診療所2か所を開設した。また、同女は、24年12月から25年6月にかけて、医師でないのに、医行為であるレーザー脱毛を行った。27年7月までに、同女を医師法違反（無資格医業）等で逮捕するとともに、医師の男ら7人を医療法違反（無許可開設）で検挙した（愛知）。



（2）食の安全に係る事犯対策


食の安全に係る事犯（注）の検挙状況の推移は、図表2-33のとおりであり、平成27年中は、複数の原料玄米を用いた「複数原料米」を「単一原料米」と表記して販売するなど、商品の品質等を偽装した事犯等がみられた。


注：食品衛生関係事犯（食品衛生法違反等）及び食品の産地等偽装表示事犯（不正競争防止法違反等）

　
図表2-33　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-33　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）]











5　良好な生活環境の保持

（1）風俗営業等の状況

①　風俗営業の状況


警察では、風営適正化法（注）に基づき、風俗営業等に対して必要な規制を加えるとともに、風俗営業者等の自主的な健全化のための活動を支援し、業務の適正化を図っている。

注：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

　
図表2-34　風俗営業の営業所数の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-34　風俗営業の営業所数の推移（平成23～27年）]

②　性風俗関連特殊営業の状況


性風俗関連特殊営業の状況についてみると、近年、無店舗型性風俗特殊営業や映像送信型性風俗特殊営業の届出数が増加している一方で、店舗型性風俗特殊営業及び電話異性紹介営業の届出数は減少している。

　
図表2-35　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-35　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成23～27年）]

③　深夜酒類提供飲食店営業の状況

深夜酒類提供飲食店の営業所数は、近年増加傾向にある。

　
図表2-36　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-36　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成23～27年）]


コラム　ダンス営業に係る規制の見直しのための風営適正化法の改正


近年、国民の生活様式の多様化が進み、ナイトライフの充実を求める国民の声が高まっていることや、ダンスに対する国民の意識が変化してきたことなどを受け、


○　ダンス自体に着目した規制を改め、客にダンスをさせる営業の一部を風俗営業から除外する


○　特定遊興飲食店営業の制度を新設し、深夜に客に遊興と飲酒をさせる営業を許可制の下で認める


ことなどを内容とする風営適正化法の一部を改正する法律が、平成27年6月、第189回国会で成立し、28年6月23日までに全面施行された。

　
[image: ダンス営業に係る規制の見直しの概要]

ダンス営業に係る規制の見直しの概要



（2）売春事犯及び風俗関係事犯の現状

①　売春事犯


平成27年中の売春事犯の総検挙人員に占める暴力団構成員等（注）の割合は19.3％（104人）と、依然として売春事犯が暴力団の資金源になっていることがうかがわれる。


最近では、インターネットの出会い系サイト等を利用する事犯のほか、マッサージ店やエステ店を仮装した違法性風俗店における事犯など、潜在化傾向がみられる。

注：138頁参照

　
図表2-37　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-37　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成23～27年）]


事例


無職の男（21）らは、26年4月から6月までの間、複数の女性をマンションの一室に居住させ、レンタルルーム等において、出会い系サイトを通じて募った客を相手に売春をさせた。27年5月までに、同男らを売春防止法違反（売春をさせる業）で、同レンタルルームを経営する会社経営の男（51）らを風営適正化法違反（禁止区域営業）で逮捕した（大阪）。



②　風俗関係事犯

風営適正化法による検挙状況は、近年減少傾向にある。


また、わいせつ事犯の検挙状況は、最近3年間減少している。わいせつ事犯に関しては、近年、コンピュータ・ネットワークを利用してわいせつな画像を公然と陳列する事犯やわいせつな画像情報が記録されたDVD等を販売する事犯が多くみられる。


このほか、賭博事犯に関しては、テレビゲーム機等の遊技機を使用したものが多く発生しており、最近では、警察からの取締りを逃れるため、雑居ビルやマンションの一室にスロットマシン、バカラ台等を設置するなど、潜在化の傾向がみられるほか、ゲーム喫茶等における事犯も依然としてみられる。

　
図表2-38　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-38　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成23～27年）]

　
図表2-39　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-39　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）]

　
[image: ゲーム喫茶店内]

ゲーム喫茶店内

　
[image: テレビゲーム機]

テレビゲーム機


事例


無職の男（41）らは、25年9月から26年9月にかけて、レンタル携帯電話や他人名義の預金口座を利用するとともに、第三者に仲介させた上で、複製したわいせつDVDを不特定多数の者に販売した。また、会社役員の男（36）は、25年3月から26年4月にかけて、携帯電話不正利用防止法によって義務付けられた本人確認をしないまま同無職の男らにレンタル携帯電話を貸し出した。27年1月までに、同無職の男らをわいせつ電磁的記録記録媒体有償頒布目的所持罪で、同会社役員の男を同法違反（貸与時本人確認義務違反）で逮捕した（島根）。



（3）人身取引事犯対策


警察では、平成26年12月に政府が策定した「人身取引対策行動計画2014」等に基づき、入国管理局等の関係機関と連携し、水際での取締りや悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害者の早期保護及び国内外の人身取引の実態解明を図っている。また、関係国の大使館、被害者を支援する民間団体等と緊密な情報交換を行っている。


27年中の人身取引事犯の検挙人員は42人で、そのうち風俗店等関係者が32人、仲介業者が7人であった。また、警察で保護した人身取引事犯の被害者は49人で、その国籍の内訳は、フィリピン（28人）、日本（13人）、タイ（8人）であった。外国人被害者の入国時の在留資格は、短期滞在（32人）が多数を占めた。

　
図表2-40　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-40　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）]

　
図表2-41　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成23～27年）
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（4）銃砲刀剣類の適正管理と危険物対策

①　銃砲刀剣類の適正管理


平成27年末現在、銃刀法（注）に基づき、都道府県公安委員会から9万8,638人が、19万9,497丁の猟銃及び空気銃の所持許可を受けている。27年中、申請を不許可等とした件数は38件、所持許可を取り消した件数は62件であった。また、猟銃等の事故及び盗難を防止するため、毎年一斉検査を行うとともに、講習会等を通じて適正な取扱いや保管管理の徹底について指導を行う一方、危害予防上支障のない範囲で猟銃等の所持許可に伴う申請者の負担軽減を図るための措置を講じている。


警察では、銃刀法を厳正に運用し、銃砲刀剣類の所持許可の審査と行政処分を的確に行って不適格者の排除に努めるなど、銃砲刀剣類による事件・事故の未然防止に努めている。

注：銃砲刀剣類所持等取締法

　
図表2-42　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成23～27年）
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図表2-43　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-43　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成23～27年）]

　
図表2-44　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成23～27年）
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②　危険物対策


火薬類、特定病原体等、放射性物質等の危険物の運搬に当たっては、火薬類取締法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の規定に基づき、都道府県公安委員会にその旨を届け出ることとされている。


警察では、これらの危険物が安全に運搬されるよう、関係事業者に対して事前指導や指示等を行うとともに、これらの危険物の取扱場所への立入検査等により、その盗難、不正流出等の防止に努めている。

　
図表2-45　運搬届出・立入検査の状況（平成27年）
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（5）環境事犯対策

①　廃棄物事犯（注）

平成27年中の廃棄物事犯の検挙事件数の約半数を、廃棄物の不法投棄事犯が占めている。


警察では、引き続き環境行政部局との人的な交流や情報交換を行うなどし、早期発見・早期検挙に努めている。

注：廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反に係る事犯

　
図表2-46　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）
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②　動物・鳥獣関係事犯（注）


27年中の検挙事件の大半を、違法に捕獲等した鳥獣を飼養するなどの鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反が占めている。また、犬、猫を殺傷するなどの、動物の愛護及び管理に関する法律違反も引き続き検挙されている。


注：動物の愛護及び管理に関する法律違反及び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反等に係る事犯

　
図表2-47　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）
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（6）探偵業の状況


平成27年中の探偵業法（注1）での検挙件数は5件、行政処分件数は43件（営業廃止命令2件、営業停止6件、指示処分35件）であった。警察では、探偵業法に基づき、探偵業者（注2）の業務実態を把握し、違法行為に対しては厳正に対処するとともに、業界の全国組織である一般社団法人日本調査業協会や認可法人全国調査業協同組合等との連携の下、研修会等を通じて、探偵業務の運営の適正化を図っている。

注1：探偵業の業務の適正化に関する法律

注2：届出のなされている探偵業者数は5,667（平成27年末現在）











第2節　警察捜査のための基盤整備

1　捜査力の強化

（1）捜査手法、取調べの高度化への取組


警察庁では、平成24年3月に策定した「捜査手法、取調べの高度化プログラム」に基づき、次の施策を推進している。

①　取調べの録音・録画の試行の拡充


21年4月以降、全ての都道府県警察において、裁判員裁判対象事件について、録音・録画の試行を開始し、現在では、知的障害等を有する被疑者に係る事件についても、同試行を実施している。裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画実施事件1件当たりの平均実施時間については、図表2－48のとおり、試行の開始以降増加傾向にある（28年4月4日時点の集計値）。なお、録音・録画装置の小型化や運用の効率化を進めている。

　

図表2-48　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画実施事件1件当たりの平均実施時間（平成21～27年度）
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②　取調べの高度化・適正化等の推進


警察庁では、取調べにおいて真実の供述を適正かつ効果的に得るための技術の在り方やその伝承方法について、時代に対応した改善を図るため、24年12月に心理学的知見を取り入れた教本「取調べ（基礎編）」を作成したほか、25年5月には「取調べ技術総合研究・研修センター」を設置するなどして、取調べの高度化・適正化等を推進している。

③　捜査手法の高度化の推進


警察庁では、科学技術の発達等に伴う犯罪の高度化・複雑化等に的確に対応し、客観証拠による的確な立証を図ることを可能とするため、DNA型鑑定及びDNA型データベースを効果的に活用するための取組や、仮装身分捜査の導入を始めとする捜査手法の高度化に向けた検討を推進している。

（2）初動捜査における客観証拠の収集


事件発生時には、迅速・的確な初動捜査を行い、犯人を現場やその周辺で逮捕し、又は現場の証拠物や目撃者の証言等を確保することが、犯人の特定や犯罪の立証、更には連続発生の防止のために極めて重要である。


都道府県警察では、機動的な初動捜査を行うため、機動捜査隊、機動鑑識隊（班）、現場科学検査班等を設置し、事件発生後、直ちに現場に臨場して迅速な客観証拠等の収集を徹底している。


また、犯人の検挙における防犯カメラ画像の有用性の高さが認識されているところ、防犯カメラ画像の中には、原記録が消去される可能性が高いものや、抽出等に技術的な困難を伴うものもあることから、防犯カメラ画像の抽出及び解析を支援する体制を整備するなどにより、防犯カメラ画像の適切かつ確実な収集に努めている。

　
図表2-49　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底

[image: 図表2-49　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底]


コラム　連続発生のおそれのある重要凶悪事件への対応の強化等について


平成27年9月、埼玉県熊谷市において、外国人により、6人が連続して殺害される事件が発生した。


警察では、重要凶悪事件の発生時には、連続発生の可能性を迅速かつ的確に判断するなどした上で、犯人の迅速な検挙のための捜査活動を行うとともに、連続発生を防止するための効果的な情報提供を行うこととしている。


また、外国人が関与する事案に適切に対応するため、通訳体制の強化や通訳人の適切な運用を図るとともに、警察職員の外国語によるコミュニケーションの能力の向上に努めている（注）。

注：42、43頁参照



（3）国民からの情報提供の促進


警察では、犯罪捜査に不可欠な国民の理解と協力を得るため、国民に対し、都道府県警察のウェブサイトを活用して情報提供を呼び掛けるほか、様々な媒体を活用して、聞き込み捜査に対する協力、事件に関する情報の提供等を広く呼び掛けている。また、必要に応じ、被疑者の発見・検挙や犯罪の再発防止のため、被疑者の氏名等を広く一般に公表して捜査を行う公開捜査を行っている。


さらに、警察庁では、平成19年度から、国民からの情報提供を促進し、重要犯罪等の検挙を図ることを目的として、公的懸賞金制度である捜査特別報奨金制度を導入し、警察庁ウェブサイト（注）等で対象となる事件等について広報している。

注：http://www.npa.go.jp/reward/index.html

（4）犯罪死の見逃し防止への取組

平成27年中に警察が取り扱った死体数は約16万3,000体であった。


警察では、適正な死体取扱業務を推進して犯罪死の見逃しを防止するため、検視官（注）の臨場率を向上させるとともに、死体取扱業務に携わる警察官に対する教育訓練の充実及び資機材の整備を行っている。


また、警察では、警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律に規定された調査、検査等の措置を的確に実施するとともに、必要な解剖の確実な実施に努めている。


注：原則として、刑事部門における10年以上の捜査経験又は捜査幹部として4年以上の強行犯捜査等の経験を有する警視の階級にある警察官で、警察大学校における法医専門研究科を修了した者から任用される死体取扱業務の専門家

　
図表2-50　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-50　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成18～27年）]

（5）緻密で適正な捜査の徹底


警察では、平成20年1月から、「警察捜査における取調べ適正化指針」（注）に基づき、取調べの一層の適正化を図るための各種施策を推進している。


また、2年5月に栃木県足利市内において発生したいわゆる足利事件について、22年3月、再審公判において、無期懲役の刑に服していた男性に無罪判決が言い渡されたことなどを踏まえ、警察では、相手方の特性に応じた取調べ方法の指導・教育を行った上で、被疑者の供述と客観証拠・裏付け捜査等との関連の精査によって自白の信用性の十分な検討をするなど緻密で適正な捜査のより一層の徹底を図っている。


注：19年11月、警察捜査における取調べの一層の適正化を推進するため、国家公安委員会によって決定された「警察捜査における取調べの適正化について」に基づき、警察庁において、警察が当面取り組むべき施策を取りまとめたもの

①　的確な捜査指揮・管理の徹底


警察では、取調べに過度に依存することのない適正な捜査を推進するため、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の樹立、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、被疑者の特性や証拠資料等に基づく取調べの方法についての必要な指示、指導等を徹底するなど、捜査幹部による的確な捜査指揮に努め、取調べの適正化の一層の推進を図っている。

②　各種教育訓練の実施


警察では、適正捜査に関する教育訓練の充実を図る取組の一環として、警察大学校及び管区警察学校等において「取調べ専科」等を実施し、捜査員の取調べの適正化についての見識の醸成、取調べ等に関する具体的手法の習得等を図っている。


また、捜査幹部による入念な指導教育により、個々の捜査員の「適正な取調べ」に対する意識改革を図るとともに、より実践的な教育訓練や熟練した捜査員等による技能指導を行うなど、若手捜査員等の取調べ技能の向上に努めている。

　
[image: 取調べを想定した教育訓練]

取調べを想定した教育訓練

③　被疑者取調べ監督制度の実施


21年4月、取調べの一層の適正化に資するため、被疑者取調べ監督制度を開始し、警察庁及び都道府県警察本部の総務又は警務部門に被疑者取調べの監督業務を担当する所属を設置するなど所要の体制を整備して、取調べの状況の確認、調査等、必要な措置を行っている。

　
[image: 取調べ室の外部からの視認状況]

取調べ室の外部からの視認状況

（6）捜査技能の組織的な伝承


警察官が大量退職し、平成15年からの10年間で地方警察官（注）の4割以上が入れ替わるなど、急速に世代交代が進んでいる。これは、刑事部門においても例外ではなく、多くの捜査員が退職する一方、若い捜査員が多数任用されている。


このような中、地域の治安に責任を持つ警察署においては、捜査経験が豊富な捜査員が減少しており、犯罪の捜査に必要不可欠な捜査技能の伝承が課題となっている。


従来、捜査技能については、先輩や上司のやり方を見習わせ、実際に何度も経験させてみるなど、捜査経験が豊富な捜査員と共同して捜査に当たるオンザジョブトレーニングの方法により伝承されてきた。しかし、捜査員の世代交代が急速に進んだことから、この方法のみでは捜査技能の伝承が困難となっており、警察では、体系的に捜査技能が伝承されるよう、組織的な取組を進めている。


注：都道府県警察の警視正以上の階級の警察官である地方警務官を除く、都道府県警察の警察官

①　新時代に対応した刑事捜査員の育成


新たな捜査手法や最先端の科学技術を活用した捜査は、全ての捜査員が実際の事件で経験できるわけではない。他方で、こうした捜査手法等が必要となる事件は、時間や場所を問わず発生し得るものである。警察では、各捜査員の捜査技能の更なる向上を図るため、様々な教育訓練の場において、仮想の事件の模擬的な捜査を通じて、防犯カメラ画像、DNA型鑑定資料等の客観証拠の収集方法を含む様々な捜査手法全般を体験させるなどしている。


捜査幹部に対しては、警察大学校、管区警察局、管区警察学校等において教育訓練を行い、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の策定、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、被疑者の特性に応じた適正な取調べの方法、裏付け捜査の徹底等の捜査運営等、捜査幹部としての職務に必要な知識及び技能の向上を図っている。

　
[image: 先輩捜査員による指導状況（DNA型鑑定に用いる資料の採取）]

先輩捜査員による指導状況（DNA型鑑定に用いる資料の採取）

　
[image: 先輩捜査員による指導状況（指紋の採取）]

先輩捜査員による指導状況（指紋の採取）

②　警察庁指定広域技能指導官制度


警察庁では、6年から警察庁指定広域技能指導官制度の運用を開始し、卓越した専門技能又は知識を有する警察職員を警察庁長官が指定し、その職員を警察全体の財産として、都道府県警察の枠を超えて広域的に指導官として活用している。


平成28年4月25日現在、全国警察において、166人の警察職員が情報分析、強行犯捜査、窃盗犯捜査、薬物事犯捜査、鑑識等の各分野で広域技能指導官として指定され、各都道府県警察職員に対して警察活動上必要な助言や実践的指導を行うとともに、警察大学校、管区警察学校等において講義を実施している。

（7）犯罪インフラ対策の推進


犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、不法滞在者等に在留資格を不正取得させる手段となる偽装結婚や偽装認知等のようにその行為自体が犯罪となるもののほか、それ自体は合法であっても、詐欺等の犯罪に悪用されている各種制度やサービス等がある。犯罪インフラは、あらゆる犯罪の分野で着々と構築され、犯罪組織等がこれを利用して各種犯罪を効率的に敢行するなど、治安に対する重大な脅威となっている。


警察では、犯罪インフラに関連する情報を広範に収集・分析し、関係事業者等との連携を強化することによって、犯罪インフラの解体等を図るとともに、当該サービス等に係る捜査に必要な情報の適時・円滑な確保を可能にすることにより、迅速かつ的確な捜査に資する捜査インフラを構築するための取組を推進している。


警察庁においては、こうした取組を更に強化するため、平成26年4月、刑事局に捜査支援分析管理官を設置した。捜査支援分析管理官においては、関係事業者・省庁と連携して、犯罪の捜査に必要な情報の適時・円滑な確保を可能にする取組を行っていくとともに、技術の発展等に伴う新たな制度やサービス等が犯罪に悪用されることを防止・解消するための取組を推進している。


コラム　レンタル携帯電話の悪用への対策


特殊詐欺等を実行する犯行グループは、自己への捜査を免れるためにレンタル携帯電話を悪用する実態が認められる。また、レンタル携帯電話事業者の中には、携帯電話不正利用防止法で定められた貸与時の本人確認を適切に行わないものや本人確認を全く行わないものが存在する状況があるとともに、犯行グループの手に渡るまでに複数の事業者が介在している場合もあるなど、レンタル携帯電話の実際の利用者を特定することが困難となっている。


このような状況に鑑み、警察では、貸与の際本人確認が行われなかったレンタル携帯電話について、同法に基づく利用停止措置が執られるよう携帯電話事業者に情報提供を行うとともに、悪質なレンタル携帯電話事業者を検挙するなど、犯罪に悪用されるレンタル携帯電話対策を推進している。

　
図表2-51　携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み
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2　科学技術の活用


客観証拠による的確な立証を図り、犯罪の高度化・複雑化等に対応するため、警察では、犯罪捜査において、DNA型鑑定、三次元顔画像識別システム、プロファイリング等の科学技術の活用を推進している。


また、DNA型鑑定等のうち、特に高度な専門的知識・技術が必要となるものについては、都道府県警察からの依頼により、警察庁の科学警察研究所において実施している。

（1）DNA型鑑定


DNA型鑑定とは、ヒト身体組織の細胞内に存在するDNA（デオキシリボ核酸）（注）の塩基配列を分析することによって、個人を高い精度で識別する鑑定法である。


注：細胞核に存在する23対46本の染色体を構成する物質の一つで、長いらせんのはしご状（二重らせん）の構造をしている。

①　警察におけるDNA型鑑定


警察で行っているDNA型鑑定は、主に、STR型検査法と呼ばれるもので、STRと呼ばれる特徴的な塩基配列の繰り返し回数に個人差があることを利用し、個人を識別する検査法である（注）。


現在、日本人で最も出現頻度が高いDNA型の組合せの場合でも、約4兆7,000億人に1人という確率で個人識別を行うことが可能となっている。


注：塩基の繰り返し配列について、その反復回数を調べて、その繰り返し回数を「型」として表記して個人識別を行う。

②　DNA型鑑定の犯罪捜査への活用


DNA型鑑定の実施件数は、図表2－52のとおり、年々増加しており、殺人事件等の凶悪事件のほか、窃盗事件等の身近な犯罪の捜査にも活用されている。


また、警察では、被疑者から採取した資料から作成した被疑者DNA型記録と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる資料から作成した遺留DNA型記録をデータベースに登録し、未解決事件の捜査を始めとする様々な事件の捜査において犯人の割り出しや余罪の確認等に活用している。

　
図表2-52　DNA型鑑定実施件数の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-52　DNA型鑑定実施件数の推移（平成23～27年）]

　
図表2-53　警察におけるDNA型鑑定の概要

[image: 図表2-53　警察におけるDNA型鑑定の概要]

③　鑑定体制の強化


警察では、DNA型鑑定の各工程における作業の指示、管理及び記録をコンピュータ制御によって自動化することなどにより、大量の被疑者資料の鑑定をより迅速に実施し、DNA型鑑定の効率化を図っている。


また、科学警察研究所の研修を修了し、DNA型鑑定に必要な知識及び技能を修得した鑑定技術職員を増強している。

（2）デジタル・フォレンジック


犯罪に悪用された電子機器等に保存されている情報は、犯罪捜査において重要な客観証拠となる場合がある。


電子機器等に保存されている情報を証拠化するためには、電子機器等から電磁的記録を抽出した上で、文字や画像等の人が認識できる形に変換するという電磁的記録の解析が必要である。しかし、電磁的記録は消去、改変等が容易であるため、電磁的記録を犯罪捜査に活用するためには、適正な手続により解析・証拠化することが重要である。


このため、警察では、警察庁及び地方機関（注1）の情報技術解析課において、都道府県警察が行う犯罪捜査に対し、デジタル・フォレンジック（注2）を活用した技術支援を行っている。また、民間企業との技術協力を推進し、常に最新の技術情報を収集するとともに、国内外の関係機関と情報共有を図るなど、電磁的記録の解析に係るノウハウや技術を蓄積するように努めている。


近年では、情報通信技術の急速な進展により、新たな電子機器や情報通信サービスが次々と登場し、電磁的記録の解析が困難化している。そこで警察では、警察庁高度情報技術解析センターを中心に、高度で専門的な知識及び技術を有する職員を配置するとともに、高性能な解析用資機材を整備し、破損した電子機器等に記録された情報の抽出・解析等高度な解析を実施している。


注1：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部

注2：犯罪の立証のための電磁的記録の解析技術及びその手続

　
図表2-54　デジタル・フォレンジックの概要

[image: 図表2-54　デジタル・フォレンジックの概要]

（3）三次元顔画像識別システム


三次元顔画像識別システムとは、防犯カメラ等で撮影された人物の顔画像と、別に取得した被疑者の三次元顔画像とを照合し、個人を識別するものである。


一般に、防犯カメラ等で被疑者の顔が撮影される角度は様々であるため、防犯カメラ等の画像と被疑者写真等を比較するだけでは個人の識別が困難な場合が多いが、このシステムでは、被疑者の三次元顔画像を防犯カメラ等の画像と同じ角度及び大きさに調整し、両画像を重ね合わせることにより、より高い精度で個人を識別することが可能となり、公判における犯人性の立証等に活用されている。


また、平成26年から、物体の三次元画像を撮影することができる可搬式の装置を整備し、被疑者の三次元顔画像の撮影を容易にすることにより、同システムの活用を促進している。

　
図表2-55　三次元顔画像識別システムによる顔画像照合
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（4）指掌紋自動識別システム


指紋及び掌紋（以下「指掌紋」という。）は、「万人不同」及び「終生不変」の特性を有し、個人を識別するための資料として極めて有用であることから、明治44年に警視庁において指紋制度が導入されて以来、現在に至るまで、犯罪の捜査に欠かせないものになっている。


警察では、被疑者から採取した指掌紋と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる指掌紋をデータベースに登録して自動照合を行う指掌紋自動識別システムを運用し、犯人の割り出し、余罪の確認等に活用している。

　
[image: 指掌紋自動識別システム]

指掌紋自動識別システム

（5）情報分析支援システム（CIS－CATS）


警察では、様々な犯罪関連情報を迅速に系統化し、総合的な分析を可能とするシステムとして、平成21年1月から情報分析支援システム（CIS－CATS（注））を運用している。同システムは、犯罪発生状況のほか、犯罪手口、犯罪統計等の犯罪関連情報を地図上に表示し、その他の様々な情報とも組み合わせることで、犯罪の発生場所、時間帯、被疑者の特徴等を総合的に分析することが可能である。


警察では、同システムを活用して、的確な捜査指揮や効率的な捜査の支援を行うことにより、事件解決に役立てている。

注：Criminal Investigation Support-Crime
Analysis Tool & Systemの略

　
図表2-56　情報分析支援システム
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（6）自動車ナンバー自動読取システム


自動車盗を始めとする多くの犯罪では、犯行や逃走に自動車が悪用されていることから、被疑者の早期検挙を果たすためには、車両ナンバーに基づいて当該車両を発見・捕捉することが効果的である。このため、警察庁では昭和61年度から、通過する自動車のナンバーを自動的に読み取り、手配車両のナンバーと照合する自動車ナンバー自動読取システムの整備に努めている。

（7）プロファイリング


プロファイリングとは、犯行現場の状況、犯行の手段、被害者等に関する情報や資料を、統計データや心理学的手法等を用い、また情報分析支援システム等を活用して分析・評価することにより、犯行の連続性の推定、犯人の年齢層、生活様式、職業、前歴、居住地等の推定や次回の犯行の予測を行うものである（注）。


プロファイリングは、連続して発生している性犯罪、放火、通り魔事件等、犯行状況に関する情報量の多い事件や犯人の行動の特徴がつかみやすい事件において、特に効果が期待される。


警察では、より高度で効率的な捜査を推進するため、捜査員とプロファイリング担当者が情報を共有・連携し、聞き込み捜査等の従来の捜査の結果と科学的見地に基づくプロファイリングによる推定結果の双方から、犯人像の推定等を行っている。また、プロファイリングには、行動科学や統計分析に関する専門的知識が求められることから、警察庁では、全国警察から捜査員を集め、科学警察研究所で研修を実施するなどして、プロファイリング担当者の育成を図る一方、全国警察における分析結果の集約、検証等を通じて分析技術の高度化について研究を進めている。


注：我が国では、平成6年に科学警察研究所においてプロファイリングに関する研究が開始され、12年には北海道警察が都道府県警察として初めて特異犯罪分析班を設置した。警察庁においては、18年に情報分析支援室が設置され、プロファイリングを担当することとなり、26年には、体制を充実させ、捜査支援分析管理官が設置された。また、都道府県警察においても体制の整備を進めている。

　
図表2-57　プロファイリング
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第3節　女性・子供を犯罪から守るための取組

1　恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案への対応

（1）現状


恋愛感情等のもつれに起因する各種のトラブルや事件であって、被害者やその親族等（以下「被害者等」という。）に危害が及ぶおそれのある事案（以下「恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案」という。）のうち、ストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等（注1）の相談等件数の推移は図表2－58のとおりである。27年中のストーカー事案の相談等件数は4年ぶりに減少したものの、ストーカー規制法（注2）施行後から23年までに比べ、24年以降は高水準で推移している。また、27年中の配偶者からの暴力事案等の相談等件数は、配偶者暴力防止法（注3）の施行以降、最多となった。


注1：平成25年6月に成立した配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、26年1月3日以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事案についても計上している。


注2：ストーカー行為等の規制等に関する法律

注3：配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

　

図表2-58　ストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成18～27年）
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（2）対策


恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案は、加害者の被害者に対する執着心や支配意識が非常に強いものが多く、また、加害者が、被害者等に対して強い危害意思を有している場合には、検挙されることを顧みず大胆な犯行に及ぶこともあるなど、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいものである。


このため、警察では、恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案を始めとする人身の安全を早急に確保する必要の認められる事案（以下「人身安全関連事案」という。）に一元的に対処するための体制を確立し、被害者等の安全の確保を最優先に、ストーカー規制法や配偶者暴力防止法その他の法令の積極的な適用による加害者の検挙のほか、被害者等の安全な場所への避難や身辺の警戒、110番緊急通報登録システム（注1）への登録、ビデオカメラや緊急通報装置等の資機材の活用等による被害者等の保護措置等、組織による迅速・的確な対応を推進している。さらに、被害者等からの相談に適切に対応できるよう「被害者の意思決定支援手続」（注2）等を導入している。


注1：あらかじめ電話番号を登録した被害者等から通報があった場合、被害者等からの通報であることが自動表示されるもの

注2：94頁参照

　
図表2-59　ストーカー事案への対応状況の推移（平成23～27年）
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図表2-60　配偶者からの暴力事案等への対応状況の推移（平成23～27年）
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①　一元的に対処するための体制の確立


人身安全関連事案に的確に対処するため、警視庁及び道府県警察本部において、事案の認知の段階から対処に至るまで、警察署への指導・助言・支援を一元的に行う生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築した。また、警察署においても、人身安全関連事案への対処を統括する責任者及び事案対処時の要員をあらかじめ指定することにより生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築した。


こうした体制の下、事案認知時において危険性・切迫性を見極めるために、被害者等からの相談対応に当たっては、生活安全部門の担当者と刑事部門の捜査員が共同で聴取するなど、組織による的確な対応を徹底しており、個別の事態に応じて、誘拐事件や立てこもり事件の捜査に関する専門的知識を有した刑事部捜査第一課特殊班や機動力をいかした捜査活動を行う機動捜査隊を積極的に投入している。

　
図表2-61　体制の確立
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事例


静岡県警察は、平成27年4月に生活安全部に人身安全対策課を新設するとともに、同課内に被害者等の保護対策、加害者への行政措置及び検挙措置等を支援する現場支援係を増強し、警察署に対する迅速な支援のための取組を強化している。


夫の暴力から逃れるため秘匿避難中の妻（30歳代）に対してつきまとい等をした夫（48）が、26年12月、警察からストーカー規制法に基づく警告を受けたにもかかわらず、その後も当該行為を続けていたことから、静岡県警察では、妻の身辺警戒と夫の検挙に向けた捜査のため、上記現場支援係を警察署に派遣した。27年4月、警戒中の同係が、妻の避難先付近において夫が見張りをしているのを発見し、夫をストーカー規制法違反で現行犯逮捕した。



②　被害者の意思決定支援手続


被害者の意思決定支援手続は、事案の危険性やストーカー規制法等に基づき警察が執り得る措置等を被害者等に図示しながら分かりやすく説明し、被害者等が求める対応についての意思決定を支援するためのものである。警察では、この手続により被害者等の意思を明確にすることで、被害者等と共通認識を持って、より迅速・的確な事案対応を図っている。

　
図表2-62　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ
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③　被害者等の一時避難等に係る公費負担


危険性・切迫性が高い事案の被害者等の安全を確保するため、緊急・一時的に被害者等を避難させる必要がある場合に、ホテル等の宿泊施設を利用するための費用について、公費で負担することとしている。

④　関係機関・団体と連携したストーカー対策


実効性のあるストーカー対策を行うためには、社会全体での取組が必要である。警察庁では、27年3月にストーカー総合対策関係省庁会議が策定したストーカー総合対策、同年12月に閣議決定された「第4次男女共同参画基本計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、ストーカー被害防止のための広報啓発、加害者に関する取組等を推進している（注）。

注：44頁参照

⑤　いわゆるリベンジポルノ等への対応


近年、交際中に撮影した元交際相手の性的画像等を、撮影対象者の同意なくインターネット等を通じて公表する行為（いわゆるリベンジポルノ等）により、被害者が多大な精神的苦痛を受ける事案が発生している。このような状況を受け、26年11月、第187回国会において、私事性的画像被害防止法（注1）が成立し、同年12月から全面施行された。


27年中の私事性的画像に係る相談等の件数（注2）は1,143件であった。このうち、被害者と加害者の関係については、交際相手（元交際相手を含む。）が63.4％であったが、インターネット上のみの関係にある知人・友人についても11.4％を占めており、また、被害者の年齢については、20歳代が38.0％、19歳以下が19.5％を占めている。さらに、同法の適用による検挙件数は53件、脅迫罪、児童買春・児童ポルノ禁止法（注3）違反、強要罪等の他法令による検挙件数は250件であった。


警察では、この種事案について、被害者の要望を踏まえつつ、違法行為に対して厳正な取締りを行うとともに、公表された私事性的画像記録の削除のための措置等の迅速な対応を講じている。また、被害防止教育の推進等を通じて、被害の未然防止を図っている。

注1：私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律

注2：私事性的画像記録又は私事性的画像記録物に関する相談のうち、私事性的画像被害防止法やその他の刑罰法令に抵触しないものも含む。


注3：児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律

　
図表2-63　私事性的画像に係る相談等の状況（平成27年）
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事例


会社員の男（33）は、27年1月、衣服の一部を着けていない元交際相手の画像等を加工した写真多数を商業施設駐車場に置き、公然と陳列した。同年2月、同男を私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物公然陳列）で逮捕した（福島）。




事例


27年8月、女性から、インターネット上に自己の裸の画像が投稿されているとの相談を受理した。画像の拡散防止措置を執るとともに、同年9月、元交際相手の男（41）を私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物公然陳列）で逮捕した（鹿児島）。













2　子供の安全を守るための取組

（1）子供を犯罪から守るための取組

①　子供が被害者となる犯罪


13歳未満の子供が被害者となった刑法犯の認知件数（以下「子供の被害件数」という。）は、図表2－64のとおりである。子供の被害件数は、平成14年以降は減少傾向にあり、27年中は2万106件と、前年より4,601件（18.6％）減少した。全被害件数に占める子供の被害件数の割合の高い罪種についてみると、27年中は略取誘拐が43.8％（全被害件数192件のうち84件）、強制わいせつが13.0％（全被害件数6,755件のうち881件）であった。

　

図表2-64　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成18～27年）
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②　子供の生活空間における安全対策


警察では、子供を犯罪から守るための取組として、学校や通学路等の安全対策、被害防止教育の推進等（注）のほかに次のような対策を行っている。

注：45頁参照

ア　情報発信活動の推進


警察では、子供が被害に遭った事案等の発生に関する情報を子供や保護者に対して迅速に提供できるよう、警察署と教育委員会、小学校等との間で情報共有体制を整備するとともに、都道府県警察のウェブサイトや電子メール等を活用した情報発信を行うなど、地域住民に対する情報提供を実施している。

イ　ボランティアに対する支援


警察では、「子供110番の家」として危険に遭遇した子供の一時的な保護と警察への通報等を行うボランティアに対し、ステッカーや対応マニュアル等を配布するなどの支援を行っているほか、防犯ボランティア団体との合同パトロールを実施するなど、自主防犯活動を支援している。

③　子供女性安全対策班による活動の推進


警察では、21年4月、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等の事案に関する情報収集、分析等により行為者を特定し、検挙又は指導・警告等の措置を講ずる子供女性安全対策班（JWAT（注））を警視庁及び道府県警察本部に設置した。これにより、従来の検挙活動等に加え、これらの先制・予防的活動を積極的に推進していくことによって、子供や女性を被害者とする性犯罪等の未然防止に努めている。

注：Juvenile and Woman Aegis Teamの略

④　子供対象・暴力的性犯罪出所者の再犯防止措置制度の強化


警察では、13歳未満の子供を被害者とした強制わいせつ等の暴力的性犯罪で服役して出所した者について法務省から情報提供を受け、各都道府県警察において、その出所者の所在確認を実施している。また、23年4月からは、必要に応じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再犯防止に向けた措置の強化を図っている。

（2）児童虐待対策

①　検挙・通告の状況


平成27年中の検挙件数は785件、検挙人員は811人と、統計をとり始めた11年以降、過去最多となった。近年の態様別検挙件数をみると、身体的虐待が全体の7割以上を占めている。


また、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は年々増加し、27年中は過去最多となった。態様別では、特に心理的虐待の増加が著しく、同年中は2万4,159人と全体の6割以上を占めている。

　
図表2-65　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-65　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成23～27年）]

　
図表2-66　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成23～27年）
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②　関係機関と連携した取組


児童を迅速かつ適切に保護するためには、関係機関がそれぞれの専門性を発揮しつつ、連携して対処することが重要となる。警察では、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した際の児童相談所への確実な通告の実施、通告に際しての事前照会の徹底等、児童相談所等との情報共有を図るとともに、必要に応じて地域の要保護児童対策地域協議会（注）に参加するなど、関係機関との緊密な連携を保ちながら、児童の生命・身体の保護のための措置を積極的に講じている。


注：児童福祉法第25条の2において、地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される要保護児童対策地域協議会を置くように努めなければならないとされている。


事例


27年11月、「男女が児童に火のついたタバコをくわえさせ吸引させている内容の動画がインターネット上に投稿されている」旨の通報が警察や児童相談所に寄せられたことを受け、関係する3県警察が、児童相談所と連携の上、迅速に対応し、児童を同所で一時保護するとともに、実父（24）らを暴力行為等処罰ニ関スル法律違反（集団的暴行）で逮捕した（愛知・栃木・岐阜）。



（3）いじめ事案への対応


近年のいじめ（注）に起因する事件数は図表2－67のとおりであり、27年は200件であった。また、同年中の検挙・補導人員は331人であり、その約6割を中学生が占めている。


警察では、いじめ防止対策推進法の趣旨に基づき、少年相談活動やスクールサポーターの学校への訪問活動等により、いじめ事案の早期把握に努めるとともに、把握したいじめ事案の重大性及び緊急性、被害少年及びその保護者等の意向、学校等の対応状況等を踏まえ、学校等と緊密に連携しながら、的確な対応を推進している。


注：平成25年以降の数値は、「いじめ」の定義を、25年6月に制定されたいじめ防止対策推進法第2条に定める「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」としている。また、24年以前の数値は、「いじめ」の定義を「単独又は複数で、単数又は複数の特定人に対し、身体に対する物理的攻撃又は言動による脅し、いやがらせ、無視等の心理的圧迫を一方的に反復継続して加えることにより苦痛を与えることをいい、暴走族等非行集団間における対立抗争に起因する事件を含まないもの」としている。

　

図表2-67　いじめに起因する事件の事件数と検挙・補導状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-67　いじめに起因する事件の事件数と検挙・補導状況の推移（平成23～27年）]

　
図表2-68　警察によるいじめ事案への対応

[image: 図表2-68　警察によるいじめ事案への対応]

（4）少年（注）の福祉を害する犯罪への対策と有害環境対策

注：20歳未満の者

①　少年の福祉を害する犯罪への対策


福祉犯（注）の被害少年数は図表2－69のとおりであり、平成23年以降は減少しているが、スマートフォン等の普及により、インターネットの利用に起因する福祉犯が発生するなど、深刻な状況にある。


被害少年を早期に発見・保護するとともに、新たな被害を発生させないため、警察では積極的な取締りと被害少年に対する支援のほか、インターネット上の援助交際を求めるなどの不適切な書き込みをサイバーパトロールによって発見し、書き込みを行った児童と接触して直接注意・指導するサイバー補導を推進している。


注：少年の心身に有害な影響を与え、少年の福祉を害する犯罪をいう。例えば、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為等）、労働基準法違反（年少者の危険有害業務等）等が挙げられる。

　
図表2-69　福祉犯の検挙件数等の推移（平成23～27年）
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ア　悪質性の高い福祉犯


近年、出会い系サイト等を利用して児童買春の周旋を行う事犯や、性を売り物とする営業に児童を従事させる事犯等、児童の心身に有害な影響を与える事犯が発生しており、中には、暴力団の資金獲得活動として行われる場合もある。このような悪質性の高い福祉犯に対して、警察では、実態の把握と情報の分析、積極的な取締り等を推進している。


事例


27年9月、暴力団組員の男（20）らは、出会い系サイトで客を募り、家出中の少女（17）を引き合わせて売春をさせた。同年12月、男ら2人を児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為）等で逮捕した（神奈川）。




事例


27年2月、「作業所」と名のる店舗を経営する男（41）らは、少女（17）を雇い入れ、客に下着を見せながら折り紙をさせるなどの業務に就かせた。同年5月、男ら3人を労働基準法違反（有害業務の就業制限）で逮捕した（警視庁）。



イ　児童ポルノ


児童ポルノ事犯は近年増加傾向にあり、27年中の児童ポルノ事犯の検挙件数は1,938件、検挙人員は1,483人、被害児童（注）数は905人と、いずれも過去最多となった。児童ポルノ事犯の約5割は、新たな被害児童を生む製造事犯であり、また小学生以下の被害児童のうち、約5割が強姦･強制わいせつの手段により児童ポルノ製造の対象とされているなど、児童ポルノをめぐる情勢は引き続き深刻な状態にある。

注：児童ポルノ事犯の検挙を通じて、新たに特定された被害児童


コラム　内閣官房からの児童の性的搾取等に係る対策に関する業務の移管について


児童の性的搾取等（注）に係る対策に関する業務については、被害児童の権利を擁護するとともに、児童の性的搾取等を撲滅させるべく、関係府省庁が緊密な連携協力を図った上で、政府全体で推進する必要があるところ、平成28年4月以降、その対策に関する企画・立案及び関係府省庁間の総合調整の業務を内閣官房に代わり、国家公安委員会が行うこととなった。


移管後は、国家公安委員会委員長を議長とする関係府省庁による連絡会議等において、児童の性的搾取等に係る総合的な対策を検討している。


注：児童に対する性的搾取（児童に対し、自己の性的好奇心を満たす目的又は自己若しくは第三者の利益を図る目的で、児童買春、児童ポルノの製造その他の児童に性的な被害を与える犯罪行為をすること及び児童の性に着目した形態の営業を行うことにより児童福祉法第60条に該当する行為をすること並びにこれらに類する行為をすることをいう。）及びその助長行為（児童買春の周旋、児童買春等目的の人身売買、児童の性に着目した形態の営業のための場所の提供及び児童ポルノの提供を目的としたウェブサイトの開設等をいう。）




警察では、このような情勢を踏まえ、25年5月の犯罪対策閣僚会議で取りまとめられた「第二次児童ポルノ排除総合対策」等に基づき、関係機関・団体等と緊密な連携を図りながら、低年齢児童を対象とした児童ポルノ愛好者グループ等に対する取締りの強化、国内サイト管理者等に対する児童ポルノ画像の削除依頼、被害児童に対する支援等を推進している。


また、警察庁では、国際会議への参加や、東南アジア各国の捜査官等を招いた児童の商業的・性的搾取犯罪対策に関する会議の開催等により、国際捜査協力や情報交換の強化に努めている。さらに、プロバイダによる閲覧防止措置（ブロッキング）について、アドレスリスト作成管理団体に情報提供や助言を行うなどの流通・閲覧防止対策を推進している。


なお、26年7月、児童買春・児童ポルノ禁止法における自己の性的好奇心を満たす目的での児童ポルノ所持等の禁止についての罰則が新設され、27年7月15日から同年末までの検挙件数は17件（注）となっている。

注：児童買春・児童ポルノ禁止法第7条第1項に係るものに限る。

　
図表2-70　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成23～27年）
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事例


児童ポルノ愛好者グループのメンバーである地方公務員の男（31）らは、インターネット上の掲示板等を通じて知り合い、互いに児童ポルノ画像を提供し合うなどしていた。また、被疑者の中には、女児にわいせつな行為をし、その状況を撮影した者もいた。27年6月までに、同男ら16人を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ提供等）等で検挙するとともに、計200万点以上の児童ポルノ画像等を押収した（大分・神奈川・岐阜・大阪・兵庫・広島・宮崎）。



②　少年を取り巻く有害環境の浄化対策


近年、スマートフォン等の普及に伴い、コミュニティサイト等のインターネットの利用に起因する少年の犯罪被害が増加しているほか、繁華街等において少年の性を売り物とする新たな形態の営業が出現しているなど、少年を取り巻く社会環境は深刻な状況にある。


警察では、インターネットの利用に起因する少年の犯罪被害の発生状況を踏まえ、関係機関・団体等と連携し、保護者に対する啓発活動、児童に対する情報モラル教育、携帯電話事業者等に対するフィルタリング（注）等の普及促進のための要請等の取組を推進している。


また、少年の性を売り物とする新たな形態の営業については、少年の保護と健全育成の観点から、あらゆる警察活動を通じて、各地域の実態の把握に努めるとともに、これらの営業において稼働している女子高校生等に対する補導、立ち直り支援等の取組を推進している。


このほか、少年に有害な商品等を取り扱う店等に対して、少年の健全育成のための自主的措置が促進されるよう指導・要請を行うなど、有害環境の浄化に努めている。


注：インターネット上のウェブサイト等を一定の基準に基づき選別し、青少年に有害な情報を閲覧できなくするプログラムやサービス


事例


兵庫県では、インターネットの安全利用に向け、県警察、知事部局及び教育委員会が、大学や企業等と連携しつつ、「インターネットの利用に起因する非行防止等対策モデル地区」を設けるとともに、小・中学生を対象とする教材等の作成、地域密着型の大学生ボランティアによる情報モラル教室の開催、スマートフォンの安全な使い方等について意見交換等を行う「スマホサミット」の開催等、産学官の連携によるインターネットの安全利用に向けた総合的な対策を推進し、少年のインターネットリテラシーの向上や、地域社会におけるインターネットの安全利用に係る気運の醸成を図っている。

　
[image: 地域密着型情報モラル教室記者発表]

地域密着型情報モラル教室記者発表

　
[image: 大学生ボランティアによる講演]

大学生ボランティアによる講演



（5）少年の犯罪被害への対応


警察では、犯罪の被害に遭った少年に対し、少年補導職員（注）を中心としてカウンセリング等の継続的な支援を行うとともに、大学の研究者、精神科医、臨床心理士等の専門家を被害少年カウンセリングアドバイザーとして委嘱し、支援を担当する職員が専門的な助言を受けることができるようにしている。


注：特に専門的な知識及び技能を必要とする活動を行わせるため、その活動に必要な知識と技能を有する警察職員（警察官を除く。）のうちから警視総監又は道府県警察本部長が命じた者で、少年の非行防止や立ち直り支援等の活動において、重要な役割を果たしている。平成28年4月1日現在、全国に約890人の少年補導職員が配置されている。

　
図表2-71　被害少年の支援

[image: 図表2-71　被害少年の支援]


事例


福井県警察では、被害少年の支援の一環として「体験型立ち直り支援活動」を推進しており、自然体験や制作体験など多様な体験メニューの実施を通じて、被害少年の精神的被害の回復に向けた継続的な支援活動を行っている。













第4節　地域住民の安全安心確保のための取組

1　相談業務の充実強化

（1）相談取扱いの現状　


相談取扱件数の推移及び相談内容については、図表2－72から図表2－74までのとおりである。平成27年中の相談取扱件数は約200万9,980件と、前年より約9万6,000件（5.0％）増加し、22年以降、6年連続で増加している。主な相談内容としては、犯罪等による被害防止、家庭・職場・近隣関係、刑事事件に関するもの等が挙げられる。

　
図表2-72　相談取扱件数の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-72　相談取扱件数の推移（平成18～27年）]

　
図表2-73　相談内容の内訳（平成27年）

[image: 図表2-73　相談内容の内訳（平成27年）]

　
図表2-74　主な相談内容とその推移（平成23～27年）

[image: 図表2-74　主な相談内容とその推移（平成23～27年）]

（2）相談受理体制


警察では、国民から寄せられた相談に対し、迅速・確実な組織対応を行うことができるよう、警視庁及び道府県警察本部並びに各警察署の総・警務部門にそれぞれ相談の総合窓口を設置している。

総合窓口には、警察職員のほか、経験豊富な元警察職員等の警察安全相談員としての配置を進めている。


また、警視庁及び道府県警察本部の総合窓口に全国統一番号の警察相談専用電話（「＃（シャープ）9110」番（注））を設置し、電話をかければ発信地を管轄する警察本部等の総合窓口に接続されるようにしている。


注：携帯電話からも利用できる。なお、ダイヤル回線及び一部のIP電話では利用できないので、警察安全相談専用の一般加入電話番号を警察庁ウェブサイト等で広報している。

　
[image: 「♯（シャープ）9110」番の広報活動]

「♯（シャープ）9110」番の広報活動

（3）相談内容に応じた適切な対応の推進

①　相談への組織的な対応


寄せられた相談に対しては、相談内容に応じて、関係する部署が連携して対応し、指導、助言、他の専門機関の教示、相手方への警告、検挙等、犯罪等の被害の発生の有無にかかわらず、相談者の不安等を解消するために必要な措置を講じている。


相談者等の生命又は身体に危害が及ぶおそれのあるもの等緊急の対応を要する相談事案を認知した場合には、直ちに幹部へ報告がなされる体制を構築するなど、組織的な対応を強化している。

②　相談に対応する職員への研修の実施


多種多様な相談に適切に対応できる職員を育成するため、都道府県警察では、相談に対応する職員に対し、各部門の業務担当者による事案ごとの相談受理・対応要領の講義や、様々な専門的知識を有する部外講師による講義のほか、ロールプレイング方式の相談対応訓練等、実務に直結する研修を実施している。

③　関係機関・団体等との連携の推進


警察以外の機関・団体等で取り扱うことが望ましい相談や警察以外の機関・団体等との緊密な連携が必要な相談への適切な対応を図るため、関係機関・団体等との連絡会議を開催して意見交換を行うなど、関係機関・団体等との連携強化に努めている。


事例


平成26年9月、女性（30歳代）から、「通勤途中、知らない男から待ち伏せ等の行為をされて不安である」との相談を受けたため、通勤時間帯における警戒活動を実施し、つきまとい行為等をしていた男を特定した上、同男に対して指導警告を実施した。その後も、引き続き、警戒活動や相談者との面接等を行い、その不安の解消に努めた（広島）。




事例


27年11月、高齢の母親を心配する家族から「認知症である母親が一人暮らしをしているが、現金が春頃から顕著に減っている」との相談を受けた。玄関先に設置した防犯カメラ映像により、配達業者の男（34）が代金の釣銭を渡さなかったり、必要以上に代金を受け取ったりしている様子が確認されたことから、同月、同男を準詐欺罪で逮捕した（福島）。




コラム　認知症に係る行方不明者等への対策


平成27年中の認知症に係る行方不明者届の受理件数は1万2,208件であり、統計を取り始めた24年以降、増加を続けている。警察では、地域における認知症高齢者等の見守りネットワーク、自治体における認知症等によるはいかいの可能性がある者の事前登録制度等を活用し、関係機関等と緊密に連携した行方不明者発見活動を推進している。このほか、認知症による行方不明者等へのより適切な対応のため、認知症サポーター養成講座等の部外有識者による講習会等を通じて、認知症の特性や対応要領等について、職員の理解を深める取組を推進している。

　
[image: 認知症講習会]

認知症講習会













2　事件・事故への即応


交番、駐在所等の警察官は、事件、事故等が発生した際、直ちに現場に向かい、被疑者の逮捕等の措置を執っている。警察では、警察官が迅速に現場に駆けつけられるよう、110番通報の受理や警察署等への指令を行うシステムを整備するとともに、パトカー等の活用による機動力の強化に努めている。

（1）110番通報


平成27年中の110番通報受理件数（注）は、約923万件と前年より約12万件減少した。これは約3.4秒に1回、国民約13.8人に1人の割合で通報したことになる。また、携帯電話等の移動電話からの110番通報が69.9％を占め、過去最高を記録した。


警察では、110番通報の適切な利用の促進のため、事件・事故等の緊急の対応を必要とする場合にはためらわずに110番通報を利用する一方、緊急の対応を必要としない相談等の通報については「♯9110」番や各種相談電話を利用するよう呼び掛けている。

注：無応答、いたずら、かけ間違い等は計上していない。

　
図表2-75　110番通報受理件数の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-75　110番通報受理件数の推移（平成18～27年）]

（2）通信指令

①　通信指令システム


110番通報に迅速かつ的確に対応するため、都道府県警察には通信指令室が設けられている。110番通報を受理した通信指令室では、直ちに通報内容を警察署等に伝え、地域警察官を現場に急行させるとともに、必要に応じて緊急配備（注1）の発令等を行っている。平成27年中の緊急配備の実施件数は、前年と比べ850件（10.9％）減少し、6,936件となった。


また、27年中に警察本部の通信指令室で直接受理した110番通報に対するリスポンス・タイム（注2）の平均は、7分6秒であった。


警察では、増加する携帯電話等からの110番通報に的確に対応するため、携帯電話等で110番通報した際に、音声通話と同時に発信者の位置情報が通知されるシステム（位置情報通知システム）を全都道府県警察において運用するなど通信指令システムの高度化を図っている。


注1：重要事件等が発生した際に、迅速に被疑者を検挙するため、警戒員を配置して行う検問、張り込み等

注2：通信指令室が110番通報を受理し、パトカーに指令してから警察官が現場に到着するまでの所要時間

　
[image: 通信指令室]

通信指令室

②　携帯型端末を活用した初動警察活動


警察では、音声通信機能及びデータ通信機能を有する携帯型端末を整備し、各都道府県警察において運用している。


同端末の活用により、通信指令室で受理した110番通報の内容、各種事案の現場で撮影した画像、GPSで測位された警察官の位置情報等の情報を、通信指令室、警察署及び現場の警察官が組織的に共有し、的確な初動警察活動に当たっている。

　
図表2-76　携帯型端末の概要（代表例）

[image: 図表2-76　携帯型端末の概要（代表例）]

③　外国語による110番通報への対応


警察では、日本語を解さない者からの110番通報への適切な対応が図られるよう、外国語に通じた警察官を通信指令室に配置するほか、通訳センター等の警察職員を含めた三者通話を行うなどして対応している（注）。

注：42頁参照

（3）初動警察活動の強化

①　通信指令を担う人材の育成強化


警察では、110番通報の受理、指令及び無線報告の技能を競う全国通信指令・無線通話技能競技会を開催するなど、通信指令技能の向上を目的とした教育訓練を行うとともに、通信指令の知識・技能に関する検定制度を設け、組織的な人材育成に努めている。


また、卓越した通信指令の技能を有する者として選抜された、警察庁指定広域技能指導官や都道府県警察の技能指導官等が、実践的な指導等を通じて後進の育成に当たっている。

　
[image: 全国通信指令・無線通話技能競技会]

全国通信指令・無線通話技能競技会

②　実践的な訓練の実施


警察では、事案対応能力の更なる強化を図るため、無差別殺傷事件その他の重大事案の発生を想定した実践的かつ効果的な訓練を継続的に実施している。

　
[image: 無差別殺傷事件を想定した訓練]

無差別殺傷事件を想定した訓練

（4）鉄道警察隊の活動


鉄道警察隊は、平成27年6月に発生した新幹線内における放火等事件を受け、鉄道事業者等との連携をより一層緊密にしつつ、列車内における警乗（注1）、駅等の鉄道施設及びその周辺のパトロールや警戒警備を行っているほか、痴漢（注2）、すり、置き引き等の犯罪の予防及び検挙を行っている。また、痴漢の被害に遭った女性から相談を受理した場合は、女性に同行して身辺の警戒を行うなどしている。


注1：列車内における公安の維持を図るため、警察官が列車に乗務して、列車内における犯罪の予防、被疑者の検挙、事故の防止等に当たること。


注2：いわゆる迷惑防止条例における、卑わいな行為等を禁止する規定に係る検挙件数及び検挙人員は、「痴漢」、「のぞき見」、「下着等の撮影」、「透視によるのぞき見」、「透視による撮影」、「通常衣服を着けない場所における盗撮」及び「（その他）卑わいな言動」の区分により各都道府県警察に報告を求めているが、そのうち「痴漢」として報告を受け、集計した数値を示したもの

　
[image: 列車警乗]

列車警乗

　
図表2-77　痴漢事犯の検挙状況等の推移（平成23～27年）

[image: 図表2-77　痴漢事犯の検挙状況等の推移（平成23～27年）]


事例


平成27年2月、警戒活動中の鉄道警察隊員が、乗客の所持品を物色している不審な男（33）の動向を注視していたところ、同男が電車内で女性の乗客が所持していたリュックサックから財布を抜き取るのを現認したことから、同男を窃盗罪で現行犯逮捕した（大阪）。



（5）パトカー及び警察用船舶の活用


警察では、全国の警察本部や警察署に配備したパトカーを活用して、管内のパトロールを行うとともに、事件・事故等の発生時における初動措置を執っている。また、全国に配備された警察用船舶を活用し、通信指令室やパトカーと連携の上、事件・事故発生時の情報の収集、交通情報の収集等を行っている。

　
[image: パトカー]

パトカー

　
[image: 警察用船舶]

警察用船舶


事例


平成27年8月、福岡県と合同で密漁に対する取締りに従事していた警察署の船舶警ら係員が、北九州市沖合において操業していた漁船の乗員の男（65）に対して職務質問を実施したところ、登録票を備えずに海産物を捕獲していたことなどが判明したため、同年11月、同男を漁船法違反（登録票船内不備付）等により検挙した（福岡）。



（6）警察用航空機の活用


警察では、ヘリコプターテレビシステム（ヘリテレ）やホイスト救助装置（注）等の各種資器材が装備された警察用航空機（ヘリコプター）を全国に配備しており、通信指令室やパトカーと連携し、その機動力をいかしたパトロール、被疑者の追跡、災害や重大事件発生時におけるヘリテレを活用した情報収集、被災者の救助及び被災地への人員物資の緊急輸送等を行っている。


注：航空機の機外に装着した電動装置を用いて、ワイヤーで人や物を昇降させるための装置

　
[image: 警察用航空機]

警察用航空機


事例


平成27年3月、覚せい剤取締法違反により指名手配され、自動車で逃走する男（51）をヘリコプターで発見し、パトカーとともに追跡を開始した。ヘリコプターがヘリテレを活用して逃走状況を通信指令室に逐次報告するとともに、パトカーを的確に誘導したことにより、男を確保した（三重）。




事例


平成27年9月関東・東北豪雨において、甚大な被害が発生した茨城県及び宮城県に対して、13都県警察からヘリコプターを応援派遣した。ヘリテレを活用してリアルタイムに被災状況の情報収集を行うとともに、ホイスト救助装置を活用して被災者222人を救助した。

　
[image: 救助活動]

救助活動




コラム　山岳遭難に対する警察活動


平成27年中の山岳遭難の発生件数は2,508件、遭難者数は3,043人（うち死者・行方不明者は335人）であった。


警察では、関係機関・団体等と連携の上、ヘリコプター等を活用して遭難者の捜索救助に当たるとともに、増加傾向にある山岳遭難の防止を図るため、山岳パトロール、広報啓発活動等を実施している。

　
図表2-78　山岳遭難発生件数（平成23～27年）

[image: 図表2-78　山岳遭難発生件数（平成23～27年）]

　
[image: 山岳における訓練状況]

山岳における訓練状況













3　交番・駐在所の活動


交番・駐在所では、パトロールや巡回連絡等の様々な活動を通じて、地域住民の意見・要望等に応えるべく、管轄する地域の実態を把握し、その実態に即した活動を行っている。また、昼夜を分かたず常に警戒体制を保ち、様々な警察事象に即応する活動を行うことにより、地域住民の安全と安心のよりどころとなり、国民の身近な不安を解消する機能を果たしている。

平成28年4月1日現在、全国に交番は6,248か所、駐在所は6,431か所設置されている。

（1）パトロール、立番等

①　パトロール、立番等による警戒


地域警察官は、事件・事故の発生を未然に防ぐとともに、犯罪を取り締まるため、犯罪の多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロールを行っている。パトロールに当たっては、不審者に対する職務質問、危険箇所の把握、犯罪多発地域の家庭や事業者に対する防犯指導、パトロールカード（注）による情報提供等を行っている。


また、交番・駐在所等の施設の外に立って警戒に当たる立番や、駅、繁華街等の人が多く集まる場所や犯罪が多発している場所において、一定の時間立って警戒する駐留警戒等を行っている。


注：パトロール中に気付いた防犯上の注意事項を伝えたり、空き巣等の被害者にパトロールを行っていることを知らせて安心してもらったりすることなどを目的として、地域警察官が管内の地域住民に配布するもので、交番名やパトロールを行った日時等が記載されている。

　
[image: パトロール]

パトロール

②　職務執行力の強化


警察では、地域警察官の職務執行力を強化するため、職務質問、書類作成等の能力向上を目的とした研修・訓練を実施するとともに、卓越した職務質問の技能を有する者を選抜して、警察庁指定広域技能指導官又は都道府県警察の職務質問技能指導官等として指定し、実践的な指導等を通じて地域警察官全体の職務質問技能の向上に努めている。


平成27年中の地域警察官による刑法犯検挙人員は18万5,165人と、警察による刑法犯の総検挙人員の77.4％を占めている。

③　交番相談員の活用


28年4月1日現在、全国で約6,300人の交番相談員が配置されている。交番相談員は、警察官の身分を有しない非常勤の職員であり、地域住民の意見・要望等の聴取、拾得物・遺失届の受理、被害届の代書及び預かり、事件・事故発生時の警察官への連絡、地理案内等の業務に従事しており、その多くは、経験や知識を有する退職警察官である。

　
[image: 交番相談員]

交番相談員

（2）地域住民と連携した活動

①　巡回連絡


地域警察官は、担当する地域の家庭、事業所等を訪問し、犯罪の予防、災害・事故の防止等、地域住民の安全で平穏な生活を確保するために必要な事項の指導・連絡や、地域住民からの意見・要望等の聴取を行う巡回連絡を行っている。

　
[image: 巡回連絡]

巡回連絡


事例


平成27年2月、福岡県警察では、「高齢者に対する特殊詐欺等被害防止のための特別巡回連絡強化期間」を設定した上で、巡回連絡を通じた防犯指導及び広報啓発を行った。


県内在住の女性（70歳代）は、警察官を名のる男から、捜査に必要であるから現金を手交するようにとの電話を受け、同男の指示に従い現金の受取役の男と接触したものの、巡回連絡時の特殊詐欺に関する防犯指導を思い出したことから、被害に遭うことなくその場を立ち去ることができた。



②　交番・駐在所連絡協議会


28年4月1日現在、全国の交番・駐在所に約1万2,000の交番・駐在所連絡協議会が設置されている。そこでは、地域警察官が、地域住民と地域の治安に関する問題について協議したり、地域住民の警察に対する意見・要望等を把握したりすることにより、地域社会と協力して事件・事故の防止等を図っている。

（3）遺失物の取扱い


警察では、拾得物を速やかに遺失者に返還するため、拾得物・遺失届の受理業務を行っている。平成27年中に届出のあった拾得物は、特例施設占有者保管分（注）を含め約2,671万点に上っている。


なお、警察に提出された拾得物のうち、通貨については約119億円が、物品については約975万点が遺失者に返還されている。


注：一定の公共交通機関又は都道府県公安委員会が指定した施設占有者（特例施設占有者）は、拾得物に関する事項を警察に届け出たときは、その物件を自ら保管することができる。

　
図表2-79　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成23～27年）
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図表2-80　遺失物の取扱いの流れ
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第5節　将来にわたる良好な治安確保のための基盤構築に向けた取組

1　犯罪抑止に向けた取組

（1）地域社会との協働


良好な治安は、社会・経済の発展の礎であるが、その確保は、独り警察のみによって達せられるものではない。警察は、地域社会や関係機関・団体等との連携の下、社会全体で良好な治安が保たれるよう取り組んでいる。

①　社会の犯罪予防機能の高度化

ア　安全安心なまちづくり


政府では、平成17年6月に犯罪対策閣僚会議と都市再生本部の合同会議において決定された「安全・安心なまちづくり全国展開プラン」及び都市再生プロジェクト「防犯対策等とまちづくりの連携協働による都市の安全・安心の再構築」に基づき、官民連携した安全で安心なまちづくりを全国で推進している。


今後は、25年12月に閣議決定された「「世界一安全な日本」創造戦略」（注）も踏まえ、関係機関・団体等と連携して、引き続き全国で安全安心なまちづくりを推進していくこととしている。

注：213頁参照

イ　安全安心なまちづくりを推進する気運を高めるための取組


犯罪対策閣僚会議において定められた「安全安心なまちづくりの日」（毎年10月11日）の前後の期間を中心に、安全で安心なまちづくりの気運を高めるための様々な取組が行われており、その一環として、顕著な功績等のあった団体・個人を首相が表彰する「安全安心なまちづくり関係功労者表彰」が毎年首相官邸において行われている。


また、警察庁では、「安全安心なまちづくりの日」関連行事として、27年10月、優れた活動を行う防犯ボランティア団体と防犯まちづくりに積極的な取組を行っている地方公共団体がそれぞれ取組内容を発表する「防犯ボランティアフォーラム2015」を開催した。

　
[image: 安全安心なまちづくり関係功労者表彰（提供：内閣広報室）]

安全安心なまちづくり関係功労者表彰（提供：内閣広報室）

ウ　繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向けた総合対策の推進


警察では、健全で魅力あふれるまちづくりを推進するための施策を講じている。具体的には、繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向け、商店街、商工会議所、商工会、地域住民、自治体等と問題意識を共有し、自治体が行うまちづくり事業に計画段階から積極的に関与するほか、客引きやスカウト行為、非行少年や不良行為者のい集、違法広告物の設置、ゴミや自転車の放置、違法駐車、落書き等の迷惑行為の取締り等を通して街並みの改善を図っている。また、繁華街・歓楽街において犯罪組織が暗躍することのないよう、雑居ビル、広告宣伝媒体等から犯罪組織を排除する取組を推進するとともに、違法風俗営業等の風俗関係事犯や不法就労、人身取引事犯、少年の健全育成を阻害する事犯、組織的な資金獲得犯罪等の取締りを推進している。

②　防犯ネットワークの整備と活用促進


治安を取り巻く情勢が依然として厳しいことに加え、人口・家族構造の変化等により社会情勢が変化している中で、かつて良好な治安を支えてきた社会の連帯感が希薄化している。このような現状を踏まえ、警察は、地方公共団体、地域住民、事業者等の各主体を包括する防犯ネットワークを整備し、これを有効活用した積極的な情報交換や、地域住民による防犯パトロール等の防犯ボランティア活動、事業者による防犯に関するCSR（注）活動に対する支援等を行うことで、地域社会が一体となった犯罪抑止対策の推進と連帯感の向上を図っている。

注：Corporate Social
Responsibilityの略。企業の社会的責任と訳される。法令遵守、環境保護、地域貢献等、純粋に財務的な活動以外の分野において、企業が持続的な発展を目的として行う自主的取組

ア　防犯ボランティア団体の活動


27年末現在、警察が把握している防犯ボランティア団体は全国で4万8,060団体（注）となっている。これらの団体の多くは、町内会、自治会等の地域住民による団体や子供の保護者の団体であり、その構成員数は約276万人となっている。


多くの団体で防犯パトロールや通学路における子供の見守り活動を行っているほか、最近の犯罪情勢を踏まえ、振り込め詐欺等の特殊詐欺の被害防止のため、警察と連携した金融機関を対象とする被害防止訓練や高齢者の居宅の訪問を通じた防犯指導等を実施している団体もみられる。


注：平均月1回以上の活動実績（単に意見交換や情報交換のみを行う会議を除く。）があり、かつ、構成員が5人以上の団体

　
図表2-81　防犯ボランティア団体・構成員の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-81　防犯ボランティア団体・構成員の推移（平成18～27年）]

イ　自主防犯活動に対する支援


警察では、防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供、防犯ボランティア保険の経費負担等を通じた経済的支援、合同パトロールの実施等の活動支援を行っているほか、自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯を装備することができる仕組みづくりを行い、27年末現在、全国で9,620団体、4万4,748台の青色回転灯装備車が活動している。


また、警察庁ウェブサイト上に「自主防犯ボランティア活動支援サイト」を開設し、防犯ボランティア団体相互のネットワークづくりを推進している。

　
図表2-82　青色回転灯を装備した自動車数（平成18～27年）
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[image: 青色回転灯装備車]

青色回転灯装備車

ウ　犯罪情報や地域安全情報の提供


警察では、地域住民が身近に感じる犯罪の発生を抑止し、犯罪被害に遭わない安全で安心なまちづくりを推進するため、地域住民に向けて、警察の保有する犯罪発生情報や防犯情報等を様々な手段・媒体を用いて適時適切に提供し、自主防犯活動の促進に努めている。


コラム　持続可能な安全安心まちづくりの推進方策に関する調査研究


警察庁では、平成26年度から27年度にかけて、持続可能な安全安心まちづくりの推進方策に関する調査研究を行った。当該調査研究における有識者検討会では、自主防犯活動の持続的発展のための課題や行政に求める支援等について、防犯ボランティア団体への実態調査を踏まえて検討がなされ、28年3月、その結果が報告書として取りまとめられた。報告書では、後継者の不在による構成員の高齢化という課題の解決策として他の団体との連携等が挙げられ、行政に対しては、連携のきっかけとなる場の構築等が求められた。警察庁では、これを踏まえ、自主防犯活動に対する支援の一層の充実を図っていくこととしている。



（2）犯罪防止に配慮した環境設計


犯罪を抑止するためには、都市の構造の在り方を見直し、都市のハード面から物理的に犯罪が行われにくい環境を創出することが重要であり、これにより犯罪が発生するリスクを長期にわたり抑制することができる。

①　公共施設や住宅の安全基準の策定等


警察庁では、犯罪防止に配慮した環境設計による安全安心なまちづくりを推進するため、住宅の防犯性能の向上や防犯に配慮した公共施設等の整備等に関する安全基準を策定し、その普及に努めている。

②　共同住宅や駐車場の防犯性能の認定・登録制度


警察では、関係団体と協力して、防犯に配慮した構造や設備を有するマンションや駐車場を防犯優良マンション、防犯モデル駐車場として登録又は認定する制度の普及を図っており、平成28年3月末現在、防犯優良マンション制度は24都道府県（注1）で、防犯モデル駐車場制度は13都府県（注2）で整備されている。


注1：北海道、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨、長野、静岡、福井、岐阜、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、鳥取、広島、山口、愛媛、大分、熊本及び沖縄。平成28年3月末で、2,261件の登録又は認定がされている。


注2：東京、千葉、神奈川、福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、鳥取、広島、愛媛、大分及び沖縄。28年3月末現在で、285件の登録又は認定がされている。

③　街頭防犯カメラの設置


街頭防犯カメラは、被害の未然防止や犯罪発生時の的確な対応に有効である。警察では、28年3月末現在、26都道府県で1,530台の街頭防犯カメラを設置しているほか、民間事業者等による街頭防犯カメラの設置を促進している。また、民間事業者等による設置・運用について支援を行っている。

④　都市再構築の機会等を捉えた犯罪の起きにくいまちづくり


警察では、平素から自治体が主催する各種会議等に参画し、関係部門との意見調整等を継続的に行って、自治体の都市整備に向けた主体的行動を促すとともに、復興、防災等の観点から行われる都市再構築の機会を捉えた犯罪の起きにくいまちづくりを推進している。　

⑤　防犯設備関連業界との連携


警察では、最新の犯罪情勢や手口等を事業者に提供するなどして社会のニーズに応じた優良な防犯設備の開発を支援している。また、公益社団法人日本防犯設備協会が認定している防犯設備士等（注）と協働し、防犯設備の効果的な設置及び適正な管理に向けた取組を推進している。


注：防犯設備士（28年4月1日現在2万5,817人）、総合防犯設備士（同341人）


事例


愛媛県警察では、25年7月から、「愛媛まるごとセーフティ」事業の一環として、街頭防犯カメラ等の防犯インフラの整備等を図っている。事業者等への働き掛け、地区防犯協会による基金の創設等により、事業開始から27年末にかけて約1,300台の街頭防犯カメラが設置されるなど、地域社会が一体となって防犯環境の整備が進められている。
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基金に対する寄付金贈呈式



（3）地域の犯罪情勢に即した犯罪抑止対策


犯罪情勢や社会構造の変化に伴って、警察に対する国民の要請が多様化している。これに応えるため、警察では、地域の犯罪情勢に即して警察活動を戦略的に展開し、地域住民に不安感を生じさせる身近な事案や事件に迅速かつ的確に対応することを目的とした、以下のような内容を大きな柱とする犯罪抑止に向けた取組を推進している。

①　犯罪抑止計画の策定


地域の犯罪情勢に即した効果的な犯罪抑止対策を推進するため、警察署ごとに、相談、警ら、捜査その他の警察活動により収集した情報等を分析し、その管轄区域において重点的に抑止すべき種類の犯罪を定め、犯罪抑止計画を策定している。また、警察本部においても、全国的な犯罪情勢を勘案し、関係する警察本部及び警察署が連携して広域的な抑止活動を行う必要がある種類の犯罪を定めて、犯罪抑止計画を策定している。

②　地域住民等との連携協働


治安上の脅威に対して十分な耐性のある地域社会を構築するためには、地域住民、事業者、関係団体、自治体等と連携協働した取組が必要不可欠である。したがって、犯罪抑止計画には、犯罪抑止における地域住民等の役割や、警察が行う地域住民等に対する地域の犯罪情勢等の情報提供等の支援について、できる限り具体的に定めることとし、また、地域住民等との連携協働を図る際には、既に警察と協力関係にある者・団体にのみ依存することなく、より広範な連携協働関係の構築を目指すこととしている。


事例


岡山県警察では、平成26年12月の大型商業施設の開業に伴い、事業者、自治体及び地域住民と連携した先制的な防犯対策を実施し、開業後においても継続した取組を推進している。


具体的には、開業前の計画段階から、自転車盗を始めとする犯罪の発生等を防止するため、防犯カメラの設置、自動ロック式駐輪場の整備、自転車放置禁止区域の拡大等について事業者及び自治体に働き掛けたほか、地域住民の意見・要望を対策に反映させるため、地元町内会と協働して連絡協議会を発足させるなどの取組を実施した。


開業後は、施設内の犯罪発生の状況を詳細に分析した結果を警察から事業者や防犯ボランティア団体に提供することによって自主防犯活動の活性化を図っている。

こうした取組の結果、施設周辺地域における刑法犯認知件数は開業前よりも大幅に減少した。

　
[image: 防犯ボランティア団体との防犯活動]
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2　生活安全産業の育成と活用

（1）警備業の育成


警備業は、施設警備、雑踏警備、交通誘導警備、現金輸送警備、ボディガード等の種々の形態を有しており、ホームセキュリティ等の機械警備の需要も拡大するなど、国民に幅広く生活安全サービスを提供している。また、空港や原子力発電所等の重要施設での警備も行っている。


警察では、こうした警備業が果たす役割に鑑み、警備業法に基づく警備業者に対する指導監督を行うなどして、警備業務の実施の適正と警備業の健全な育成を図っている。

　
図表2-83　警備業者・警備員数の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-83　警備業者・警備員数の推移（平成18～27年）]


コラム　警備員に係る検定制度等


警備業法においては、専門的な知識等を要し、事故発生時に不特定又は多数の者の生命、身体又は財産に危険を生ずるおそれがある警備業務に関し、警備員等の知識等に関する検定が設けられており、当該警備業務のうち一定のものについては、検定に合格した警備員の配置が義務付けられている。具体的には、空港保安警備業務、施設警備業務、雑踏警備業務、交通誘導警備業務、核燃料物質等危険物運搬警備業務及び貴重品運搬警備業務について、それぞれ1級及び2級の検定が行われており、平成17年以降、1級検定合格証明書が29,362件、2級検定合格証明書が215,513件交付されている。


警察においては、現在、交通誘導警備業務に関する配置義務付けに係る基準の見直しを進めているところであり、こうした検定制度も活用しながら、警備業務の質の向上を図っている。

　
[image: 検定合格警備員であることを示す標章の例]

検定合格警備員であることを示す標章の例



（2）古物商・質屋を通じた盗品等の流通防止と被害回復


古物商や質屋では、その営業に係る古物や質物として盗品等を扱うおそれがあることから、古物営業法及び質屋営業法では、事業者（注1）に対し、これらの営業に係る業務について必要な規制等を定め、窃盗その他の犯罪の防止を図っている。警察では、これらの法律に基づく品触れ（注2）や指導監督等により、犯罪被害の迅速な回復に努めている。


注1：古物営業の許可証の交付を受けている事業者数は76万6,493、質屋営業の許可証の交付を受けている事業者数は3,034（それぞれ平成27年末現在）


注2：警察本部長等が盗品等の発見のために必要があると認めたときに、古物商等に対して被害品の特徴等を通知し、その有無の確認及び届出を求めるもの











3　少年非行防止に向けた取組

（1）少年非行の現状

①　少年非行情勢


平成27年中の刑法犯少年の検挙人員は3万8,921人と、前年より9,440人（19.5％）減少し、12年連続の減少となった。しかし、同年齢層人口1,000人当たりの検挙人員は5.5人で成人（1.9人）と比べ、引き続き高い水準にある。

27年中の触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員は、いずれも減少傾向にある。

　
図表2-84　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（昭和24年～平成27年）

[image: 図表2-84　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（昭和24年～平成27年）]

　

図表2-85　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-85　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成18～27年）]

②　平成27年中の少年非行の主な特徴

ア　刑法犯少年


27年中に検挙した少年の包括罪種別検挙人員は図表2－86のとおりであり、ほぼ全ての罪種で減少傾向にある。

　
図表2-86　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-86　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成18～27年）]

イ　再犯者（注）


27年中の刑法犯少年の再犯者数は、12年連続で減少したが、刑法犯少年全体に占める再犯者の割合は18年連続で増加し、27年は36.4％と、昭和47年以降で最も高くなった。


注：非行を犯した者であって、当該非行の以前に、非行を犯し、処分を受けたことのあるものをいう。処分の未決・既決は問わず、触法少年時に受けた処分や警察限りの扱いも含む。

　
図表2-87　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-87　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成18～27年）]

ウ　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）


中学生及び高校生の検挙・補導人員の推移は、図表2－88のとおりであり、いずれも減少しているが、平成19年以降、中学生が高校生を上回っている。

　

図表2-88　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成18～27年）

[image: 図表2-88　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成18～27年）]


事例


27年4月、無職の少女（18）らは、共謀の上、少女（18）を監禁した後、現金在中の財布等を強取するとともに、土中に埋めて殺害した。同年5月までに無職の少女ら4人を強盗殺人罪等で逮捕した（千葉）。



（2）非行少年を生まない社会づくり


警察では、都道府県警察に少年サポートセンターを設置し、少年補導職員を中心に非行防止に向けた取組を行っている。また、少年の規範意識の向上及び社会との絆（きずな）の強化を図るため、非行少年を生まない社会づくりに取り組んでいる。

①　少年相談活動


少年や保護者等の悩みや困りごとについて、専門的な知識を有する職員等が面接や電話、電子メール等で相談に応じ、指導・助言を行っている。

②　街頭補導活動


少年のい集する繁華街や公園等において、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙や深夜はいかい等をしている少年に指導・注意を行う街頭補導活動を実施している。

③　継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動


少年相談や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて指導・助言等を行う継続補導を実施している。また、問題を抱え非行に走る可能性がある少年及び保護者に対して警察から積極的に連絡し、継続的に声を掛けるほか、体験活動等への参加促進、就学・就労の支援等を行い、再び非行に走りかねない少年の立ち直りを支援する活動を推進している。

　
[image: 就労支援を通じた立ち直り支援活動]

就労支援を通じた立ち直り支援活動

④　広報啓発活動


学校で非行防止教室、薬物乱用防止教室等を実施するなどして、地域の非行情勢や非行要因等について情報発信し、少年警察活動等についての理解を促している。

（3）学校その他関係機関との連携確保

①　学校と警察との連携


教育委員会等と警察の間で締結した協定等に基づき、非行少年等問題を有する児童・生徒に関する情報を学校と警察が相互に通知する学校・警察連絡制度が、全ての都道府県で運用されている。また、警察署の管轄区域、市町村の区域等を単位に、平成28年4月現在、全ての都道府県で約2,300の学校警察連絡協議会が設けられている。

②　スクールサポーター


退職した警察官等をスクールサポーターとして警察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣するなどして、いじめ等の学校における少年の問題行動等への対応、巡回活動、相談活動、児童の安全確保に関する助言等を行っている。28年4月現在、44都道府県で約850人が配置されている。

③　少年サポートチーム


個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から成る少年サポートチームを編成し、それぞれの専門分野に応じた役割分担の下、少年等への指導・助言を行っている。

（4）少年警察ボランティアとの連携


警察では、平成28年4月現在、少年警察ボランティアとして、全国で少年補導員（注1）約5万1,000人、少年警察協助員（注2）約250人、少年指導委員（注3）約6,600人を委嘱しており、協力して少年の健全育成のための活動を推進している。また、同年3月現在、大学生ボランティア約4,600人が全国で活動しており、少年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやすいなどの特性をいかし、学習支援活動や少年の居場所づくり活動等にも取り組んでいる。


注1：街頭補導活動及び環境浄化活動を始めとする幅広い非行防止活動に従事している。

注2：非行集団に所属する少年を集団から離脱させ、非行を防止するための指導・相談に従事している。

注3：風営適正化法に基づき、都道府県公安委員会から委嘱を受け、少年を有害な風俗環境の影響から守るための少年補導活動や風俗営業者等への助言活動に従事している。

　
[image: 大学生ボランティアによる学習支援]

大学生ボランティアによる学習支援

（5）少年事件対策


警察では、集団的不良交友関係（注）の実態に係る情報を収集・分析し、少年事件対策に活用するとともに、警視庁及び道府県警察本部に少年事件捜査指導官を置き、個々の少年の特性に応じた取調べや客観的証拠の収集等による非行事実の厳格な特定等に努めるよう、捜査員等に対して指導・教育を行うことにより、少年事件の厳正かつ的確な捜査・調査に努めている。

注：非行集団等及びその構成員又はこれに準じる2人以上の交友関係











警察活動の最前線




手口分析のプロを目指して



沖縄県警察本部刑事部捜査第三課手口係

（現　沖縄県警察本部刑事部刑事企画課企画・捜査支援係）

玉那覇　斉（たまなは　ひとし）　巡査部長

　
[image: シーサー君]

シーサー君




私は、平成27年春から警察本部刑事部捜査第三課の手口係として勤務しており、日々発生する窃盗事件の現場に臨場して犯行手口を分析するとともに、情報分析支援システムを活用し、次の事件発生現場の予測や容疑者の絞り込み等を行うことにより、各警察署の捜査を支援しています。


配属された当初は、臨場した現場で接する被害者の心情を思うたび、必ず被疑者を検挙しなければと強く感じるものの、思うような手口分析ができず、悔しい思いをしていました。


そんな折、コインランドリーから下着を盗む窃盗事件が連続して発生しました。経験豊かな上司や先輩に恵まれ、現場観察や手口分析のポイントについて指導を受けながら容疑者を絞り込み、次の犯行地域を予想して特捜係に情報提供した結果、手口分析どおりの被疑者が窃盗常習者として逮捕されるに至りました。この経験から、これまで先輩刑事が積み重ねてきた手口分析は、直接的な証拠がなくても容疑者を浮上させることができる有効な捜査手法だと再認識することができました。


今後も県民の信頼に応えるべく、1日でも早く手口捜査のプロフェッショナルとなれるよう常に創意工夫しながら、現場観察能力や情報分析能力の向上に努めていきたいと思います。

　
[image: 沖縄県警察本部刑事部捜査第三課手口係　（現　沖縄県警察本部刑事部刑事企画課企画・捜査支援係）　玉那覇　斉（たまなは　ひとし）　巡査部長]






地元住民の笑顔のために



新潟県三条警察署地域係　大面駐在所

野澤　一昭（のざわ　かずあき）　巡査部長

　
[image: ひかるくん　ひかりちゃん]

ひかるくん　ひかりちゃん




地元の方々から温かく迎えられた初めての駐在所勤務から33年、「地元住民のために」との思いから、住民参加による地域防犯力を高めるべく、赴任したそれぞれの土地で防犯組織の活性化、そして、広報紙の毎月発行による情報発信等に取り組んできました。


現在勤務している大面駐在所では、敷地にある桜の枝を再利用し、妻と一緒に等身大の警察官人形「のんちゃん」を制作して、のんちゃんと共に特殊詐欺被害未然防止の広報啓発活動等を行っています。


地元の方々からは「お巡りさんがもう一人いるようだ。のんちゃんに見守ってもらっているのだから、振り込め詐欺に気をつけないとね」などと好評を得ており、のんちゃんは今では管内の金融機関に順次派遣され、活躍の場を広げています。


また、「自分たちの地域は自分たちで守る」というコンセプトの下、飼い犬と一緒にパトロールする「わんわんパトロール隊」を提案して隊員を募ったところ、「地域のために何かしたいと思っていました」などと80名もの方が賛同し、加入してくださいました。地元が結束していく状況を実感することができ、とてもうれしく思っています。


大面駐在所に配置されてから5年が経過し、巡回連絡で地元の方々のお宅にお邪魔すると、「のんちゃんに会いに行ってきたよ」、「駐在所だより、毎回楽しみにしています」、「雨の日も雪の日も毎朝子供たちの見守りをありがとう」などと笑顔で声を掛けていただいており、駐在所勤務員冥利に尽きると感じています。地元住民の笑顔を守るために、夫婦二人三脚、これからも駐在所で頑張っていきます。

　
[image: 新潟県三条警察署地域係　大面駐在所　野澤　一昭（のざわ　かずあき）　巡査部長]





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第3章　サイバー空間の安全の確保

第1節　サイバー空間の脅威

1　サイバー空間をめぐる脅威の情勢


インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着し、今や、サイバー空間は国民の日常生活の一部となっている。こうした中、インターネットバンキングに係る不正送金事犯等のサイバー犯罪（注1）が多発しているほか、重要インフラの基幹システムを機能不全に陥れ、社会の機能を麻痺させるサイバーテロ（注2）や情報通信技術を用いて政府機関や先端技術を有する企業から機密情報を窃取するサイバーインテリジェンス（サイバーエスピオナージ）といったサイバー攻撃が世界的規模で頻発するなど、サイバー空間における脅威は深刻化している状況にある。


注1：高度情報通信ネットワークを利用した犯罪やコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪等の情報技術を利用した犯罪

注2：18頁参照

　
図表3-1　サイバー空間をめぐる脅威

[image: 図表3-1　サイバー空間をめぐる脅威]

（1）サイバー犯罪の検挙状況

平成27年中のサイバー犯罪の検挙件数は8,096件と、前年より191件（2.4％）増加した。


不正アクセス禁止法（注）違反の検挙件数は373件と、前年より9件（2.5％）増加した。また、検挙人員は173人と、前年より3人（1.8％）増加した。


刑法に規定されているコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪及び不正指令電磁的記録に関する罪（いわゆるコンピュータ・ウイルスに関する罪）の検挙件数は240件と、前年より48件（25.0％）増加した。このうち、コンピュータ・ウイルスに関する罪の検挙件数は45件であった。

ネットワーク利用犯罪の検挙件数は7,483件と、前年より134件（1.8％）増加した。

注：不正アクセス行為の禁止等に関する法律

　
図表3-2　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成23～27年）

[image: 図表3-2　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成23～27年）]

（2）サイバー攻撃の情勢

①　サイバーテロの情勢

情報通信技術が浸透した現代社会において、
重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃はインフラ機能の維持やサービスの供給を困難とし、国民の生活や社会経済活動に重大な被害をもたらすおそれがある。我が国では、これまでサイバーテロは発生していないが、海外では、不正プログラムによって金融機関のシステムや原子力関連施設の制御システムの機能不全を引き起こす事案が発生している。


サイバーテロに用いられる手口としては、セキュリティ上のぜい弱性を悪用するなどして攻撃対象のコンピュータに不正に侵入するもの、不正プログラムに感染させることにより管理者や利用者の意図しない動作をコンピュータに命令するものなどがある。

②　サイバーインテリジェンスの情勢


近年、情報を電子データの形で保有することが一般的となっている中、軍事技術への転用も可能な先端技術や、外交交渉における国家戦略等の機密情報の窃取を目的として行われるサイバーインテリジェンスの脅威が、世界各国で問題となっている。


サイバーインテリジェンスに用いられる手口としては、市販のウイルス対策ソフトでは検知できない不正プログラムを添付して、業務に関連した正当なものであるかのように装った電子メールを送信し、これを受信したコンピュータを不正プログラムに感染させるなどして、情報の窃取を図る標的型メール攻撃が代表的である。また、我が国に対するテロの脅威が現実のものとなっていることを踏まえると、物理的なテロの準備行為として、重要インフラ事業者等のシステムに侵入し警備体制に関する情報を窃取するなどのサイバーインテリジェンスが行われるおそれがある。


また、このほかにも、対象組織の職員が頻繁に閲覧するウェブサイトを改ざんし、当該サイトを閲覧したコンピュータに不正プログラムを自動的に感染させる手口による水飲み場型攻撃も発生するなど、その手口はますます巧妙化・多様化している。

　
図表3-3　サイバーインテリジェンスの手口

[image: 図表3-3　サイバーインテリジェンスの手口]


事例


平成27年6月、アメリカの政府職員の個人情報を管理する米国連邦人事管理局は、サイバー攻撃により、政府職員等に関する氏名、住所、社会保障番号等の個人情報420万人分が流出したと発表した。


さらに、同年7月、その後の調査の結果、政府職員等約2,150万人分の個人情報が流出していたことが新たに判明した。




事例


27年6月、日本年金機構に対するサイバー攻撃により、同機構が保有する個人情報の一部が流出したことが判明した。また、同事案の発生が判明した後、我が国の複数の機関、団体、民間企業等において、同種の被害が発生していたことが明らかとなった。













第2節　サイバー空間の脅威への対処

1　総合的なサイバーセキュリティ対策の強化


情報通信技術の進展と共に、サイバー空間では次々と新たなサービスや技術が現れており、その利便性が向上している反面、これらを悪用したサイバー犯罪・サイバー攻撃の手口も日々新たなものが現れている。警察では、こうしたサイバー空間の脅威に的確に対処するべく総合的な対処能力の強化を図っている。

（1）サイバーセキュリティ対策の司令塔機能の強化


サイバー空間の脅威への対処は警察のいずれの部門にとっても大きな課題となっており、統一的な戦略の下で警察全体の対処能力を強化する必要があることから、警察庁では、サイバーセキュリティ対策全般の司令塔としての機能を強化するため、サイバーセキュリティの確保に向けた各種取組の総括・調整を行う長官官房審議官及び長官官房参事官を設置している。同審議官及び同参事官は、

・　サイバーセキュリティ戦略の策定

・　サイバー空間の脅威への総合的な対処方針の策定

・　捜査員等の人材育成に関する指針の立案

・　民間事業者、外国機関等との連絡の総括

・　サイバー空間の情勢の総合的な分析

・　部門横断的な捜査支援・技術支援の調整

・　装備資機材の効果的な整備・活用の調整

といった取組を推進している。

　
図表3-4　警察におけるサイバー空間の脅威への対処態勢

[image: 図表3-4　警察におけるサイバー空間の脅威への対処態勢]

（2）警察におけるサイバーセキュリティ戦略の制定


警察庁では、社会情勢等の変化に的確に対応しつつ、サイバー空間の脅威に先制的かつ能動的に対処するため、平成27年9月、「警察におけるサイバーセキュリティ戦略」を制定した。警察では、同戦略に基づき、サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤を強化するなど、警察組織の総合力を発揮した効果的な対策を推進していくこととしている。

　
図表3-5　警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要

[image: 図表3-5　警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要]

（3）サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤の強化

①　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成


警察では、サイバー空間の脅威への対処に係る人的基盤を強化するため、平成27年12月に策定した「サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成方針」に基づき、職員の採用・登用、教養・研修、キャリアパスの管理等を部門横断的かつ体系的に実施することで、サイバー空間の脅威への対処に係る人材の裾野の拡大及び能力の向上を図ることとしている。

　
図表3-6　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成

[image: 図表3-6　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成]

②　サイバーセキュリティ対策研究・研修センターの取組


警察大学校に設置されているサイバーセキュリティ対策研究・研修センターは、解析研究室と捜査研修室の2室で構成され、両室は相互に連携しつつ、以下の取組を実施している。

ア　情報技術の解析の高度化・効率化に資する研究


解析研究室においては、サイバー犯罪等に悪用され得る最先端の情報通信技術に関する研究及び各種電子機器等の解析手法の確立に向けた研究を行うとともに、警察外部の機関との共同研究を行うなど、警察・民間双方の知見を融合・活用した研究活動を行っている。

イ　サイバー空間における警察全体の対処能力向上に必要な研修


捜査研修室においては、解析研究室で得られた研究成果を活用しつつ、全国の都道府県警察においてサイバー犯罪対策やサイバー攻撃対策に専従する捜査員を始めとする全部門の捜査員を対象に、実際の事案を想定した高度かつ実践的な訓練等を行っている。

　
図表3-7　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター

[image: 図表3-7　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター]











2　サイバー犯罪への対策

（1）インターネットバンキングに係る不正送金事犯への対策

①　発生状況


不正送金事犯の被害額は、平成25年に約14億600万円と急増し、26年は約29億1,000万円となった。26年下半期は被害がやや減少していたものの、27年上半期は再び増加に転じ、27年中の被害額は約30億7,300万円で、過去最高となった。また、27年は、信用組合、農業協同組合等に被害が拡大し、特に信用金庫の法人名義口座に係る被害が急増したほか、4月以降は都市銀行での被害が多発するなど、深刻な状況にある。このほか、不正送金先の口座名義人については中国籍の者の割合が高いことが特徴として挙げられる。

　

図表3-8　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の月別発生状況の推移（平成25～27年）

[image: 図表3-8　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の月別発生状況の推移（平成25～27年）]

②　不正送金事犯に対処するための取組

ア　不正送金事犯に関与した者の検挙状況


警察では、27年中、不正送金事犯に関連して、金融機関のサーバに不正アクセスして不正送金を行った者や他人に利用させる意図を隠して口座を開設した者、口座を売買した者、不正に送金された資金を引き出した者、現金を回収した者、これらを指示した者等計160人を検挙している。

イ　金融機関等と連携した抑止対策


警察では、金融機関に対するインターネットバンキングのセキュリティ機能強化のための注意喚起、不正送金に悪用される口座を凍結するための口座情報・凍結口座名義人情報の提供、資金移動業者に対する国外送金の審査強化に関する働き掛け等を行っている。

（2）通信事業者における通信履歴等（ログ）の保存


通信履歴等（ログ）は、サイバー空間における事後追跡可能性を確保するために必要であるが、我が国では事業者に平素からログの保存を義務付ける制度が存在しておらず、サイバー犯罪捜査等を行う上で大きな課題となっている。


警察では、ログの保存が許容される期間を具体的に例示することを内容とする総務省による「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」の解説を踏まえ、総務省と連携し、関係事業者における適切な取組が推進されるよう、必要な対応を行っている。

（3）民間事業者、外国捜査機関等と連携した被害防止対策


サイバー犯罪における手口が悪質・巧妙化する中、被害防止対策の重要性が高まっていることから、警察では、民間事業者や外国捜査機関等と連携し、不正プログラムの無害化措置、ボットネット（注）を崩壊させる「国際的なボットネットのテイクダウン作戦」への参加、外国捜査機関と連携した不正プログラムの通信先サーバの停止等を行ったほか、サイバー犯罪に悪用される中継サーバへの対策を実施するなど、積極的な被害防止対策を推進している。


注：攻撃者の命令に基づき動作する不正プログラム（ボット）に感染したコンピュータ及びこれらのコンピュータに攻撃者の命令を送信する命令サーバから成るネットワーク


事例


平成26年に検挙した中継サーバ事業者から押収したコンピュータから、大量のインターネットサイトのID・パスワード等を把握したことから、当該サイトの運営会社にID・パスワード等を提供し、不正アクセス事案等の未然防止を要請した（警視庁・埼玉）。




事例


悪質な中継サーバへの対策として、警察庁及び警視庁が総務省及び大手通信事業者に対して、不正アクセス行為に使用された通信回線の契約の強制解約を要請した結果、27年12月、大手電気通信事業者が契約約款を改正し、要請に応じて契約を解除することとなった。



（4）コンピュータ・ウイルス対策


警察では、コンピュータ・ウイルスに関する罪の取締りを推進するとともに、民間事業者と連携したコンピュータ・ウイルスによる被害拡大防止のための対策を講じている。


警察庁では、犯罪捜査の過程で警察が把握した新たなコンピュータ・ウイルスに関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供し、当該コンピュータ・ウイルスによる被害の拡大防止を図るための枠組み（注）を構築している。

注：132頁参照


事例


無職の少年（18）は、平成27年6月、人の電子計算機における実行の用に供する目的で、身代金要求型ウイルス「ランサムウェア（注）」の作成ツールを保管した。27年8月、少年を不正指令電磁的記録保管罪で検挙した（警視庁）。


注：感染したコンピュータの機能を制限し、その制限の解除と引き替えに金銭を要求するウイルス



（5）不正アクセス対策

①　発生状況等


平成27年における不正アクセス行為の認知件数は2,051件であり、これを不正アクセス行為後の行為別にみると、「インターネットバンキングでの不正送金」が1,531件（74.6％）と最多であった。


また、検挙した不正アクセス禁止法違反に係る不正アクセス行為の手口は、「利用権者のパスワードの設定・管理の甘さにつけ込んだもの」が117件（35.2％）と最多であった。

　
図表3-9　不正アクセス行為に係る犯行手口の内訳の推移（平成26、27年）

[image: 図表3-9　不正アクセス行為に係る犯行手口の内訳の推移（平成26、27年）]

②　不正アクセス防止対策に関する官民連携


不正アクセス防止対策に関する官民意見集約委員会（注1）における「不正アクセス防止対策に関する行動計画」に基づき、情報セキュリティに関する情報を掲載した情報セキュリティ・ポータルサイト「ここからセキュリティ！」（注2）を公開するなど、不正アクセスを防止するための官民連携した取組を実施している。


注1：23年6月、警察庁、総務省及び経済産業省が主体となって、社会全体としての不正アクセス防止対策の推進に当たって必要となる施策に関して、現状の課題や改善方策について官民の意見を集約するため、民間事業者等と共に設置した委員会


注2：http://www.ipa.go.jp/security/kokokara/

（6）インターネット上の違法情報・有害情報対策


インターネット上には、児童ポルノ画像や覚醒剤等規制薬物の販売に関する情報等の違法情報や、違法情報には該当しないが、犯罪や事件を誘発するなど公共の安全と秩序の維持の観点から放置することができない有害情報が氾濫している。

①　インターネット・ホットラインセンターにおける取組等


警察庁では、一般のインターネット利用者等から、違法情報等に関する通報を受理し、警察への通報やサイト管理者等への削除依頼を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）を運用している。平成27年中にIHCが削除依頼を行った違法情報のうち9割以上の3万359件が削除された。


通報された違法情報の中には、外国のウェブサーバに蔵置されているものがある。このうち児童ポルノについては、各国のホットライン相互間の連絡組織であるINHOPE（注）の加盟団体に対して削除に向けた措置を依頼している。

注：旧名称であるInternet Hotline Providers in Europe
Associationの略。現在の名称はInternational Association of Internet
Hotlines。11年に設立され、28年3月末現在、IHCを含む52団体（46の国・地域）から成る国際組織

　
図表3-10　インターネット・ホットラインセンターにおける取組

[image: 図表3-10　インターネット・ホットラインセンターにおける取組]

②　効果的な違法情報・有害情報の取締り


警察では、サイバーパトロール等により違法情報・有害情報の把握に努めるとともに、IHCからの通報に基づく全国協働捜査方式（注）の活用等により、効率的な違法情報の取締り及び有害情報を端緒とした取締りを推進している。


また、警察では、合理的な理由もなく違法情報の削除依頼に応じない悪質なサイト管理者については、検挙を始めとした積極的な措置を講じている。


注：IHCから警察庁に通報された違法情報について効率的な捜査を進めるため、違法情報の発信元を割り出すための初期捜査を警視庁が一元的に行い、捜査すべき都道府県警察を警察庁が調整する捜査方式。23年7月から本格実施している。

　

図表3-11　インターネット・ホットラインセンターが削除依頼を行った違法情報の削除率の推移（平成23～27年）
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（7）出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する事犯への対策

①　出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する事犯の発生状況


出会い系サイト（注1）に起因して犯罪被害に遭った児童（18歳未満の者をいう。以下同じ。）の数は、平成20年の出会い系サイト規制法（注2）の改正以降、届出制の導入により事業者の実態把握が促進されたことや、事業者の被害防止措置が義務化されたことなどにより減少傾向にある。一方、コミュニティサイト（注3）に起因して犯罪被害に遭った児童の数は、平成20年以降増加傾向にある。また、27年中、フィルタリングの利用の有無が判明した被害児童のうち、9割以上がフィルタリングを利用していなかった。


注1：面識のない異性との交際（以下「異性交際」という。）を希望する者（以下「異性交際希望者」という。）の求めに応じ、その異性交際に関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いてこれを伝達し、かつ、当該情報の伝達を受けた異性交際希望者が電子メールその他の電気通信を利用して当該情報に係る異性交際希望者と相互に連絡することができるようにする役務を提供するウェブサイト等


注2：インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

注3：SNS、プロフィールサイト等、ウェブサイト内で多数人とコミュニケーションがとれるウェブサイト等のうち、出会い系サイトを除いたものの総称

②　被害児童の状況


27年中、被害児童の最も多い罪種は、出会い系サイトに起因する事犯では、児童買春43人（全体の46.2％）、コミュニティサイトに起因する事犯では、青少年保護育成条例違反699人（全体の42.3％）となっている。

　

図表3-12　出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する事犯の被害児童数の推移（平成19～27年）
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図表3-13　出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する事犯の罪種別の被害児童数及び割合（平成27年）
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事例


大学生の男（34）は、27年1月及び同年2月の2回にわたり、コミュニティサイトで知り合った女子児童（15）が児童であることを知りながら、ホテルにおいて買春をした。27年4月、男を児童買春・児童ポルノ禁止法違反で逮捕した（警視庁）。



③　出会い系サイト及びコミュニティサイトへの対策


警察では、出会い系サイトに起因する児童被害の防止に向けた対策として、悪質出会い系サイト事業者や禁止誘引行為等の書き込み違反者に対する取締り等を徹底している。また、コミュニティサイトに起因する児童被害の防止に向けた対策として、サイト事業者の規模や提供しているサービスの態様に応じて、ミニメール（注1）の内容確認を始めとするサイト内監視の強化や実効性あるゾーニング（注2）の導入に向けた働き掛けを推進している。


さらに、出会い系サイト及びコミュニティサイトにおいて、サイバー補導（注3）を実施しているほか、関係省庁、事業者及び関係団体と連携し、スマートフォンを中心としたフィルタリングの普及促進や児童、保護者、学校関係者等に対する児童被害の防止に関する広報啓発と情報共有を推進している。


注1：コミュニティサイト内において、会員同士でメッセージの送受信ができる機能

注2：サイト内において悪意ある大人を児童に近づけさせないように、携帯電話事業者の保有する利用者年齢情報を活用し、大人と児童との間のミニメールの送受信や検索を制限すること


注3：99頁参照

（8）サイバー防犯ボランティアに対する支援


サイバーパトロールにより発見した違法情報・有害情報をIHC等に通報する取組や講演活動等を行うサイバー防犯ボランティアは全国で224団体（平成27年12月末現在）に増加しており、警察ではこうした活動を行う団体を育成するため、研修会の開催等の支援を行っている。











3　サイバー攻撃への対策


警察庁及び各都道府県警察では、サイバー攻撃対策を担当する組織を設置しているほか、各部門が連携し、サイバー攻撃の実態解明や被害の未然防止等を推進している。また、外国治安情報機関との捜査や情報収集に関する協力を強化したり、民間事業者等との協力関係を確立して被害の未然防止を図ったりするなど、サイバー攻撃をめぐる新たな情勢に対処するための対策に取り組んでいる。

（1）サイバー攻撃対策の推進体制


警察庁では、サイバー攻撃対策官が、都道府県警察が行う捜査に対する指導・調整、官民連携や外国治安情報機関との情報交換に当たるとともに、これを長とするサイバー攻撃分析センターにおいて、サイバー攻撃に係る情報の集約・分析を実施している。


また、政府機関、重要インフラ事業者、先端技術を有する事業者等が多く所在する13都道府県警察には、サイバー攻撃特別捜査隊を設置している。サイバー攻撃特別捜査隊は、サイバー攻撃に係る捜査に関する専門的な知識、技能及び経験をいかし、設置された都道府県におけるサイバー攻撃対策のみならず、他の都道府県警察に対して技能・技術・体制面の支援を行うことにより、全国のサイバー攻撃事案に対する捜査能力の向上を図っている。このほか、情報収集活動の推進や民間事業者等との協力関係の確立においても、中核的な役割を果たしている。


さらに、警察では、サイバー攻撃対策の技術的基盤として、警察庁及び地方機関（注）にサイバーフォースと呼ばれる技術部隊を設置しており、都道府県警察に対する技術支援を実施している。また、警察庁のサイバーフォースセンターは、全国のサイバーフォースの司令塔の役割を担っており、サイバー攻撃発生時においては技術的な被害状況の把握、被害拡大の防止、証拠保全等を行う拠点として機能するほか、24時間体制でのサイバー攻撃の予兆・実態把握、標的型メールに添付された不正プログラム等の分析、全国のサイバーフォースに対する指示等を行っている。

注：206頁参照

　
図表3-14　サイバー攻撃対策の推進体制
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（2）サイバー攻撃の予兆・実態の把握

①　実態解明の推進


警察では、違法行為に対する捜査を推進するとともに、サイバー攻撃を受けたコンピュータや不正プログラムを解析するなどして、攻撃者及び手口に係る実態解明を進めている。また、外国治安情報機関との情報交換を行うとともに、ICPOを通じるなどして、海外の捜査機関との間で国際捜査協力を積極的に推進している。


事例


我が国の政府機関に対する不正アクセス事件に関して警視庁が捜査を進めたところ、犯行に使用されたレンタルサーバの契約に際し、当時日本に留学生として滞在していた中国人の男が、氏名、住所、生年月日等を偽って会員登録を行っていた事実が判明したことから、27年11月、同男を私電磁的記録不正作出・同供用罪により検挙した。また、同男は、これまで1,000台以上のレンタルサーバを契約した上、主に海外に居住する利用者に転売して利益を上げていたとみられ、転売されたレンタルサーバのなかには、他のサイバー攻撃において踏み台として悪用されたとみられるものが含まれていることから、実態の解明を進めている。



②　リアルタイム検知ネットワークシステム


サイバーフォースセンターでは、インターネットとの接続点に設置したセンサーに対するアクセス情報等を集約・分析することで、DoS（注1）攻撃の発生や不正プログラムに感染したコンピュータの動向等の把握を可能とするリアルタイム検知ネットワークシステムを24時間体制で運用している。このシステムにより分析した結果をインターネット観測結果として重要インフラ事業者等への情報提供に活用するほか、警察庁セキュリティポータルサイト「＠police」（注2）で広く一般に公開している。

注1：Denial of
Serviceの略。特定のコンピュータに対し、大量のアクセスを繰り返し行い、コンピュータのサービス提供を不可能にするサイバー攻撃


注2：http://www.npa.go.jp/cyberpolice/

　
[image: サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況]

サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況


コラム　平成27年中のインターネット観測結果


サイバーフォースセンターでは、平成27年中に、インターネットとの接続点に設置したセンサーに対して、一つのセンサー当たり約2分に1回の割合という高い頻度で日本国内のみならず世界中から不審なアクセスが行われていることを観測した。


特に、27年中は、インターネット接続が可能な家電等の機器を発信元とする不審なアクセスの増加が顕著であった。これらのアクセスを分析したところ、発信元の機器と同様のインターネットに接続された家電等の機器を主な標的として、不正プログラムに感染させることを企図したとみられる攻撃が行われていることが判明した。この攻撃を受けて家電等の機器が不正プログラムに感染すると、当該機器は攻撃者の命令に基づいて動作する「ボット」となり、不正プログラムの更なる感染拡大や、DoS攻撃等に悪用されるおそれがある。


今後、インターネット接続が可能な家電等の更なる普及に伴い、このような攻撃の脅威が一層高まると予想されることから、警察庁においては、これらの機器の利用者に対して、意図せず攻撃に加担しないよう、利用する機器のソフトウェアを最新に保つなど、適切なセキュリティ対策を講じるよう注意を呼びかけている。













4　技術支援と解析能力の向上

（1）犯罪の取締りへの技術支援


コンピュータ、スマートフォン等の電子機器が普及し、これらがあらゆる犯罪に悪用されており、こうした犯罪の取締りにおいても高度な技術的知見が必要となっている。


このため、警察では、警察庁及び地方機関に情報技術解析課を設置し、都道府県警察に対して、捜索差押え現場でコンピュータ等を適切に差し押さえるための技術的な指導や、押収した携帯電話等から証拠となる情報を取り出すための解析を実施する技術支援を行っている。


また、近年、不正プログラムを悪用したサイバー犯罪・サイバー攻撃の多発等により、不正プログラムの解析の需要が増大していることに加え、手口の巧妙化により、その解析には極めて高い技術力が求められていることから、警察では、警察庁高度情報技術解析センターを中心に、組織の総合力を発揮して不正プログラムの解析に取り組んでいる。

　
図表3-15　犯罪の取締りへの技術支援
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（2）対応力強化に向けた取組

①　スマートフォンへの対応


スマートフォンの急速な普及に伴い、その解析の需要が年々増大している。特に、その記憶容量の増大、アプリの多様化・複雑化を踏まえ、警察では、関係機関と連携して解析手法の開発を行うなど、スマートフォンへの対応力を更に強化している。

②　最先端の情報通信技術への対応


近年、情報通信技術の急速な進展に伴い、これを用いたサイバー攻撃への対応や、最先端の技術が導入された海外製電子機器の解析が求められている。そこで、警察では、最新の電子機器やログの解析等に対応するための解析用資機材の充実、インターネット観測技術の高度化やデジタル・フォレンジック（注1）を取り巻く課題とその対応に関する調査研究の外部委託等、解析能力の向上を図る取組を推進している。また、警察大学校サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおいて、匿名化通信技術（注2）等の犯罪に悪用され得る最先端の情報通信技術の研究を行っている。

注1：90頁参照

注2：インターネット上で匿名性を確保し、利用者の発信元を特定されずに通信を行うために使用される技術

③　国内外研究機関への職員派遣


警察では、電子機器の解析やサイバー攻撃への対処に資する最先端の研究を行っている国内外の研究機関に職員を派遣し、海外製電子機器からのデータの抽出手法や最新の不正プログラムの解析手法、今後悪用され得る情報システムやインターネット上のサービスに関する調査及び研究を実施し、最先端の技術の取得に努めている。











5　国際連携の推進

（1）国際捜査共助


国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃について、国内における捜査で犯人を特定できない場合は、外国捜査機関の協力を求める必要がある。


警察庁では、サイバー犯罪に関する条約（注1）、刑事共助条約（協定）（注2）、ICPO、サイバー犯罪に関する24時間コンタクトポイント（注3）等の国際捜査共助の枠組みを活用し、国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃に対処している。


注1：サイバー犯罪から社会を保護することを目的として、コンピュータ・システムに対する違法なアクセス等一定の行為の犯罪化、コンピュータ・データの迅速な保全等に係る刑事手続の整備、犯罪人引渡し等に関する国際協力等につき規定している。平成24年11月1日に我が国について発効した。


注2：216頁参照

注3：9年12月のG8司法内務閣僚会合で策定された「ハイテク犯罪と闘うための原則と行動計画」等に基づき設置されたもので、27年11月現在、70の国・地域に設置されている。

（2）国際会議・協議等


警察庁では、多国間における情報交換や協力関係の確立等に積極的に取り組んでおり、平成27年中は、内閣府が主催したサイバーセキュリティに関する国際会議のほか、G7ローマ／リヨン・グループ（注1）に置かれたハイテク犯罪サブグループ、ICPOが主催するサイバー犯罪に関するユーラシア地域作業部会等の国際会議に参加した。


また、日米サイバー対話や日中韓サイバー協議等の政府横断的な代表が参加する国際会議にも積極的に参加している。


さらに、外国捜査機関等との二国間における協議を通じ、国際捜査共助に係る連携強化や技術情報の共有等を推進している。特に、技術協力の推進を目的とした意図表明文書に署名しているNFI（注2）との間では、情報交換を行うなどして、緊密な関係を築いている。


加えて、アジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議を平成12年度から毎年度開催し、解析技術やサイバー犯罪捜査に係る知識・経験等の共有を図っている。27年度は、アジア大洋州地域の国等の情報技術解析担当官やサイバー犯罪捜査官のほか、この分野で先進的な取組を行うオランダ国家警察、FBI、エストニア法務省、国内外の学術機関等が参加し、不正プログラム等の解析技術や、サイバー犯罪対策に係る国際連携・官民連携に関する発表・討議、情報技術解析に関する演習等を実施した。


このほか、警察庁では、外国捜査機関等との連携を強化するため、27年には海外にリエゾンオフィサーを派遣した。


注1：昭和53年にボン・サミットを契機に発足したG8テロ専門家会合（G8ローマ・グループ）と平成7年にハリファックス・サミットで設置されたG8国際組織犯罪対策上級専門家会合（G8リヨン・グループ）が13年の米国同時多発テロ事件以降合同で開催されているもので、国際組織犯罪対策やテロ対策等について検討している。なお、26年3月より、G7として実施している。


注2：Netherlands Forensics Institute（オランダ国立法科学研究所）の略

　
[image: サイバーセキュリティに関する国際会議における国家公安委員会委員長の講演]

サイバーセキュリティに関する国際会議における国家公安委員会委員長の講演











第3節　サイバー空間の脅威に対する官民の連携の推進

1　サイバー空間の脅威に対する官民の連携の推進


サイバー空間の脅威に対処するためには、民間事業者との連携が不可欠であり、警察では人事交流や新種の不正プログラムの情報共有枠組みの構築等の各種取組を行っている。

（1）不正プログラム対策協議会


警察では、ウイルス対策ソフト提供事業者等との間で、不正プログラム対策協議会を設置しており、不正プログラム対策に関する情報共有を行っている。特に、警察からは、市販のウイルス対策ソフトで検知できない新たな不正プログラムに関する情報や未知のぜい弱性に関する情報を提供し、情報セキュリティ対策の向上を図っている。

（2）不正通信防止協議会


警察では、セキュリティ監視サービス又はセキュリティ事案に対処するサービスを提供する事業者との間で、サイバーインテリジェンス対策のための不正通信防止協議会を設置しており、標的型メール攻撃等に利用される不正プログラムの接続先等の情報を共有することにより、我が国の事業者等が不正な接続先へ通信を行うことを防止している。

（3）サイバーインテリジェンス情報共有ネットワーク


警察は、情報窃取の標的となるおそれの高い先端技術を有する全国7,333の事業者等（平成28年1月現在）との間で、情報窃取を企図したとみられるサイバー攻撃に関する情報共有を行うサイバーインテリジェンス情報共有ネットワークを構築している。警察では、このネットワークを通じて事業者等から提供された情報を集約するとともに、これらの事業者等から提供された情報及びその他の情報を総合的に分析し、事業者等に対し、分析結果に基づく注意喚起を行っている。

（4）サイバーテロ対策協議会


警察は、サイバー攻撃の標的となるおそれのある重要インフラ事業者等との間で構成するサイバーテロ対策協議会を全ての都道府県に設置し、サイバー攻撃の脅威や情報セキュリティに関する情報提供、民間の有識者による講演、参加事業者間の意見交換や情報共有を行っているほか、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練等を行っている。

　
[image: サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練]

サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練

（5）共同対処協定の締結


サイバー犯罪の潜在化の防止、捜査活動の効率化及び再発防止を図るため、平成24年7月から、警察では、民間事業者との共同対処協定の締結を推進している。事業者と信頼関係を構築し、サイバー犯罪の警察への通報の促進等を図るため、27年末までに、オンラインゲーム事業者や銀行等、全国で525事業者・団体と本協定を締結している。

（6）日本サイバー犯罪対策センターとの連携


我が国における新たな産学官連携の枠組みとして平成26年から業務が開始された一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注））においては、産学官の情報や知見を集約・分析し、その結果等を還元することで、脅威の大本を特定し、これを軽減及び無効化することにより、以後の事案発生の防止を図ることとしている。警察としては、捜査関連情報等をJC3において共有し、産学におけるサイバーセキュリティに関する取組に貢献するとともに、JC3において共有された情報を警察活動に迅速・的確に活用することにより、安全安心なサイバー空間の構築に努めている。

注：Japan Cybercrime Control Centerの略

　
図表3-16　日本サイバー犯罪対策センター（JC3）の概要
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コラム　都道府県警察における産学官連携による中小事業者対策


警察では、中小事業者が有する先端技術に関する情報の窃取や、中小事業者の保有するサーバ等がサイバー攻撃の踏み台として悪用されることなどを防止するため、商工会議所、学術機関、地方自治体等と連携し、中小事業者における適切な対策を促すための広報啓発活動等を実施している。


京都府警察では、平成27年10月、府内の行政機関、経済団体及び大学教授と共に「京都中小企業情報セキュリティ支援ネットワーク（Ksisnet）」を設立した。同ネットワークでは、中小事業者を対象とした情報漏えい等に関する相談窓口を開設しているほか、そこに寄せられるセミナー等への講師派遣依頼に対応するとともに、従来各機関等が独自に実施してきた広報活動等の諸対策を連動させ、より効果的なサイバーセキュリティに関する啓発活動の実施を図るなど、府内の中小事業者のサイバー空間の脅威への対策を推進している。

　
図表3-17　産学官連携による中小事業者対策（イメージ）
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警察活動の最前線




より安全なサイバー空間を目指して



山形県警察本部生活安全部生活環境課

サイバー犯罪対策室サイバー犯罪特捜係

田中　秀典（たなか　ひでのり）　巡査長
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カモンくん




私が、サイバー犯罪捜査係として勤務を始めてから、2年が経過しました。この2年間で、サイバー犯罪は、巧妙化、悪質化の一途を辿り、特に、平成27年中のインターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額は、全国で30億円を超え過去最悪を更新しました。


私は、平成26年に、複数の都道府県警察の合同捜査によるインターネットバンキング不正送金事件捜査に従事した際に、インターネット技術が日々進化するのに伴って新たな手口の不正アクセスや不正プログラムの悪用も急速に進んでおり、サイバー犯罪が年々、悪質巧妙化し、サイバー空間の脅威が拡大していることを思い知らされました。


今や、犯罪は、実空間からサイバー空間へと広がり、様々な犯罪がインターネットと関わりを持つようになってきております。これら犯罪に対処するには、警察職員一人一人が、サイバー犯罪に対する対処能力を身に付けるとともに、全国規模で敢行されるサイバー犯罪に対しては、全国警察の捜査能力と技術を結集し、一丸となって対処しなければならないと思っております。


私も、サイバー空間を暗躍する犯罪者の取締りに向け、日々精進し、より安全なサイバー空間の確保に努めていきたいと考えております。

　
[image: 山形県警察本部生活安全部生活環境課　サイバー犯罪対策室サイバー犯罪特捜係　田中　秀典（たなか　ひでのり）　巡査長]






サイバー攻撃対策の現状～見えざる敵と戦うために～



近畿管区警察局奈良県情報通信部

情報技術解析課技術指導係（現　同課解析係）

古谷　洋惣（ふるや　ひろふさ）　技官

　
[image: 警察庁マーク]




私は、奈良県警察サイバーセキュリティ対策プロジェクトの一員として、関係部署と協力して、重要インフラ事業者等への個別訪問や訓練・研修を実施し、サイバー攻撃対策に取り組んでいます。具体的には、近年、事業者が持つ情報の窃取等を目的とした「標的型メール攻撃」が増加傾向にあるため、事業者に対し、実際に模擬の標的型メールを送付した上での共同対処訓練やセキュリティ研修を実施しています。そのほか、サイバー攻撃の危険性に対する理解やセキュリティ意識の向上を図るため、その時々で話題となっている攻撃手法やマルウェア等セキュリティ上の脅威について、デモンストレーションを交えた講演を実施しています。講演を行うに当たっては、対象者の職種やセキュリティ意識が様々な中、事業者の要望に沿いつつ、いかに分かりやすく、脅威が実感できる内容にできるか工夫を加えています。


サイバー攻撃の手口については、日々、高度化・巧妙化しているため、この種の攻撃による被害を防止するためには、システムのセキュリティ対策だけではなく、利用者のセキュリティ意識をいかに高めるかが重要です。今後も、工夫を凝らした講演や訓練を実施し、サイバー攻撃による被害の未然防止に努めていきます。

　
[image: 近畿管区警察局奈良県情報通信部　情報技術解析課技術指導係（現　同課解析係）　古谷　洋惣（ふるや　ひろふさ）　技官]





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第4章　組織犯罪対策

第1節　暴力団対策

1　暴力団情勢


暴力団は、繁華街や住宅街における拳銃を使用した凶悪な犯罪や、自らの意に沿わない事業者を対象とする、報復・見せしめ目的の襲撃等事件を敢行したり、組織の継承等をめぐって銃器を用いた対立抗争事件を引き起こしたりするなど、自己の目的を遂げるためには手段を選ばない凶悪性が見られ、依然として社会にとって大きな脅威となっている。


また、近年、暴力団は伝統的な資金獲得活動や民事介入暴力、行政対象暴力等に加え、その組織実態を隠蔽しながら、建設業、金融業、産業廃棄物処理業や証券取引といった各種の事業活動へ進出して、企業活動を仮装したり、共生者（注）を利用したりするなどして、一般社会での資金獲得活動を活発化させている。


さらに、公共事業に介入して資金を獲得したり、各種公的給付制度等を悪用した詐欺事件を多数敢行したりするなど、社会経済情勢の変化に応じた多種多様な資金獲得活動を行っている。


警察では、社会経済情勢の変化にも留意しつつ、暴力団犯罪の取締り、暴力団対策法の効果的な運用及び暴力団排除活動を推進している。


注：暴力団に利益を供与することにより、暴力団の威力、情報力、資金力等を利用し自らの利益拡大を図る者

（1）暴力団構成員及び準構成員等の推移


暴力団構成員及び準構成員等（注1）の推移は、図表4－1のとおりであり、その総数は、平成17年から減少している。


また、主要団体（注2）の暴力団構成員及び準構成員等の総数に占める割合は7割以上に及んでいるが、暴力団構成員及び準構成員等の総数の半数弱を占めていた六代目山口組の分裂に伴い、一極集中の状態に変化が生じている。


注1：暴力団構成員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの、又は暴力団若しくは暴力団構成員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するもの


注2：26年までは、六代目山口組、住吉会及び稲川会をいい、27年については、六代目山口組、神戸山口組、住吉会及び稲川会をいう。

　
図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成18年～27年）

[image: 図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成18年～27年）]

（2）暴力団の解散・壊滅


平成27年中に解散・壊滅した暴力団の数は147組織であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は743人である。このうち主要団体の傘下組織の数は122組織（83.0％）であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は630人（84.8％）である。

（3）暴力団の指定


平成28年6月1日現在、暴力団対策法の規定に基づき22団体が指定暴力団として指定されており、27年中は、松葉会が8回目、三代目福博会が6回目の指定を受けた。また、28年4月には、新たに神戸山口組が指定を受けた。

　
図表4-2　指定暴力団一覧表（22団体）

[image: 図表4-2　指定暴力団一覧表（22団体）]


コラム　準暴力団に関する実態解明及び取締りの強化等


近年、繁華街・歓楽街等において、暴走族の元構成員等を中心とする集団に属する者が、集団的又は常習的に暴行、傷害等の暴力的不法行為等を行っている例がみられる。こうした集団は、暴力団と同程度の明確な組織性は有しないが、暴力団等の犯罪組織との密接な関係がうかがわれるものも存在する。警察では、こうした集団を準暴力団と定義し、実態解明の徹底及び違法行為の取締りの強化等に努めている。




事例


準暴力団チャイニーズドラゴンの幹部の男（37）らは、25年11月から27年1月までの間、1都5県の貴金属店舗において、金等のメッキを施し、タングステン合金等を主成分とするネックレスを18金製ネックレスに装って売却し、合計約6,100万円をだまし取った。同年12月までに、同男ら3人を詐欺罪で逮捕した（警視庁・沖縄）。













2　暴力団犯罪の取締り

（1）検挙状況


暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者（以下「暴力団構成員等」という。）の検挙状況は、図表4－3のとおりであり、近年減少傾向にある。暴力団構成員等の総検挙人員のうち、覚せい剤取締法違反、恐喝、賭博及びノミ行為等（注）（以下「伝統的資金獲得犯罪」という。）の検挙人員が占める割合は3割程度で推移しており、これらが有力な資金源となっているといえる。他方、暴力団構成員等の検挙状況を主要罪種別にみると、図表4－4のとおりであり、暴力団の威力を必ずしも必要としない詐欺の検挙人員が占める割合が増加しており、暴力団が資金獲得活動を変化させている状況もうかがわれる。


注：公営競技をめぐって施行者以外の第三者が行う勝馬投票等類似行為等の競馬法、自転車競技法、小型自動車競走法及びモーターボート競走法違反

　

図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成18年～27年）

[image: 図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成18年～27年）]

　
図表4-4　暴力団構成員等の罪種別検挙人員の状況（平成18年、27年）

[image: 図表4-4　暴力団構成員等の罪種別検挙人員の状況（平成18年、27年）]

（2）暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件及び対立抗争事件等


近年の暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件（注）、対立抗争事件等の発生状況は、図表4－5のとおりであり、これらの事件は、市民生活に対する大きな脅威となるものであることから、警察においては、重点的な取締りを推進している。


注：暴力団構成員、暴力団準構成員、総会屋、政治活動標ぼうゴロ、社会運動標ぼうゴロ、会社ゴロ、新聞ゴロ等が、その意に沿わない活動を行う企業（株式会社等の会社、信用組合、医療法人、学校法人、宗教法人その他の法人をいう。）その他の事業者に対して威嚇、報復等を行う目的で、当該事業者又はその役員、経営者、従業員その他の構成員若しくはこれらの者の家族を対象として敢行したと認められる事件のうち、次のいずれかに該当するもの


　　1　殺人、殺人未遂、傷害、傷害致死、逮捕及び監禁、逮捕及び監禁致死傷又は暴行

　　2　上記1に該当しない次の事件

　　　（1）銃器の使用　（2）実包（薬きょうを含む。）の送付　（3）爆発物の使用（未遂を含む。）

　　　（4）放火（未遂を含む。）　（5）火炎瓶の使用（未遂を含む。）

　　　（6）上記（1）から（5）までに掲げるもののほか、車両の突入によるなど人の生命又は身体に重大な危害を加えるおそれがある建造物損壊、器物損壊又は威力業務妨害

　

図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成23年～27年）

[image: 図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成23年～27年）]


事例


工藤會幹部（43）らは、平成24年8月、暴力団員の立入りを禁止する標章を掲示した飲食店が入居しているビル等2棟のビルに放火し、両ビルのエレベーターを焼損させた。27年11月、同幹部ら11人を現住建造物等放火等で逮捕した（福岡）。




事例


稲川会傘下組織幹部（46）らは、27年9月、住宅に向けて拳銃を発射し、同住宅の壁を損壊するなどした。同年10月、同幹部ら2人を銃刀法違反等で逮捕した（北海道）。



（3）資金獲得犯罪


暴力団は、企業や行政機関を対象とした恐喝・強要、強盗、窃盗等のほか、振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺、各種公的給付金制度を悪用した詐欺や、一般の経済取引を装った貸金業法違反、労働者派遣法（注）違反等、様々な資金獲得犯罪を敢行している。

注：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律


事例


住吉会傘下組織組長（48）らは、老人ホームの従業員を装って高齢者に電話をかけ、「老人ホームの建設が取りやめになったので、申込金をお返ししたいのだが、お返しするには、その費用として、現金を郵送してもらう必要がある」などと虚偽の事実を告げ、現金合計2,100万円をだまし取った。平成27年7月までに、同組長ら11人を詐欺罪で検挙した（警視庁、静岡、和歌山）。




事例


六代目山口組傘下組織幹部（69）は、自らが暴力団から離脱した旨の記載のある脱退証明書を偽造するなどして、生活保護の適用要件を満たしているかのように装い、22年10月から27年4月にかけて生活保護費合計約570万円をだまし取った。27年7月までに、同人を詐欺罪等で逮捕した（栃木）。




事例


六代目山口組傘下組織組長（44）は、畜産会社の元社長（55）及び人材派遣会社の経営者（33）と共謀の上、両会社間で架空の人材派遣契約等を締結して、同畜産会社に約850万円を支出させ、財産上の損害を与えた。27年8月までに、同組長ら3人を会社法違反（特別背任）で逮捕した（香川）。




コラム　暴力団の資金獲得活動の変遷


昭和20年代から30年代にかけて伝統的資金獲得犯罪を敢行するなどして勢力を拡大した暴力団は、40年代以降、摘発のリスクを逃れつつ、より安定的に資金を獲得するため、明らかに違法な資金獲得活動から、暴力団の威力を示すことによる不当な金銭等の要求行為へと重点を移行するようになった。


さらに、近年、暴力団は、実質的にその経営に関与している暴力団関係企業を利用し、又は共生者と結託するなどして、その実態を隠蔽しながら各種の事業活動へ進出するなどし、一般社会での不透明な資金獲得活動を活発化させているほか、特殊詐欺や各種公的給付金制度を悪用した詐欺への関与を深めるなど、その活動分野を更に拡大させている。


このように、暴力団は、暴力と組織の威力を最大限に利用しつつ、より巧妙かつ効率的に経済的利益を得るため、経済・社会の発展等に対応して、その資金獲得活動を変化させ続けている。警察では、不透明化・多様化する暴力団の資金獲得活動に関する情報を収集・分析するとともに、社会経済情勢の変化に応じた暴力団の資金獲得活動の動向にも留意しつつ、暴力団や共生者等に対する取締りを推進している。

　
図表4-6　暴力団の資金獲得活動の変遷

[image: 図表4-6　暴力団の資金獲得活動の変遷]













3　暴力団対策法の運用


指定暴力団員がその所属する暴力団の威力を示して暴力的要求行為（注）を行った場合等において、都道府県公安委員会は、暴力団対策法に基づき、中止命令等を発出することができる。


中止命令等の発出件数は図表4－7のとおり近年減少傾向にあり、暴力団がその威力をあからさまに示して行う資金獲得活動が困難化し、その活動を変化させていることがうかがわれる。

注：指定暴力団の暴力団員が指定暴力団の威力を示して行う不当な金品等の要求行為


事例


住吉会傘下組織構成員（42）は、飲食店経営者に対し、「そろそろさぁ、うちらと付き合ってよ。毎月5,000円でいいからさ」などと告げて、自己が所属する暴力団の威力を示して、同飲食店が営業を営むことを容認する見返りとしてみかじめ料を要求したため、埼玉県公安委員会から中止命令を受けていたにもかかわらず、他の飲食店経営者に対しても同様の要求を行った。これら2件の行為により、同構成員が更に反復して同様の行為を行うおそれが認められたことから、平成27年6月、埼玉県公安委員会は、同構成員に対し、1年間、更に反復してこれと類似の暴力的要求行為をしてはならない旨の再発防止命令を発出した（埼玉）。



　

図表4-7　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成23年～27年）

[image: 図表4-7　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成23年～27年）]











4　暴力団排除活動の推進

（1）国及び地方公共団体における暴力団排除活動


国及び地方公共団体は、平成21年12月、犯罪対策閣僚会議の下に設置された暴力団取締り等総合対策ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」という。）における申合せ等に基づき、警察と連携して、受注業者の指名基準や契約書に暴力団排除条項（注）（下請契約、再委託契約等に係るものを含む。）を盛り込むほか、受注業者に対して、暴力団員等に不当に介入された場合の警察への通報等を義務付けるなどの取組を推進している。また、民間工事等に関係する業界及び独立行政法人に対しても同様の取組が推進されるよう所要の指導・要請を行っている。


注：法令、規約及び契約書等に設けられている条項であって、許可を取得する者、事務の委託の相手方、契約等の取引の相手方等から暴力団員等の暴力団関係者又は暴力団関係企業を排除する旨を規定する条項


事例


27年5月、六代目山口組傘下組織幹部（75）を弁護士法違反で検挙したところ、その捜査の過程で、建設会社代表取締役が、同幹部に対し、金銭を不当に与えていたことが判明した。そこで、警察から宮崎県及び日南市へ通報し、同年9月までに、宮崎県及び日南市が入札参加資格の停止の措置を講ずるなどした（宮崎）。



（2）各種事業・取引等からの暴力団排除

①　各種事業における暴力団排除


近年、各種事業から暴力団関係企業等を排除するため、法令等において暴力団排除条項の整備が進んでおり、警察では、暴力団の資金源を遮断するため、関係機関・団体と連携して、貸金業、建設業等の各種事業からの暴力団排除を推進している。

②　各種取引における暴力団排除


近年、暴力団の資金獲得活動が巧妙化・不透明化していることから、企業が、取引先が暴力団関係企業等であると気付かずに経済取引を行ってしまうことを防ぐため、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（平成19年6月、犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）（注）及び22年12月のワーキングチームにおける申合せに基づき、警察では、関係機関・団体と連携を強化し、各種取引における暴力団排除を推進している。


注：企業が反社会的勢力による被害を防止するための基本的な理念や具体的な対応について取りまとめたもの


コラム　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連事業からの暴力団排除の推進


今後、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連事業の本格的な開始が見込まれているところ、同事業には、官民問わず、長期にわたり多額の資金が投入されることから、暴力団等が各種事業に介入して、違法行為を敢行したり、活動資金を獲得したりするおそれがある。


警察では、各種事業への暴力団等の介入を阻止するため、これらの事業の推進状況と暴力団の介入動向を見極めつつ、関係機関・団体と緊密に連携して、受注業者の指名基準や契約書に暴力団排除条項を盛り込むよう働き掛けるなどの取組を推進することとしている。



（3）地域住民等による暴力団排除活動


警察では、暴力追放運動推進センター（以下「暴追センター」という。）及び弁護士会と緊密に連携し、適格暴追センター制度（注）も活用しながら、事務所撤去訴訟等に対する支援を実施するなどして、地域住民等による暴力団排除活動を支援している。


また、暴力団対策法における指定暴力団の代表者等の損害賠償責任に関する規定も効果的に活用しながら、暴力団犯罪に係る損害賠償請求訴訟に対する支援を実施するなどして、暴力団の不当要求による被害の防止、暴力団からの被害の救済等に努めている。


注：国家公安委員会から適格暴追センターとして認定を受けた暴追センターが、暴力団事務所の付近住民から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる制度

　
[image: 全国暴力追放運動中央大会]

全国暴力追放運動中央大会

（4）地方公共団体における暴力団排除に関する条例の運用


各都道府県は、地方公共団体、住民、事業者等が連携・協力して暴力団排除に取り組む旨を定め、暴力団排除に関する基本的な施策、青少年に対する暴力団からの悪影響排除のための措置、暴力団の利益になるような行為の禁止等を主な内容とする暴力団排除に関する条例の運用に努めている。

条例には、各都道府県の暴力団情勢等に応じて

・　事業者による暴力団員等に対する利益供与の禁止


・　暴力団事務所に使用しないことの確認や契約書への暴力団排除条項の導入等不動産の譲渡等をしようとする者の講ずべき措置

・　学校等の周辺200メートルの区域における暴力団事務所の新規開設・運営の禁止

等の規定が盛り込まれている。


各都道府県では、条例に基づき、暴力団の威力を利用する目的で財産上の利益の供与をしてはならない旨の勧告等を実施しており、平成27年中における実施件数は、勧告が69件、中止命令が5件、検挙が8件となっている。


事例


六代目山口組傘下組織幹部（67）は、暴力団の威力を利用する目的で供与されたことを知りながら、飲食店経営者から現金の供与を受けるなどして、愛知県暴力団排除条例の規定（利益の供与等の禁止）に違反したことにより、愛知県公安委員会から勧告を受けていたが、別の飲食店経営者から同様の利益の供与を受けるなどし、当該勧告に従わなかった。27年6月、愛知県公安委員会は、同条例の規定に基づき、同幹部の氏名等を公表した（愛知）。



（5）暴力団構成員の社会復帰対策の推進


暴力団を壊滅するためには、構成員を一人でも多く暴力団から離脱させ、その社会復帰を促すことが重要であることから、警察では、暴追センター、関係機関・団体等と連携して、全国に社会復帰対策協議会を設立するとともに、暴力団から離脱しようとする者に対して個別に指導・助言を行うなどしている。











第2節　薬物銃器対策

1　薬物情勢


平成27年中の薬物事犯の検挙人員は1万3,524人と、引き続き高い水準にあるほか、船舶を利用した覚醒剤の大量密輸入事犯が25年から27年にかけて相次いで検挙されるなど、我が国の薬物情勢は依然として厳しい状況にある。

　
図表4-8　薬物事犯の検挙人員（平成27年）

[image: 図表4-8　薬物事犯の検挙人員（平成27年）]

（1）各種薬物事犯の状況

①　覚醒剤事犯


平成27年中の覚醒剤事犯の検挙人員（注）及び押収量は図表4－9のとおりである。検挙人員は前年より増加し、全薬物事犯の検挙人員の81.5％を占めている一方、粉末押収量は429.7キログラムと、前年より57.8キログラム（11.9％）減少した。近年の覚醒剤事犯の特徴としては、検挙人員のうち半数程度を暴力団構成員等が占めていることのほか、他の薬物事犯と比べて再犯者の占める割合が高いことや30歳代以上の検挙人員が多いことが挙げられる。


注：国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（以下「麻薬特例法」という。）違反の検挙人員のうち、覚醒剤事犯に係るものを含む。

②　大麻事犯


27年中の大麻事犯の検挙人員及び押収量は図表4－9のとおりである。検挙人員は2,101人と、前年より340人（19.3％）増加し、最近5年間で最多となった。また、大麻事犯の検挙人員は、全薬物事犯の検挙人員の15.5％を占めており、依然として覚醒剤事犯に次ぐ高水準で推移している。近年の大麻事犯の特徴としては、覚醒剤事犯とは異なり、全検挙人員のうち初犯者や20歳代以下の若年層の占める割合が高いことが挙げられる。

③　その他の薬物事犯


最近5年間のＭＤＭＡ（注）等合成麻薬事犯、あへん事犯等の各種薬物事犯の検挙人員及び押収量は、図表4－9のとおりである。


注：化学名「3,4-メチレンジオキシメタンフェタミン（3,4-Methylenedioxymethamphetamine）」の略名。本来は白色粉末であるが、様々な着色がなされ、文字や絵柄の刻印が入った錠剤の形で密売されることが多い。

　
図表4-9　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表4-9　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成23～27年）]

（2）危険ドラッグ（注1）をめぐる状況


危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移は、図表4－10のとおりであり、平成27年中の検挙人員は1,196人と、前年より356人（42.4％）増加した。


警察や関係機関による取締りの強化を受けて、危険ドラッグの販売店舗については27年7月に全て閉鎖されたことが確認された（注2）一方で、インターネットを利用した販売等、その販売・流通ルートの更なる潜在化が懸念される。


注1：規制薬物（覚醒剤、大麻、麻薬、向精神薬、あへん及びけしがらをいう。）又は指定薬物（医薬品医療機器法第2条第15項に規定する指定薬物をいう。）に化学構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用を有する物品をいい、規制薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標ぼうしながら規制薬物又は指定薬物を含有する物品を含む。


注2：厚生労働省の調査によると、26年3月末現在には215店舗あったとされている。

　
図表4-10　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成23～27年）

[image: 図表4-10　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成23～27年）]

　
図表4-11　危険ドラッグに係る適用法令別検挙人員（平成27年）

[image: 図表4-11　危険ドラッグに係る適用法令別検挙人員（平成27年）]

（3）薬物密輸入事犯の状況

平成27年中の薬物密輸入事犯の検挙件数は240件と、前年より5件（2.0％）減少した。


覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移は、図表4－12のとおりである。27年中の検挙件数は前年より減少し、7年ぶりに100件を下回った。しかし、いわゆる運び屋（注）による手荷物への隠匿、船舶コンテナ貨物の利用等の巧妙な手口により覚醒剤を密輸入する事例が依然としてみられ、こうした事例の背後では国際的な薬物犯罪組織の関与がうかがわれる。


注：航空機等を利用して薬物を密輸する役割を担う者をいい、薬物犯罪組織とつながりの薄い者がこれに当たることが多い。

　
図表4-12　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-12　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）]


事例


メキシコ人の男（42）らは、27年8月から同年10月にかけて、覚醒剤水溶液をテキーラボトルに隠匿し、メキシコから船舶コンテナで密輸入した。同年11月までに、同男らメキシコ人2人及び日本人3人を覚せい剤取締法違反（営利目的輸入）等で逮捕し、覚醒剤約171.2キログラムを押収した（千葉、神奈川）。

　
[image: テキーラボトルに隠匿された覚醒剤水溶液]

テキーラボトルに隠匿された覚醒剤水溶液



（4）薬物犯罪組織の動向

①　薬物事犯への暴力団の関与


平成27年中の暴力団構成員等による覚醒剤事犯の検挙人員は5,712人と、前年より312人（5.2％）減少したものの、覚醒剤事犯の全検挙人員の51.8％を占めていることから、依然として覚醒剤事犯に暴力団が深く関与していることがうかがわれる。

②　来日外国人による薬物事犯


27年中の来日外国人による薬物事犯の検挙人員は410人と、前年より17人（4.0％）減少した。国籍・地域別でみると、フィリピン、ブラジル及びアメリカの比率が高く、3か国で全体の40.2％を占めている。また、27年中の来日外国人による覚醒剤事犯の営利犯（注）の検挙人員を国籍・地域別でみると、イラン人が52.6％と最も高くなっており、イラン人による覚醒剤の密売ルートが根強く存在していることがうかがわれる。

注：営利目的所持、営利目的譲渡し及び営利目的譲受け











2　薬物対策

（1）供給の遮断


我が国で乱用されている薬物の大半が海外から流入していることから、これを水際で阻止するため、税関、海上保安庁等の関係機関との連携を強化するとともに、捜査員の派遣、国際会議への参加を通じた情報交換等による国際捜査協力を推進している。平成28年2月には、警察庁のODA事業として、31の国・地域及び3国際機関の参加を得て、第21回アジア・太平洋薬物取締会議（ADEC）を東京都で開催し、薬物情勢、捜査手法及び国際協力に関する討議を行った。


また、薬物犯罪組織の壊滅を図るため、通信傍受等の組織犯罪の取締りに有効な捜査手法を積極的に活用し、組織の中枢に迫る捜査を推進している。さらに、薬物犯罪組織に資金面から打撃を与えるため、麻薬特例法の規定に基づき、業として行う密輸・密売等（注1）やマネー・ローンダリング事犯の検挙、薬物犯罪収益の没収・追徴等の対策を推進している。


このほか、インターネットを利用した薬物密売事犯対策として、サイバーパトロールやIHC（注2）からの通報等により薬物密売情報の収集を強化し、密売人の取締りを推進するとともに、インターネットを利用した薬物密売事犯を検挙した場合には、サイト管理者等に対して警告及び再発防止指導を行っている。


注1：通常の密輸・密売等より重く処罰することができ、また、一連の行為を集合犯としてとらえ、その間の薬物犯罪収益総体が没収・追徴の対象となる。


注2：126頁参照

（2）需要の根絶

①　薬物乱用の取締り


薬物乱用は、乱用者自身の精神や身体をむしばむばかりでなく、幻覚、妄想等により、乱用者が殺人、放火等の凶悪な事件や重大な交通事故等を引き起こすこともあるほか、薬物の密売が暴力団等の犯罪組織の資金源となることから、その乱用は、社会の安全を脅かす重大な問題である。警察では、薬物乱用者を厳しく取り締まるとともに、広報啓発活動を行い、社会全体から薬物乱用を排除する気運の醸成を図っている。

　
[image: 薬物銃器犯罪根絶の集い]

薬物銃器犯罪根絶の集い

②　薬物再乱用防止に向けた取組


警察では、薬物事犯で検挙された者やその家族等の希望に応じて、薬物乱用防止のための相談先等を記載した資料を配付するなど、薬物再乱用防止に向けた相談活動の充実を図っている。

（3）危険ドラッグ対策


警察では、医薬品医療機器法を始めとする各種法令を駆使して危険ドラッグ事犯の取締りを徹底するとともに、関係機関との情報共有や乱用の拡大防止に向けた広報啓発活動を強化している。また、危険ドラッグやその原料となる物質の流入を水際で阻止するため、関係機関との連携を強化するとともに、外国の取締機関との情報交換を実施している。


さらに、インターネットを利用した供給ルートを遮断するため、サイバーパトロール等により危険ドラッグに関する情報を収集し、その取締りを徹底しているほか、違法・有害情報についてIHC等を通じた削除要請を行っている。











3　銃器情勢とその対策

（1）銃器情勢


平成27年中に発生した銃器使用事件（注1）は110件と、前年より37件（25.2％）減少した。このうち、銃器発砲事件（注2）は8件、その他の銃器使用事件（過失による発砲に係るもの及び発砲を伴わないもの）は102件であった。銃器発砲事件による死傷者数は近年減少傾向にあるものの、暴力団等によるとみられるものが多数を占める傾向が続いており、また繁華街や住宅街における拳銃を使用した凶悪な犯罪も依然として発生していることから、引き続き警戒が必要である。


注1：銃砲及び銃砲様の物を使用した事件。「銃砲」とは、「けん銃、小銃、機関銃、砲、猟銃その他金属性弾丸を発射する機能を有する装薬銃砲及び空気銃」（銃刀法第2条第1項）をいう。「銃砲様の物」とは、銃砲らしい物を突き付け、見せるなどして犯行に及んだ事件において、被害者、参考人等の供述等により、銃砲と推定されるものをいう。


注2：銃砲を使用して金属性弾丸を発射することにより、人の死傷、物の損壊等の損害が発生したもの及びそのおそれがあったものをいう（過失及び自殺を除く。）。

　
図表4-13　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-13　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成18～27年）]

　
図表4-14　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-14　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成18～27年）]

（2）銃器対策


警察では、犯罪組織の武器庫の摘発や拳銃の密輸・密売事件等の摘発に重点を置いた取締りを行うとともに、関係機関・団体と連携した活動等により、銃器犯罪の根絶と違法銃器の排除を広く国民に呼び掛け、国民の理解と協力の確保に努めるなど、総合的な銃器対策を推進している。


拳銃の押収丁数の推移は、図表4－15のとおりである。近年、全押収丁数に占める暴力団からの押収丁数（注）の割合は、減少傾向にある。その背景には、暴力団の組織防衛の強化による情報収集の困難化や、拳銃の隠匿方法の巧妙化等があるものと考えられる。

注：暴力団が管理している拳銃と認められるものの押収丁数

　
図表4-15　拳銃押収丁数の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-15　拳銃押収丁数の推移（平成18～27年）]

　
図表4-16　暴力団からの押収丁数の割合の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-16　暴力団からの押収丁数の割合の推移（平成18～27年）]











第3節　来日外国人犯罪対策

1　来日外国人犯罪の情勢

（1）全般的傾向


来日外国人（注）犯罪の検挙状況の推移は、図表4－17のとおりである。平成の初期から増加傾向にあった来日外国人犯罪は、検挙件数については、ピークであった平成17年から27年にかけて、4万7,865件から1万4,267件へと大きく減少（70.2％）しており、検挙人員についても、ピークであった16年から27年にかけて2万1,842人から1万42人へと大きく減少（54.0％）している。


注：我が国に存在する外国人のうち、いわゆる定着居住者（永住者、永住者の配偶者等及び特別永住者）、在日米軍関係者及び在留資格不明者を除いた外国人

　
図表4-17　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～27年）

[image: 図表4-17　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～27年）]

　
図表4-18　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-18　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成18～27年）]

（2）国籍・地域別検挙状況


平成27年中の来日外国人犯罪の検挙状況を国籍・地域別にみると、図表4－19のとおりである。検挙人員は、中国（台湾及び香港等を除く。以下この項において同じ。）が最も高い割合を占めており、最近ではベトナム人の割合も高くなってきている。また、刑法犯検挙件数（罪種別）をみると、侵入窃盗では中国とコロンビアが高い割合を占めているほか、自動車盗ではブラジルが、万引きではベトナムが最も高い割合を占めているなど、罪種によって高い比率を占める国が異なっている。

　
図表4-19　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成27年）

[image: 図表4-19　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成27年）]











2　国際犯罪組織の動向

（1）来日外国人犯罪の組織化の状況


平成27年中の来日外国人による刑法犯の検挙件数に占める共犯事件の割合は36.2％と、日本人（12.2％）の約3倍に上り（注）、共犯事件の割合が極めて高い。罪種別にみると、住宅を対象とした侵入窃盗で61.7％と日本人（13.8％）の約4.5倍に上る。


このように、来日外国人による犯罪は、日本人によるものと比べて多人数で行われる場合が多く、来日外国人によって組織的に犯罪が敢行される傾向がうかがわれる。


注：来日外国人と日本人の共犯事件については、主たる被疑者の国籍・地域により、来日外国人による共犯事件であるか、日本人による共犯事件であるかを分類して計上している。

　
図表4-20　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成27年）

[image: 図表4-20　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成27年）]

（2）日本で活動する国際犯罪組織の特徴


国際犯罪組織（注）のうち、来日外国人で構成される犯罪組織についてみると、出身国や地域別に組織化されているものがある一方で、より巧妙かつ効率的に犯罪を敢行するため、様々な国籍の構成員が役割を分担するなど、構成員が多国籍化しているものがあるほか、暴力団と連携する例もみられる。


これらの犯罪組織の中には、短期滞在の在留資格等により来日し、犯行後は本国に逃げ帰るいわゆるヒット・アンド・アウェイ型の犯罪を敢行するものもある。


犯罪行為や被害の発生場所等の犯行関連場所についても、日本国内にとどまらず2、3か国に及んだり、被疑者や被害者との関係を有しない地域であったりするものがある。


特に近年は、他国で敢行された詐欺事件による詐取金の入金先口座として日本国内の銀行口座を利用し、詐取金入金後にこれを日本国内で引き出してマネー・ローンダリングを敢行するといった事例があるなど、世界的な展開がみられる。


注：外国に本拠を置く犯罪組織、来日外国人犯罪グループその他犯罪を目的とした多人数の集合体で国際的に活動するもの

（3）国際犯罪組織に利用される犯罪インフラの実態


犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、国際犯罪組織は犯罪インフラを利用して各種犯罪を効率的に敢行している。国際犯罪組織が関与する犯罪インフラ事犯には、地下銀行（注1）による不正な送金、偽装結婚、偽装認知、不法就労助長（注2）、旅券・在留カード等偽造（注3）等がある。


注1：地下銀行は、不法滞在者等が犯罪収益等を海外に送金するために利用されており、近年は、送金依頼を受けた資金で中古重機や農機具等を購入し、正規の貿易を装って輸出して現地で換金するなど手口が巧妙化している。


注2：偽装結婚、偽装認知、不法就労助長は、不法滞在者等に在留資格を不正取得させたり、就労の機会を提供することで不法滞在等の犯罪を助長しており、これを仲介して利益を得るブローカーや、暴力団が関与するものがみられる。また近年では、在留資格の不正取得や不法就労を目的とした難民認定制度の悪用が疑われる例も発生している。


注3：偽造された旅券・在留カード等は、身分偽装手段として利用されるほか、違法に資金を得るために国際犯罪組織が偽造に関与し、不法滞在者等に販売されることもある。


事例


カメルーン人らで構成される窃盗グループにより敢行された窃盗事件の捜査を端緒として、スリランカ人の男（33）らが、日本人の男を所有者等の名義とする虚偽の自動車移転登録申請書等を自動車検査登録事務所に提出した上、正規に自動車を購入できないベトナム人の不法残留者らに当該自動車を販売していたことが判明した。平成27年11月までに、スリランカ人3人と日本人1人を電磁的公正証書原本不実記録・同供用罪で、ベトナム人2人を出入国管理及び難民認定法違反で逮捕した（埼玉、茨城）。













3　国際組織犯罪に対処するための取組

（1）国内関係機関との連携


警察では、事前旅客情報システム（APIS）（注）等を活用して関係機関と連携した水際対策を行っている。法務省入国管理局との間では、被疑者が国外に逃亡するおそれのある場合の手配や、偽装滞在者等に対する合同摘発等の連携を図っている。また、税関との間では、不正輸出入を防止するための合同摘発等の連携を図っている。

注：25頁参照

（2）国外関係機関との連携


複数の国・地域において犯罪を敢行する国際犯罪組織に対処するためには、関係国の捜査機関等との情報交換、捜査協力等が不可欠であり、警察では次のような取組を進めている。

①　ICPOを通じた国際協力


ICPOは、各国の警察機関を構成員とし、犯罪の捜査における国際的な協力を目的とした機関であり、平成27年末現在で190の国・地域が加盟している。ICPOでは、国際犯罪に関する情報の収集と交換、犯罪対策のための国際会議の開催や国際手配書の発行等が行われている。警察庁は、捜査協力の実施のほか、ICPOが開催する国際組織犯罪対策に関連する様々な会合への参加、事務総局等への職員の派遣、分担金の拠出等により、ICPOの活動に貢献している。


事例


中国人の男（40）らは、27年1月、宝石店において店員に話し掛け、同店員の注意をそらすなどして、販売価格約2,200万円の指輪1個を窃取した。ICPOを通じて国際手配を行ったところ、フランス国家警察から被疑者と思われる者に関する情報の提供があり、この情報を端緒として、同年8月、中国人窃盗団の構成員の男2名を窃盗罪で逮捕した（警視庁）。




また、フランスに本部を置く事務総局の機能を補完する組織として設置されたシンガポール総局（IGCI）（注）が、27年4月に開所した。


IGCIは、ますます巧妙かつ複雑になるサイバー犯罪に対抗するための研究や訓練を行うことを目的として設立された組織であり、初代総局長に警察庁から派遣された職員が就任している。


IGCIでは、サイバー犯罪対策、サイバーセキュリティ対策、加盟国の警察官やICPO職員の訓練等を行うこととされている。

注：INTERPOL Global Complex for
Innovationの略

　
[image: IGCI（cINTERPOL）]

IGCI（©INTERPOL）

②　外国捜査機関との捜査協力


警察庁では、ICPOルートのほか、外交ルート、刑事共助条約（協定）（注）を活用して、外国捜査機関に対して捜査協力を要請するなどしている。

また、外国捜査機関との間で開催される二国間協議等に積極的に参加し、連携の強化を図っている。

注：216頁参照

（3）国外逃亡被疑者等の追跡

国外逃亡被疑者等（注1）の数の推移は、図表4－21のとおりである。


警察では、被疑者が国外に逃亡するおそれがある場合には、法務省入国管理局に手配するなどして、出国前の検挙に努めている。また、被疑者が国外に逃亡した場合には、関係国の捜査機関との捜査協力を通じ、被疑者の所在確認等を行っており、所在が確認された場合には、犯罪人引渡条約（注2）等に基づき被疑者の引渡しを受けるなどして、確実な検挙に努めている。


このような取組の結果、平成27年中は、出国直前の外国人被疑者21人のほか、国外逃亡被疑者等59人（うち外国人34人）を検挙した。


このほか、事案に応じ、国外逃亡被疑者等が日本国内で行った犯罪に関する資料等を逃亡先国の捜査機関に提供するなどして、逃亡先国における国外犯処罰規定の適用を促し、犯罪者の「逃げ得」を許さないための取組を進めている。

注1：日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者及びそのおそれのある者

注2：216頁参照


事例


日本人の男（33）は、26年4月から同年7月までの間、住吉会傘下組織幹部らと共謀の上、営業実態のない会社が発行する公共事業債の購入代金名目で現金をだまし取ろうと企て、高齢の女性に複数回にわたり電話をかけて現金合計8,500万円をだまし取った。同男はタイに国外逃亡したが、27年3月、同男が不法滞在で同国当局に拘束され、退去強制となる旨の情報を同国当局から得たため、同月、同男を詐欺罪で逮捕した（警視庁、静岡、和歌山）。



　
図表4-21　国外逃亡被疑者等の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-21　国外逃亡被疑者等の推移（平成18～27年）]











第4節　犯罪収益対策

1　犯罪収益移転防止法に基づく活動


暴力団等の犯罪組織を弱体化させ、壊滅に追い込むためには、犯罪収益の移転を防止するとともに、これを確実に剥奪することが重要である。警察では、犯罪収益移転防止法、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法を活用し、関係機関、事業者、外国のFIU（注）等と協力しながら、総合的な犯罪収益対策を推進している。

注：Financial Intelligence
Unit（資金情報機関）の略。疑わしい取引に関する情報を集約・分析して捜査機関等に提供する機関として各国が設置している。我が国のFIUは、国家公安委員会・警察庁が担当している。

（1）犯罪収益移転防止法の適切な履行を確保するための措置


犯罪収益対策を効果的に推進するためには、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等の義務が特定事業者（注）により適切に履行されることが重要である。このため、国家公安委員会・警察庁は、関係機関と連携して、特定事業者を対象とした研修会等を利用して犯罪収益移転防止法に対する理解と協力の促進に努めている。また、国家公安委員会・警察庁は、特定事業者が義務に違反していると認めた場合、当該特定事業者に対して報告を求めるなどの必要な調査を行うとともに、特定事業者を所管する行政庁に対して、是正命令等を行うべき旨の意見陳述を行っている。

注：犯罪収益移転防止法第2条第2項で規定されている事業者

　

図表4-22　所管行政庁に対する意見陳述の実施件数の推移（平成23年～27年）

[image: 図表4-22　所管行政庁に対する意見陳述の実施件数の推移（平成23年～27年）]

（2）疑わしい取引の届出


犯罪収益移転防止法に定める疑わしい取引の届出制度（注）により事業者がそれぞれの所管行政庁に届け出た情報は、国家公安委員会・警察庁が集約して整理・分析を行った後、都道府県警察、検察庁を始めとする捜査機関等に提供され、各捜査機関等において、マネー・ローンダリング事犯の捜査等に活用されている。


疑わしい取引の届出の年間受理件数は、図表4－23のとおりであり、平成27年中は39万9,508件と、前年と比べて2万1,995件（5.8％）増加した。


注：特定事業者のうち金融機関等、ファイナンスリース事業者、クレジットカード事業者、宅地建物取引業者、宝石・貴金属等取扱事業者、郵便物受取サービス業者、電話受付代行業者及び電話転送サービス事業者は、業務で収受した財産が犯罪収益である疑いがあると判断した場合等に所管行政庁へその旨を届け出ることが義務付けられている。

　
図表4-23　疑わしい取引の届出状況の推移（平成23年～27年）

[image: 図表4-23　疑わしい取引の届出状況の推移（平成23年～27年）]

（3）改正犯罪収益移転防止法の施行


平成26年11月、第187回国会において、疑わしい取引の届出に関する判断の方法、外国所在為替取引業者との契約締結の際の厳格な確認義務、特定事業者の体制整備等の努力義務の拡充等を内容とする犯罪収益移転防止法の一部を改正する法律が成立した。改正法は、28年10月1日から施行される（特定事業者等が行う取引の種別ごとに、当該取引による犯罪による収益の移転の危険性の程度等を記載した犯罪収益移転危険度調査書の作成等については26年11月27日から施行された。）。

　

図表4-24　疑わしい取引に関する情報を端緒として都道府県警察が検挙した事件数の推移（平成23年～27年）

[image: 図表4-24　疑わしい取引に関する情報を端緒として都道府県警察が検挙した事件数の推移（平成23年～27年）]











2　マネー・ローンダリング関連事犯の検挙状況


マネー・ローンダリングとは、一般に犯罪によって得た収益を、その出所や真の所有者が分からないようにして、捜査機関による収益の発見や検挙を逃れようとする行為である。我が国では、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法において、マネー・ローンダリングが罪として規定されている。


マネー・ローンダリング事犯の検挙事件数は、図表4－25のとおりであり、平成27年中は389件（前年比89件（29.7％）増加）であった。このうち、暴力団構成員等によるものは94件で、全体の24.2％を占めている。


暴力団構成員等が関与したマネー・ローンダリング事犯を前提犯罪（注）別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが24件、ヤミ金融事犯に係るものが14件、窃盗に係るものが11件、賭博に係るものが9件となっているが、その他にも売春防止法違反や風営適正化法違反に係るものなどがあり、暴力団が様々な犯罪から資金を獲得し、その資金についてマネー・ローンダリングを行っている実態がうかがわれる。

また、27年中における来日外国人が関与したマネー・ローンダリング事犯は34件であった。


注：不法な収益を生み出す犯罪であって、その収益がマネー・ローンダリングの対象となるもの

　
図表4-25　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）

[image: 図表4-25　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成18～27年）]


事例


無登録で貸金業を営んでいた工藤會傘下組織幹部の男（39）らは、多数の借受人に法定金利を超える高金利で金銭を貸し付け、25年12月から27年5月までにかけて、返済金約4,500万円を同男らの管理する複数の他人名義の口座に振り込ませて隠匿した。同年7月、同幹部ら8人を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した。


また、返済金を振り込ませていた他人名義の口座に滞留する犯罪収益である預貯金債権約30万円に対して、組織的犯罪処罰法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出されるとともに、同男らが保有する自動車、預貯金債権等約4,500万円に対して、同法に基づく追徴保全命令が発出された（福岡）。













3　犯罪収益の剥奪


犯罪収益が、犯罪組織の維持・拡大や将来の犯罪活動への投資等に利用されることを防止するためには、これを剥奪することが重要である。警察では、没収（注1）・　追徴（注2）の判決が裁判所により言い渡される前に犯罪収益の隠匿や費消等が行われることのないよう、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に定める起訴前の没収保全措置を積極的に活用して没収・追徴の実効性を確保している。


注1：物の所有権及び金融債権を剥奪して国庫に帰属させる処分を内容とする財産刑

注2：没収することができる物又は金融債権の全部又は一部を没収することができない場合に、その価額の納付を強制する処分

（1）没収・追徴の状況


第一審裁判所において行われる通常の公判手続における組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況は、図表4－26のとおりである。

　

図表4-26　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成22～26年）

[image: 図表4-26　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成22～26年）]

（2）起訴前の没収保全


平成27年中における起訴前の没収保全命令は、組織的犯罪処罰法で風営適正化法違反、賭博、売春防止法違反、詐欺、ヤミ金融事犯、不法就労助長事犯等に関して220件（前年比27件（14.0％）増加）発出され、麻薬特例法で14件（前年比2件（12.5％）減少）発出されている。

　
図表4-27　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表4-27　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成23～27年）]


事例


飲食店経営者の男（28）らは24年12月から27年2月までの間、無許可で風俗店を営んでいた。同月、同経営者らを風営適正化法違反（無許可営業）で逮捕するとともに、裁判官に対し、組織的犯罪処罰法の規定に基づき、同月から同年3月にかけて、起訴前の没収保全命令の請求を行った結果、同経営者の親族名義の普通預金口座に滞留する犯罪収益である預金債権等合計約2,400万円に対して、同命令が発出された（群馬）。













4　国際連携


国境を越えて敢行されるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を防止するためには、各国が連携して対策を講ずることが不可欠である。このため、国際社会においては、FATF、APG（注）、エグモント・グループ等の枠組みの下、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の国際的基準の策定、普及等が行われており、警察庁もこれらの活動に積極的に参画している。

注：Asia/Pacific Group on Money
Laundering（アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ）の略

（1）FATFの活動と警察庁の参画状況


FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際協力を推進するため設置されている政府間会合であり、平成28年5月末現在、我が国を含む35の国・地域及び2国際機関が参加している。FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策として、各国が法執行、刑事司法及び金融規制の各分野において講ずるべき措置を、「FATF勧告」として示している。また、FATFは、加盟国における勧告の遵守の徹底のため、順次、各加盟国に審査団を派遣して相互審査を実施しており、我が国に対しても20年に3回目の審査が実施された。以後、我が国は、全体会合において、同審査で指摘された各勧告の不備事項の改善状況を報告している。

（2）APGの活動と警察庁の参画状況


APGは、アジア・太平洋地域のFATF非参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策等を強化・促進するために設置された機関であり、マネー・ローンダリング対策等に取り組む国・地域に対する支援等を行っている。平成27年末現在、我が国を含む41の国・地域が参加している。警察庁では、年次会合等に職員を派遣し、最新のマネー・ローンダリングの手口・傾向等についての議論に参画している。

（3）エグモント・グループの活動と警察庁の参画状況


エグモント・グループは、各国のFIU間の情報交換、研修、専門知識に関する協力等を目的として設置された機関であり、平成27年末現在、我が国を含む151の国・地域のFIUが参加している。警察庁では、年次会合及び作業部会にそれぞれ職員を派遣し、FIU間の情報交換に係る行動規範等に関する議論に参画している。

（4）外国のFIUとの情報交換


国境を越えて行われるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を発見するためには、各国のFIUが保有する情報の積極的な交換が必要であることから、国家公安委員会・警察庁は、外国のFIUとの連携を強化し、活発な情報交換を実施している。


また、平成27年末現在、合計86の国・地域のFIUとの間で情報交換のための枠組みを設定している。

　

図表4-28　国家公安委員会・警察庁と外国のFIUとの情報交換件数の推移（平成23年～27年）
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[image: フィジーFIUとの情報交換枠組みの設定]

フィジーFIUとの情報交換枠組みの設定











警察活動の最前線




暴力団の資金源封圧に向けて



大阪府警察本部刑事部捜査第四課

山下　登志雄（やました　としお）　警部補

　
[image: フーくん　ケイちゃん]

フーくん　ケイちゃん



｢刑事さん、これで従業員に給料払えます。｣


これは、私が以前、警察署の暴力犯係として、ある会社の社長が暴力団組長等から1千万円を脅し取られそうになっていた恐喝未遂事件を、同組長を逮捕し解決したときに、被害者である社長が安堵した表情で私の手を握り、述べてくれた感謝の言葉です。


私は、今、捜査第四課で、大阪府暴力団排除条例違反等に対する行政命令を担当しており、暴力団の資金源を封圧すべく、資金等を提供し、暴力団員を支援する事業者とこれを受ける暴力団員の取締りに日々取り組んでおります。


この仕事をする中で、暴力団に資金等を提供し、悪がはびこる一因となっている共生者のような事業者がいること、そして、その意識の低いことに驚かされます。そういった事業者のほとんどは「これくらいええやろ、昔からの付き合いや」などと抗弁するのです。


暴力団におびえる被害者がおり、暴力団の存在が悪の温床であることが社会の常識となっているにもかかわらず、暴力団に対して支援を続け、平然と抗弁する事業者に、「勘違いするな、あなた達が暴力団を養っているんやで」と、怒りを覚えます。


私は、微力ではありますが、過去の経験をいかし、暴排条例担当者として「暴力団は絶対悪である、その存在を許さない」という強い信念を持って、暴排意識を社会に更に浸透させ、暴力団を根絶するために、精一杯取り組んでいきたいと思います。

　
[image: 大阪府警察本部刑事部捜査第四課　山下　登志雄（やました　としお）　警部補]






女性刑事としての役割



警視庁組織犯罪対策部組織犯罪対策第五課銃器薬物対策第一係

宮内　奈穂（みやうち　なお）　警部補

　
[image: ピーポくん]

ピーポくん




「早く起きなさい！」我が家の朝は、まず、子供を起こすことから始まります。二児の母である私は、仕事・家事・育児の三足のわらじを履く組対五課の刑事です。育児をしながら多岐にわたる警察の職種の中でも、とりわけ激務である刑事を続ける理由、それは女性にしか出来ない役割があるからです。


これまで、結婚、流産を経ての出産、そして育児等、様々な経験を積んできましたが、これらの経験があったからこそ、多種多様な被疑者の取調べにも対応でき、真実の追及につながっていると、私は考えます。薬物摂取の罪を犯す人々には、ほんの出来心から薬物に手を出す人や女性特有の悩みを抱え、心の傷を負い、思い悩んだ末、最終的に薬物に手を染める人等その動機は千差万別ですが、それらの人々に対し、女性の視点に立った心のケアを含めた対応が必要だと思うのです。これこそが女性にしかできない役割であり、私の「やりがい」だと思っています。


母として子供たちと向き合いながら、日々「心身共に強く」「他人に優しく」と願っていますが、警察官である私たち両親の背中を見てか、いつの頃からか「僕も人を守る仕事がしたい」と話してくれるようになった5歳の息子の言葉を心の糧とし、これからも違法薬物のない明るい社会を目指して全力で取り組んでいきます。

　
[image: 警視庁組織犯罪対策部組織犯罪対策第五課銃器薬物対策第一係　宮内　奈穂（みやうち　なお）　警部補]





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第5章　安全かつ快適な交通の確保

第1節　平成27年の交通事故情勢

1　交通事故の発生状況

（1）概況


平成27年中の交通事故の発生件数及び負傷者数は、11年連続の減少となったが、死者数は4,117人で、15年ぶりに前年より増加した。

○　発生件数…53万6,899件（前年比3万6,943件（6.4％）減少）

○　死者数（注1）…4,117人（前年比4人（0.1％）増加）

○　負傷者数…66万6,023人（前年比4万5,351人（6.4％）減少）


○　交通事故発生から30日以内（注2）の死者数…4,859人（前年比21人（0.4％）増加）

注1：交通事故発生から24時間以内に死亡した人数

注2：交通事故発生日を初日とする。

（2）死者数等の推移


死者数の推移をみると、平成17年と比較して、27年中の死者数全体は40.7％減少し、うち65歳以上の死者数は24.0％減少した。

死者数全体に占める65歳以上の割合は24年以降増加しており、27年中は54.6％を占めている。


人口10万人当たり死者数の推移をみると、17年と比較して、27年中の全年齢層の死者数、65歳以上の死者数のいずれも40％以上減少しているが、65歳以上は全年齢層の2倍以上の水準で推移している。

また、発生件数及び負傷者数の推移は、図表5－4のとおりである。

　
図表5-1　死者数の推移（平成17～27年）

[image: 図表5-1　死者数の推移（平成17～27年）]

　
図表5-2　人口10万人当たり死者数の推移（平成17～27年）

[image: 図表5-2　人口10万人当たり死者数の推移（平成17～27年）]

　
図表5-3　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成17～27年）

[image: 図表5-3　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成17～27年）]

　
図表5-4　発生件数及び負傷者数の推移（平成17～27年）

[image: 図表5-4　発生件数及び負傷者数の推移（平成17～27年）]











2　交通死亡事故の特徴

（1）年齢層別の特徴


平成27年中の人口10万人当たり死者数を年齢層別にみると、65歳以上は全年齢層の平均を超えており、特に75歳以上では全年齢層の2倍以上となっている。


また、免許人口10万人当たりの自動車、自動二輪車及び原動機付自転車（以下「自動車等」という。）の死亡事故件数を第1当事者（注）の年齢層別にみると、24歳以下及び75歳以上が特に多い。

注：事故当事者のうち最も過失が重い者をいう。

　
図表5-5　年齢層別人口10万人当たり死者数（平成27年）

[image: 図表5-5　年齢層別人口10万人当たり死者数（平成27年）]

　

図表5-6　自動車等の運転者（第1当事者）の年齢層別免許人口10万人当たり死亡事故件数（平成27年）

[image: 図表5-6　自動車等の運転者（第1当事者）の年齢層別免許人口10万人当たり死亡事故件数（平成27年）]

（2）状態別・類型別の特徴


人口10万人当たり死者数の推移を状態別にみると、歩行中及び自動車乗車中が多く、歩行中の死者数及び自転車乗用中の死者数は他の状態と比べて余り減少していない。


また、人口10万人当たり死亡事故件数の推移を類型別にみると、正面衝突等（注）、横断中、出会い頭衝突が多く、横断中の死亡事故は他の類型と比べて余り減少していない。

注：正面衝突、路外逸脱又は工作物衝突をいう。

　
図表5-7　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成17～27年）

[image: 図表5-7　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成17～27年）]

　
図表5-8　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成17～27年）

[image: 図表5-8　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成17～27年）]











第2節　交通安全意識の醸成

1　交通安全教育と交通安全活動


平成28年3月、中央交通安全対策会議（注）において、28年度から32年度までを計画期間とする「第10次交通安全基本計画」が策定された。同計画では、32年までに24時間死者数を2,500人以下に、死傷者数を50万人以下にするという目標を掲げており、警察では、各種交通事故防止対策を一層推進していくこととしている。


注：交通安全対策基本法により、内閣府に置かれ、内閣総理大臣を会長とし、関係する大臣等を委員とする会議

（1）交通安全教育

①　交通安全教育指針


国家公安委員会は、地方公共団体、民間団体等が効果的かつ適切に交通安全教育を行うことができるようにするとともに、都道府県公安委員会が行う交通安全教育の基準とするため、交通安全教育指針を作成し、公表している。


警察では、関係機関・団体等と協力し、この指針を基準として、教育を受ける者の年齢、心身の発達段階や通行の態様に応じた体系的な交通安全教育を実施している。

②　事業所等における交通安全教育


一定台数以上の自動車を使用する事業者等では、道路交通法の規定に基づき選任された安全運転管理者により、指針に従って適切に交通安全教育を実施することが義務付けられており、警察では、安全運転管理者等を対象とした講習を行うなど必要な指導を行っている。

（2）交通安全活動

①　全国交通安全運動


広く国民に交通安全思想の普及と浸透を図るとともに、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けることにより、交通事故防止の徹底を図るため、全国交通安全運動を毎年春と秋の2回実施している。

②　シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底


平成27年に実施された全国調査（注）では、後部座席同乗者のシートベルト着用率は、一般道路で35.1％、高速道路で71.3％にとどまり、チャイルドシートの使用率も62.7％にとどまった。警察では、関係機関・団体等と連携し、衝突実験映像等を用いたシートベルトの着用効果を実感できる参加・体験・実践型の交通安全教育を行うほか、幼稚園・保育所等において保護者に対するチャイルドシートの正しい取付方法の指導をすることなどにより、これらの適正な着用・使用の徹底を図っている。また、28年1月に長野県で発生し、多数の死傷者を出した大型貸切バス転落事故を契機として、貸切バス等の乗客にもシートベルトの着用の徹底を図るため、国土交通省やバス事業者等と連携したシートベルトの着用効果等に関する広報啓発活動を強化している。


注：警察庁と一般社団法人日本自動車連盟（JAF）の合同調査で、シートベルト着用状況については27年10月に、チャイルドシート使用状況については同年5月から6月にかけて、それぞれ実施されたもの

　
[image: シートベルト・チャイルドシートに関する政府広報]

シートベルト・チャイルドシートに関する政府広報

③　反射材用品等の普及促進


薄暮時・夜間における歩行者及び自転車利用者の交通事故防止に効果が高い反射材用品等の普及を図るため、広報啓発活動のほか、参加・体験・実践型の交通安全教育により、視認効果、使用方法等について理解を深めたり、関係機関・団体と協力して反射材用品等の展示会を開催したりするなどしている。











2　子供及び高齢者の安全確保

（1）子供の交通安全に向けた取組

①　子供が関係する交通事故の状況　


平成27年中の15歳以下の子供の交通事故死者数は80人であり、これを状態別にみると、歩行中が約5割、自転車乗用中が約2割を占めている。このうち、歩行中の死者を年齢層別にみると、6歳以下が6割以上を占めている。


また、15歳以下の子供の人口10万人当たり死者数の推移をみると、全年齢層に比べて減少率が大きい。

　
図表5-9　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成18～27年）

[image: 図表5-9　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成18～27年）]

②　子供の事故防止対策


幼児に対しては、交通ルールや交通マナー等道路の安全な通行に必要な基本的知識・技能を習得させるため、幼稚園・保育所等及び保護者等と連携して紙芝居等の視聴覚教材を活用した交通安全教室等を実施している。小学生及び中学生に対しては、歩行者及び自転車利用者として必要な知識・技能を習得させ、自己の安全だけでなく他人の安全にも配意できるようにするため、学校、PTA等と連携した自転車教室等を実施している。


また、警察では、通学路の定期的な合同点検等の結果を踏まえ、警察による対策が必要な箇所において、教育委員会、学校、道路管理者等と連携し、信号機や横断歩道の設置等による道路交通環境の整備、通学路の危険箇所を取り上げた具体的な交通安全教育等を推進している。

（2）高齢者の交通安全に向けた取組

①　高齢者が関係する交通事故の状況　


平成27年中の高齢者（注1）の交通事故死者数は2,247人であり、これを状態別にみると、歩行中が約5割、自動車乗車中が約3割、自転車乗用中が約2割を占めている。また、歩行中・自転車乗用中の死者のうち、7割以上は運転免許を保有していなかった。


さらに、横断歩行中の高齢者の死者のうち、約6割に法令違反があり、他の年齢層と比較して走行車両の直前直後横断が特に多い。

注：65歳以上の者

　
図表5-10　高齢者の交通事故死者に占める状態別割合（平成27年）

[image: 図表5-10　高齢者の交通事故死者に占める状態別割合（平成27年）]

②　高齢者の事故防止対策


警察では、運転免許を保有していない高齢者に交通安全教育を受ける機会を提供するため、関係機関・団体等と協力し、交通事故が多発している交差点等における交通ルールの遵守を呼び掛ける指導や医療機関、福祉施設等における広報啓発活動を行うほか、シミュレーター等の各種教育用器材を積極的に活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を実施している。また、交通事故の多い薄暮時間帯における高齢者の保護・誘導活動、明るい目立つ色の衣服の着用や反射材用品等の普及促進を行っている。


このほか、交通環境の整備による高齢者の安全確保（注1）や高齢運転者対策の充実（注2）に向けた取組を推進している。

注1：174頁参照

注2：169頁参照

　
[image: 参加・体験・実践型の交通安全教育]

参加・体験・実践型の交通安全教育











3　自転車の安全利用の促進

（1）自転車が関連する交通事故の状況　


自転車が関連する交通事故件数は減少傾向にあるものの、依然として全交通事故件数の約2割を占めている。


人口10万人当たりの自転車乗用中の死者のうち、第1当事者及び第2当事者について年齢層別にみると、70歳以上が全年齢層の2倍以上と多い。また、法令違反別にみると、自転車乗用中の死者の約8割で何らかの法令違反があり、中でも、安全不確認、ハンドル操作不適等が多い。

　

図表5-11　人口10万人当たり年齢層別自転車乗用中死者数（第1・2当事者）及び違反有無別割合（平成27年）
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図表5-12　自転車乗用中死者（第1・2当事者）の法令違反の内訳（平成27年）

[image: 図表5-12　自転車乗用中死者（第1・2当事者）の法令違反の内訳（平成27年）]

（2）良好な自転車交通秩序の実現のための対策

①　自転車通行環境の確立


警察では、車道を通行する自転車の安全と、歩道を通行する歩行者の安全の双方を確保し、歩行者・自転車・自動車が適切に共存できるよう、道路管理者と連携して、自転車専用の走行空間（自転車専用通行帯（注1）及び自転車道（注2））を整備するとともに、普通自転車（注3）の歩道通行を可能とする交通規制の実施場所の見直し（注4）等を通じて自転車と歩行者の安全の確保に努めている。

注1：交通規制により指定された自転車専用の車両通行帯

注2：縁石線や柵等の工作物によって分離された自転車専用の走行空間

注3：車体の大きさと構造が一定の基準に適合する二輪又は三輪の自転車で、他の車両を牽（けん）引していない自転車

注4：幅員3メートル未満の歩道においては、歩行者の通行量や保育施設等の存在といった沿道環境等を総合的に勘案して、普通自転車歩道通行可の交通規制の見直しを実施している。

　
[image: 自転車専用通行帯の設置例（静岡県菊川市）]

自転車専用通行帯の設置例（静岡県菊川市）

　
[image: 自転車道の整備例（山形県山形市）]

自転車道の整備例（山形県山形市）

②　自転車利用者に対するルールの周知徹底


警察では、地方公共団体、学校、自転車関係事業者等と連携し、「自転車安全利用五則」（注）を活用するなどして、全ての年齢層の自転車利用者に対して、自転車は車道通行が原則であること、車道では左側通行すること、歩道では歩行者を優先することなどの自転車の通行ルール等の周知に努めている。


また、近年、自転車の利用者が加害者となる重大事故が後を絶たないことなどに鑑み、ルールを守らなかった場合の罰則や交通事故発生の危険性、事故の加害者となった場合の責任の重大性、損害賠償責任保険等への加入の必要性等の周知に努めるとともに、被害を軽減するための対策として、ヘルメットの着用や幼児を自転車に乗車させる場合のシートベルトの着用の促進を図っている。


注：平成19年7月に中央交通安全対策会議交通対策本部で決定された「自転車の安全利用の促進について」において、自転車の通行ルールの広報啓発に当たって活用することとされた。

③　自転車安全教育の推進


警察では、学校等と連携して、児童・生徒に対する自転車安全教育を推進しており、スタントマンによる事故の再現や自転車シミュレーターの活用等による参加・体験・実践型の自転車教室を開催するなど、教育内容の充実に努めている。27年中、児童・生徒や高齢者等を対象とした自転車教室を全国で約5万回開催し、約583万人が受講した。


また、同年6月から、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った自転車の運転者に対し、安全運転の大切さへの「気付き」を促し、自転車の運転者による交通の危険を防止するための自転車運転者講習を実施している。同年中、制動装置不良自転車（ブレーキがない自転車等）を運転するなどの危険行為を反復して行った7人が同講習を受講した。

　
[image: 自転車運転者講習制度のリーフレット]

自転車運転者講習制度のリーフレット

④　自転車利用者に対する指導取締りの推進


警察では、自転車指導啓発重点地区・路線（注）を中心に、自転車利用者の無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止等に対し、指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対しては検挙措置を講ずるなど、厳正に対処している。


注：自転車と歩行者との交通事故の発生状況、地域住民の苦情・要望の状況等を踏まえ、全国1,791か所（27年12月31日現在）を指定し、自転車利用者に対する街頭における指導啓発活動等を推進している。

　
[image: 自転車利用者に対する指導取締り状況]

自転車利用者に対する指導取締り状況

　
図表5-13　自転車利用者に対する指導取締り状況（平成27年）
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4　飲酒運転の根絶に向けた警察の取組

（1）「飲酒運転を許さない社会環境づくり」の取組


平成27年中の飲酒運転による交通事故件数は3,864件で、15年連続で減少したものの、近年ではその減少幅が縮小し、下げ止まり傾向にある。


警察では、飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態について積極的に広報するとともに、飲酒が運転等に与える影響について理解を深めるため、運転シミュレーターや飲酒体験ゴーグルを活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を推進している。また、酒類の製造・販売業、酒類提供飲食業等の業界に対して飲酒運転を防止するための取組を要請するほか、一般財団法人全日本交通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」（注）への参加を国民に呼び掛けるなど、関係機関・団体等と連携して「飲酒運転を許さない社会環境づくり」に取り組んでいる。


注：自動車によりグループで酒類提供飲食店に来たときには、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲まず、ほかの者を自宅まで送る者（ハンドルキーパー）を決め、飲酒運転を根絶しようという運動

　
図表5-14　飲酒事故件数の推移（平成18～27年）

[image: 図表5-14　飲酒事故件数の推移（平成18～27年）]

　
[image: 飲酒運転根絶キャンペーン]

飲酒運転根絶キャンペーン

（2）飲酒運転根絶の受け皿としての運転代行サービスの普及促進


飲酒運転根絶の観点からは、その受け皿としての運転代行サービスの普及促進を図っていくことが必要である。警察庁では、平成24年3月に国土交通省と共に策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。

　
図表5-15　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成23～27年）

[image: 図表5-15　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成23～27年）]

（3）飲酒運転の取締りの強化


飲酒運転の根絶に向け、警察では引き続き厳正な取締りを推進するとともに、車両等提供、酒類提供及び要求・依頼しての同乗に対する罰則規定の適用を推進している。

　
[image: 飲酒検問の状況]

飲酒検問の状況

　
図表5-16　飲酒運転の取締り件数（平成27年）

[image: 図表5-16　飲酒運転の取締り件数（平成27年）]











5　高速道路における交通警察活動

（1）高速道路ネットワークと交通事故の現状


高速道路（高速自動車国道及び指定自動車専用道路をいう。以下同じ。）は、年々、路線数が増加し、平成27年末には190路線となり、その総延長距離は1万2,000キロメートルを超えている。同年中の高速道路における死者数は215人と、前年より11人増加した。

　

図表5-17　高速道路における交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移（平成18～27年）

[image: 図表5-17　高速道路における交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移（平成18～27年）]

（2）高速道路における交通の安全と円滑の確保

①　交通事故分析に基づいた事故防止対策


警察では、交通事故の発生状況を詳細に分析し、死亡事故等の重大事故発生地点や事故多発地点等について現場点検を道路管理者と共同して実施し、必要な対策を協議・検討するとともに、パトロール等を強化している。


特に逆走が原因となる交通事故や中央帯により往復の方向別に分離されていない区間における対向車線へのはみ出しによる交通事故、車両故障又は交通事故により停車中の車両から降車し、又は車内に留まった運転者等が後続車に衝突され被害に遭う交通事故が後を絶たないことから、道路管理者等と連携して交通安全施設等の計画的な整備等を推進している。

②　適正な交通規制の実施　


警察では、交通規制に当たっては、道路構造、気象条件、交通実態、交通事故発生状況等を勘案してその適正を期するとともに、必要に応じて見直しを行っている。


また、速度規制については、平成28年3月に調査研究委員会において取りまとめられた「高規格の高速道路における速度規制の見直しに関する提言」を踏まえ、新東名高速道路等の高規格の高速道路における100キロメートル毎時を超える速度への規制速度の引上げについて検討を進めている。

③　安全利用のための広報啓発及び交通安全教育の推進


警察では、高速道路を安全に利用してもらうため、関係機関・団体等と協力して、高速道路に入る前の心得や車両故障、交通事故等により運転ができなくなった場合の措置について広報啓発活動を行うとともに、高速道路を利用する運転者が交通事故現場を視察して発生要因や防止対策を検討するなどの参加・体験・実践型の交通安全教育を行っている。

④　交通指導取締り


警察では、著しい速度超過、飲酒運転を始め、車間距離保持義務違反、通行帯違反等の悪質性・危険性の高い違反に重点を置いた取締りに努めている。また、全ての座席でのシートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底を図るため、関係機関・団体等と連携して普及啓発活動を推進するとともに、27年中はシートベルト装着義務違反を17万3,365件取り締まった。

　
[image: シートベルト着用の普及啓発活動]

シートベルト着用の普及啓発活動











第3節　安全運転の確保

1　運転者教育

（1）運転者教育の体系


運転者教育の機会は、運転免許を受ける過程及び運転免許を受けた後における各段階に体系的に設けられており、その流れは次のとおりである。

　
図表5-18　運転者教育の体系

[image: 図表5-18　運転者教育の体系]

（2）運転免許を受けようとする者に対する教育の充実


運転免許を受けようとする者は、都道府県公安委員会の行う運転免許試験を受けなければならないが、指定自動車教習所（注1）の卒業者はそのうち技能試験が免除される。


指定自動車教習所は、初心運転者教育の中心的役割を担うことから、警察では教習指導員の資質の向上を図るなどして、指定自動車教習所における教習の充実に努めている。

・　指定自動車教習所

全国で1,339か所（平成27年末現在）

・　その卒業者で同年中に運転免許試験に合格した者の数

156万5,096人（合格者全体の97.1％）


また、運転免許を受けようとする者は、その種類に応じ、安全運転に関する知識や技能等を習得するための講習（取得時講習）を受講することが義務付けられている。ただし、指定自動車教習所又は特定届出自動車教習所（注2）を卒業した者はこれと同内容の教育を受けているため、受講する必要がない。


注1：職員、施設及び運営方法が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した自動車教習所

注2：届出自動車教習所のうち、職員、施設、教習方法等が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した教習課程を行う自動車教習所

　
図表5-19　取得時講習の実施状況（平成27年）

[image: 図表5-19　取得時講習の実施状況（平成27年）]

（3）運転免許取得後の教育の充実　　

①　きめ細かな更新時講習の実施


更新時講習は、運転免許証の更新の機会に定期的に講習を行うことにより、安全な運転に必要な知識を補い、運転者の安全意識を高めることを目的としている。この講習は、受講対象者を法令遵守の状況等により優良運転者、一般運転者、違反運転者及び初回更新者に区分して実施している。

　
図表5-20　更新時講習の実施状況（平成27年）

[image: 図表5-20　更新時講習の実施状況（平成27年）]

②　危険運転者の改善のための教育


道路交通法等に違反する行為をし、累積点数が一定の基準に該当した者や行政処分を受けた者に対しては、その危険性の改善を図るための教育として、初心運転者講習、取消処分者講習、停止処分者講習及び違反者講習を実施している。


特に飲酒運転者対策として、飲酒運転違反者に対する一層効果的な教育を目的とした、AUDIT（注1）、ブリーフ・インターベンション（注2）等の飲酒行動の改善のためのカリキュラムを盛り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）を全国で実施している。また、停止処分者講習等において、飲酒運転違反者を集めて行う飲酒学級を設け、飲酒体験ゴーグル、運転シミュレーター等を活用した酒酔い等の疑似体験、飲酒運転事故の被害者遺族等による講義を実施するなど、教育内容の充実に努めている。

注1：Alcohol Use Disorders Identification
Testの略。世界保健機関（WHO）がスポンサーになり、数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」で、面接又は質問紙により、その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判別するもの


注2：受講者に、日々の飲酒量等に関し自身が設定した目標の達成状況を一定期間記録させた上で、その記録内容に基づき、受講者ごとに問題飲酒行動及び飲酒運転の抑止のための指導を行うもの

　
[image: 飲酒体験ゴーグルを活用した疑似体験]

飲酒体験ゴーグルを活用した疑似体験

　
図表5-21　危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成27年）

[image: 図表5-21　危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成27年）]

③　自動車教習所における交通安全教育


自動車教習所は、いわゆるペーパードライバー教育を始めとする運転免許取得者に対する交通安全教育も行っており、地域における交通安全教育センターの役割も果たしている。都道府県公安委員会は、認定制度によりこうした教育の水準の向上と普及に努めている。











2　運転者に対する取組

（1）運転者の危険性に応じた行政処分の実施


道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や重大な交通事故を起こす運転者を道路交通の場から早期に排除するため、行政処分の厳正かつ迅速な実施に努めている。

　
図表5-22　運転免許の行政処分件数の推移（平成23～27年）
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（2）運転適性相談の充実


警察では、障害者及び一定の症状を呈する病気等にかかっている者が安全に自動車等を運転できるか個別に判断するために運転適性相談窓口を設置している。運転適性相談窓口では、専門知識の豊富な職員を配置するとともに、相談者のプライバシーに特段の配慮をしている。また、患者団体や医師会等との密接な連携を取りながら、必要に応じて相談者に専門医を紹介するなど、運転適性相談の充実を図っている。あわせて、運転免許センターや警察署にポスターを掲示するなどにより、運転適性相談窓口の周知徹底に努めている。

　
[image: 運転適性相談の状況]

運転適性相談の状況

（3）運転免許手続等の利便性の向上と国民負担の軽減


警察では、運転免許証の更新に係る利便性の向上と国民の負担の軽減のため、更新免許証の即日交付、日曜日の申請受付、警察署における更新窓口の設置、申請書の写真添付の省略等の施策を推進している。


また、障害者の利便性向上のため、試験場施設の整備・改善、漢字に振り仮名を付けた学科試験の実施や字幕入り講習用映画の活用等を推進している。

（4）国際化への対応


警察では、日本語を解さない外国人に対し、運転免許学科試験の外国語による実施、更新時講習等における外国語版教本の活用等を推進している。また、外国等の行政庁等の運転免許を有する者については、一定の条件の下に運転免許試験の一部を免除できる制度があり、平成27年中の同制度による運転免許証の交付件数は3万2,577件であった。


このほか、外国人運転者のための安全教育ビデオを作成し、その活用を図るとともに、地域の実情に応じ、外国人運転者に対する安全教育の充実に努めている。

（5）準中型免許の新設


免許区分として18歳で取得可能な準中型免許を新設する道路交通法の一部を改正する法律が平成27年6月に公布され、29年3月に施行されることとなっており、警察では、関係機関・団体と連携しながら施行準備を進めるとともに、貨物自動車に係る交通事故防止対策を推進している。

　
図表5-23　準中型免許の新設

[image: 図表5-23　準中型免許の新設]











3　高齢運転者対策の充実

（1）高齢運転者に対する教育


更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者は、運転免許証を更新する際、高齢者講習の受講が義務付けられている。この講習では、安全運転に必要な知識等に関する講義のほか、自動車等の運転指導や、運転適性検査器材（注）による指導等を通じ、受講者に自らの身体的機能の変化を自覚してもらうとともに、その結果に基づいた安全な運転の方法について、具体的な指導を行っている。平成27年中は258万9,265人が受講した。


また、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者は、満了する日より前の6月以内に、認知機能検査を受けることが義務付けられている。この検査は、高齢運転者に対して、自己の記憶力・判断力の状況を自覚してもらい、引き続き安全運転を継続することができるよう支援することなどを目的としており、検査の結果に応じた高齢者講習を行っている。27年中の認知機能検査の受検者数は163万709人であった。


注：視覚を通じた刺激に対する反応の速度及び正確性を検査する器材、動体視力検査器、夜間視力検査器及び視野検査器

（2）臨時認知機能検査の導入等


一定の違反行為をした75歳以上の高齢運転者に対する臨時認知機能検査の導入、同検査で認知機能の低下が自動車等の運転に影響を及ぼすおそれがあると判断された者に対する臨時高齢者講習の導入、認知機能検査で認知症のおそれがあると判断された者に対する臨時適性検査（専門医の診断）等に係る制度の見直し等（注）を内容とする道路交通法の一部を改正する法律が平成27年6月に公布され、29年3月に施行されることとなっており、警察では、関係機関・団体と連携しながら施行準備を進めている。


注：更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査で認知症のおそれがあると判断された者について、その者の違反状況を問わず、医師の診断を要することとされた。

　
[image: 運転経歴証明書の様式]

運転経歴証明書の様式

（3）申請による運転免許の取消し（運転免許証の自主返納）


身体機能の低下等を理由に自動車等の運転をやめる際には、運転免許の取消しを申請して運転免許証を返納することができるが、その場合には、返納後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができる。この運転経歴証明書は、金融機関の窓口等で犯罪収益移転防止法の本人確認書類として使用することができる。


警察では、運転経歴証明書制度の周知を図るとともに、運転免許証を返納した者への支援の強化に努めるなど、自動車等の運転に不安を有する高齢者等が自主的に運転免許証を返納しやすい環境の整備に向けた取組を進めている。

　
図表5-24　運転経歴証明書交付件数の推移（平成23～27年）
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コラム　高齢運転者による交通事故


75歳以上の高齢運転者については、年齢層別免許人口10万人当たりの交通事故件数及び交通死亡事故件数が全年齢層の平均を大きく上回っている。平成27年10月には、高齢者（82）が運転する普通乗用自動車が北陸自動車道を逆走したことにより、追越し車線を順行で走行していた普通乗用自動車と正面衝突し、逆走した運転者を含む4人が軽傷を負った。28年3月、運転者を自動車運転死傷処罰法（注）違反（過失運転致傷）で検挙した（新潟）。

注：自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律

　
[image: 交通事故現場の状況]

交通事故現場の状況













第4節　交通環境の整備

1　安全・安心な交通環境の整備

（1）交通安全施設等整備事業の推進


警察では、交通の安全と円滑を確保するため、信号機、道路標識等の交通安全施設等の整備を進めている。


交通安全施設等整備事業については、昭和41年以降、多発する交通事故を緊急かつ効果的に防止するため、交通安全施設等整備事業長期計画に即して推進してきたが、平成15年以降は、交通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備について、従来の事業分野別の長期計画を統合した「社会資本整備重点計画」に即して推進している。


27年度から32年度においては、当該期間を計画期間とする第4次社会資本整備重点計画に即して、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等の整備を推進することとしている。

　
図表5-25　主な交通安全施設等整備状況

[image: 図表5-25　主な交通安全施設等整備状況]

　
図表5-26　警察の整備する交通安全施設等

[image: 図表5-26　警察の整備する交通安全施設等]

　
図表5-27　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）

[image: 図表5-27　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）]


一方、整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題となっており、警察庁では、25年11月にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において策定された「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、27年3月、交通安全施設等の維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「警察庁インフラ長寿命化計画」を策定した。警察では、同計画等に即して、交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、中長期的な視点に立った老朽施設の更新、交通環境の変化等により効果が低下した施設の撤去、施設の長寿命化等による戦略的なストック管理、ライフサイクルコストの削減等に努めている。

　
[image: 整備後長期間が経過した信号機]

整備後長期間が経過した信号機

（2）交通管制システムの整備

都市部では道路交通が複雑・過密化し、交通渋滞、交通公害及び交通事故の一因となっている。


警察では、交通管制システムにより、車両感知器等で収集した交通量や走行速度等のデータを分析し、その分析結果に基づき信号の制御や交通情報の提供を行うことにより、交通の流れの整序化に努めている。

具体的には、　


・　交通状況に即応した信号の制御により、車両の流れをコントロールすることで、交通の安全と円滑化を図るとともに、交差点における停止・発進回数を低減させることで、騒音、振動及び排出ガスの発生を抑え、交通公害の低減を図る


・　パトカーや警察官等からの報告のほか、車両感知器等から情報を収集し、交通情報板や光ビーコン（注）等を活用した交通情報の提供により、交通流・交通量の誘導及び分散を図る

などの対策を講じ、複雑・過密化した交通を効率的かつ安全に管理して、交通の安全と円滑の確保に努めている。


注：通過車両を感知して交通量等を測定するとともに、車載装置と交通管制センターの間のやり取りを媒介する路上設置型の赤外線通信装置

　
図表5-28　交通管制システム

[image: 図表5-28　交通管制システム]

（3）警察による交通情報提供


警察では、交通管制システムにより収集・分析したデータを交通情報板やVICS（注1）等を通じて交通情報として広く提供し、運転者が混雑の状況や所要時間を的確に把握して安全かつ快適に運転できるようにすることにより、交通の流れを分散させ、交通渋滞や交通公害の緩和を促進している。


また、関係団体の協力の下、警察の保有するリアルタイムの交通情報をカーナビゲーション装置等にオンラインで提供するシステムを構築するなど、民間の交通情報提供事業の高度化を支援するとともに、交通情報の提供に関する指針を定め、当該事業が交通の安全と円滑に資するものとなるよう働き掛けている。このほか、民間事業者が保有するプローブ情報（注2）を活用しつつ、災害時に交通情報を提供するための環境の整備を推進している。

注1：Vehicle Information and Communication
System（道路交通情報通信システム）の略。光ビーコン等を通じてカーナビゲーション装置に対して交通情報を提供するシステムで、時々刻々変動する道路交通の状況をリアルタイムで地図画面上に表示することができるほか、図形・文字でも分かりやすく表示することができる。


注2：カーナビゲーションに蓄積された走行履歴情報

（4）効果的な交通規制等の推進


警察では、地域の交通実態を踏まえ、速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容について常に点検・見直しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事情の変化に対しても、これを的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図っている。


このうち、速度規制については、平成25年12月に有識者懇談会において取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、一般道路においては、実勢速度、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上げ、規制理由の周知措置等を計画的に推進するとともに、生活道路においては、速度抑制対策を積極的に推進している。


また、26年から、交通事故の減少、被害の軽減、交差点における待ち時間の減少、災害時の対応力の向上等の効果が見込まれる環状交差点の適切な箇所への導入を推進しており、27年度までに55か所で導入された。


このほか、信号制御については、歩行者・自転車の視点で、信号をより守りやすくするために、横断実態等を踏まえた信号表示の調整等の運用の改善を推進している。

　
[image: 環状交差点（長野県飯田市）]

環状交差点（長野県飯田市）

（5）交通管理等による環境対策


警察では、沿道地域の交通公害の状況や道路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低下させてエンジン音や振動を低く抑えるための最高速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策を実施しているほか、環境保全効果だけでなく交通事故防止にも一定の効果が期待されるエコドライブ（環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用）の普及促進に努めている。


コラム　完全自動走行を見据えた環境整備の推進


自動走行システムは、交通事故の削減や渋滞の緩和等に寄与する技術であると考えられることから、警察では、その進展を支援すべく積極的に取り組んでいる。


警察庁では、平成27年10月から、有識者を交えて、こうした自動走行の実現に関する法制度面を含む各種課題について検討を行っており、28年5月には、交通の安全と円滑を図る観点から留意すべき事項等を示す「自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン」を策定・公表した。都道府県警察では、公道実証実験の実施主体から連絡や相談があった場合には、同ガイドラインを活用しつつ、実施場所における交通実態等を踏まえた助言や情報提供等を行っている。


また、同年2月、国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会において、我が国が、自動運転と国際条約との整合性等について議論を行っている道路交通安全作業部会（WP1（注））の正式メンバーとなることが承認されたところであり、警察庁では、同作業部会への参画等を通じて、完全自動走行の早期実現を目指し、国際的な議論に取り組んでいる。

注：Working Party on Road Traffic
Safetyの通称













2　ITSの推進

（1）UTMS（注1）の開発・整備によるITS（注2）の推進


警察では、最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコン等の機能を活用したUTMSの開発・整備を行うことによりITSを推進し、安全・円滑かつ快適で環境負荷の低い交通社会の実現を目指している。

注1：Universal Traffic Management
Systems（新交通管理システム）の略

注2：Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）の略

　
図表5-29　警察におけるITSの概要（平成27年度末現在）
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（2）ITSに関する国際協力の推進


警察では、平成27年10月、フランス・ボルドーで開催された第22回ITS世界会議（世界102か国から産学官の関係者約1万2,000人が参加）において、各種発表を通じてUTMSの先進的な技術を紹介するとともに、各国とITSに関して情報交換を行うなど、ITSに関する国際協力を推進している。

　
[image: 第22回ITS世界会議]

第22回ITS世界会議


コラム　自動走行システムの実用化に向けた研究開発


総合科学技術・イノベーション会議（注1）が司令塔となり、府省の枠にとらわれず、社会的な課題解決の鍵となる技術の開発を推進するプログラムとして平成26年5月に創設されたSIP（注2）においては、研究開発の対象となる課題の一つとして、「自動走行システム」が掲げられている。自動走行システムを実用化するに当たっては、自動車が信号情報等をリアルタイムに認識し、制御を行う仕組みが必要不可欠となることから、警察庁では、SIPに基づき、信号情報等を提供する路側システム等の研究開発を実施している。


注1：内閣総理大臣及び科学技術政策担当大臣のリーダーシップの下、総合的・基本的な科学技術・イノベーション政策の企画立案及び総合調整を行うことを目的とした会議


注2：Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion
Program（戦略的イノベーション創造プログラム）の略













3　道路交通環境の整備による歩行者等の安全通行の確保


我が国では、全交通事故死者のうち、歩行中・自転車乗用中の死者の占める割合が欧米諸国と比べて著しく高くなっており（注）、歩行者・自転車利用者の交通事故防止対策が重要な課題となっている。


注：交通事故発生から30日以内の死者のうち、歩行中・自転車乗用中の死者の占める割合は、フランスが19.4％（平成26年）、イギリスが31.3％（26年）、アメリカが16.7％（25年）であるのに対して、日本は52.9％（27年）となっている。

（1）ゾーン30の推進


警察では、市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、道路管理者と連携して、ゾーン30の整備を推進している。ゾーン30とは、区域（ゾーン）を設定して、最高速度30キロメートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅を実施するとともに、その区域の道路交通の実態に応じて通行禁止等の交通規制の実施やハンプ（注）の設置等の対策により、区域内における速度抑制や通過交通の抑制・排除を図るものである。平成28年度末までに全国で約3,000か所を整備することを目標としており、27年度末までに2,490か所を整備した。

注：車両の低速走行等を促すための道路に設ける盛り上がり（凸部）

　
図表5-30　ゾーン30の整備イメージ

[image: 図表5-30　ゾーン30の整備イメージ]

（2）バリアフリー対応型信号機等の整備の推進


警察では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者、障害者等が道路を安全に横断できるよう、次の対策を講じている。

①　バリアフリー対応型信号機の整備


音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機、信号表示面に青時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間表示機能付き歩行者用灯器、歩行者・自転車と車両が通行する時間を分離して交通事故を防止する歩車分離式信号等を整備している。

　
[image: 音響式信号機]

音響式信号機

　
[image: 経過時間表示機能付き歩行者用灯器]

経過時間表示機能付き歩行者用灯器

②　見やすく分かりやすい道路標識・道路標示等の整備


標示板を大きくする、自動車の前照灯の光に反射しやすい素材を用いるなどして見やすく分かりやすい道路標識・道路標示を整備するとともに、横断歩道上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコートゾーンを整備している。

　
[image: 高輝度標識]

高輝度標識

　
[image: エスコートゾーン]

エスコートゾーン











4　駐車対策

（1）違法駐車の状況


違法駐車は、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、歩行者や車両の安全な通行の妨げとなったり、緊急自動車の活動に支障を及ぼしたりするなど、地域住民の生活環境を害し、国民生活全般に大きな影響を及ぼしている。


また、違法駐車は、交通事故の原因ともなっており、駐車車両への衝突事故件数は平成16年以降減少傾向にあるものの、27年中には976件発生し、44人が死亡した。さらに、110番通報された苦情・要望・相談のうち、駐車問題に関するものが14.2％を占めており、国民の関心も高い。

（2）駐車対策の推進

①　きめ細かな駐車規制


警察では、地域住民等の意見要望を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施するとともに、物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うなど、きめ細かな駐車規制を推進している。

　
[image: 荷さばきに配慮した駐車規制]

荷さばきに配慮した駐車規制

②　違法駐車の取締り


違法駐車の取締りについては地域住民の意見、要望等を踏まえてガイドラインを策定・公表し、これに沿ってメリハリを付けて行っている。当該ガイドラインについては定期的に見直しを行い、常に警察署管内における駐車実態を反映したものとなるよう努めている。また、放置車両（注1）の確認事務（注2）については、警察署長から委託を受けた法人の駐車監視員や警察官等により適正に運用されており、交通の安全と円滑を確保する上で相当の効果を上げている。


注1：違法駐車と認められる車両であって、その運転者がこれを離れて直ちに運転することができない状態にあるもの

注2：放置車両の確認と標章の取付けに関する事務

　
[image: 駐車監視員の活動状況]

駐車監視員の活動状況

　
図表5-31　確認事務の民間委託の状況（平成23～27年）

[image: 図表5-31　確認事務の民間委託の状況（平成23～27年）]

　
図表5-32　違法駐車の取締り状況（平成27年）

[image: 図表5-32　違法駐車の取締り状況（平成27年）]

③　ハード・ソフト一体となった駐車対策


警察では、特に違法駐車が著しい幹線道路について、道路管理者等と協力して、ハード的手法（注1）とソフト的手法（注2）を一体とした集中的な違法駐車対策を推進している。

注1：路外駐車場や荷さばきスペースの整備等

注2：きめ細かな駐車規制の実施、違法駐車取締り等

④　保管場所の確保対策


道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため、警察では、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づき、保管場所証明書の交付、軽自動車の保管場所に係る届出受理等を行うとともに、いわゆる青空駐車（注1）や車庫とばし（注2）の取締りを行っている。

注1：道路を自動車の保管場所として使用する行為

注2：自動車の使用の本拠の位置や保管場所の位置を偽って保管場所証明を受ける行為











第5節　道路交通秩序の維持

1　交通指導取締り

（1）悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為への対策


警察では、平成25年12月に有識者懇談会において取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、機動的な交通街頭活動をより一層推進し、違法行為の未然防止に努めるとともに、交通事故の分析結果、地域住民からの取締り要望等を踏まえ、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の交通事故に直結する悪質性・危険性の高い違反及び駐車違反等の迷惑性が高い違反に重点を置いた取締りに努めている。

また、速度管理や速度取締りに関する指針を設定・公表して、国民への情報発信に努めている。

27年中は、705万5,982件の道路交通法違反を取り締まっている。

　
図表5-33　主な道路交通法違反の取締り状況（平成27年）

[image: 図表5-33　主な道路交通法違反の取締り状況（平成27年）]

　
[image: 白バイの活動]

白バイの活動


コラム　新たな速度違反取締装置の導入


警察庁では、取締りスペースの確保が困難な道路や警察官の配置が困難な深夜等の時間帯において速度取締りが行えるよう、新たな取締り装置の研究を進めている。


平成28年3月からは、海外で導入実績があり、生活道路での取締りに使用できる小型の速度違反取締装置を埼玉県及び岐阜県に試行的に配備し、その取締り効果や運用方法について検証を進めており、検証結果を踏まえ、全都道府県警察への導入を図ることとしている。

　
[image: 可搬式]

可搬式

　
[image: 半可搬式]

半可搬式

　
[image: 固定式]

固定式



（2）使用者等の責任追及等


事業活動に関して行われた過労運転、過積載運転、放置駐車、最高速度違反等の違反やこれらに起因する事故事件について、運転者の取締りにとどまらず、使用者に対する指示や自動車の使用制限命令を行っているほか、これらの行為を下命・容認していた使用者等（注）を検挙するなど、使用者等の責任追及に努めている。


また、タクシーやトラック等の事業用自動車の運転者が、その業務に関して行った道路交通法等に違反する行為については、運輸支局等に通知して所要の行政処分等を促し、事業用自動車による交通事故防止に努めている。


さらに、自動車整備業者等による車両の不正改造等、事業者による交通の安全を脅かす犯罪に対しても、取締りを推進している。


注：使用者のほか、安全運転管理者その他自動車の運行を直接管理する地位にある者も含む。


事例


平成27年4月、ブレーキの整備を十分に実施しないまま走行した事業用大型乗用自動車（観光バス）が、信号停止中の事業用大型乗用自動車に追突し、両車両の乗客15人が負傷した。この交通事故を端緒として、追突した観光バスを所有していた会社の代表取締役（68）及び整備担当者（70）を同年9月に道路交通法違反（整備不良車両運転）で検挙するとともに、同年10月には同社に両罰規定を適用した（静岡）。

　
[image: 観光バスの交通事故状況]

観光バスの交通事故状況



（3）暴走族等対策


全国の暴走族構成員数は減少傾向にあるものの、暴走族等に関する110番通報件数は1年間で3万件を超えており、いまだ高い水準にある。


暴走族の引き起こす犯罪は、道路交通関係法令違反のほか、刑法犯等様々な罪種にわたっていることから、共同危険行為等の現場検挙を始め、各種法令を適用した取締りを推進している。また、中学校・高校において暴走族加入阻止教室を開催しているほか、家庭、学校、保護司等と連携し、暴走族から離脱させるための措置を執るなど、総合的な暴走族対策を推進している。

　
[image: 暴走族等総合対策会議（5月、三重）]

暴走族等総合対策会議（5月、三重）


さらに、元暴走族構成員等が中心となって結成された「旧車會」等と呼ばれる集団の中には、暴走族風に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて、大規模な集団走行を各地で行うなど、地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼしているものもあることから、関係機関と連携して騒音関係違反（注）等に対する指導取締りを行っている。


注：騒音関係違反とは、道路交通法違反のうち、近接排気騒音に係る整備不良、消音器不備及び騒音運転等をいう。

　

図表5-34　暴走族等の構成員数、検挙人員及び暴走族等に関する110番通報件数の推移（平成23～27年）

[image: 図表5-34　暴走族等の構成員数、検挙人員及び暴走族等に関する110番通報件数の推移（平成23～27年）]

　
[image: 旧車會に対する取締り]

旧車會に対する取締り











2　交通事故事件捜査

（1）交通事故事件の検挙状況

平成27年中の交通事故事件に係る検挙件数は、図表5－35のとおりである。

　
図表5-35　交通事故事件の検挙状況（平成27年）

[image: 図表5-35　交通事故事件の検挙状況（平成27年）]

（2）適正かつ緻密な交通事故事件捜査


交通事故事件捜査においては、初動捜査の段階から危険運転致死傷罪の立件も視野に入れた、適正かつ緻密な捜査を推進している。


死亡事故又は重傷事故のうち、ひき逃げ事件に係るもの、危険運転致死傷罪の適用が見込まれるもの、一方の当事者の供述以外に証拠が得られないおそれがあるものなどについては、都道府県警察本部の交通事故事件捜査担当課に配置した交通事故事件捜査統括官等が現場に臨場して捜査を統括するなど、組織的かつ重点的な捜査を推進している。


ひき逃げ事件については、迅速な初動捜査を行うとともに、ミクロカラー測定検索装置（注）等の交通鑑識資機材を効果的に活用し、被疑者の早期検挙に努めている。平成27年中の死亡ひき逃げ事件の検挙率は95.3％であった。

注：ひき逃げ事件現場に遺留された自動車塗膜片から容疑車両の車種を特定する装置


事例


27年8月、普通乗用自動車を運転して、海水浴帰りの歩行者3人をひいて逃走した死亡ひき逃げ事件について、運転者（20）を過失運転致死傷罪及び道路交通法違反（救護義務違反等）で逮捕した。その後、現場痕跡等の採証や同車両の速度鑑定等の捜査を実施した結果、事件当時、運転者が制御困難な高速度で自動車を走行させていたことを立証（同年9月、より罰則の重い危険運転致死傷罪で起訴）した（神奈川）。

　
[image: 交通事故現場の鑑識状況]

交通事故現場の鑑識状況



（3）交通事故事件捜査の科学化・合理化


緻密で科学的な交通事故事件捜査を推進するべく、衝突実験に基づく事故解析等の専門的研修等により、交通鑑識に係る高度な知識及び技能を有する交通捜査員を養成している。


また、客観的証拠に基づいた事故原因の究明を図るとともに、交通事故当事者の負担を軽減するため、常時録画式交差点カメラや3Ｄレーザースキャナ（注）を始めとする各種の機器の活用を図るほか、一定の軽微な物件事故について現場見分を省略する制度を活用するなど、捜査の合理化を図っている。


注：レーザー光線を周囲に照射することで、事故現場における道路構造や路面の痕跡、遺留品の散乱状況等を自動的かつ正確に計測し、三次元点群データを作成する機器。同データは、専門のシステムにより、三次元画像処理や図化ができる。

　
[image: 3Dレーザースキャナによる測定状況]

3Dレーザースキャナによる測定状況

　
[image: 事故解析に関する研修の状況]

事故解析に関する研修の状況

　
[image: 3Dレーザースキャナによる三次元画像]

3Dレーザースキャナによる三次元画像

（4）交通事故被害者等の支援


平成28年4月に警察庁が策定した「警察庁犯罪被害者支援基本計画」に基づき、適切な被害者支援が行われるよう、交通事故の被害者及びその家族又は遺族（以下「被害者等」という。）の要望や心情に配意した捜査に努めるとともに、被害者連絡実施要領（注）等に基づき、ひき逃げ事件、危険運転致死傷罪等に該当する事件、交通死亡事故及び全治3か月以上の重傷事故の被害者等に対して、捜査の初期の段階から事案概要や捜査経過、被疑者の検挙状況等を連絡している。


また、被害者連絡制度、刑事手続、補償制度等のほか、事案の特性やニーズに応じた内容を盛り込んだ「被害者の手引」や各種相談窓口等を紹介した「現場配布用リーフレット」を配布している。


さらに、都道府県警察本部の交通事故事件捜査担当課に配置された被害者連絡調整官等を効果的に運用し、組織的かつ適切な被害者支援を推進するとともに、被害者等の心情に配意した適切な対応がなされるよう交通捜査員等に対する教育を強化している。


注：犯罪被害者等に捜査状況等を確実に連絡するため、8年に制定されたもので、連絡対象となる事件、連絡内容等について定めている。

　
[image: 「被害者の手引」及び「現場配布用リーフレット」]

「被害者の手引」及び「現場配布用リーフレット」











警察活動の最前線




運転者の心に伝わる交通指導取締り



岡山県警察本部交通部

交通機動隊白バイ第二係

小山　直美（こやま　なおみ）　巡査部長

　
[image: ももくん　ももかちゃん]

ももくん　ももかちゃん



現在、私は、白バイ乗務員として、日々、交通指導取締りに従事しています。


交通違反をした車を発見してから、「ヒューン」と白バイのサイレンを鳴らして違反車両を停止させ、必要な手続をとって運転者を見送るまでにかかる時間は約10分です。


とても短い時間ではありますが、その時間の中で運転者に交通ルールを守る必要性を理解してもらい、交通事故を減少させることが、私の務めだと考えています。人に何かを理解してもらうこと、まして年齢や性別、性格も様々な初対面の運転者に理解してもらうことは、容易ではありません。中には感情的になる運転者もいますが、私は、過去に取り扱った交通事故の悲惨さを訴えつつ、交通ルールを守る必要性を理解してもらうように努めています。


私は、普段、大切な人、大切な家族に囲まれて生活しています。道路を行き来する全ての人にも大切な人、大切な家族がいることでしょう。交通事故によって大切な人が傷つく悲しみを1件でも減らせるように、これからも、運転者の心に伝わる交通指導取締りを行いたいと思います。

　
[image: 右側が本人]

右側が本人






被害者等の無念を心に



岐阜県警察本部交通部

交通指導課交通捜査第一係

池ノ上　英文（いけのがみ　ひでふみ）　巡査部長

　
[image: らぴぃ]

らぴぃ




ひき逃げ事件は、極めて卑劣で許すことのできない犯罪です。私が勤務する交通捜査第一係は、ひき逃げ事件の犯人検挙を使命として日夜活動しています。


ある日、道路を横断中の高齢女性が被害者となる死亡ひき逃げ事件が発生し、私は遺族からの事情聴取を担当することとなりました。しかし、その方は突然家族を失った悲しみで言葉を失い、被害者の事故前の状況を質問しても、返答もままならない状態でした。私はその姿を目の当たりにした時、犯人に対して強い憤りを感じると同時に、被害者はもとより、残された遺族のためにも「必ず犯人を検挙する」と心に誓いました。この事件では、信頼し合える仲間と共に、地面を這っての証拠収集、防犯カメラ映像の解析、現場周辺での聞き込み捜査等の警察力を結集した捜査を行った結果、無事犯人を検挙することができました。


ひき逃げ事件の犯人の多くは、逃げた理由について「飲酒運転だった」「人と思わなかった」等と身勝手な言い訳をします。しかし「逃げ得」が許される世の中では亡くなられた被害者やその遺族の無念は晴れません。


ひき逃げ事件捜査員としてはまだ新米の私ですが、「逃げ得は許さない」この熱い気持ちを心に持ち続け、ひき逃げ事件の解決に向け職務にまい進したいと思います。

　
[image: 右から2人目が本人]

右から2人目が本人





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第6章　公安の維持と災害対策

第1節　外事情勢と諸対策

1　対日有害活動の動向と対策


北朝鮮、中国及びロシアは、様々な形で対日有害活動を行っており、警察では、平素からその動向を注視し、情報収集・分析等を行っている。

（1）北朝鮮の動向

①　 硬軟両様の外交政策から強硬路線へ


北朝鮮は、平成26年に引き続き、27年3月に弾道ミサイルを発射し、さらに同年5月には潜水艦から弾道ミサイルを射出する実験に成功したことを発表するなど、米国及び韓国に向けて軍事力を誇示する動向がみられた。また、同年8月の南北軍事境界線付近で地雷が爆発した事案を契機として南北間の軍事的緊張が高まり、最終的に双方が砲撃し合うという事態にまで発展した。その後、南北間で緊張緩和に向けた合意に至り、同年10月には、北朝鮮は、当該合意内容の一つである離散家族再会事業を実施した。しかし、同年12月に南北間で行われた次官級会合では成果を得られず、北朝鮮は国営メディアを通じて、同会合が「何ら結実なく終わった」と非難した。28年には、北朝鮮は1月に核実験、2月に「人工衛星」と称する長距離弾道ミサイルの発射をそれぞれ強行した。また、これに対する国際連合安全保障理事会決議（以下「国連安保理決議」という。）による制裁措置等や同年3月に開始された米韓合同軍事演習に反発して、各種声明を発出し、繰り返し弾道ミサイルを発射するなど、国際社会への対決姿勢を強めた。

　
[image: 長距離弾道ミサイル発射の状況（28年2月）（AFP=時事）]

長距離弾道ミサイル発射の状況（28年2月）（AFP=時事）


中朝関係については、27年10月の「朝鮮労働党創建70周年」記念行事に際して、金正恩（キムジヨンウン）朝鮮労働党第一書記（当時）が、中国共産党幹部である劉雲山（りゆううんざん）中央政治局常務委員と会談したほか、軍事パレードにおいて外国賓客として唯一同委員を観覧席の金正恩朝鮮労働党第一書記（当時）の隣に招くなど、両者の友好関係を印象付ける動向もうかがわれた。しかし、同年12月には、両者の友好関係を示す動向として注目されていた北朝鮮の牡丹峰（モランボン）楽団による訪中公演が直前で中止され、さらに、28年3月には中国が北朝鮮に対する制裁措置を内容とする国連安保理決議に賛成したことに伴い、中朝関係の先行きは不透明感が増している。

②　権力基盤の盤石化を継続


北朝鮮は、28年5月、36年ぶりとなる朝鮮労働党第7回大会を開催し、今後も核開発と経済建設を同時に行う「並進路線」の堅持等の方針を主張したほか、金正恩氏が朝鮮労働党の最高位となる朝鮮労働党委員長に就任し、最高指導者としての権威向上を企図した。


北朝鮮において、玄永哲（ヒヨンヨンチヨル）人民武力部長（当時）を始めとする複数の幹部が粛清されたとする報道にみられるように、金正恩氏が不満分子を排除することにより政権の権力基盤強化を行っている可能性がある。その一方で、「朝鮮労働党創建70周年」記念行事や朝鮮労働党第7回大会等様々な場面において、金正恩氏が「人民愛」を強調する動向もあった。

③　朝鮮総聯（れん）による諸工作


朝鮮総聯は、27年4月、許宗萬（ホジヨンマン）朝鮮総聯議長宅等に対する強制捜査に関連し、都内において、「在日本朝鮮人中央緊急集会」を開催するなど、抗議・けん制活動を行った。また、朝鮮学校が高校授業料無償化制度の適用から除外されたことや、朝鮮学校への補助金支給を打ち切る自治体が増加していることを不当であるなどと主張し、各種宣伝活動や自治体等に対する要請行動を行った。


朝鮮総聯中央本部の土地・建物をめぐっては、27年1月、強制競売により所有権を得た香川県の不動産業者から山形県の不動産業者に所有権が移転し、同年6月、同社は、会社分割の方法により新たに設立した会社に、朝鮮総聯中央本部の土地・建物に係るものを含め、関東における不動産賃貸事業に関する権利義務を承継させた。

（2）中国の動向

①　中国国内の情勢等


平成27年3月に北京で開催された第12期全国人民代表大会第3回会議において、李克強（りこくきよう）首相は、政府活動報告を行い、同年の活動について、抗日戦争勝利70周年記念に関する活動、「一帯一路」（注）の建設、「海洋強国」の建設等の推進を強調するとともに、国防政策については、「強固な国防、強大な軍を確立することは国の主権、安全、発展の利益を擁護する上での根本的な保障である」と述べた。さらに、経済政策については、27年の経済成長率目標を26年の7.5％前後から7％前後とし、3年ぶりに前年の経済成長率目標から引き下げることを明らかにした。


27年10月に開催された中国共産党第18期中央委員会第5回全体会議（五中全会）において採択された、28年からの5年間の国民経済や社会発展の中期目標を定めた「第13次5カ年計画」の草案では、「中高速の経済成長の維持」を目標とすることが明記され、習近平（しゆうきんぺい）総書記は、計画期間中の経済成長率について年平均6.5％以上の成長が必要だと述べた。このほか、「一人っ子政策」を撤廃し、全ての夫婦に第2子の出産を認める方針等が示された。


注：25年9月、習近平総書記がカザフスタンを訪問した際に提唱した、中国と中央アジアを結び欧州に至る「陸上シルクロード」（通称「シルクロード経済ベルト（一帯）」）と、同年10月にインドネシアを訪問した際に提唱した、中国と東南アジア諸国連合（ASEAN）、南アジア、更に中東・アフリカを経て欧州を結ぶ「海上シルクロード」（通称「21世紀海上シルクロード（一路）」）の2つからなる、中国と周辺国家との経済・貿易関係等を拡大・強化する構想のこと。

　
[image: 五中全会で演説する習総書記（新華社=共同）]

五中全会で演説する習総書記（新華社=共同）


中国国内では、経済成長の減速や、富裕層と貧困層との格差拡大、党・政府幹部による汚職・腐敗、少数民族問題に加え、環境汚染等の生活に密着する問題に対する国民の不平・不満が高まっているとみられ、特に、上海株式市場の株価急落や経済成長率の低迷等にみられる経済成長の減速は深刻な問題となっている。また、24年の習近平総書記就任以降に進められた反腐敗キャンペーンの摘発は、地方政府幹部のほか、閣僚級幹部にまで及んだ。


外交面では、中国は積極的な外交を展開し、27年9月には習近平総書記が訪米して、オバマ大統領と会談し、会談後の記者会見において「中国は米国と共に「新型大国関係」の構築に努め、衝突せず、互いに尊重し合う関係を目指す」などと述べた。また、中台関係については、同年11月、シンガポールにおいて、習近平総書記が台湾の馬英九（ばえいきゆう）総統と昭和24年の中台分断後初めての中台最高指導者による会談を行った。これは、平成28年1月に台湾総統選挙を控える中、同会談を行うことにより、独立志向が強く、当時、台湾の最大野党であった民進党をけん制したものとみられる。


軍事面では、27年の国防費を8,868億9,800万元（前年比10.1％増加）と公表するなど、5年連続で10％以上の増加を続けており、中国は軍事力の増強を図っている。同年5月に発表した「国防白書」に、中国の国家安全にとっての「外部からの阻害と挑戦」として、「日本の安全保障政策の転換」と「地域外の国の南シナ海への介入」を明記した。同年6月には、同国がスプラトリー諸島（南沙諸島）で進めていた南シナ海の埋立を完了したことを明らかにし、今後は軍事目的を含めた施設を建設することを表明した。さらに、同年9月に「抗日戦争勝利70周年」を記念して行われた軍事パレードにおいて、対艦弾道ミサイル「東風21D」や、中国本土からグアムの米軍基地を狙うことが可能な中距離弾道ミサイル「東風26」が初めて公開され、米国は警戒を強めている。

　
[image: 東風21D（Imaginechina/アフロ）]

東風21D（Imaginechina/アフロ）

②　我が国との関係をめぐる動向


24年9月、日本政府が尖閣諸島の一部の島について所有権を取得して以降、尖閣諸島周辺海域で中国公船の出現が常態化するとともに、我が国の領海に侵入する事案が度々発生し、緊迫した事態が続いている。警察では、尖閣諸島周辺海域において、関係機関と連携しつつ、情勢に応じて部隊を編成するなどして、不測の事態に備えている。


また、中国外交部は27年8月に発表された「内閣総理大臣談話」に対して、「日本は侵略戦争の性質と戦争責任について明確に説明し、被害国人民に真摯におわびし、軍国主義の歴史と決別すべきだ」などとする声明を発表した。さらに、同年9月には、天安門広場において、中国建国以来初めて、建国の記念ではなく「抗日戦争勝利」に焦点を当てた形で記念式典及び軍事パレードが開催された。今後も「日本の軍国主義を打倒することで、中国が世界の中で大国となった」という「抗日」の歴史観は、中国共産党による統治の正統性の宣伝や軍の引締め等に利用されるものとみられる。


その一方で、同年4月、習近平総書記が、インドネシアのジャカルタで安倍首相と会談を行うなど、日中関係の改善に向けた動向もみられた。

③　我が国における諸工作等


中国は、我が国において、先端技術保有企業、防衛関連企業、研究機関等に研究者、技術者、留学生等を派遣するなどして、巧妙かつ多様な手段で各種情報収集活動を行っているほか、政財官学等、各界関係者に対して積極的に働き掛けを行うなどの対日諸工作を行っているものとみられる。警察では、我が国の国益が損なわれることがないよう、こうした工作に関する情報収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしている。

（3）ロシアの動向


平成27年中、メドヴェージェフ首相を始めとする閣僚級の要人が相次いで北方領土を訪問したほか、同年9月にモルグロフ外務次官が「我々は日本と北方領土問題についていかなる交渉も行わない」と発言するなど、ロシアは北方領土問題をめぐり強硬な姿勢を示した。一方で、同年6月、ドイツで開催されたG7エルマウ・サミット後に行われた記者会見において、安倍首相は「プーチン大統領との対話をこれからも続けていく」と述べたほか、28年5月にはロシアのソチを訪問してプーチン大統領と会談するなど、日露間の対話は継続している。


また、ウクライナ情勢をめぐって、欧米諸国によるロシアに対する経済制裁及びロシアによる報復としての対抗措置が継続する中、27年9月、ロシアがアサド政権を支援するため内戦下のシリアで空爆を開始したことなどに対し、アサド大統領の退陣を求める米国が強く反発し、双方の対立が一層強まった。


ロシア国内では、欧米諸国による経済制裁や原油価格の下落等により経済状況が悪化したが、プーチン大統領は、同年5月、対ドイツ戦争勝利70周年を記念して行われた式典等で「戦勝国」としてのロシアを強調し、国民の愛国心を高めることなどによって、高い支持率を維持した。


また、同年1月、米国でロシア対外情報庁（SVR）の情報機関員とみられる3人が摘発されるなど、ロシア情報機関は世界各地において依然として活発に活動しており、我が国においても活発に情報収集活動を行っている。警察は、ソ連崩壊以降、これまでに9件の違法行為を摘発しており、今後もロシアの違法な情報収集活動により我が国の国益が損なわれることのないよう、厳正な取締りを行うこととしている。


事例


元陸上自衛隊幹部（64）は、25年5月、ロシアの情報機関員とみられる元在日ロシア連邦大使館付武官（50）から唆され、陸上自衛隊の部内資料を同人に交付した。27年12月、両人らを自衛隊法違反（秘密を守る義務違反教唆等）で検挙した（警視庁）。













2　大量破壊兵器関連物資等の不正輸出等の取締り

（1）大量破壊兵器関連物資等の不拡散についての国際的な取組


警察では、大量破壊兵器関連物資等の拡散が国際社会における安全保障上の重大な脅威となっている情勢を踏まえ、これまでに、我が国や各国が主催したPSI（注）阻止訓練に都道府県警察のNBCテロ対応専門部隊等を派遣しており、27年11月には、ニュージーランドが主催した訓練「MARU2015」に参加するなど、国際的な取組にも積極的に参加している。

注：Proliferation Security
Initiative（拡散に対する安全保障構想）の略。国際社会の平和と安定に対する脅威である大量破壊兵器関連物資等の拡散を阻止するために、国際法及び各国国内法の範囲内で、参加国が共同してとり得る移転及び輸送の阻止のための措置を検討・実践する取組のことで、105か国（平成27年12月末日現在）がPSIの基本原則や目的に対する支持を表明している。

（2）技術情報等の流出防止


我が国の技術情報とそれにより生産される製品の中には、使用方法によっては軍事用途に転用可能なものも多く含まれる。警察では、産学官の連携等による技術情報等の流出防止に向けた取組を行っているほか、平成27年12月までに、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事件を33件検挙しており、過去には、軍用の化学兵器の製造や核・ミサイルの開発に用いられるおそれがある物資の不正輸出事件等を検挙している。これらの事件においては、第三国を経由した迂回輸出の実態や摘発逃れを目的とした輸出名義人の偽装が確認されるなど、犯罪の手口が悪質・巧妙化しており、警察では、国内外の関係機関との緊密な連携等を通じて、違法行為に対する取締りを更に徹底することとしている。


事例


貿易会社役員（75）らは、武器及び大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれの高いものとして、外為法で輸出が規制されている炭素繊維を、経済産業大臣の許可を受けることなく、22年1月、韓国を経由して中国に輸出した。27年5月、同役員らを外為法違反（無許可輸出）で逮捕した（兵庫）。



（3）対北朝鮮措置に関係する違法行為の取締り


我が国は、北朝鮮によるミサイル発射及び核実験を受けて、国際連合安全保障理事会決議に基づく措置（武器等の輸出入の禁止、人的往来の禁止等）のほか、我が国独自の措置（北朝鮮籍船舶の入港禁止措置、北朝鮮との間の全ての品目の輸出入禁止等）を実施している。警察では、対北朝鮮措置の実効性を確保するため、対北朝鮮措置に関係する違法行為に対し、徹底した取締りを行っており、平成28年3月までに、36件検挙している。


事例


貿易会社役員（61）らは、18年10月14日から北朝鮮を原産地又は船積地域とする貨物の輸入禁止措置がとられていたにもかかわらず、22年9月、北朝鮮を原産地とする生松茸（たけ）を中国産と偽り、経済産業大臣の承認を受けることなく、中国・吉林及び上海を経由して北朝鮮から輸入した。27年3月、同役員らを外為法違反（無承認輸入）で逮捕した（京都、山口、島根、神奈川）。

　
[image: 生松茸産地偽造輸入経路]













第2節　公安情勢と諸対策

1　オウム真理教の動向と対策

（1）オウム真理教の動向


オウム真理教（以下「教団」という。）は、麻原彰晃こと松本智津夫への絶対的帰依を強調する主流派（「Aleph（アレフ）」）と松本の影響力がないかのように装う上祐派（「ひかりの輪」）を中心に活動している。


主流派は、依然として松本を「尊師」と尊称し、同人の「生誕祭」を開催しているほか、肖像写真を拠点施設の祭壇に飾るなど、同人への絶対的帰依を強調する「原点回帰」路線を徹底させている。こうした中、松本の妻が二男の教団復帰を画策し、これに反対する三女が全国の幹部信者に復帰反対を訴えたことに端を発し、内紛が生じている。


一方、上祐派は、同派のウェブサイトに旧教団時代の反省・総括の概要を掲載して、「松本からの脱却」を強調するなど、松本の影響力がないかのように装って活動しているほか、著名人との対談やマスコミ取材を積極的に受け入れるなどし、「開かれた教団」や組織の刷新のアピールに努め、団体規制法（注）に基づく観察処分の適用回避に全力を挙げている。しかし、その実態は依然として、松本及び同人の説く教団の教義を基盤としているものと認められる。


なお、平成27年1月、公安審査委員会は、教団に対し、現在も無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があるなどとして、団体規制法に基づき、公安調査庁長官の観察に付する処分の期間を3年間（30年1月末まで）更新する決定を行った。

注：無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律

　
図表6-1　オウム真理教の拠点施設等（平成27年12月31日現在）

[image: 図表6-1　オウム真理教の拠点施設等（平成27年12月31日現在）]

（2）オウム真理教対策の推進


警察は、無差別大量殺人行為を再び起こさせないため、引き続き、関係機関と連携して教団の実態解明に努めるとともに、組織的違法行為に対する厳正な取締りを推進しており、平成27年7月、観光庁長官等の登録を受けずに旅行業を営んだとして、旅行業法違反（無登録営業）で上祐派出家信者1人を検挙した（警視庁）。


また、地域住民の平穏な生活を守るため、教団施設周辺の地域住民や関係する地方公共団体からの要望を踏まえるなどして、教団施設周辺におけるパトロール等の警戒警備活動を行っているほか、地下鉄サリン事件等教団による一連の凶悪事件に対する記憶の風化を防止するとともに、教団の現状について適切な理解を得るため、各種機会を通じ、教団の現状等について広報活動を行っている。

　
[image: 教団施設周辺における警戒警備活動状況]

教団施設周辺における警戒警備活動状況











2　極左暴力集団の動向と対策

（1）極左暴力集団の動向


暴力革命による共産主義社会の実現を目指している極左暴力集団は、平成27年中も、組織の維持・拡大をもくろみ、暴力性・党派性を隠して大衆運動や労働運動に取り組んだ。


革マル派（注1）は、安倍政権が進める諸施策を批判し、「政権打倒」を主張して、独自の抗議行動に取り組んだ。また、平和安全法制をめぐる抗議行動、反戦・反基地、反原発等を訴える集会やデモ等に参加し、革マル派の主張を掲載したビラの配布や、団体旗等の掲出により、自派の存在を誇示するとともに、同調者の獲得を図った。一方、革マル派が相当浸透しているとみられる全日本鉄道労働組合総連合会（JR総連）及び東日本旅客鉄道労働組合（JR東労組）は、同派創設時の副議長であった故松嵜明元JR東労組会長の「業績を後世に伝えるため」などとして、全8巻からなる著作集の刊行を開始した。


中核派（党中央）（注2）は、労働運動を通じて組織拡大を図る「階級的労働運動路線」を堅持し、同派が主導する国鉄動力車労働組合（動労）の傘下に労働組合を新たに3県において結成した。また、中核派（党中央）が組織する「すべての原発いますぐなくそう！全国会議」（な全）は、全国各地で集会、デモ等に取り組んで同調者の獲得を図った。このほか、中核派系の全日本学生自治会総連合（全学連）等は、平和安全法制関連二法の国会審議を捉え、「国会包囲大闘争」等と称し、都内で集会、デモ等に取り組んだ。一方、19年11月に党中央と分裂した関西地方委員会（関西反中央派）は、反戦・反基地、反原発等を訴える集会やデモ等に参加し、同調者の獲得を図った。


革労協主流派（注3）は、成田闘争を重点に取り組んだ。一方、革労協反主流派（注4）は、反戦・反基地闘争に取り組み、27年4月には、米陸軍キャンプ座間に向けて飛翔弾を発射する事件を引き起こした。

注1：正式名称を日本革命的共産主義者同盟革命的マルクス主義派という。

注2：正式名称を革命的共産主義者同盟全国委員会という。

注3：正式名称を革命的労働者協会（社会党社青同解放派）という。

注4：正式名称を革命的労働者協会（解放派）という。

　
[image: 「6・15国会包囲デモ」（6月、東京）]

「6・15国会包囲デモ」（6月、東京）

（2）極左暴力集団対策の推進


警察では、極左暴力集団に対する事件捜査及び非公然アジト発見に向けたマンション、アパート等に対するローラーを推進するとともに、これらの活動に対する理解と協力を得るため、ポスター等の各種広報媒体を活用した広報活動を推進している。


また、平成27年9月、中核派系全学連活動家を監禁し、傷害を負わせたとして、同派系全学連活動家4人を監禁致傷罪で逮捕するとともに、関係箇所を捜索するなど、27年中には極左暴力集団の活動家ら28人を検挙した。

　
[image: 捜査への協力を呼び掛ける広報用ポスター]

捜査への協力を呼び掛ける広報用ポスター











3　右翼等の動向と対策

（1）右翼の動向

①　批判活動の展開

右翼は、平成27年中、領土問題、歴史認識問題等を捉え、活発な街頭宣伝活動等に取り組んだ。

　
[image: 右翼の街頭宣伝活動（12月、東京）]

右翼の街頭宣伝活動（12月、東京）


中国をめぐっては、同年10月、いわゆる南京事件に関係する文書がユネスコ記憶遺産（注）に登録されたことや、中国公船が尖閣諸島周辺の領海に繰り返し侵入していることを捉えた活動を行った。北朝鮮をめぐっては、拉致問題、とりわけ拉致被害者等の再調査に対する北朝鮮の消極的な姿勢を捉えた活動を行った。韓国をめぐっては、同年7月、「明治日本の産業革命遺産」の世界文化遺産登録に係る審議において、朝鮮人の強制徴用に関係する施設があるなどと韓国が主張したことや竹島問題等を捉えた活動を、ロシアをめぐっては、北方領土問題等を捉えた活動をそれぞれ行った。右翼は、これらの活動により、関係国、日本政府等を批判した。

右翼が上記の街頭宣伝活動等に動員した団体数、人数及び街頭宣伝車数は、図表6-2のとおりである。


注：手書き原稿、書籍、ポスター、図画、地図、音楽、写真、映画等の記録遺産を対象として、世界的重要性を有する物件をユネスコ（国連教育科学文化機関）が認定・登録する事業

　
図表6-2　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（平成27年）

[image: 図表6-2　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（平成27年）]

②　右翼関係事件の状況

27年中、「テロ、ゲリラ」事件の発生はみられなかった。

近年の右翼による違法行為の検挙状況の推移は、図表6－3のとおりである。

　
図表6-3　右翼関係事件の検挙状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表6-3　右翼関係事件の検挙状況の推移（平成23～27年）]


このうち、右翼運動に伴う事件（注）の検挙状況、右翼による恐喝事件や詐欺事件等の資金獲得を目的とした事件の検挙状況並びに右翼及びその周辺者からの銃器押収状況は図表6－4のとおりである。

注：右翼が街頭宣伝活動、抗議活動等を行う過程で引き起こした事件

　
図表6-4　右翼運動に伴う事件の検挙状況等（平成27年）

[image: 図表6-4　右翼運動に伴う事件の検挙状況等（平成27年）]

（2）右翼対策の推進

①　テロ等重大事件の未然防止に向けた違法行為の検挙


警察では、右翼によるテロ等重大事件の未然防止を図るため、銃器犯罪や資金獲得を目的とした犯罪を中心に、様々な法令を適用して違法行為の徹底検挙に努めている。

　
[image: 街頭宣伝活動に対する取締り状況]

街頭宣伝活動に対する取締り状況


事例


政治団体幹部（64）は、平成27年1月から同年7月にかけて、業として借受人2人に金銭の貸付けを行うに当たり、貸付金を振込入金する際に貸付名目額から利息を天引きする方法により、法定利息を上回る利息を受領した。27年9月、出資法違反で同人を検挙した（兵庫）。



②　街頭宣伝車対策の推進


警察では、右翼が街頭宣伝車を用いて行う活動のうち、国民の平穏な生活に影響を及ぼす悪質なものについては、様々な法令を適用して徹底した取締りに努めている。

　
図表6-5　街頭宣伝活動に対する取締り状況（平成27年）

[image: 図表6-5　街頭宣伝活動に対する取締り状況（平成27年）]

（3）右派系市民グループをめぐる情勢と警察の対応


平成27年中、在特会（注）を始め、極端な民族主義・排外主義的主張に基づき活動する右派系市民グループは、韓国や北朝鮮との問題等を捉えたデモや街頭宣伝活動等に各地で取り組み、全国におけるデモは約70件に及んだ。


また、右派系市民グループの活動に対して抗議する勢力（以下「反対勢力」という。）が、一部の参加者による過激な言動について、「ヘイトスピーチ」であると批判するなどして、抗議行動に取り組んだ。


このような情勢の下、28年6月、本邦外出身者に対する不当な差別的言動が許されないことを宣言し、その解消に向けた取組の基本理念を定めることなどを内容とする本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律が施行されるなど、ヘイトスピーチに対する社会の関心が一層高まっている。


警察は、引き続き、右派系市民グループと反対勢力とのトラブルに起因する違法行為の未然防止の観点から、厳正公平な立場で必要な警備措置を講じ、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき厳正に対処するとともに、警察職員に対する必要な教育を推進することとしている。

注：在日特権を許さない市民の会

　
[image: 右派系市民グループのデモ（12月、東京）]

右派系市民グループのデモ（12月、東京）


事例


右派系市民グループの男（52）は、26年9月、都内の路上においてデモ行進中、デモに反対する男性を金属製の棒で突くなどした。27年5月、同人を暴行罪で逮捕した（警視庁）。













4　日本共産党等の動向

（1）日本共産党の動向

①　第18回統一地方選挙の結果


日本共産党は、平成27年4月の第18回統一地方選挙では、特に「7つの県議空白県」（栃木、神奈川、静岡、愛知、三重、滋賀及び福岡）での議席獲得を重視して選挙活動に取り組んだ結果、41道府県議会議員選挙で111議席を獲得し、前回獲得した80議席から大幅に議席を伸ばした。この結果、今回改選がなかった都県を含めて、結党以来初めて全ての都道府県議会で議席を確保した。日本共産党は同選挙について、「一昨年（25年）の都議選・参院選、昨年（26年）の総選挙に続く、重要な躍進」などと評価する一方、「後継候補者を擁立できず、みすみす議席を後退させた選挙区も少なくありません」などと問題点を指摘した上で、「わが党が克服すべき最大の問題が、党の自力の弱点にある」と総括した。

②　「国民連合政府」構想の提唱


日本共産党は、27年9月に第4回中央委員会総会を開催し、「「戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府」の実現をよびかけます」と題して、「戦争法廃止、安倍内閣打倒のたたかいをさらに発展させる」こと、「戦争法廃止で一致する政党・団体・個人が共同して国民連合政府をつく」ること及び「国民連合政府樹立で一致する野党が、国政選挙で選挙協力をおこな」うことの3点を柱とした「国民連合政府」構想を提唱した。

③　「戦争法案阻止・党勢拡大大運動」の取組


日本共産党は、27年6月の幹部会で提起した「戦争法案阻止・党勢拡大大運動」に取り組んだ結果、同年9月末までに5,051人の新入党員と1万3,054人の「しんぶん赤旗」読者を獲得したと公表した。

　
図表6-6　日本共産党の党員数と機関紙読者数の推移

[image: 図表6-6　日本共産党の党員数と機関紙読者数の推移]

（2）日本民主青年同盟の動向


日本民主青年同盟は、平成27年11月、静岡県内で第39回全国大会を開催し、26年11月の第38回全国大会後の1年間で865人の同盟員と710人の機関紙読者を獲得したと公表した。


第39回全国大会には、日本共産党から山下芳生書記局長（当時）が出席して挨拶し、「「戦争法廃止の国民連合政府」の実現にむけて、ともに大きな運動をすすめよう」と呼び掛けた。











5　大衆運動の動向


警察は、公共の安全と秩序の維持に当たるという警察の責務を遂行するため、大衆運動に伴う違法行為や事故を未然に防止するために必要な警備措置を講ずるとともに、違法行為が発生した際には、捜査等の必要な措置を講ずることとしている。

（1）平和安全法制をめぐる動向


平和安全法制をめぐり、平成27年5月中旬から国会議事堂周辺等において、断続的に抗議行動が行われた。参議院での採決前の同年8月30日には、国会議事堂周辺等における抗議行動に約12万人（主催者発表）が参加した。

（2）反戦・反基地運動


沖縄県の普天間飛行場の名護市辺野古への移設をめぐり、移設計画の撤回や工事中止等を訴え、キャンプ・シュワブゲート前等で抗議行動が行われた。平成27年5月17日に那覇市内で開催された集会には、約3万5,000人（主催者発表）が参加したほか、都内では国会議事堂周辺等において抗議行動が行われた。

（3）原子力政策をめぐる動向


原子力発電所の再稼動等を捉え、毎週金曜日の首相官邸前における抗議行動を始め、全国各地で反対集会、デモ等が行われた。とりわけ、国内全ての原子力発電所の運転が停止する中、平成27年8月に川内原子力発電所が再稼動した際には、川内原子力発電所の正門前等で集会、デモが行われ、同年8月9日の集会等には、約2,000人（主催者発表）が参加した。

（4）国際会議等を捉えた反グローバリズム等の社会運動


平成27年6月開催のG7エルマウ・サミット（ドイツ）では、エルマウ周辺でG7に反対する活動家ら約3,600人がデモを行い、一部の活動家が警察部隊と衝突した。ミュンヘンでは、約3万4,000人がデモに取り組んだ。サミット期間中、一時拘束を含め70人以上が逮捕された。

　
[image: ドイツ・エルマウでの抗議（6月）（EPA=時事）]

ドイツ・エルマウでの抗議（6月）（EPA=時事）

（5）我が国の捕鯨を取り巻く国内外の動向

過激な環境保護団体「シー・シェパード（Sea
Shepherd）」は、和歌山県太地町において、イルカ漁に対する抗議活動を行った。警察では、警戒活動を推進し、法務省入国管理局等と連携して水際対策を強化しており、平成27年中、シー・シェパード関係者7人が上陸拒否された。


また、シー・シェパードは、我が国が行う南極海における鯨類科学調査に対し、過激な妨害活動に取り組んできたが、27年2月から3月にかけて行われた科学調査に対しては、我が国が目視による調査のみとし、捕獲を中止していたことから、妨害活動は行われなかった。同年12月に実施された捕獲を伴う新たな科学調査に対しては、抗議船を南極海に派遣したが、調査船団を発見できず、結果として妨害活動は行われなかった。

　
[image: 活動家に職務質問する警察官]

活動家に職務質問する警察官

（6）雇用問題を捉えた運動


全国労働組合総連合（全労連）は、労働者派遣法や労働基準法等の改正に反対する運動に取り組み、平成27年5月の第86回中央メーデーで「時給1,000円以上、全国一律最賃制の実現」、「安倍「暴走」政治ストップ」等のスローガンを掲げて集会及びデモを行った。











第3節　災害等への対処と警備実施

1　自然災害等への対処

（1）自然災害の発生状況と警察活動


平成27年中は、地震、大雨、台風及び強風により、死者・行方不明者14人、負傷者467人等の被害が発生した。23年から27年にかけての自然災害による主な被害状況は、図表6-7のとおりである。

　
図表6-7　自然災害による主な被害状況の推移（平成23～27年）

[image: 図表6-7　自然災害による主な被害状況の推移（平成23～27年）]


27年中は、27個の台風が発生し、うち4個が日本に上陸した。同年9月9日から11日にかけて、台風及び前線の影響により、関東地方と東北地方で記録的な大雨となった（「平成27年9月関東・東北豪雨」）。また、同年5月には口永良部島が噴火し、全島民に避難指示が出された。

①　平成27年9月関東・東北豪雨


27年9月9日から11日にかけて、台風及び前線の影響により、関東地方と東北地方で記録的な大雨となった。特に、10日から11日にかけて、栃木県、茨城県及び宮城県に大雨特別警報が発表され、茨城県において鬼怒川の堤防が決壊するなどして、死者8人、負傷者77人等の被害が発生した。


警察では、13都県警察から広域緊急援助隊を中心とする警察災害派遣隊延べ約3,000人を茨城県警察へ派遣したほか、警察用航空機（ヘリコプター）延べ36機を茨城県警察及び宮城県警察へ派遣し、被害情報の収集、被災者の救出救助等を実施した。

これらの活動により、警察では、茨城県、宮城県及び栃木県において、600人以上を救助した。

　
[image: ボートによる救出救助活動（茨城県）]

ボートによる救出救助活動（茨城県）

　
[image: 家屋2階からの救出救助活動（宮城県）]

家屋2階からの救出救助活動（宮城県）

②　口永良部島の噴火


27年5月29日午前9時59分、鹿児島県の口永良部島が噴火し、噴火警戒レベル（注）がレベル3（入山規制）からレベル5（避難）に引き上げられ、全島民に島外への避難指示が出され、負傷者1人の被害が発生した。


鹿児島県警察では、警察用航空機等の活用による被害情報の収集、住民の避難誘導、避難区域の残留者確認、避難所における相談対応等の活動を実施した。


注：火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や住民等がとるべき対応を5段階に区分して発表する指標

　
[image: 避難所での相談対応（鹿児島県）]

避難所での相談対応（鹿児島県）


コラム　東日本大震災への対応（注）

東日本大震災による被害は、死者1万5,894人、行方不明者2,558人等に上っている。


これまでに、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に対し、全国から延べ約134万人の警察職員を派遣するとともに、震災から5年が経過した現在も、仮設住宅での防犯活動、行方不明者の捜索活動、避難指示区域等における警戒警ら等を継続して行っている。

注：数値はいずれも平成28年5月10日現在のもの

　
[image: 行方不明者の捜索状況（福島県）]

行方不明者の捜索状況（福島県）



（2）大規模災害への備え

①　危機管理体制の再構築


警察では、東日本大震災における反省・教訓を踏まえ、災害に係る危機管理体制を再構築するため、組織横断的な取組を行っている。


各都道府県警察においては、災害対処能力の向上や初動態勢の確立のための取組を計画的に進めているほか、南海トラフ地震、首都直下地震等の被害想定や局地的な豪雨による土砂災害等最近における災害の特徴を踏まえつつ、各都道府県の地理的特性に応じた災害対策を推進している。


また、災害対処能力の向上を図るため、初動対処や救出救助訓練、都道府県警察間での合同訓練等を実施しているほか、各種装備資機材の整備を進めている。

　
[image: 広域緊急援助隊合同訓練（香川県）]

広域緊急援助隊合同訓練（香川県）

②　災害警備訓練施設の運用


警察庁では、大規模な地震や大雨等による土砂災害等、我が国における災害の特性を踏まえ、より災害現場に即した環境で体系的・段階的な救出救助訓練を実施するための災害警備訓練施設を整備し、平成28年度から運用を開始した。

　
[image: 災害警備訓練施設における訓練]

災害警備訓練施設における訓練

③　今後の災害対策の見直し


警察では、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害における措置について、政府における各種計画の策定・見直し等を踏まえ、引き続き、部隊派遣計画等の具体的な検討を進めている。











2　警備実施

（1）警衛・警護警備

①　警衛警備


警察では、皇室と国民との間の親和に配意した警衛警備を実施し、御身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏等による事故の防止を図っている。


平成27年中の国内での主な行幸啓は図表6-8、行啓は図表6-9のとおりである。海外へは、同年4月に天皇皇后両陛下が戦没者の慰霊及び国際親善のためパラオ国を御訪問になったほか、同年7月に皇太子同妃両殿下が国王陛下戴冠式御参列のためトンガ国を御訪問になるなど、皇族方が合計8回御訪問等になった。

　
[image: 第35回全国豊かな海づくり大会御臨席に伴う警衛警備（10月、富山）]

第35回全国豊かな海づくり大会御臨席に伴う警衛警備（10月、富山）

　
図表6-8　主な行幸啓（平成27年）

[image: 図表6-8　主な行幸啓（平成27年）]

　
図表6-9　主な行啓（平成27年）

[image: 図表6-9　主な行啓（平成27年）]

②　警護警備


警察では、テロ等違法事案の発生が懸念される厳しい警護情勢の下、的確な警護警備に向けた取組を推進して要人の身辺の安全を確保している。

27年中の首相の海外訪問は図表6-10、主な外国要人の来日は図表6-11のとおりである。

　
[image: チョン・ベトナム共産党中央執行委員会書記長来日に伴う警護警備（9月）（AFP=時事）]

チョン・ベトナム共産党中央執行委員会書記長来日に伴う警護警備（9月）（AFP=時事）

　
図表6-10　首相の主な海外訪問（平成27年）

[image: 図表6-10　首相の主な海外訪問（平成27年）]

　
図表6-11　主な外国要人の来日（平成27年）

[image: 図表6-11　主な外国要人の来日（平成27年）]

（2）機動隊の活動


都道府県警察には、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設部隊として機動隊が設置されているほか、管区機動隊、第二機動隊等が設置されている。


また、各種警察事案に対応できるよう、爆発物処理班や水難救助部隊、銃器対策部隊等の機能別部隊が編成されており、その専門能力をいかした人命救助活動や捜査活動等に従事している。

　
[image: 機動隊の訓練]

機動隊の訓練

　
図表6-12　機動隊の概要

[image: 図表6-12　機動隊の概要]

　
図表6-13　機動隊の活動

[image: 図表6-13　機動隊の活動]

（3）雑踏警備


祭礼等の行事に際して多数の人が集まることにより事故が発生するおそれがある場合には、雑踏事故の未然防止を図るため、警察ではあらかじめ行事の主催者や施設の管理者に対して必要な安全対策をとるよう要請しているほか、警察部隊の投入が必要と判断される場合には、所要の体制を確立し雑踏警備を行っている。


また、平成13年7月に兵庫県明石市で発生した雑踏事故の教訓を踏まえ、雑踏事故防止のための遵守すべき基本的事項の再徹底や体制の確立に努めている。

　
[image: 雑踏警備の状況]

雑踏警備の状況

　
図表6-14　雑踏警備に従事した警察官数の推移（平成23～27年）
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図表6-15　雑踏警備の流れ

[image: 図表6-15　雑踏警備の流れ]











警察活動の最前線




災害救助と機動隊の絆



熊本県警察本部警備部機動隊第1小隊

出田　諒（いでた　りょう）　巡査長

　
[image: ゆっぴー]

ゆっぴー




私は、機動隊のレンジャー隊員として、災害や遭難現場での捜索・救助、爆発物の処理を要する事案や立てこもり事案への対処など、様々な現場での活動を使命とし、充実した日々を送っています。　


当隊では、普段からあらゆる現場を想定した実戦的訓練を積み重ね、現場対応能力の向上に努めています。当然、訓練は厳しいですが、「流した汗は裏切らない」を合い言葉に全員が励まし合いながら訓練に取り組んでおり、困難な現場で任務を完遂したときには、何ものにも代え難い達成感を味わうことができます。


これまで経験した現場のうち、最もそれを感じたのは山岳での行方不明者捜索でした。極寒の中、一歩足を踏み外せば滑落の危険がある険しい山道からロープを使って崖を降下しながら捜索していたところ、約100メートル崖下に行方不明者を発見したのです。地理的条件からヘリは使えず、要救助者を背負って下山しなければならないなど困難を極めましたが、捜索に当たっていた隊員全員が仲間を信じ、一致団結して「要救助者を必ず救助する」という強い信念を持って活動し、任務を完遂しました。


このような現場を乗り越えられたのは、普段の厳しい訓練で培った隊員同士の強い信頼関係があったからこそだと思います。この深い絆で結ばれた仲間がいる機動隊で勤務できることを誇りに思うとともに、今後も県民の安全安心のために頑張っていきたいと考えています。

　
[image: 熊本県警察本部警備部機動隊第1小隊　出田　諒（いでた　りょう）　巡査長]






那須御用邸警察犬担当者として



皇宮警察本部警備部警備第二課

那須御用邸皇宮護衛官派出所

髙田　健（たかだ　けん）　皇宮巡査

　
[image: 五三の桐]

五三の桐




「皇宮警察で警察犬業務に携わりたい」そんな思いを胸に平成24年春、皇宮護衛官を拝命しました。3年後、警視庁警察犬訓練所における集中研修を経て、栃木県・那須御用邸の警察犬担当者となりました。


那須御用邸は、皇居の約6倍という広大な面積を有し、その大部分が森林等に覆われていることから、管内の警戒には、人の目だけでなく、人の数千倍という鋭い嗅覚を持った警察犬を伴っての警らが非常に重要となっています。また、警察犬は侵入者を発見した際には溢れる闘争心で犯人を追い詰め、逃走・反撃を諦めさせる力を持っています。こうした警察犬の優れた能力を最大限に発揮させるためにも日夜訓練に励んでいます。


着任して半年後、私は新たに配置されたトーマス号の担当となりました。毎日、厳しくかつ優しく接しながらも、訓練は困難の連続です。何を考えているのか、何を求めているのか、あらゆる情報はトーマス号の表情と態度から感じ取るしかなく、ある意味では、対人関係以上にコミュニケーション能力が重要になってきます。この訓練次第で、トーマス号がどのような能力をいかした警察犬に成長するかが決まります。トーマス号の一生を左右する大きな責任感とやりがいを感じながら、日々業務に励んでいます。

　
[image: トーマス号と本人]

トーマス号と本人





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











第7章　警察活動の支え

第1節　警察活動の基盤

1　警察の体制

（1）定員


平成28年度の警察職員の定員は総数29万5,664人であり、このうち7,797人が警察庁の定員、28万7,867人が都道府県警察の定員である。

　
図表7-1　警察職員の定員（平成28年度）

[image: 図表7-1　警察職員の定員（平成28年度）]

（2）警察力強化のための取組


地方警察官については、平成13年度から27年度までの間に合計2万9,831人の増員を行ってきた（注）。刑法犯認知件数が15年以降13年連続して減少するなど、地方警察官の増員は、他の施策と併せ、犯罪の増勢に歯止めを掛け、治安の回復に効果をもたらしていると考えられる。


しかし、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、ストーカー事案・配偶者からの暴力事案や特殊詐欺を始めとする女性や高齢者が被害者となる犯罪が多発しているとともに、国際テロ情勢の悪化やサイバー空間の脅威の増大が見られるなど依然として課題が山積している。また、我が国を取り巻く国際情勢の変化への的確な対応を図るとともに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けて、警察の事態対処能力を強化することが必要となっており、引き続き、時代に合わせて警察力の強化に努める必要がある。そのため、警察では、大量退職期が到来していることを踏まえつつ、次のような警察力強化のための取組を強力に推進し、厳しい治安情勢に的確に対応することとしている。


注：東日本大震災に伴う、岩手県、宮城県及び福島県警察に対する750人の増員（23年度）を含む。

　
図表7-2　地方警察官の退職者数の推移（平成13～27年度）

[image: 図表7-2　地方警察官の退職者数の推移（平成13～27年度）]

①　地方警察官の増員


人身安全関連事案対策の強化、特殊詐欺対策の強化及び我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するための事案対処能力の強化を図るため、28年度には地方警察官994人の増員を行った。

②　退職警察職員の積極的活用


交番相談員、捜査技能伝承官等の非常勤職員を拡充し、また、再任用制度を積極的に活用することで、即戦力たる退職警察職員により現場執行力を補完するとともに、経験豊富な警察職員の優れた技能を若手警察職員に伝承している。

③　優秀な人材確保のための採用募集活動の強化


警察庁では、警察官という職業の魅力をアピールするため、合同企業説明会への参加、警察庁ウェブサイトや民間の就職サイトを通じた情報提供等を行い、都道府県警察の採用募集活動を支援している。

　
図表7-3　警察官採用試験実施状況（平成18～27年度）

[image: 図表7-3　警察官採用試験実施状況（平成18～27年度）]

（3）女性警察官の採用・登用の拡大


警察では、女性警察官の採用に積極的に取り組んでいる。毎年度1,000人を超える女性警察官を採用し、女性警察官数は年々増加している。平成27年度には1,802人（新規採用者総数に占める比率は16.5％）の女性警察官が採用された。


女性が被害者となる性犯罪や配偶者からの暴力事案等の捜査、被害者支援等、女性警察官の能力や特性をいかした分野のほか、強行犯捜査、知能犯捜査等の捜査全般、暴力団対策、警衛・警護等の分野でも活躍するなど女性警察官の職域は全ての分野に拡大しており、県警察本部長や警察署長を始め、警察署の刑事課長等の幹部への登用も進んでいる。


また、都道府県警察では、25年5月に「警察における女性の視点を一層反映した対策の推進に関する検討会」から受けた提言を踏まえ、多様性のある社会のニーズに応えられるようになるため、女性の視点をいかした警察づくりに取り組んでおり、女性用仮眠施設の整備や装備資機材の改良、仕事と育児の両立を支援する制度の整備・拡充等の女性が活躍できる環境の整備に向けた様々な取組を推進している。


さらに、警察庁においても、様々な背景を持つ多様な人材が能力を発揮することにより、警察組織を質的に強化するため、28年3月に「警察庁におけるワークライフバランス等の推進のための取組計画」（注）を策定し、更なる女性の採用・登用の拡大等に取り組んでいる。

注：http://www.npa.go.jp/sonota/jinji/20160310_wlbtorikumikeikaku.pdf

　

図表7-4　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成19～28年度）

[image: 図表7-4　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成19～28年度）]

　

図表7-5　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成19～28年度）

[image: 図表7-5　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成19～28年度）]


コラム　女性施策担当者として～自らの経験をいかした施策～

愛知県警察本部警務部警務課総合企画室総合企画係　金岡なぎさ警部補


平成24年4月に警察署刑事課から現係に異動し、現在は小学校2年生と3歳の2人の娘の育児をしながら勤務しています。夫や両親の支援もありますが、出産前と同じ働き方は難しく、「やりたいけど、できない」もどかしさもしばしば。周囲にもキャリアに悩む女性は多く、育児期の壁を強く感じていました。


このような思いから、「やりたい気持ちをそのままキャリアにつなげられる組織」を目指し、短時間勤務制度利用中の配置ポストの新設や、自宅近くの所属への配置の推進、ワークライフバランスの実現に向けた働き方改革等様々な取組を考えており、そのために必要となる組織的な対応や女性側の努力等について、自らの経験をいかしながら検討できる現係での勤務にやりがいを感じています。


子育てでの悩みも多いですが、将来は一番の希望である刑事部門で後輩等のロールモデルとなれるように頑張りたいと思っています。
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（4）教育訓練


警察職員には、適正に職務を執行するため、良識と確かな判断能力や実務能力が必要とされる。警察学校や警察署等の職場では、誇りと使命感に裏打ちされた高い倫理観と職務執行能力を兼ね備えた警察職員を育成するため、教育訓練の充実強化を図っている。

①　警察学校における教育訓練


都道府県警察の警察学校、警察庁の管区警察学校、警察大学校等では、対象者の階級及び職に応じて、次のような体系的な教育訓練を実施している。

　
図表7-6　警察学校における教育訓練体系

[image: 図表7-6　警察学校における教育訓練体系]

②　職場における教育訓練


警察署等の職場では、個々の警察職員の能力又は職務に応じた個人指導や研修会の開催等により、職務執行能力の向上を図っているほか、経験豊富な警察官や退職警察官の講義等を通じ、専門的な知識及び技能の伝承に努めている。また、適切な職務執行を行うとともに高い倫理観を培うため、有識者による講習会等を行っている。

③　術科訓練の充実強化


凶悪犯罪に的確に対処できる精強な執行力を確保するため、柔道、剣道、逮捕術、拳銃等の術科訓練を実施している。特に、様々に変化する状況に的確に対応する能力を培うため、映像射撃シミュレーター（注）等による拳銃訓練を始め、実際の現場で発生する可能性の高い事案を想定した実践的な訓練の充実強化を図っている。

注：スクリーン投影した映像に向け、レーザー光線で射撃を行う訓練装置

　
[image: 映像射撃シミュレーター]

映像射撃シミュレーター

　
[image: 実践的な訓練]

実践的な訓練

（5）警察職員の殉職・受傷


警察官は、個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序の維持に当たるため、自らの身の危険を顧みず職務を遂行し、その結果、不幸にして殉職・受傷する場合がある。


平成27年中には、交通指導取締り中の警察官が停止を求めた違反車両に轢（ひ）かれ殉職する事案等が発生した。


警察では、殉職・受傷した警察職員又はその家族に対して、公務災害補償制度による公的補償のほか、賞じゅつ金の支給等の措置をとっている。また、特記すべき職務執行に対しては、警察庁長官名による表彰を行っている。











2　警察の予算と装備

（1）警察の予算


警察の予算は、警察庁予算と都道府県警察予算から成る。このうち、警察庁予算には、国庫が支弁する都道府県警察に要する経費と補助金が含まれる。


平成27年度警察庁予算では、サイバー空間の脅威への対処に要する経費等を、補正予算では、緊急テロ対策に要する経費等を措置した。

27年度の国民一人当たりの警察予算は約2万8,000円であった。

　
[image: 警察庁予算と都道府県警察予算]

　
図表7-7　警察庁予算（平成27年度最終補正後）
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図表7-8　都道府県警察予算（平成27年度最終補正後）
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（2）警察の装備

①　車両の整備

警察用車両として、パトカー、白バイ等が全国に約4万2,600台整備されている。

平成27年度は、高速道路における交通安全対策の強化等のための車両を増強した。
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パトカー

②　装備品の整備と開発改善

27年度は、テロ対策、暴力団対策、薬物事犯対策等の推進を重点として、各種装備品を整備した。


また、科学技術の進歩や社会情勢の変化に対応し、業務の効率化と高度化を図るため、装備品の開発と改善を進めている。











3　警察の情報通信

（1）警察活動を支える警察情報通信


警察では、事件、事故及び災害がどこでどのように発生しても対応できるよう、各種の情報通信システムを開発し、それらを全国に整備するとともに、システムの高度化に努めている。


具体的には、独自に整備・維持管理している無線多重回線、電気通信事業者の専用回線、衛星通信回線等により構成される全国的なネットワークにより、警察庁、管区警察局、警察本部、警察署、交番等を結ぶほか、

・　車載通信系（警察本部を中心に警察署、パトカー、警察用航空機等を結ぶ無線通信系）

・　署活系（警察署を中心に所属する警察官を結ぶ無線通信系）

・　携帯通信系（機動隊による部隊活動等、局所的な警察活動での無線通信系）

といった各種の移動通信システムを構築することにより、警察業務を遂行する上で不可欠な情報の伝達を実現している。


また、指名手配被疑者、行方不明者、盗難車両等に関する情報を警察庁に登録することにより、第一線の警察官からの照会に即時に回答したり、運転免許証に関する情報を全国一元管理することにより、運転免許証の不正取得を防止したりするための警察情報管理システムを全国に構築することで、第一線の警察活動の支援や各種業務の効率化を図っている。


これら警察情報通信の円滑な運営を図るため、国の機関である全国の情報通信部（注）に、情報通信に関する専門的な技術を有した職員を配置している。


注：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部

　
図表7-9　警察活動を支える警察情報通信
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（2）機動警察通信隊の活動


全国の情報通信部には機動警察通信隊が設置されており、現場の警察活動の基盤となる通信を確保等するための様々な活動を行っている。具体的には、警衛・警護警備の実施時や事件、事故又は災害発生時に、警察本部と現場警察官との間の指揮命令や連絡等が円滑に行われるよう、無線の不感地帯対策のほか現場映像の伝送等の各種情報通信対策を講じている。


平成27年においては、5月の石川県における天皇皇后両陛下「第66回全国植樹祭」御臨場等に伴う警衛警備、7月の東京都調布市内の住宅地における軽飛行機墜落事故、9月の関東及び東北地方における豪雨災害等の際に出動した。

　
[image: 軽飛行機墜落事故現場から伝送された映像]

軽飛行機墜落事故現場から伝送された映像


コラム　災害現場で活躍する機動警察通信隊


平成27年9月関東・東北豪雨において、宮城県、茨城県、栃木県を始めとする各県情報通信部、東京都警察情報通信部並びに東北及び関東管区警察局情報通信部の機動警察通信隊は、発災直後から災害現場に出動した。機動警察通信隊は、現場の状況把握や広域緊急援助隊等の指揮のために、衛星通信車やヘリコプターテレビシステム等を活用して、河川堤防の決壊により広範囲に冠水した被災現場の状況や広域緊急援助隊による捜索救助活動の状況等の映像をリアルタイムで警察本部、警察庁、首相官邸等に伝送した。

　
[image: 救助状況の撮影]

救助状況の撮影

　
[image: 捜索現場から伝送された映像]

捜索現場から伝送された映像



（3）情報管理の徹底


警察では多くの機密情報を取り扱っていることから、警察庁は、警察情報セキュリティポリシー（注1）の策定等により、情報セキュリティの向上のための総合的な対策を進めている。具体的には、警察内部ネットワークの外部ネットワークからの分離、外部記録媒体の利用制限等の情報流出等を防ぐための技術的環境を整備するとともに、警察職員の情報の取扱いに係る規範意識の向上のための取組を推進している。


また、警察庁及び全都道府県警察にCSIRT（注2）を設置し、警察情報管理システム等において情報セキュリティインシデント（注3）が発生した場合に、迅速かつ的確な情報の集約・分析、被害拡大を防止するための措置等を実施することとしている。さらに、これらの取組の実効性等を検証するため、都道府県警察等を対象とした監査を継続的に実施している。

注1：警察情報セキュリティに関する規範の体系

注2：Computer Security Incident Response Teamの略

注3：不正プログラム感染事案等情報セキュリティの維持を困難とする事案











4　留置施設の管理運営

（1）留置施設の管理運営


平成28年4月1日現在、留置施設は全国で1,157施設（収容基準人員（注）2万1,625人）設置されている。警察では、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき、捜査と留置の分離を徹底しつつ、被留置者の人権に配慮した処遇及び施設の改善を推進しており、月に2回の健康診断の実施、健康に配慮した食事の提供、冷暖房装置の整備等のほか、次のような取組を行っている。

注：留置施設の定員数

①　女性被留置者に対する適切な処遇


警察では、女性被留置者に対してより適切な処遇を行うという観点から、女性被留置者のみを留置し、女性警察官が常時看守業務に従事する女性専用留置施設の設置を推進しており、全国の同施設は、23年4月から27年4月の間に26施設が整備され計88施設となった。さらに、留置施設への女性警察職員の配置を進めるなど、物的及び人的基盤の整備を進めている。

　
図表7-10　女性専用留置施設数の推移（平成23～27年）
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図表7-11　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成23～27年）
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②　外国人被留置者に対する適切な処遇


警察では、外国人被留置者向けに、外国語版の告知書（注）を用意しているほか、被留置者の信仰する宗教を踏まえた食事の提供を行うなど、言語や宗教等の違いに配慮した処遇に努めている。


注：留置の開始に際し、留置施設での処遇について説明するための書面（現在、11か国語を用意）

③　留置施設視察委員会


留置施設の運用状況の透明性を高めるため、警察部外の第三者から成る機関として、留置施設視察委員会（以下「委員会」という。）が、警視庁、道府県警察本部及び方面本部に設置されている。委員会は、弁護士等の法律関係者や医師、地域住民等の委員で構成されている。各委員は、留置施設を実際に視察し、被留置者と面接するなどして留置施設の実情を把握した上で、委員会として留置業務管理者（警察署長等）に意見を述べるものとされており、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、委員会からの意見及びこれを受けて警察が講じた措置の概要を公表することとされている。

　
図表7-12　留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成28年1月1日現在）
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[image: 留置施設視察委員会による留置施設の視察状況]

留置施設視察委員会による留置施設の視察状況

（2）被留置者の収容状況


平成27年中の被留置者の年間延べ人員は、全国で約348万人（1日平均約9,500人）と、前年より約4千人（0.1％）増加した。

　
図表7-13　被留置者延べ人員の推移（平成18～27年）

[image: 図表7-13　被留置者延べ人員の推移（平成18～27年）]


留置施設の収容率（注）は、全体としては低下しつつあるが、一時的に過剰な収容状態となる場合が依然としてあることから、警察では、拘置所等刑事施設への早期の移送を要請するなどにより、収容力の確保を図っている。また、留置施設の整備に当たっては、被留置者の居室を並列に配置し、居室前面の一部に遮へい板を設けるなど、被留置者のプライバシー保護に配慮した設計を取り入れている。

注：留置施設の定員数に対する被留置者の割合

　
図表7-14　留置施設の収容基準人員の推移（平成18～27年）
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図表7-15　留置施設の収容率の推移（平成18～27年）
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[image: 留置施設（女性専用留置施設）内の状況]

留置施設（女性専用留置施設）内の状況











5　管区警察局・皇宮警察本部の活動

（1）管区警察局の活動

①　管区警察局の役割


警察庁には、その地方機関として7つの管区警察局、東京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部が設置されている。事務を能率的に処理するため、管区警察局は、警察庁の事務の一部を分担して所掌している。東京都と北海道の区域は、管区警察局の管轄外とされ、必要に応じ、警察庁が直接に指揮監督等を行う。

　
図表7-16　管区警察局の管轄区域

[image: 図表7-16　管区警察局の管轄区域]

②　管区警察局の主な業務

管区警察局では、主として次のような業務を行っている。

ア　府県警察に対する監察


管区警察局の監察機能は、平成12年以降の警察改革の一環として、各管区警察局に総務監察部（注）を設置することにより強化されている。総務監察部門が管区内の府県警察に対する監察を実施することで、警察事務の能率的運営と規律の保持に努めている。


注：東北管区警察局、中部管区警察局、中国管区警察局及び四国管区警察局は総務監察・広域調整部を設置している。

イ　府県の枠を超えた広域調整、災害対応


広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査・共同捜査、高速道路における広域的な交通規制、交通取締りの実施等に関し、府県警察に対する指導・調整を行っている。


また、一府県警察のみでは対処が困難な大規模災害の発生時には、被災状況等に関する情報の収集・分析に当たるとともに、警察災害派遣隊の派遣等に関する調整を行うことで、国としての危機管理機能を発揮している。


事例


中国管区警察局は、四国管区警察局との合同で、山口県内の陸上自衛隊駐屯地施設において、自衛隊レンジャー隊員との共同による高度なレンジャー技術訓練を実施し、大規模災害時における知識及び技能の向上を図った。

　
[image: 航空機からの降下訓練]

航空機からの降下訓練



ウ　情報通信における全国警察の連携の確保、府県警察への技術支援


管区警察局情報通信部では、府県情報通信部と連携して、警察庁や都道府県警察を結ぶネットワークの整備、管理等を行い、全国警察の有機的連携の確保に努めている。


また、府県警察の行う捜索差押え等の現場に臨場し、コンピュータの設定状況等の確認、証拠となる電磁的記録の抽出等の技術支援を行っている。

エ　府県警察職員を対象とした教育訓練


管区警察局に附置された管区警察学校では、主として警部補及び巡査部長の階級にある府県警察の職員を対象とした昇任時教育、専門的教育等を実施している。


事例


四国管区警察局では、管区内各県警のパトカー勤務員等を対象として、「職務質問時における受傷事故防止訓練」を実施した。職務質問を受けた被疑者が自らが運転する車両を警察車両に衝突させて逃走しようとする想定の下、廃棄予定車両を使用して実際に車両同士を衝突させるなど実践的な訓練を行うことにより、訓練参加者は、車両を用い逃走を図る被疑者を、警察車両を効果的に活用し、安全に検挙する方法を体得した。

　
[image: 車両を使用した訓練]

車両を使用した訓練



（2）皇宮警察本部の活動


警察庁に附置されている皇宮警察本部は、天皇陛下及び皇族方の護衛、皇居、御所の警備等を行っている。

　
図表7-17　皇宮警察本部の勤務地

[image: 図表7-17　皇宮警察本部の勤務地]

①　天皇及び皇族の護衛


天皇陛下及び皇族方の安全を確保するため、護衛を担当する側衛官（注）が、皇居、御所等はもとより、国内外において御身辺の直近で護衛に当たっている。


平成27年中は、天皇皇后両陛下がパラオ国を御訪問になった際などに、海外に側衛官を派遣し、御身辺の安全を確保した。

注：皇宮護衛官のうち護衛を担当する者

②　皇居、御所等の警備


皇居、赤坂御用地、各御用邸、京都御所、正倉院等における安全を確保するため、1都1府4県（注）において警戒警備活動を行っている。27年は、26年に引き続き皇居乾通りの一般公開が行われたことから、護衛警備を実施した。

注：栃木県、東京都、神奈川県、静岡県、京都府及び奈良県

　
[image: 一般参賀に伴う護衛警備実施]

一般参賀に伴う護衛警備実施

　
図表7-18　護衛警備を実施した主な行事（平成27年）

[image: 図表7-18　護衛警備を実施した主な行事（平成27年）]

③　国賓等の護衛


国賓として来日した外国要人の皇居参内や、信任状等の捧呈に伴う特命全権大使・公使の皇居参内に際して、騎馬、サイドカー等で護衛に当たっている。


コラム　皇居における儀仗（ぎじょう）勤務


皇宮警察本部における特色ある警備活動として、儀仗勤務がある。この勤務は、特別な被服「儀礼服」を着用し、儀容を整え、威儀を正して警戒する勤務であり、皇居正門には毎日配置しているほか、宮殿行事の際は宮殿の車寄（くるまよせ）（玄関）に配置している。また、国賓の皇居参内の際は、儀仗隊を配置して歓迎の意を表している。

　
[image: 皇居正門における儀仗勤務]

皇居正門における儀仗勤務













6　研究機関の活動

（1）警察政策研究センター


警察大学校に置かれている警察政策研究センターは、様々な治安上の課題に関する調査研究を進め、政策提言を行うとともに、警察と国内外の研究者等との交流の拠点として活動している。

①　フォーラムの開催


関係機関・団体等と連携し、国内外の研究者・実務家を交えて社会安全等に関するフォーラムを開催している。

　
[image: フォーラムの開催]

フォーラムの開催

　
図表7-19　フォーラムの開催状況（平成27年度）

[image: 図表7-19　フォーラムの開催状況（平成27年度）]

②　大学関係者との共同研究の推進


大学関係者と共同して研究活動を行っている。これまでに、例えば、慶應義塾大学大学院法学研究科との間で、テロ等の各種治安事象への対策を講ずるに当たり、憲法学的見地から、国民の自由と安全をいかにバランスよく保障していくかについて共同研究を行っている。

③　大学・大学院における講義の実施


警察政策に関する研究の発展及び普及のため、東京大学公共政策大学院、一橋大学国際・公共政策大学院、早稲田大学法科大学院、中央大学法科大学院、首都大学東京都市教養学部、法政大学法学部等に職員を講師として派遣している。

　
[image: 大学・大学院での講義（首都大）]

大学・大学院での講義（首都大）

④　警察に関する国際的な学術交流


海外で開催される国際的な学術会議に参加し、日本警察に関する情報発信を行っている。また、韓国警察大学治安政策研究所、フランス高等治安・司法研究所、フランス・トゥールーズ第一社会科学大学警察学研究センター及びドイツ・フライブルク大学安全・社会センターとの間で協定を締結し、警察に関する国際的な学術交流を実施している。


事例


平成27年8月、タイ・パタヤで開催された第26回国際警察幹部シンポジウム年次総会に参加し、日本におけるストーカー対策の現状と課題について発表を行った。

　
[image: 国際的な学術交流の実施]

国際的な学術交流の実施




事例


27年9月、協定を締結しているフランス・トゥールーズ第一社会科学大学教授の訪問を受け、日仏両国のテロ対策等について意見交換するなど協力関係を深めた。




事例


27年12月、公益財団法人日工組社会安全研究財団との共催により、都内において「サイバー空間の安全の確保に向けて」をテーマとするフォーラムを開催した。大学教授、警察庁職員等がパネリストとして参加し、活発に意見交換した。



（2）警察情報通信研究センター


警察大学校に置かれている警察情報通信研究センターでは、警察活動に関わる情報通信技術について研究しており、その成果は、犯罪捜査の効率化や警察における情報通信システムの整備に活用されている。


研究例　画像処理技術に関する研究


犯罪捜査等の効率化のため、防犯カメラ等に記録された低照度・低画質な画像の鮮明化技術、多数の画像から人物や車両等を識別し画像を効率的に解析する技術、画像から人物等を特定する識別技術等の画像処理に関する技術の研究を行っている。

　
[image: 画像の解析の状況]

画像の解析の状況



（3）科学警察研究所


各分野の専門的知識・技術を有する研究員が、科学捜査、犯罪防止、交通事故防止等についての研究・開発を行うとともに、都道府県警察の鑑定技術職員に対する研修を行っている。

また、都道府県警察からの依頼により、事件、事故等に係る鑑定・検査を実施している。


研究例　DNA型鑑定の迅速化に関する研究


現在のDNA型検査法は、DNAの抽出、増幅及び分析の全ての工程を専門家が専用のクリーンルーム内において行う必要があり、機械の動作時間だけでも最低で約5時間を要している。これら一連の工程を一台の装置の中で行い、約90分でDNA型分析結果を得ることが可能な「全自動DNA型分析装置」について、当該装置により得られる分析結果等を現行のDNA型検査法によるものと比較し、その信頼性の検証を行っている。

　
[image: 全自動DNA型分析装置]

全自動DNA型分析装置




研究例　爆発物の安全な処理に関する研究


爆弾テロにおいては、状況によってはイベント会場や大都市中心部など、人の多く集まる現場において爆発物の安全化処理を行わなくてはならないことも想定される。そのため、軽減剤を用いた安全な爆発物処理手法について効果検証を行うほか、その安全な処理のために必要な資機材の研究開発等を進めている。

　
[image: 軽減剤の効果検証]

軽減剤の効果検証













第2節　国民の期待と信頼に応える強い警察

1　国民の期待と信頼に応える強い警察の確立のための取組

（1）国民の期待と信頼に応えるために

①　積極的かつ合理的な組織運営


警察では、平成25年9月に「国民の期待と信頼に応える強い警察」の確立に向けた取組を強化するとの方針を示し、積極的かつ合理的な組織運営を推進することとしている。


具体的には、警察の業務が多様かつ広範となっている中で、警察が国民から負託された業務を全うするため、警察署の業務を中心に大胆な合理化・効率化を進めるとともに、大量採用・大量退職期が到来していることを踏まえた若手警察職員の早期戦力化及び女性の新たな分野への登用等を含めた人的基盤の強化に取り組んでいる。


また、非違事案に対して厳正に対処するとともに、原因・背景の分析に基づく、非違事案につながりにくい業務の仕組みの構築に向けた指導を行うなど、非違事案対策の高度化にも取り組んでいる。

　
[image: 若手警察職員に対する教育]

若手警察職員に対する教育


事例


神奈川県警察では、交番・駐在所や本部交通機動隊等の第一線で勤務する若手を中心とした女性警察官に対する総合的な研修を行い、女性警察官の執行力の強化に取り組んでいる。


本取組では、突発事態対処訓練、拳銃奪取防止訓練、警棒・警じょう使用訓練等の実践的な訓練に加え、性犯罪の捜査や人身安全関連事案への対応等に関する研修を行った。

　
[image: 女性警察官に対する警じょう訓練]

女性警察官に対する警じょう訓練



②　監察の実施と苦情をいかした業務改革の推進

ア　監察


警察では、その能率的な運営及び規律の保持に資するために、警察庁、管区警察局及び都道府県警察において、国家公安委員会が定める監察に関する規則に基づき、厳正な監察を実施している。


27年度中、警察庁及び管区警察局においては、都道府県警察等に対し、2,110回の監察を実施し、事件の組織的管理と捜査指揮の状況について指導するなど業務改善を図った。

　
図表7-20　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）

[image: 図表7-20　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）]

イ　苦情をいかした業務改革の推進


都道府県警察では、職員の職務執行に対する苦情に誠実に対応するとともに、個々の苦情やその傾向を踏まえた業務改善策を策定するなど、苦情を活用した組織的な業務改革を推進している。


事例


山形県警察では、「失念した運転免許証の暗証番号を警察署で照会した際、周囲に聞こえるように口頭で回答された」との苦情があったことから、個人情報の取扱いに配慮し、番号票を直接本人に手交する形で回答するよう業務改善を行った。



（2）適正な予算執行の確保

警察では、適正な予算執行を確保するため、次のような取組を行っている。

①　警察が行う会計監査


国家公安委員会が定める会計の監査に関する規則に基づき、警察庁長官、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、監査手法に改善・工夫を加えながら、一層適正な会計経理を推進するため、会計監査を実施している。


平成27年度は、図表7－21のとおり、警察庁の会計監査実施計画を作成し、全120部署を対象に会計書類の点検を行うとともに、捜査費の執行に直接携わった捜査員2,827人を含む6,170人に対して聞き取りを実施するなどした。

　

図表7-21　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成27年度会計監査実施計画

[image: 図表7-21　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成27年度会計監査実施計画]

　
[image: 監査における職員からの聞き取り]

監査における職員からの聞き取り

②　会計業務の改善に係る取組


警察庁では、会計業務の改善に係る各種取組を全庁を挙げて推進するため、関係職員から成る「警察庁会計業務改善委員会」及び外部有識者から成る「警察庁会計業務検討会議」を開催して、行政事業レビュー、調達改善及び随意契約の適正化に係る取組等を通じ、会計業務の改善に努めている。

（3）情報公開制度


警察庁では、警察庁訓令・通達公表基準に基づいて、訓令及び施策を示す通達を原則として公表することとし、ウェブサイトに掲載している。また、窓口を設置し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に基づく開示請求を受け付けるとともに、警察白書や統計、報道発表資料等の文書を一般の閲覧に供している。


平成27年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法に基づく開示請求及びその開示決定等の件数は図表7－22のとおりである。

　
図表7-22　平成27年度中の開示請求等の件数（情報公開）

[image: 図表7-22　平成27年度中の開示請求等の件数（情報公開）]

（4）個人情報保護


警察庁では、警察庁における個人情報の管理に関する訓令を制定し、個人情報の管理体制を定めるなどして保有する個人情報の適正な取扱いに努めている。また、窓口を設置し、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求を受け付けている。


平成27年度中の国家公安委員会と警察庁に対する同法に基づく開示請求及びその開示決定等の件数は、図表7－23のとおりである。

　
図表7-23　平成27年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）

[image: 図表7-23　平成27年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）]











2　国民に開かれた警察活動

（1）警察署協議会


警察は、地域の犯罪や交通事故を防止するなどの様々な活動を行うに際して、住民の意見、要望等を十分に把握するとともに、住民の理解と協力を得ることが必要である。


そのため、原則として全国の全ての警察署に警察署協議会が置かれており、警察署長が警察署の業務について住民の意見を聴くとともに、理解と協力を求める場として活用されている。その委員については、都道府県公安委員会が、警察署の管轄区域内の住民のほか、地方公共団体や学校の職員等、地域の安全に関する問題について意見、要望等を表明するにふさわしい者に委嘱しており、外国人や学生を含む幅広い分野等から委嘱された委員が全国で活躍している。平成28年4月1日現在、1,163署に協議会が設置され、総委員数は10,562人である。

　
図表7-24　委員の職業別構成

[image: 図表7-24　委員の職業別構成]

　
図表7-25　委員の年齢別構成

[image: 図表7-25　委員の年齢別構成]


コラム　地域とのパイプ役として（警視庁荒川警察署協議会会長　大川　綾）


荒川警察署協議会は、世代も職業も異なる9名で構成されており、日常生活から地域の声や要望を幅広く吸い上げて協議会としての意見に反映しています。例えば、平成27年6月に改正道路交通法が施行されたことを機に、以前から多く見られた自転車の二人乗りやロードバイクの危険運転等に対する取締りの強化や、世代に応じた交通安全教室の重点的な実施を要望しました。警察署では早期にこれらの対策を実施するだけでなく、宅配業者への指導や自転車販売店への働き掛け等も積極的に行ってくださり、街中での自転車運転マナーが向上したとはっきり実感できるようになりました。加えて、自転車が関与する交通事故件数が前年比で大きく減少するなど成果も出ており、委員として地域の交通安全に貢献できたことを嬉しく感じています。


また、警察署協議会の活動を通じ、警察に対する理解も深まりました。今後も住民が安心、安全に生活できるよう地域とのパイプ役を努めていきたいと思います。

　
[image: 警察署協議会開催風景（中央が本人）]

警察署協議会開催風景（中央が本人）



（2）政策評価


国家公安委員会と警察庁は、3年ごとに策定する「国家公安委員会及び警察庁における政策評価に関する基本計画」を踏まえて、毎年、政策評価の実施に関する計画を策定し、政策評価を実施している（注）。平成27年度には、1件の実績評価書及び3件の事業評価書を作成・公表した。

注：http://www.npa.go.jp/seisaku_hyoka/index.htm











3　犯罪対策閣僚会議の取組

（1）犯罪対策閣僚会議の開催


平成14年に刑法犯認知件数が過去最高の約285万件を記録するなど、治安情勢が危険水域に達し、国民が強い不安感を抱くようになったことを背景に、警察だけではなく、政府全体としての犯罪対策を進めることの重要性が認識された。そこで、「世界一安全な国、日本」の復活を目指し、政府では、15年9月から、首相が主宰し、全閣僚を構成員とする犯罪対策閣僚会議を開催している。同会議において、15年12月には「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」、20年12月には「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」が策定され、犯罪情勢に即した各種の施策を講じ、社会全体を犯罪に対して強いものにするための総合的な対策が推進されてきた。

　
[image: 第23回犯罪対策閣僚会議（提供：内閣広報室）]

第23回犯罪対策閣僚会議（提供：内閣広報室）

（2）「「世界一安全な日本」創造戦略」の策定


現在、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、サイバー犯罪・サイバー攻撃、国際テロ、組織犯罪といった重大な脅威に直面している。また、良好な治安は、国民生活の安全を確保すると同時に、社会・経済の発展にも寄与するものである。こうしたことを踏まえ、平成25年12月、「「世界一安全な日本」創造戦略」が第21回犯罪対策閣僚会議において策定されるとともに、閣議決定された。


この戦略は、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据え、犯罪を更に減少させ、国民の治安に対する信頼感を醸成し、「世界一安全な国、日本」を実現することを目標としている。警察では、関係機関・団体と緊密に連携して、この戦略に基づく取組を推進していくこととしている。

　
図表7-26　「「世界一安全な日本」創造戦略」の概要

[image: 図表7-26　「「世界一安全な日本」創造戦略」の概要]











4　犯罪被害者支援

（1）基本施策


犯罪被害者及びその遺族又は家族（以下「犯罪被害者等」という。）は、犯罪によって直接、身体的、精神的又は経済的な被害を受けるだけでなく、様々な二次的被害を受ける場合がある。そこで、警察では次のとおり、様々な側面から犯罪被害者支援の充実を図っている。また、各都道府県警察において、あらかじめ指定された警察職員が事件発生直後に犯罪被害者支援を行う指定被害者支援要員制度（注）が導入されている。


注：平成27年末現在の要員総数　3万5,253人（28年4月28日時点の集計値）

　
図表7-27　犯罪被害者支援に係る主な施策

[image: 図表7-27　犯罪被害者支援に係る主な施策]

（2）犯罪被害給付制度


犯罪被害給付制度は、通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害という重大な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない犯罪被害者等に対し、犯罪被害者支援法（注）に基づき、国が一定の給付金を支給するものである。この制度は、昭和56年1月に開始して以来、犯罪被害等の早期の軽減に重要な役割を果たしている。

注：犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律

　
図表7-28　犯罪被害者等給付金

[image: 図表7-28　犯罪被害者等給付金]

　
図表7-29　犯罪被害給付制度の運用状況

[image: 図表7-29　犯罪被害給付制度の運用状況]

（3）被害者の特性に応じた施策


犯罪類型等によって犯罪被害者等には異なる特性があることから、警察では、性犯罪被害者、交通事故被害者（注1）、配偶者からの暴力事案の被害者（注2）、ストーカー事案の被害者（注3）、被害少年（注4）、暴力団犯罪被害者等について、その特性に応じた施策を推進している。

注1：179頁参照

注2・3：92頁参照

注4：101頁参照

　
図表7-30　被害者の特性に応じた施策の例

[image: 図表7-30　被害者の特性に応じた施策の例]

（4）関係機関・団体との連携


犯罪被害者等が支援を必要とする事柄は、生活、医療、公判等多岐にわたるため、全ての都道府県で、警察のほか、検察庁、弁護士会、医師会、臨床心理士会、地方公共団体の担当部局や相談機関等の関係機関・団体から成る「被害者支援連絡協議会」が設立されている。


また、よりきめ細かな犯罪被害者支援を行うため、全国被害者支援ネットワークに加盟する民間の被害者支援団体が設立されているほか、全ての都道府県において、犯罪被害者支援法に基づき、都道府県公安委員会が犯罪被害等の早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に実施できる団体を犯罪被害者等早期援助団体（注）として指定している。これらの団体では、電話又は面接による相談、裁判所へ赴く際の付添い等の直接支援、相談員の養成及び研修、自助グループ（被害者遺族の会等）への支援、広報啓発等を行っている。

注：平成27年6月25日現在、全国で47団体


コラム　内閣府からの犯罪被害者等施策の移管について


内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律が施行されたことにより、平成28年4月1日、これまでは内閣府が担ってきた犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務が、国家公安委員会に移管された。


移管後は、犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務を通じ、国家公安委員会が犯罪被害者等施策に係る政府の司令塔としての役割を担い、関係省庁、地方公共団体の担当部局等の関係機関・団体に対し、犯罪被害者等のための施策の更なる充実を働き掛けつつ、各種取組を推進していくこととなった。













第3節　外国治安機関等との連携

1　外国治安機関等との連携

（1）国際的な犯罪に対する外国治安機関等との連携

①　ASEAN加盟国、G7各国等との連携


警察庁では、国際テロ対策、サイバーセキュリティ対策等の分野においてASEAN加盟国等の外国治安機関等との協力関係の強化に取り組んでいる。


平成27年9月から10月にかけて、マレーシアにおいて、ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議（注1）の第7回会議及び日・ASEAN国際犯罪閣僚会議の第2回会議が開催され、我が国からは国家公安委員会委員長が出席した。また、27年8月にはインドネシアにおいて、ASEAN警察長官会合（ASEANAPOL）（注2）の第35回会合が開催され、我が国から警察庁幹部が出席した。そのほか、27年11月にはドイツにおいて、28年3月には東京において、G7ローマ／リヨン・グループ会合が開催され、我が国からは警察庁幹部等が出席し、国際組織犯罪対策やテロ対策について積極的に議論に参加した。


注1：ASEAN加盟国に日本、中国及び韓国を加えた治安機関の閣僚が参加する会議

注2：東南アジア地域の警察機関相互の交流促進を目的として昭和56年に結成されたもので、我が国は、中国、韓国等と共に議題提案権を有する「ダイアログ・パートナー」として参加している。

②　二国間等の連携


警察では、国際的な犯罪対策において我が国と関わりの深い国の治安機関との間で協議を行うなどして協力関係を深めている。27年12月には、中国・青島（チンタオ）において、中国公安部との間で第8回日中警察協議を、中国公安部及び韓国警察庁との間で日中韓警察局長級会議を、それぞれ開催した。また、同月、ベトナム・ハノイにおいて、ベトナム公安省との間で第3回日越治安当局次官級協議を開催した。また、国家公安委員会委員長が、マレーシア（27年9月）、シンガポール（同月）、ブルネイ（同月）、英国（同年10月）、米国（同年11月）等各国の治安担当大臣、駐日大使等と会談を行うなど、外国治安機関等との協力関係を強化した。

　
[image: 国家公安委員会委員長と駐日米国大使との会談の様子]

国家公安委員会委員長と駐日米国大使との会談の様子

（2）治安に関係する国際約束の締結


刑事共助条約（協定）は、捜査共助の実施を条約上の義務とすることで捜査共助の一層確実な実施を期するとともに、捜査共助の実施のための連絡を外交当局間ではなく、条約が指定する中央当局間で直接行うことにより、手続の効率化・迅速化を図るものである。これまでに米国、韓国、中国、香港、EU及びロシアとの間で締結している。また、犯罪人引渡条約は、日本で犯罪を犯し国外に逃亡した犯罪人等を確実に追跡し、逮捕するため、一定の場合を除き、犯罪人の引渡しを相互に義務付けるものであり、これまでに米国及び韓国との間で締結している。そのほか、平成26年2月、PCSC協定（注）が日米両政府間において署名され、引き続き同協定の発効に向けた協議を行っている。


注：重大な犯罪を防止し、及びこれと戦う上での協力の強化に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定（Agreement
between the Government of Japan and the Government of the United
States of America on Enhancing Cooperation in Preventing and
Combating Serious
Crime）の略称。日米査証免除措置の下で安全な国際的渡航を一層容易にしつつ、日米両国国民の安全を強化するために、重大な犯罪を防止し、及び捜査することを目的として、相互に必要な指紋情報等を交換するための枠組みを定めたもの

（3）国際協力の推進

①　海外の警察に対する支援


警察庁では、我が国の警察の知見や特質をいかし、外務省やJICAと協力して開発途上国等に専門家を派遣し、交番制度、現場鑑識活動等の分野で海外の警察に対する支援を行っている。平成27年中には、20人の専門家を新たに派遣した。

ア　インドネシア国家警察改革支援プログラム


13年以降、インドネシア国家警察改革支援プログラムを実施しており、国家警察長官アドバイザー兼プログラム・マネージャーを含む専門家を派遣している。24年以降、市民警察活動を全国展開させるため、交番制度、現場鑑識活動等に関するこれまでの協力の成果の一層の定着・展開を支援している。

イ　東ティモール国家警察に対する協力


東ティモール政府からの要請に基づき、27年10月から12月にかけて専門家を派遣し、地域警察の現状を視察した上で、助言・指導を行うとともに、インドネシア国家警察と協力しながら、インドネシアにおいて、東ティモールの警察官に対して、交番の視察、巡回連絡の研修等を実施した。

ウ　トルコにおけるアフガニスタン女性警察官訓練に対する協力


トルコ警察では、アフガニスタンの治安改善のため、同国警察の能力向上に必要な警察官訓練を実施している。我が国では、
ルコ政府からの要請を受け、27年10月、同国に女性警察官を派遣してアフガニスタン女性警察官に対する訓練を支援した。

　
[image: トルコでのアフガニスタン女性警察官への講義の様子]

トルコでのアフガニスタン女性警察官への講義の様子

エ　ブラジルに対する地域警察活動普及支援


ブラジル政府からの要請に基づき、27年1月から専門家をブラジルに派遣するとともに、ブラジルの警察官に対して都道府県警察での実地研修を行い、交番制度を始めとした地域警察活動の更なる質の向上及び全国展開に向けた支援を行っている。

　
[image: 神奈川県警察におけるブラジルの警察官への研修の様子]

神奈川県警察におけるブラジルの警察官への研修の様子

オ　研修員の受入れ


警察では、知識・技術の移転及び諸外国との情報交換の促進を図るため、都道府県警察における実地研修、警察大学校国際警察センターにおけるセミナー等を行っている。27年中には、14回の研修でブラジル、インドネシア、東ティモール、フィリピン等各国の警察幹部を含む175人の研修員を受け入れた。

②　国際緊急援助活動


我が国は、外国で大規模な災害が発生し、被災国政府又は国際機関の要請があった場合、被災地に国際緊急援助隊を派遣しており、警察も国際緊急援助隊の救助チームの一員として国際緊急援助活動を行っている。27年4月に発生したネパールにおける地震災害では、我が国政府は、警察職員23人及び警備犬4頭を含む国際緊急援助・救助チームを派遣し、同チームは建物倒壊現場での被災者の捜索等に従事した。


警察では、国際緊急援助隊の派遣に関する法律が施行された昭和62年以降、延べ265人の隊員を14の国・地域に派遣し、被災者の捜索・救助等を行った。











警察活動の最前線




「何もない」留置施設を目指して



青森県青森警察署　留置管理課留置管理係

（現 青森県警察本部 生活安全部 生活安全企画課 ストーカー・DV対策係）

戸嶋　美智子（としま　みちこ）　警部補

　
[image: アピーくん　レピーちゃん]

アピーくん　レピーちゃん




様々な人が留置される留置施設では、自殺、自傷、反抗等、全く思いどおりにはならないことが起き得ます。それでも留置は何もなくて当たり前と考えられていました。しかし、私はそうは思いません。留置施設の「何もない」は、普段と違う兆候を読み取る「洞察力」、規律・秩序のために動ける「機敏さ」、事故リスクの軽減のために工夫する「創造力」、つまり「人」が創り出すものだと考えるからです。


「何もない」が当たり前の留置部門は、事件を検挙した時のように光が当たることは多くないものの、私は留置の仕事に誇りを持ち、「何もない」に光を当てるために同僚と一緒に知恵を出し合い、ハード面、ソフト面の改善に積極的に取り組んできました。


そして、留置施設内に危険物等を持ち込まれる事案を防止するために開発した「身体検査用足型マット」については、その活用により被留置者が隠匿した物が留置担当官により発見され、発見者が表彰を受けるとともに、足型マットが県内全署に配布されるなど、少なからず留置業務に貢献することができ、「何もない」に光が当たる瞬間を体験することができました。


これからも、私たちの持つ「洞察力」「機敏さ」「創造力」を武器に、「何もない留置施設」の維持のために尽力していきたいと思います。

　
[image: 青森県青森警察署　留置管理課留置管理係　（現 青森県警察本部 生活安全部 生活安全企画課 ストーカー・DV対策係）　戸嶋　美智子（としま　みちこ）　警部補]






犯罪被害に遭われた方々の平穏を願って



和歌山県警察本部警察相談課

犯罪被害者支援室犯罪被害者支援係

川﨑　力夫（かわさき　りきお）　警部補

　
[image: きしゅう君]

きしゅう君




私は、犯罪被害者支援係に従事することになって、被害に遭われた方々の体験談を聴いたり、手記を読む機会が多くなりました。その内容は大変深刻で被害に遭われた方々は直接の被害は元より、その後の暮らしにおいても厳しい負担を強いられていました。この被害後の現状を知ったことで、心から被害者支援の大切さを感じました。


犯罪被害者支援係に配属された当時、殺人事件の被害者の御遺族の支援に当たったことがありました。幼子であった被害者の子を、一人暮らしであった老齢の御遺族の方が養育することになったのですが、その方から、「年金だけで孫を育てるには経済的に不安です」と打ち明けられました。当時の私には、この不安を解消する知識がなく、遠慮気味に話す祖母の要望に応えることができなかったのです。しかし、私たちと連携して支援に当たっていた民間の被害者支援団体が、県の親族里親制度があることを知らせてくださったことから、幼子は親族の方とともにその制度の適用を受けることができました。被害の内容によっては長期にわたって問題を抱えることになる場合があり、支援には関係機関や団体と連携する必要性を強く感じました。

被害に遭われた方々の平穏を願いながら、被害者の視点に立った支援活動に当たりたいと思っています。

　
[image: 和歌山県警察本部警察相談課　犯罪被害者支援室犯罪被害者支援係　川﨑　力夫（かわさき　りきお）　警部補]





注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。











資料編

1　平成27年中の組織改正と法令の制定

平成27年中の主な組織改正

[image: 平成27年中の主な組織改正]

平成27年中の主な法律の制定（警察関係）
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平成27年中の主な政令の制定（警察関係）
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2　平成27年中の主な出来事
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3　平成27年都道府県別統計資料

　
[image: 3　平成27年都道府県別統計資料（1）]
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